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資料２ 

アンケート調査 依頼状
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資料２ 

アンケート調査 依頼状



2017 年 12月吉日 

小規模多機能型居宅介護事業所 管理者 各位 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 管理者 各位 

 

                                   『民間事業者の質を高める』 

一般社団法人全国介護事業者協議会 

理事長 佐藤 優治 
 

 

地域密着型サービスの生産性向上に関する実態調査へのご協力のお願い 
 

拝啓  

時下ますますご清祥の段、お慶び申し上げます。平素は当協議会の活動にご協力を賜り、厚く御

礼申し上げます。 

さて、このたび当協議会では、厚生労働省「平成 29年度 老人保健健康増進等事業」の補助金を

活用し、「地域密着型サービスの生産性向上に関する調査研究事業」を実施することとなりました。 

現在、国において介護事業所の生産性向上に向けてロボットや ICT活用に向けた議論が進んでい

ます。しかしながら、介護事業の生産性向上においては、こうしたツールの活用以外にも、人材の

確保・定着やアセスメントスキルの習得などの人材育成、法人理念の浸透など様々な視点が重要に

なると考えられます。また、サービスに対する市町村の関わり方も介護事業の生産性に大きな影響

を与えると予想されます。 

本調査研究では、主に小規模多機能や定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業所を対象として

生産性向上を妨げる要因とその対応策を分析し、ICT 活用などにとどまらないサービスの質と生産

性の向上のポイントを取りまとめたマニュアルを作成したいと考えております。 

つきましては、マニュアル作成に向けた情報収集を目的として、全国の小規模多機能型居宅介護

ならびに定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の皆様に対し、アンケート調査を実施いたしま

す。別添の調査票にご回答をいただき、2017 年 12 月 18 日(月)（消印有効）までに同封の返

信用封筒（切手不用）にて、当協議会の事務局へご返信を賜りたくお願い申し上げます。お忙しい

ところ大変恐縮ですが、事業の趣旨をご理解いただき、ご協力のほどよろしくお願い申し上げます 

敬具  

記 

 

○地域密着型サービスの生産性向上に関する実態調査（調査票）・・１部 

○返信用封筒（切手不用）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■調査実施主体 

  一般社団法人『民間事業者の質を高める』全国介護事業者協議会（略称：民介協） 

■調査票内容に関するお問合せ先（調査協力機関） 

株式会社浜銀総合研究所 地域戦略研究部 

「地域密着型サービスにおける生産性実態調査」担当：田中・加藤(善)・辻本 

TEL：045-225-2372 FAX：045-225-2197 電子メール:kaigo@yokohama-ri.co.jp  
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2017 年 12月吉日 

小規模多機能型居宅介護事業所 管理者 各位 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 管理者 各位 

 

                                   『民間事業者の質を高める』 

一般社団法人全国介護事業者協議会 

理事長 佐藤 優治 
 

 

地域密着型サービスの生産性向上に関する実態調査へのご協力のお願い 
 

拝啓  

時下ますますご清祥の段、お慶び申し上げます。平素は当協議会の活動にご協力を賜り、厚く御

礼申し上げます。 

さて、このたび当協議会では、厚生労働省「平成 29年度 老人保健健康増進等事業」の補助金を

活用し、「地域密着型サービスの生産性向上に関する調査研究事業」を実施することとなりました。 

現在、国において介護事業所の生産性向上に向けてロボットや ICT活用に向けた議論が進んでい

ます。しかしながら、介護事業の生産性向上においては、こうしたツールの活用以外にも、人材の

確保・定着やアセスメントスキルの習得などの人材育成、法人理念の浸透など様々な視点が重要に

なると考えられます。また、サービスに対する市町村の関わり方も介護事業の生産性に大きな影響

を与えると予想されます。 

本調査研究では、主に小規模多機能や定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業所を対象として

生産性向上を妨げる要因とその対応策を分析し、ICT 活用などにとどまらないサービスの質と生産

性の向上のポイントを取りまとめたマニュアルを作成したいと考えております。 

つきましては、マニュアル作成に向けた情報収集を目的として、全国の小規模多機能型居宅介護

ならびに定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の皆様に対し、アンケート調査を実施いたしま

す。別添の調査票にご回答をいただき、2017 年 12 月 18 日(月)（消印有効）までに同封の返

信用封筒（切手不用）にて、当協議会の事務局へご返信を賜りたくお願い申し上げます。お忙しい

ところ大変恐縮ですが、事業の趣旨をご理解いただき、ご協力のほどよろしくお願い申し上げます 

敬具  

記 

 

○地域密着型サービスの生産性向上に関する実態調査（調査票）・・１部 

○返信用封筒（切手不用）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■調査実施主体 

  一般社団法人『民間事業者の質を高める』全国介護事業者協議会（略称：民介協） 

■調査票内容に関するお問合せ先（調査協力機関） 

株式会社浜銀総合研究所 地域戦略研究部 

「地域密着型サービスにおける生産性実態調査」担当：田中・加藤(善)・辻本 

TEL：045-225-2372 FAX：045-225-2197 電子メール:kaigo@yokohama-ri.co.jp  
  5 

 
 
 
 
 
 

資料３－１  
小規模多機能型居宅介護事業所向け アンケート調査票



「小規模多機能型居宅介護」事業所向け調査票 
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■ご回答者様について 

貴法人名・事業所名  

ご回答者様のお名前  

ご役職（１つだけ○）  1．法人経営者  2．法人本部の管理職  3．事業所管理者  4．その他（        ） 

ご住所 〒 

お電話番号  

メールアドレス  

※ご回答をいただいた事業者様には、後日、ヒアリングへのご協力をお願いする場合がございます。 

平成 29 年度 厚生労働省 老人保健健康増進等事業 

地域密着型サービスの生産性向上に関する実態調査 

小規模多機能型居宅介護 事業所向け 調査票 

■ご回答にあたっての留意点 

 本調査は、全国の定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、ならびに小規模多機能型居宅介護事

業所の皆様を対象に、「生産性向上に向けた取組みの現状や課題」をお伺いするものです。 

 本調査票における「生産性向上策」とは、限られた人員や労働時間、コストでケアの質や事業所の

収益をより高めていくための取組みを指します。 

 ご回答いただいた結果は、当協議会において集計・分析を行い、報告書として取りまとめます。ま

た、ご回答結果は統計分析にのみ使用し、個別の事業所名、個人のお名前が公開されることはあり

ません。 

 本調査票は、小規模多機能型居宅介護を対象とした調査票です。貴事業所の管理者の方あるいは貴

事業所の運営の全体像がお分かりになられる方（総合施設長やエリアマネジャーなど）にご回答を

いただくようお願いします。 

 貴事業所が複数の介護サービスを提供している場合であっても、小規模多機能型居宅介護に関する

状況についてご回答をお願いします。また、サテライト型の事業所を運営している場合、特段のこと

わりのある場合を除き、本体事業所の状況についてご回答をお願いします。 

 回答時間の目安は30分程度です。 

 特にことわりのある場合を除き、平成 29 年 9 月末時点の状況をご回答ください。 

 ご回答をいただいた後、同封の返信用封筒に封入・封緘の上、平成 29 年 12 月 18 日（月）（消印有

効）までにご投函ください。 

 本調査事業の成果報告会を来年 2 月 24 日に東京都千代田区で、3 月 17 日に大阪市で開催します。

また、成果物を 3 月末に当協議会のホームページ（http://minkaikyo.info/）で公開します。 

 ご回答をいただいた方には、報告会のご案内ならびに成果物冊子をお送りします（報告会案内・成

果物の送付をご希望の方は、下記にお名前、ご住所、事業所名をご記入ください）。 

■調査実施主体 

  一般社団法人『民間事業者の質を高める』全国介護事業者協議会（略称：民介協） 

■調査票内容に関するお問合せ先（調査協力機関） 

株式会社浜銀総合研究所 地域戦略研究部 

「地域密着型サービスにおける生産性実態調査」担当：田中・加藤(善)・辻本 

TEL：045-225-2372 FAX：045-225-2197 電子メール:kaigo@yokohama-ri.co.jp  
 

「小規模多機能型居宅介護」事業所向け調査票 

2 
 

１．貴事業所の属性について                         

（１）貴事業所の属性について 

問１. 貴事業所の本体事業所・サテライト事業所の別を教えてください。（あてはまるものに 1つだけ○） 

１．サテライト事業所である（⇒調査は以上で終了です。返信用封筒に入れてご返送ください） 

２．本体事業所である 

 

問２. 貴事業所における小規模多機能型居宅介護の指定状況を教えてください。（平成 29年 9月末時点・あ

てはまるものに 1つだけ○） 

１．休廃止状態である（⇒問 47へ） ２．休廃止状態ではない 
 

問３. 貴事業所を運営する法人（以下、貴法人）の法人種別を教えてください。（あてはまるものに 1つだけ○） 

１．社会福祉法人（社協以外） ２．社会福祉協議会 ３．営利法人（株式会社等） 

４．医療法人 ５．特定非営利活動法人 ６．公益社団・公益財団法人 

７．一般社団・一般財団法人 ８．協同組合 ９．その他（         ） 
 

問４. 貴事業所が立地する自治体を教えてください。（都道府県名・市区町村名を記入） 

都道府県名：（         ）       市区町村名:（         ） 

 

問５. 貴事業所が小規模多機能型居宅介護の指定を受けた時期を教えてください。（西暦記入） 

（              ）年 

 

問６. 貴事業所と併設（※）した施設で提供されている介護サービス（予防含む）を教えてください。（あ

てはまるもの全てに○）※「併設」とは、貴事業所と同一あるいは隣接の敷地で提供するサービスを指します。 

１．居宅介護支援 ２．訪問介護 ３．訪問入浴 

４．訪問看護 ５．訪問リハビリテーション ６．夜間対応型訪問介護 

７．定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ８．看護小規模多機能型居宅介護 ９．通所介護 

10．通所リハビリテーション 11．療養通所介護 12．認知症対応型通所介護 

13．短期入所生活介護 14．短期入所療養介護 15．認知症対応型共同生活介護 

16．介護老人福祉施設（含 地域密着型） 17．介護老人保健施設 18．介護療養型医療施設 

19．特定施設入居者生活介護（含 地域密着型） 20．福祉用具貸与・販売 21．サービス付き高齢者向け住宅 

22．有料老人ホーム 23．養護老人ホーム   24．地域包括支援センター 

25．病院 26．診療所（在宅療養支援診療所） 27．（26以外の）診療所 

28．その他（        ） 29．併設した施設で提供するサービスはない 

 

問７. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護におけるサテライト事業所の設置数を教えてください。（あて

はまるものに１つだけ○） 

１．１か所 ２．２か所 ３．サテライト事業所は設置していない  
 

問８. 貴事業所の加算の算定状況を教えてください。（それぞれあてはまるものに 1つだけ○） 

①訪問体制強化加算 １．算定あり ２．算定なし 

②看護職員配置加算 
１．加算（Ⅰ）を算定 ２．加算（Ⅱ）を算定 

３．加算（Ⅲ）を算定 ４．算定なし 

③サービス提供体制強化加算 

１．加算（Ⅰ）イを算定 ２．加算（Ⅰ）ロを算定 

３．加算（Ⅱ）を算定 ４．加算（Ⅲ）を算定 

５．算定なし  

④総合マネジメント体制強化加算 １．算定あり ２．算定なし 

⑤介護職員処遇改善加算 

１．加算（Ⅰ）を算定 ２．加算（Ⅱ）を算定 

３．加算（Ⅲ）を算定 ４．加算（Ⅳ）を算定 

５．加算（Ⅴ）を算定 ６．算定なし 
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■ご回答者様について 

貴法人名・事業所名  

ご回答者様のお名前  

ご役職（１つだけ○）  1．法人経営者  2．法人本部の管理職  3．事業所管理者  4．その他（        ） 

ご住所 〒 

お電話番号  

メールアドレス  

※ご回答をいただいた事業者様には、後日、ヒアリングへのご協力をお願いする場合がございます。 

平成 29 年度 厚生労働省 老人保健健康増進等事業 

地域密着型サービスの生産性向上に関する実態調査 

小規模多機能型居宅介護 事業所向け 調査票 

■ご回答にあたっての留意点 

 本調査は、全国の定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、ならびに小規模多機能型居宅介護事

業所の皆様を対象に、「生産性向上に向けた取組みの現状や課題」をお伺いするものです。 

 本調査票における「生産性向上策」とは、限られた人員や労働時間、コストでケアの質や事業所の

収益をより高めていくための取組みを指します。 

 ご回答いただいた結果は、当協議会において集計・分析を行い、報告書として取りまとめます。ま

た、ご回答結果は統計分析にのみ使用し、個別の事業所名、個人のお名前が公開されることはあり

ません。 

 本調査票は、小規模多機能型居宅介護を対象とした調査票です。貴事業所の管理者の方あるいは貴

事業所の運営の全体像がお分かりになられる方（総合施設長やエリアマネジャーなど）にご回答を

いただくようお願いします。 

 貴事業所が複数の介護サービスを提供している場合であっても、小規模多機能型居宅介護に関する

状況についてご回答をお願いします。また、サテライト型の事業所を運営している場合、特段のこと

わりのある場合を除き、本体事業所の状況についてご回答をお願いします。 

 回答時間の目安は30分程度です。 

 特にことわりのある場合を除き、平成 29 年 9 月末時点の状況をご回答ください。 

 ご回答をいただいた後、同封の返信用封筒に封入・封緘の上、平成 29 年 12 月 18 日（月）（消印有

効）までにご投函ください。 

 本調査事業の成果報告会を来年 2 月 24 日に東京都千代田区で、3 月 17 日に大阪市で開催します。

また、成果物を 3 月末に当協議会のホームページ（http://minkaikyo.info/）で公開します。 

 ご回答をいただいた方には、報告会のご案内ならびに成果物冊子をお送りします（報告会案内・成

果物の送付をご希望の方は、下記にお名前、ご住所、事業所名をご記入ください）。 

■調査実施主体 

  一般社団法人『民間事業者の質を高める』全国介護事業者協議会（略称：民介協） 

■調査票内容に関するお問合せ先（調査協力機関） 

株式会社浜銀総合研究所 地域戦略研究部 

「地域密着型サービスにおける生産性実態調査」担当：田中・加藤(善)・辻本 

TEL：045-225-2372 FAX：045-225-2197 電子メール:kaigo@yokohama-ri.co.jp  
 

「小規模多機能型居宅介護」事業所向け調査票 

2 
 

１．貴事業所の属性について                         

（１）貴事業所の属性について 

問１. 貴事業所の本体事業所・サテライト事業所の別を教えてください。（あてはまるものに 1つだけ○） 

１．サテライト事業所である（⇒調査は以上で終了です。返信用封筒に入れてご返送ください） 

２．本体事業所である 

 

問２. 貴事業所における小規模多機能型居宅介護の指定状況を教えてください。（平成 29年 9月末時点・あ

てはまるものに 1つだけ○） 

１．休廃止状態である（⇒問 47へ） ２．休廃止状態ではない 
 

問３. 貴事業所を運営する法人（以下、貴法人）の法人種別を教えてください。（あてはまるものに 1つだけ○） 

１．社会福祉法人（社協以外） ２．社会福祉協議会 ３．営利法人（株式会社等） 

４．医療法人 ５．特定非営利活動法人 ６．公益社団・公益財団法人 

７．一般社団・一般財団法人 ８．協同組合 ９．その他（         ） 
 

問４. 貴事業所が立地する自治体を教えてください。（都道府県名・市区町村名を記入） 

都道府県名：（         ）       市区町村名:（         ） 

 

問５. 貴事業所が小規模多機能型居宅介護の指定を受けた時期を教えてください。（西暦記入） 

（              ）年 

 

問６. 貴事業所と併設（※）した施設で提供されている介護サービス（予防含む）を教えてください。（あ

てはまるもの全てに○）※「併設」とは、貴事業所と同一あるいは隣接の敷地で提供するサービスを指します。 

１．居宅介護支援 ２．訪問介護 ３．訪問入浴 

４．訪問看護 ５．訪問リハビリテーション ６．夜間対応型訪問介護 

７．定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ８．看護小規模多機能型居宅介護 ９．通所介護 

10．通所リハビリテーション 11．療養通所介護 12．認知症対応型通所介護 

13．短期入所生活介護 14．短期入所療養介護 15．認知症対応型共同生活介護 

16．介護老人福祉施設（含 地域密着型） 17．介護老人保健施設 18．介護療養型医療施設 

19．特定施設入居者生活介護（含 地域密着型） 20．福祉用具貸与・販売 21．サービス付き高齢者向け住宅 

22．有料老人ホーム 23．養護老人ホーム   24．地域包括支援センター 

25．病院 26．診療所（在宅療養支援診療所） 27．（26以外の）診療所 

28．その他（        ） 29．併設した施設で提供するサービスはない 

 

問７. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護におけるサテライト事業所の設置数を教えてください。（あて

はまるものに１つだけ○） 

１．１か所 ２．２か所 ３．サテライト事業所は設置していない  
 

問８. 貴事業所の加算の算定状況を教えてください。（それぞれあてはまるものに 1つだけ○） 

①訪問体制強化加算 １．算定あり ２．算定なし 

②看護職員配置加算 
１．加算（Ⅰ）を算定 ２．加算（Ⅱ）を算定 

３．加算（Ⅲ）を算定 ４．算定なし 

③サービス提供体制強化加算 

１．加算（Ⅰ）イを算定 ２．加算（Ⅰ）ロを算定 

３．加算（Ⅱ）を算定 ４．加算（Ⅲ）を算定 

５．算定なし  

④総合マネジメント体制強化加算 １．算定あり ２．算定なし 

⑤介護職員処遇改善加算 

１．加算（Ⅰ）を算定 ２．加算（Ⅱ）を算定 

３．加算（Ⅲ）を算定 ４．加算（Ⅳ）を算定 

５．加算（Ⅴ）を算定 ６．算定なし 
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問９. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、以下①および②の状況を教えてください。（それぞ

れあてはまるものに１つだけ○） 

①開設にあたっての自治体等からの補助金の受給 １．受給した ２．受給していない 

②建物の形態 １．新築 ２．既存建物の改装 
 

（２）貴事業所の人員配置等について 

問１０. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護事業について、従業員数を教えてください。（それぞれ人数

を記入・平成 29年 9月末時点） 

 常勤 非常勤 常勤換算（※） 

①全従業員数 人 人 人 

②介護職員 人 人 人 

③看護職員 人 人 人 

④事務員その他 人 人 人 

※常勤換算は、常勤・非常勤職員の平成 29 年 9月 1 か月間の延べ労働時間を、常勤職員が勤務すべき時間で割った値をご記入ください。 

 また、小数点が出る場合、小数点第 2 位を四捨五入し、小数点以下第 1位までをご記入ください。 

 

（３）貴事業所の利用者の状況について 

問１１. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護事業について、①本体事業所全体の定員と②実利用者数を

教えてください。（それぞれ人数を記入・平成 29年 9月末時点） 

 ①定員 ②実利用者数（※） 
事業所全体の登録定員と実

利用者数 
人 人 

※登録者数については、短期利用および基準該当サービスの人数は除きます。 

 

問１２. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護における①要介護度別の利用者数を教えてください。また、

全利用者のうち、②減算対象となる集合住宅に居住する利用者数、③減算対象とならない集合

住宅に居住する利用者を教えてください。（それぞれ人数を記入・平成 29 年 9月末時点） 

 要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 

①本体事業所の利用

者数 
人 人 人 人 人 人 人 

 

② ①の人数のうち、減算対象となる集合住宅に居住する利用者の数 人 

③ ①の人数のうち、減算対象とならない集合住宅に居住する利用者の数 人 

 

問１３. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、平成 29年 9月 1か月間における利用者宅への訪

問回数を教えてください。（数値を記入） 

平成 29年 9月 1か月間の利用者宅への総訪問回数 回 

 

問１４. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、利用者宅への訪問 1 回あたりの平均的なサービ

ス提供時間を教えてください。（あてはまるものに１つだけ○） 

１．20分未満 ２．20分以上 30分未満 ３．30分以上 45分未満 ４．45分以上 60分未満 

５．60分以上    

 

問１５. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護事業について、①通いと宿泊の定員、および②平成 29年 1

か月間の通い・宿泊の延べ利用者数を教えてください。（それぞれ人数を記入・定員は平成 29年 9 月

末時点・延べ利用者数は平成 29年 9月 1 か月間） 

 定員 延べ利用者数（※） 

①通い 人 人 

②宿泊 人 人 

※延べ利用者数については、平成 29 年 9月の各日における利用者数を 1 か月分合計した値を記入してください。 
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問１６. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護事業における宿泊室数および 1泊あたりの宿泊費を教えて

ください。（それぞれ数字を記入・平成 29年 9月末時点） 

①小規模多機能型居宅介護事業所の宿泊室数 室 

②小規模多機能型居宅介護事業所の宿泊費（※） 円/1泊 

※宿泊費について複数の価格を設定している場合、最も多い価格をご記入ください。また、食費等込みの金額をご記入ください。 
 

問１７. 直近 1 年間における貴事業所の小規模多機能型居宅介護サービスの利用者について、サービス

終了理由を教えてください。（終了理由として多く挙げられるもの上位 3つを選び、第 1位から第 3位まで

順位をつけた上で各選択肢番号を回答欄に記載） 

【回答欄】 第 1位 第 2位 第 3位 

サービス終了理由として 

多いもの上位 3項目 
   

【選択肢項目】 

１．医療機関への入院 ２．特養・老健・療養病床への入院・入所 ３．グループホームへの入居 

４．特定施設への入所 ５．2～4以外の介護サービスへの移行 ６．サービス利用のまま死亡 

７．他自治体への転居 ８．その他（         ） ９．サービスを終了した利用者はいない 

 

２．経営指標等について                            

問１８. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護における、過去 3 年程度の下記①～⑦に関する状況を教え

てください。（それぞれあてはまるものに 1つだけ○） 

①利用者数の基調 １．増加傾向 ２．横ばい ３．減少傾向 

②収入の基調 １．増加傾向 ２．横ばい ３．減少傾向 

③人件費率 １．上昇傾向 ２．横ばい ３．低下傾向 

④本体事業所のみの収支差の水準 １．黒字 ２．収支均衡 ３．赤字 

⑤サテライト型事業所を含めた全体の収支差の水準（※） １．黒字 ２．収支均衡 ３．赤字 

⑥収支差の基調 １．増加（改善）傾向 ２．横ばい ３．減少（悪化）傾向 

⑦常勤換算の職員あたりの収支差の基調 １．増加（改善）傾向 ２．横ばい ３．減少（悪化）傾向 
※サテライト型事業所を設置していない場合、④の回答と同様の選択肢に○をつけてください。 

 

問１９. ①貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、採算ラインと考えている利用者数の設定状況

とその人数を教えてください。また、②主なサービス利用者として想定している利用者の要介

護度を教えてください。（それぞれあてはまるものに 1つだけ○、2を選択の場合はそれぞれ数値を記入） 

①採算ラインと考える利用者数の設定状況とその人数 １．設定していない  ２．設定している ⇒（       人） 

②主なサービス利用者として想定している利用者の要介護度 １．想定する要介護度はない ２．ある⇒ （         ） 

 

問２０. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護の利用者について、過去 3 年程度の期間における下記①～

⑦の発生状況を教えてください。（それぞれあてはまるものに１つだけ○） 

下記①～⑥のケースの発生状況について 

か
な
り
あ
る 

多
く
は
な
い
が
あ
る 

ほ
と
ん
ど
な
い 

全
く
な
い 

①小規模多機能型居宅介護を利用する前と比較し、利用者や家族の生活状況が安定したケース 1 2 3 4 

②小規模多機能型居宅介護を利用する前と比較し、認知症の BPSD の状態が改善したケース 1 2 3 4 

③小規模多機能型居宅介護を利用する前と比較し、利用者の ADL や IADLが改善したケース 1 2 3 4 

④小規模多機能型居宅介護を利用する前と比較し、利用者の要介護度が改善したケース 1 2 3 4 

⑤小規模多機能型居宅介護を利用し、看取り期のケアを在宅で行ったケース 1 2 3 4 
⑥小規模多機能型居宅介護を利用し、（看取り期ではないが）医療的ケアが必要な利用者へ

対応したケース 
1 2 3 4 

⑦（遠方への外出や地域活動への参加など）既存の訪問介護や通所介護等の在宅介護サービ

スでは行いづらいサービスニーズに対応したケース 
1 2 3 4 
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問９. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、以下①および②の状況を教えてください。（それぞ

れあてはまるものに１つだけ○） 

①開設にあたっての自治体等からの補助金の受給 １．受給した ２．受給していない 

②建物の形態 １．新築 ２．既存建物の改装 
 

（２）貴事業所の人員配置等について 

問１０. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護事業について、従業員数を教えてください。（それぞれ人数

を記入・平成 29年 9月末時点） 

 常勤 非常勤 常勤換算（※） 

①全従業員数 人 人 人 

②介護職員 人 人 人 

③看護職員 人 人 人 

④事務員その他 人 人 人 

※常勤換算は、常勤・非常勤職員の平成 29 年 9月 1 か月間の延べ労働時間を、常勤職員が勤務すべき時間で割った値をご記入ください。 

 また、小数点が出る場合、小数点第 2 位を四捨五入し、小数点以下第 1位までをご記入ください。 

 

（３）貴事業所の利用者の状況について 

問１１. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護事業について、①本体事業所全体の定員と②実利用者数を

教えてください。（それぞれ人数を記入・平成 29年 9月末時点） 

 ①定員 ②実利用者数（※） 
事業所全体の登録定員と実

利用者数 
人 人 

※登録者数については、短期利用および基準該当サービスの人数は除きます。 

 

問１２. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護における①要介護度別の利用者数を教えてください。また、

全利用者のうち、②減算対象となる集合住宅に居住する利用者数、③減算対象とならない集合

住宅に居住する利用者を教えてください。（それぞれ人数を記入・平成 29 年 9月末時点） 

 要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 

①本体事業所の利用

者数 
人 人 人 人 人 人 人 

 

② ①の人数のうち、減算対象となる集合住宅に居住する利用者の数 人 

③ ①の人数のうち、減算対象とならない集合住宅に居住する利用者の数 人 

 

問１３. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、平成 29年 9月 1か月間における利用者宅への訪

問回数を教えてください。（数値を記入） 

平成 29年 9月 1か月間の利用者宅への総訪問回数 回 

 

問１４. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、利用者宅への訪問 1 回あたりの平均的なサービ

ス提供時間を教えてください。（あてはまるものに１つだけ○） 

１．20分未満 ２．20分以上 30分未満 ３．30分以上 45分未満 ４．45分以上 60分未満 

５．60分以上    

 

問１５. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護事業について、①通いと宿泊の定員、および②平成 29年 1

か月間の通い・宿泊の延べ利用者数を教えてください。（それぞれ人数を記入・定員は平成 29年 9 月

末時点・延べ利用者数は平成 29年 9月 1 か月間） 

 定員 延べ利用者数（※） 

①通い 人 人 

②宿泊 人 人 

※延べ利用者数については、平成 29 年 9月の各日における利用者数を 1 か月分合計した値を記入してください。 
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問１６. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護事業における宿泊室数および 1泊あたりの宿泊費を教えて

ください。（それぞれ数字を記入・平成 29年 9月末時点） 

①小規模多機能型居宅介護事業所の宿泊室数 室 

②小規模多機能型居宅介護事業所の宿泊費（※） 円/1泊 

※宿泊費について複数の価格を設定している場合、最も多い価格をご記入ください。また、食費等込みの金額をご記入ください。 
 

問１７. 直近 1 年間における貴事業所の小規模多機能型居宅介護サービスの利用者について、サービス

終了理由を教えてください。（終了理由として多く挙げられるもの上位 3つを選び、第 1位から第 3位まで

順位をつけた上で各選択肢番号を回答欄に記載） 

【回答欄】 第 1位 第 2位 第 3位 

サービス終了理由として 

多いもの上位 3項目 
   

【選択肢項目】 

１．医療機関への入院 ２．特養・老健・療養病床への入院・入所 ３．グループホームへの入居 

４．特定施設への入所 ５．2～4以外の介護サービスへの移行 ６．サービス利用のまま死亡 

７．他自治体への転居 ８．その他（         ） ９．サービスを終了した利用者はいない 

 

２．経営指標等について                            

問１８. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護における、過去 3 年程度の下記①～⑦に関する状況を教え

てください。（それぞれあてはまるものに 1つだけ○） 

①利用者数の基調 １．増加傾向 ２．横ばい ３．減少傾向 

②収入の基調 １．増加傾向 ２．横ばい ３．減少傾向 

③人件費率 １．上昇傾向 ２．横ばい ３．低下傾向 

④本体事業所のみの収支差の水準 １．黒字 ２．収支均衡 ３．赤字 

⑤サテライト型事業所を含めた全体の収支差の水準（※） １．黒字 ２．収支均衡 ３．赤字 

⑥収支差の基調 １．増加（改善）傾向 ２．横ばい ３．減少（悪化）傾向 

⑦常勤換算の職員あたりの収支差の基調 １．増加（改善）傾向 ２．横ばい ３．減少（悪化）傾向 
※サテライト型事業所を設置していない場合、④の回答と同様の選択肢に○をつけてください。 

 

問１９. ①貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、採算ラインと考えている利用者数の設定状況

とその人数を教えてください。また、②主なサービス利用者として想定している利用者の要介

護度を教えてください。（それぞれあてはまるものに 1つだけ○、2を選択の場合はそれぞれ数値を記入） 

①採算ラインと考える利用者数の設定状況とその人数 １．設定していない  ２．設定している ⇒（       人） 

②主なサービス利用者として想定している利用者の要介護度 １．想定する要介護度はない ２．ある⇒ （         ） 

 

問２０. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護の利用者について、過去 3 年程度の期間における下記①～

⑦の発生状況を教えてください。（それぞれあてはまるものに１つだけ○） 

下記①～⑥のケースの発生状況について 

か
な
り
あ
る 

多
く
は
な
い
が
あ
る 

ほ
と
ん
ど
な
い 

全
く
な
い 

①小規模多機能型居宅介護を利用する前と比較し、利用者や家族の生活状況が安定したケース 1 2 3 4 

②小規模多機能型居宅介護を利用する前と比較し、認知症の BPSD の状態が改善したケース 1 2 3 4 

③小規模多機能型居宅介護を利用する前と比較し、利用者の ADL や IADLが改善したケース 1 2 3 4 

④小規模多機能型居宅介護を利用する前と比較し、利用者の要介護度が改善したケース 1 2 3 4 

⑤小規模多機能型居宅介護を利用し、看取り期のケアを在宅で行ったケース 1 2 3 4 
⑥小規模多機能型居宅介護を利用し、（看取り期ではないが）医療的ケアが必要な利用者へ

対応したケース 
1 2 3 4 

⑦（遠方への外出や地域活動への参加など）既存の訪問介護や通所介護等の在宅介護サービ

スでは行いづらいサービスニーズに対応したケース 
1 2 3 4 
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問２１. 貴事業所が小規模多機能型居宅介護を運営する上で重視（※）している指標・項目を教えてく

ださい。（あてはまるもの全てに○）※ここでいう「重視」とは、定期的に指標等の変動をモニタリングし、

数値が悪化した場合には、改善策を講じる、といった取組みを実施していることを指します。 

１．サービス提供利用者数 ２．利用者の平均要介護度 ３．利用者の休廃止件数 

４．新規利用者数 ５．定員に対する稼働率 ６．収入に対する人件費率 

７．他法人のケアマネジャーからの紹介件数 ８．他法人の医療機関からの紹介件数 ９．訪問予定に対するキャンセル率 

10．利用者への訪問回数 11．「通い」の稼働率 12．「宿泊」の稼働率 

13．職員あたりの収入額 14．職員あたりの収支差 15．労働時間あたりの収入額 

16．労働時間あたりの収支差 17．その他（ ） 

18．重視している指標はない（⇒問 23へ）  

 

問２２. 問 21で回答した指標・項目について、事業所運営の視点からみた満足度を教えてください。（あ

てはまるものに１つだけ○） 

１．いずれも満足できる水準である ２．満足できる水準のものが多い ３．満足できない水準のものが多い 

４．いずれも満足できる水準ではない  

 

３．人材の状況について                          

（１）貴事業所の人材育成の状況について 

問２３. 貴事業における小規模多機能型居宅介護の下記①～④の職種について、特に他の介護サービス

と比較して重要と考える知識・技術を教えてください。（それぞれ上位 5つまで選択し、①～⑤の【回

答欄】に【選択肢項目】記載の選択肢番号を記入） 

 

【回答欄】（※下記【選択肢項目】から番号を転記してください） 

①管理者      

②計画作成担当者      

③介護職員      

④看護職員      

 

【選択肢項目】 

１．身体介護の基礎的な技術 ２．生活援助の基礎的な技術 

３．短時間に必要なケアを手早く行う技術 ４．利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 

５．利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 ６．利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 

７．（滞在時間でなく）必要なケア行為に基づいてプランを作成する能力 ８．状態の変化を見抜くモニタリング力 

９．利用者の意欲向上に向けて働きかける力 10．利用者のできること・残存能力を引き出す力 

11．これまでの利用者への関わりから発生する課題やケアニーズを予期する力 12．緊急時に適切に対応をする判断力 

13．傾聴等により利用者に安心感を与える力  14．記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力   

15．利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力 16．他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力 

17．他の専門職と連携するチームケアの技術 18．地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 

19．コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 20．医療に関する知識・医療的ケアの技術  

21．口腔ケア・嚥下に関する知識 22．栄養管理に関する知識 

23．認知症ケアに関する知識・技術 24．リハビリテーションに関する知識・技術 

25．その他（                 ） 26．特に必要な知識・技術はない 
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問２４. 小規模多機能型居宅介護に従事する職員に求められる知識・技術を育成するため、貴事業所に

おいて実施している取組みを教えてください。（あてはまるもの全てに○・法人全体で実施している取

組みも含めてご回答ください） 

１．自事業所の上司や同僚との同行・指導・助言 ２．他事業所や法人本部職員からの指導・助言 

３．自事業所の上司や先輩によるスーパービジョン ４．育成担当者（チューターなど）の配置・指導 

５．管理者による定期的な育成面談の実施 ６．初歩的なケースから難易度の高いケースへの段階的な移行 

７．事業所内のカンファレンスへの参加 ８．事業所や法人内での事例発表会の開催 

９．通信教育や書籍などに関する情報提供・受講支援 10．関連する内部研修の実施 

11．地域包括支援センターや事業所連絡会などが行う外部研修への派遣 12．地域ケア会議への参加 

13．看取りや処遇困難事例など特定の利用者への対応 14．運営推進会議への参加 

15．外部の専門職・機関との利用者に関するカンファレンスへの参加 16．事業所内外の研修等への教える立場での参画 

17．その他（                ） 18．特に行っているものはない 

 

（２）貴事業所の人材の定着状況について 

問２５. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、平成 28 年 10 月 1 日から平成 29 年 9 月 30 日ま

での 1 年間の①採用者数、および②離職者数を教えてください。また、③職員の定着状況を教

えてください。（①と②はそれぞれ数字を記入、③はあてはまるものに１つだけ○） 

①過去 1年間に採用した方の人数 人 

②過去 1年間に離職した方の人数（※） 人 

③定着状況（あてはまるもの 1つに○） 
１．定着率は低くない ２．定着率は低いが困っていない 

３．定着率が低く困っている 
※離職者には、対象期間中に事業所を退職したり、解雇されたりした方をいい、他法人への出向者・出向復帰者を含み、同一法人内で

の転出入者を除きます。 

 

問２６. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護において職員の定着率を高めるために実施している取組み

を教えてください。（あてはまるもの全てに○・法人全体で実施している取組みも含めてご回答ください） 

１．採用前のトライアルでの職場体験の実施 ２．入職直後の導入研修の実施 

３．能力に見合った仕事への配置 ４．シフトを決める際の職員への要望確認 

５．仕事上の悩み・課題に関する相談機会や相談窓口の設置 ６．能力向上に向けた研修や育成機会の提供 

７．長期的なキャリアパスの構築 ８．評価項目・評価基準の明確化 

９．適正な評価に基づく昇給・昇格体系の整備 10．管理者やリーダー層に対するマネジメント力向上のための教育 

11．定期的な目標管理面談の実施 12．業務負担軽減のための福祉機器の導入 

13．業務負担軽減のための ICT機器の活用 14．事業所内での横のつながりをつくる機会の提供 

15．対外的なネットワークをつくる機会の提供 16．提案制度など運営に参画する機会・仕組みの提供 

17．全体会議への参加など事業所情報の定期・随時の提供 18．メンタルヘルスにかかるケアの実施 

19．定期的な健康診断の実施 20．労働時間管理（サービス残業等防止）の厳格化 

21．クレームやトラブルに組織的に対応する体制の整備 22．他事業所・他法人と比較した高い給与設定 

23．育休・産休、有休が取りやすい風土づくり  24．インターバル勤務の導入 

25．自由度の高いサービス特性を理解するための研修 26．ボランティア活用等の職員が専門性の高い職務に注力できる環境の整備 

27．その他（                 ） 28．特に行っているものはない 
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問２１. 貴事業所が小規模多機能型居宅介護を運営する上で重視（※）している指標・項目を教えてく

ださい。（あてはまるもの全てに○）※ここでいう「重視」とは、定期的に指標等の変動をモニタリングし、

数値が悪化した場合には、改善策を講じる、といった取組みを実施していることを指します。 

１．サービス提供利用者数 ２．利用者の平均要介護度 ３．利用者の休廃止件数 

４．新規利用者数 ５．定員に対する稼働率 ６．収入に対する人件費率 

７．他法人のケアマネジャーからの紹介件数 ８．他法人の医療機関からの紹介件数 ９．訪問予定に対するキャンセル率 

10．利用者への訪問回数 11．「通い」の稼働率 12．「宿泊」の稼働率 

13．職員あたりの収入額 14．職員あたりの収支差 15．労働時間あたりの収入額 

16．労働時間あたりの収支差 17．その他（ ） 

18．重視している指標はない（⇒問 23へ）  

 

問２２. 問 21で回答した指標・項目について、事業所運営の視点からみた満足度を教えてください。（あ

てはまるものに１つだけ○） 

１．いずれも満足できる水準である ２．満足できる水準のものが多い ３．満足できない水準のものが多い 

４．いずれも満足できる水準ではない  

 

３．人材の状況について                          

（１）貴事業所の人材育成の状況について 

問２３. 貴事業における小規模多機能型居宅介護の下記①～④の職種について、特に他の介護サービス

と比較して重要と考える知識・技術を教えてください。（それぞれ上位 5つまで選択し、①～⑤の【回

答欄】に【選択肢項目】記載の選択肢番号を記入） 

 

【回答欄】（※下記【選択肢項目】から番号を転記してください） 

①管理者      

②計画作成担当者      

③介護職員      

④看護職員      

 

【選択肢項目】 

１．身体介護の基礎的な技術 ２．生活援助の基礎的な技術 

３．短時間に必要なケアを手早く行う技術 ４．利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 

５．利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 ６．利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 

７．（滞在時間でなく）必要なケア行為に基づいてプランを作成する能力 ８．状態の変化を見抜くモニタリング力 

９．利用者の意欲向上に向けて働きかける力 10．利用者のできること・残存能力を引き出す力 

11．これまでの利用者への関わりから発生する課題やケアニーズを予期する力 12．緊急時に適切に対応をする判断力 

13．傾聴等により利用者に安心感を与える力  14．記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力   

15．利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力 16．他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力 

17．他の専門職と連携するチームケアの技術 18．地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 

19．コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 20．医療に関する知識・医療的ケアの技術  

21．口腔ケア・嚥下に関する知識 22．栄養管理に関する知識 

23．認知症ケアに関する知識・技術 24．リハビリテーションに関する知識・技術 

25．その他（                 ） 26．特に必要な知識・技術はない 
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問２４. 小規模多機能型居宅介護に従事する職員に求められる知識・技術を育成するため、貴事業所に

おいて実施している取組みを教えてください。（あてはまるもの全てに○・法人全体で実施している取

組みも含めてご回答ください） 

１．自事業所の上司や同僚との同行・指導・助言 ２．他事業所や法人本部職員からの指導・助言 

３．自事業所の上司や先輩によるスーパービジョン ４．育成担当者（チューターなど）の配置・指導 

５．管理者による定期的な育成面談の実施 ６．初歩的なケースから難易度の高いケースへの段階的な移行 

７．事業所内のカンファレンスへの参加 ８．事業所や法人内での事例発表会の開催 

９．通信教育や書籍などに関する情報提供・受講支援 10．関連する内部研修の実施 

11．地域包括支援センターや事業所連絡会などが行う外部研修への派遣 12．地域ケア会議への参加 

13．看取りや処遇困難事例など特定の利用者への対応 14．運営推進会議への参加 

15．外部の専門職・機関との利用者に関するカンファレンスへの参加 16．事業所内外の研修等への教える立場での参画 

17．その他（                ） 18．特に行っているものはない 

 

（２）貴事業所の人材の定着状況について 

問２５. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、平成 28 年 10 月 1 日から平成 29 年 9 月 30 日ま

での 1 年間の①採用者数、および②離職者数を教えてください。また、③職員の定着状況を教

えてください。（①と②はそれぞれ数字を記入、③はあてはまるものに１つだけ○） 

①過去 1年間に採用した方の人数 人 

②過去 1年間に離職した方の人数（※） 人 

③定着状況（あてはまるもの 1つに○） 
１．定着率は低くない ２．定着率は低いが困っていない 

３．定着率が低く困っている 
※離職者には、対象期間中に事業所を退職したり、解雇されたりした方をいい、他法人への出向者・出向復帰者を含み、同一法人内で

の転出入者を除きます。 

 

問２６. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護において職員の定着率を高めるために実施している取組み

を教えてください。（あてはまるもの全てに○・法人全体で実施している取組みも含めてご回答ください） 

１．採用前のトライアルでの職場体験の実施 ２．入職直後の導入研修の実施 

３．能力に見合った仕事への配置 ４．シフトを決める際の職員への要望確認 

５．仕事上の悩み・課題に関する相談機会や相談窓口の設置 ６．能力向上に向けた研修や育成機会の提供 

７．長期的なキャリアパスの構築 ８．評価項目・評価基準の明確化 

９．適正な評価に基づく昇給・昇格体系の整備 10．管理者やリーダー層に対するマネジメント力向上のための教育 

11．定期的な目標管理面談の実施 12．業務負担軽減のための福祉機器の導入 

13．業務負担軽減のための ICT機器の活用 14．事業所内での横のつながりをつくる機会の提供 

15．対外的なネットワークをつくる機会の提供 16．提案制度など運営に参画する機会・仕組みの提供 

17．全体会議への参加など事業所情報の定期・随時の提供 18．メンタルヘルスにかかるケアの実施 

19．定期的な健康診断の実施 20．労働時間管理（サービス残業等防止）の厳格化 

21．クレームやトラブルに組織的に対応する体制の整備 22．他事業所・他法人と比較した高い給与設定 

23．育休・産休、有休が取りやすい風土づくり  24．インターバル勤務の導入 

25．自由度の高いサービス特性を理解するための研修 26．ボランティア活用等の職員が専門性の高い職務に注力できる環境の整備 

27．その他（                 ） 28．特に行っているものはない 
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（３）貴事業所の人材の確保状況について 

問２７. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、①～③の各職種の過不足の状況、および④事業

所全体でみた場合の人員の過不足の状況を教えてください。（それぞれあてはまるものに１つだけ○） 
①計画作成担当者 ②介護職員 ③看護職員 ④事業所全体の人員 

1.過剰 2.適正 3.不足 1.過剰 2.適正 3.不足 1.過剰 2.適正 3.不足 1.過剰 2.適正 3.不足 

 

問２８. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護における職員確保について、以下①～④の状況を教えてく

ださい。（それぞれあてはまるものに１つだけ○） 

①採用ターゲットの設定 １．絞込みを行っている ２．幅広に設定している 

②募集方法 １．特定の方法に限定している ２．多様な方法を用いている 

③（夜勤専従等）勤務時間帯を限定した採用 １．実施している ２．実施していない 

④（訪問専従等）従事業務を限定した採用 １．実施している ２．実施していない 
 

問２９. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護における職員の募集方法を教えてください。（あてはまるもの

全てに○・法人全体で活用している募集方法も含めてご回答ください） 

１．ハローワークの活用 ２．福祉人材センターの活用 ３．民間の職業紹介の活用 

４．養成校など学校からの紹介 ５．折込チラシ・広告等の活用 ６．ホームページによる情報発信 

７．SNS（※）による情報発信 ８．介護職員初任者研修参加者への声かけ ９．職員からの紹介 

10．利用者および家族からの紹介 11．地域住民からの紹介 12．就職フェア等への参加 

13．就職専門 WEBサイトの活用 14．独自の就職説明会の開催 15．法人内の他部署からの異動 

16．人材派遣会社の活用 17．その他（               ） 

18．特に行っているものはない   

※フェイスブックやツイッター、ブログなどを指します。 

 

４．利用者との関係について                          

問３０. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、利用者の紹介経路を教えて下さい。（上位 3つを選

び、第 1位から第 3位まで順位をつけた上で、各選択肢番号を回答欄に記入） 

【回答欄】 
【回答欄】 第 1位 第 2位 第 3位 

紹介経路として多いもの上位 3項目    

 

【選択肢項目】 

１．自法人が運営する居宅介護支援事業所 ２．他法人が運営する居宅介護支援事業所 

３．自法人が運営する医療機関 ４．他法人が運営する医療機関 

５．自法人が運営を受託する地域包括支援センター ６．5以外の地域包括支援センター 

７．自法人が運営する介護保険施設 ８．他法人が運営する介護保険施設 

９．自法人が運営する他の在宅介護サービス事業所 10．要介護者やその家族本人による問い合わせ 

11．地域住民（自治会長や民生委員含む）からの紹介 12．その他（                ） 

 

問３１. 問 30において、利用者の紹介経路として「第 1位」に記入した事業所・機関等についてお伺い

します。当該事業所・機関等からの紹介状況について、過去 1 年間程度の動向を教えてくださ

い。（あてはまるものに１つだけ○） 

１．増加傾向にある ２．横ばい ３．減少傾向にある 
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問３２. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護に対する、ケアマネジャーや利用者からのサービス提供依

頼について、対応することが難しいケースを教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．独居あるいは日中独居のケース ２．看取り期にある方のケース 

３．医療的ケアが必要な方のケース ４．認知症の BPSD がある方のケース 

５．医療機関から退院した直後の在宅復帰支援ケース ６．入院等により長期的に関わることができないと予想されるケース 

７．利用者・家族が必要性に比して過大なサービス利用を求めているケース ８．担当のケアマネが必要性に比して過大なサービス利用を求めているケース 

９．通いのみ、訪問のみなど特定の種類のサービス利用だけ求めているケース 10．同居家族が介護に協力的でないケース 

11．暴力やハラスメントのある方のケース 12．これまでに自法人のサービスを利用していなかったケース  

13．利用希望者の住まいが事業所から遠方のケース 14．その他（                 ） 

15．対応が難しいケースはない  

 

問３３. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、サービス提供時に特に重視している点を教えて

ください。（あてはまるものに３つまで○） 

１．サービス開始時の集中的なケアによるアセスメント ２．アセスメントに基づく必要なサービス量の設定 

３．サービス開始時の集中的なケアの提供による状態の安定化 ４．根拠に基づく利用者へのサービス内容の説明 

５．事業所側からの予防的なコールなど先手対応の実施 ６．利用者の住まいでの生活を把握するための訪問の強化 

７．事業所内での魅力的なアクティビティの提供 ８．通いのサービスでの外出・地域活動への参加 

９．緊急時等における急な宿泊ニーズへの対応 10．3 種類のサービスのバランスの良い利用 

11．介護職員間での密な情報共有 12．介護職員と計画作成担当者との密な情報共有 

13．介護職員と看護職員との密な情報共有 14．なじみの職員による一体的なケアの提供 

15．利用者ニーズに即した柔軟なサービス提供 16．その他（                 ）  

17．特に重視しているものはない  

 

問３４. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、訪問・通い・宿泊それぞれにおいて提供するケ

アの状況を教えてください。（それぞれあてはまるものに１つだけ○） 

下記①～⑬のケアの状況について 

か
な
り
あ
る 

多
く
は
な
い
が
あ
る 

ほ
と
ん
ど
な
い 

全
く
な
い 

訪
問 

①（訪問介護等で提供するような）身体介護や生活援助を提供するケース 1 2 3 4 

②短時間の見守りのための訪問を行うケース 1 2 3 4 

③地域活動への参加や（通院介助以外の）外出を支援するケース 1 2 3 4 
④上記以外の利用者が社会生活を送る上で必要なサービスを提供するケース（郵便

物の整理、行政手続きの支援など） 
1 2 3 4 

通
い 

⑤事業所内で趣味的なアクティビティを提供するケース 1 2 3 4 

⑥事業所内で機能訓練を提供するケース 1 2 3 4 

⑦利用者ニーズに応じて柔軟な通いサービスを提供するケース（短時間利用、長時間利用など） 1 2 3 4 

⑧アクティビティの一環として事業所の近隣へ外出するケース 1 2 3 4 

⑨アクティビティの一環として地域行事への参加や（清掃等）地域活動を行うケース 1 2 3 4 

宿
泊 

⑩利用者家族のレスパイトを主目的とした計画的な宿泊をするケース 1 2 3 4 

⑪利用者家族の急病など、緊急時の宿泊受入れを行うケース 1 2 3 4 

⑫宿泊サービスの利用が長期化しているケース 1 2 3 4 

⑬登録利用者以外の短期利用を受け入れるケース 1 2 3 4 
 

－ 90 －
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（３）貴事業所の人材の確保状況について 

問２７. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、①～③の各職種の過不足の状況、および④事業

所全体でみた場合の人員の過不足の状況を教えてください。（それぞれあてはまるものに１つだけ○） 
①計画作成担当者 ②介護職員 ③看護職員 ④事業所全体の人員 

1.過剰 2.適正 3.不足 1.過剰 2.適正 3.不足 1.過剰 2.適正 3.不足 1.過剰 2.適正 3.不足 

 

問２８. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護における職員確保について、以下①～④の状況を教えてく

ださい。（それぞれあてはまるものに１つだけ○） 

①採用ターゲットの設定 １．絞込みを行っている ２．幅広に設定している 

②募集方法 １．特定の方法に限定している ２．多様な方法を用いている 

③（夜勤専従等）勤務時間帯を限定した採用 １．実施している ２．実施していない 

④（訪問専従等）従事業務を限定した採用 １．実施している ２．実施していない 
 

問２９. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護における職員の募集方法を教えてください。（あてはまるもの

全てに○・法人全体で活用している募集方法も含めてご回答ください） 

１．ハローワークの活用 ２．福祉人材センターの活用 ３．民間の職業紹介の活用 

４．養成校など学校からの紹介 ５．折込チラシ・広告等の活用 ６．ホームページによる情報発信 

７．SNS（※）による情報発信 ８．介護職員初任者研修参加者への声かけ ９．職員からの紹介 

10．利用者および家族からの紹介 11．地域住民からの紹介 12．就職フェア等への参加 

13．就職専門 WEBサイトの活用 14．独自の就職説明会の開催 15．法人内の他部署からの異動 

16．人材派遣会社の活用 17．その他（               ） 

18．特に行っているものはない   

※フェイスブックやツイッター、ブログなどを指します。 

 

４．利用者との関係について                          

問３０. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、利用者の紹介経路を教えて下さい。（上位 3つを選

び、第 1位から第 3位まで順位をつけた上で、各選択肢番号を回答欄に記入） 

【回答欄】 
【回答欄】 第 1位 第 2位 第 3位 

紹介経路として多いもの上位 3項目    

 

【選択肢項目】 

１．自法人が運営する居宅介護支援事業所 ２．他法人が運営する居宅介護支援事業所 

３．自法人が運営する医療機関 ４．他法人が運営する医療機関 

５．自法人が運営を受託する地域包括支援センター ６．5以外の地域包括支援センター 

７．自法人が運営する介護保険施設 ８．他法人が運営する介護保険施設 

９．自法人が運営する他の在宅介護サービス事業所 10．要介護者やその家族本人による問い合わせ 

11．地域住民（自治会長や民生委員含む）からの紹介 12．その他（                ） 

 

問３１. 問 30において、利用者の紹介経路として「第 1位」に記入した事業所・機関等についてお伺い

します。当該事業所・機関等からの紹介状況について、過去 1 年間程度の動向を教えてくださ

い。（あてはまるものに１つだけ○） 

１．増加傾向にある ２．横ばい ３．減少傾向にある 
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問３２. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護に対する、ケアマネジャーや利用者からのサービス提供依

頼について、対応することが難しいケースを教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．独居あるいは日中独居のケース ２．看取り期にある方のケース 

３．医療的ケアが必要な方のケース ４．認知症の BPSD がある方のケース 

５．医療機関から退院した直後の在宅復帰支援ケース ６．入院等により長期的に関わることができないと予想されるケース 

７．利用者・家族が必要性に比して過大なサービス利用を求めているケース ８．担当のケアマネが必要性に比して過大なサービス利用を求めているケース 

９．通いのみ、訪問のみなど特定の種類のサービス利用だけ求めているケース 10．同居家族が介護に協力的でないケース 

11．暴力やハラスメントのある方のケース 12．これまでに自法人のサービスを利用していなかったケース  

13．利用希望者の住まいが事業所から遠方のケース 14．その他（                 ） 

15．対応が難しいケースはない  

 

問３３. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、サービス提供時に特に重視している点を教えて

ください。（あてはまるものに３つまで○） 

１．サービス開始時の集中的なケアによるアセスメント ２．アセスメントに基づく必要なサービス量の設定 

３．サービス開始時の集中的なケアの提供による状態の安定化 ４．根拠に基づく利用者へのサービス内容の説明 

５．事業所側からの予防的なコールなど先手対応の実施 ６．利用者の住まいでの生活を把握するための訪問の強化 

７．事業所内での魅力的なアクティビティの提供 ８．通いのサービスでの外出・地域活動への参加 

９．緊急時等における急な宿泊ニーズへの対応 10．3 種類のサービスのバランスの良い利用 

11．介護職員間での密な情報共有 12．介護職員と計画作成担当者との密な情報共有 

13．介護職員と看護職員との密な情報共有 14．なじみの職員による一体的なケアの提供 

15．利用者ニーズに即した柔軟なサービス提供 16．その他（                 ）  

17．特に重視しているものはない  

 

問３４. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、訪問・通い・宿泊それぞれにおいて提供するケ

アの状況を教えてください。（それぞれあてはまるものに１つだけ○） 

下記①～⑬のケアの状況について 

か
な
り
あ
る 

多
く
は
な
い
が
あ
る 

ほ
と
ん
ど
な
い 

全
く
な
い 

訪
問 

①（訪問介護等で提供するような）身体介護や生活援助を提供するケース 1 2 3 4 

②短時間の見守りのための訪問を行うケース 1 2 3 4 

③地域活動への参加や（通院介助以外の）外出を支援するケース 1 2 3 4 
④上記以外の利用者が社会生活を送る上で必要なサービスを提供するケース（郵便

物の整理、行政手続きの支援など） 
1 2 3 4 

通
い 

⑤事業所内で趣味的なアクティビティを提供するケース 1 2 3 4 

⑥事業所内で機能訓練を提供するケース 1 2 3 4 

⑦利用者ニーズに応じて柔軟な通いサービスを提供するケース（短時間利用、長時間利用など） 1 2 3 4 

⑧アクティビティの一環として事業所の近隣へ外出するケース 1 2 3 4 

⑨アクティビティの一環として地域行事への参加や（清掃等）地域活動を行うケース 1 2 3 4 

宿
泊 

⑩利用者家族のレスパイトを主目的とした計画的な宿泊をするケース 1 2 3 4 

⑪利用者家族の急病など、緊急時の宿泊受入れを行うケース 1 2 3 4 

⑫宿泊サービスの利用が長期化しているケース 1 2 3 4 

⑬登録利用者以外の短期利用を受け入れるケース 1 2 3 4 
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問３５. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、サービスの質の向上に向けて実施している取組

みを教えてください。（あてはまるもの全てに○・法人全体で実施している取組みも含めてご回答ください） 

１．ケアに関するガイドライン(指針)やマニュアルの策定 

２．１．のガイドライン（指針）やマニュアルの定期・随時の見直し・改善 

３．アセスメント項目の可視化・共通化 

４．訪問介護など滞在型のサービスとの違いに関する研修の実施・外部研修への派遣 

５．小規模多機能型居宅介護におけるサービス提供やプラン作成に関する研修の実施・外部研修への派遣 

６．身体介護に関する技術向上のための職員育成・研修 

７．生活援助に関する技術向上のための職員育成・研修 

８．職員を指導する管理者・リーダー層による介護技術・関連知識の定期・随時の更新 

９．管理者やリーダー層の介護技術や知識を事業所全体で共有・公開する工夫 

10．管理者やケアマネジャー、看護師など複数の職種が直接的な介護へ参画する仕組みづくり 

11．事業所内での情報共有の円滑化に向けた工夫 

12．他職種・他事業所との情報共有の円滑化に向けた工夫 

13．サービスに対する自己評価や外部評価をサービス改善につなげる仕組みづくり 

14．満足度調査や家族会の開催など利用者のサービス意向や満足度を事後的に把握する取組み 

15．運営推進会議での議論や指摘事項をサービス改善につなげる仕組みづくり 

16．ISOなど品質管理のための認証の取得に向けた取組み 

17．委員会や QCサークルなどの小集団活動を通じた業務改善活動の実施 

18．クレームや苦情をサービスの改善につなげる仕組みづくり 

19．法令や各種基準の遵守に向けた内部監査や業務管理体制の整備 

20．その他（                                         ） 

21．特に実施していることはない 

 

５．事業所の内部業務について                          

問３６. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護にかかる内部業務全般を見て、特に作業負担が大きいと感

じる業務を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．利用者に関する記録の作成 ２．事業所内の職員間での利用者情報の共有 

３．外部の事業所や専門職との利用者情報の共有 ４．各種書類の保管・保存 

５．職員の訪問ルートやシフトの作成 ６．職員の勤怠管理・給与計算 

７．急なキャンセルや介護事故など突発的事象への対応  ８．利用者からの誤コールへの対応 

９．利用者からの軽微な問題によるコールへの対応 10．利用者やその家族等からのクレームへの対応 

11．職員からの急な欠勤連絡への対応 12．利用者の送迎対応 

13．報酬請求事務 14．未収金の管理・回収 

15．食材等の発注や外部業者との調整・交渉   16．利用者獲得のための営業訪問 

17．事業所の収支管理 18．契約時の利用者に対するサービス内容の説明 

19．契約時の他の専門職に対するサービス内容の説明 20．職員の採用活動 

21．会議や研修等に向けた準備・調整・実施 22．自治体による実地指導・監査への対応 

23．その他（                 ）  24．特に負担となる業務はない 
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問３７. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、作業負担の軽減のために行っている取組みを教

えてください。（あてはまるもの全てに○・法人全体で実施している取組みも含めてご回答ください） 

１．記録やアセスメントなどの統一書式の作成 ２．利用者記録に関する記入項目の簡素化 

３．記録や情報共有における ICTの活用 ４．TV会議や e-ラーニング等の会議・研修における ICTの活用 

５．訪問ルートやシフト作成におけるソフトウェアの活用 ６．報酬請求や給与計算等におけるソフトウェアの使用 

７．法人本部への事務作業の集約化 ８．専門職を補助する職員やボランティアの配置 

９．経理や労務管理等の間接業務の外部委託 10．多様なケアニーズに対応できる職員の育成 

11．業務効率化やタイムマネジメント手法に関する教育・情報提供 12．手の空いた職員間での作業分担の実施 

13．業務分掌や意思決定ルールの明確化 14．業務フローや業務マニュアルの整備 

15．事業所内の業務分析と作業課題の洗い出し 16．サービス内容に関する説明ツールの作成 

17．その他（                 ） 18．特に行っているものはない 

 

問３８. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護の職員について、勤務日 1 日あたりの所定労働時間に占め

る「待機時間」（アイドルタイム）（※）のおおまかな割合を教えてください。（あてはまるものに

１つだけ○） 

１．発生していない ２．1割未満 ３．1割以上 2割未満 

４．2割以上 3割未満 ５．3割以上 5割未満 ６．5割以上 

７．把握していない・不明（⇒問 40へ）  

※ここで言う「待機時間」（アイドルタイム）とは、勤務時間内でありながら、職員が利用者宅への訪問や記録の作成、移動、事務作業

などのいずれの業務にも従事していない時間、やるべき仕事がない時間を指します。 
 

問３９. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、問 38 でご回答いただいた「待機時間」（アイド

ルタイム）削減のために実施する取組みを教えてください。（あてはまるもの全てに○・法人全体で

実施している取組みも含めてご回答ください） 

１．職員の他の介護サービスとの兼務 ２．細かな訪問ルートや勤務シフトの調整 

３．サテライト型事業所との業務の調整 ４．短期利用や基準該当サービスの受入れによる業務量確保 

５．「隙間」の時間でできる業務の切り出し ６．ICT等を活用した外出先での作業環境の整備 

７．連絡や情報共有を円滑化するための仕組みづくり ８．待機時間に行う業務内容の明示 

９．職員向けのアイドルタイムや生産性に関する研修や情報提供 10．各職員の業務量の把握・見直し 

11．その他（                 ）  12．特に行っているものはない 

 

６．多職種や地域との関係について                         

問４０. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、サービスの内容や使い方などに関する普及・啓

発に向けた取組みの実施状況を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．ケアマネジャー等への個別訪問による説明 ２．事業所・法人単独での勉強会・説明会の開催 

３．行政と連携した勉強会・説明会の開催 ４．地域包括支援センターと連携した勉強会・説明会の開催 

５．自治会や民生委員等と連携した勉強会・説明会の開催 ６．事業者連絡会と連携した勉強会・説明会の開催 

７．サービスに関するモデルプランの提示・公開 ８．既存利用者の改善等好事例の提示・公開 

９．運営推進会議を通じた情報提供 10．サービスの啓発のための情報紙の作成・配布 

11．マスメディア等への寄稿・取材対応 12．事業所見学会の実施 

13．事業所開設にあたっての住民や多職種への説明や意見聴取 14．行政に対する普及啓発策の提案 

15．地域包括支援センターに対する普及啓発策の提案 16．その他（                 ） 

17．特に取組みは行っていない  
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問３５. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、サービスの質の向上に向けて実施している取組

みを教えてください。（あてはまるもの全てに○・法人全体で実施している取組みも含めてご回答ください） 

１．ケアに関するガイドライン(指針)やマニュアルの策定 

２．１．のガイドライン（指針）やマニュアルの定期・随時の見直し・改善 

３．アセスメント項目の可視化・共通化 

４．訪問介護など滞在型のサービスとの違いに関する研修の実施・外部研修への派遣 

５．小規模多機能型居宅介護におけるサービス提供やプラン作成に関する研修の実施・外部研修への派遣 

６．身体介護に関する技術向上のための職員育成・研修 

７．生活援助に関する技術向上のための職員育成・研修 

８．職員を指導する管理者・リーダー層による介護技術・関連知識の定期・随時の更新 

９．管理者やリーダー層の介護技術や知識を事業所全体で共有・公開する工夫 

10．管理者やケアマネジャー、看護師など複数の職種が直接的な介護へ参画する仕組みづくり 

11．事業所内での情報共有の円滑化に向けた工夫 

12．他職種・他事業所との情報共有の円滑化に向けた工夫 

13．サービスに対する自己評価や外部評価をサービス改善につなげる仕組みづくり 

14．満足度調査や家族会の開催など利用者のサービス意向や満足度を事後的に把握する取組み 

15．運営推進会議での議論や指摘事項をサービス改善につなげる仕組みづくり 

16．ISOなど品質管理のための認証の取得に向けた取組み 

17．委員会や QCサークルなどの小集団活動を通じた業務改善活動の実施 

18．クレームや苦情をサービスの改善につなげる仕組みづくり 

19．法令や各種基準の遵守に向けた内部監査や業務管理体制の整備 

20．その他（                                         ） 

21．特に実施していることはない 

 

５．事業所の内部業務について                          

問３６. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護にかかる内部業務全般を見て、特に作業負担が大きいと感

じる業務を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．利用者に関する記録の作成 ２．事業所内の職員間での利用者情報の共有 

３．外部の事業所や専門職との利用者情報の共有 ４．各種書類の保管・保存 

５．職員の訪問ルートやシフトの作成 ６．職員の勤怠管理・給与計算 

７．急なキャンセルや介護事故など突発的事象への対応  ８．利用者からの誤コールへの対応 

９．利用者からの軽微な問題によるコールへの対応 10．利用者やその家族等からのクレームへの対応 

11．職員からの急な欠勤連絡への対応 12．利用者の送迎対応 

13．報酬請求事務 14．未収金の管理・回収 

15．食材等の発注や外部業者との調整・交渉   16．利用者獲得のための営業訪問 

17．事業所の収支管理 18．契約時の利用者に対するサービス内容の説明 

19．契約時の他の専門職に対するサービス内容の説明 20．職員の採用活動 

21．会議や研修等に向けた準備・調整・実施 22．自治体による実地指導・監査への対応 

23．その他（                 ）  24．特に負担となる業務はない 
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問３７. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、作業負担の軽減のために行っている取組みを教

えてください。（あてはまるもの全てに○・法人全体で実施している取組みも含めてご回答ください） 

１．記録やアセスメントなどの統一書式の作成 ２．利用者記録に関する記入項目の簡素化 

３．記録や情報共有における ICTの活用 ４．TV会議や e-ラーニング等の会議・研修における ICTの活用 

５．訪問ルートやシフト作成におけるソフトウェアの活用 ６．報酬請求や給与計算等におけるソフトウェアの使用 

７．法人本部への事務作業の集約化 ８．専門職を補助する職員やボランティアの配置 

９．経理や労務管理等の間接業務の外部委託 10．多様なケアニーズに対応できる職員の育成 

11．業務効率化やタイムマネジメント手法に関する教育・情報提供 12．手の空いた職員間での作業分担の実施 

13．業務分掌や意思決定ルールの明確化 14．業務フローや業務マニュアルの整備 

15．事業所内の業務分析と作業課題の洗い出し 16．サービス内容に関する説明ツールの作成 

17．その他（                 ） 18．特に行っているものはない 

 

問３８. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護の職員について、勤務日 1 日あたりの所定労働時間に占め

る「待機時間」（アイドルタイム）（※）のおおまかな割合を教えてください。（あてはまるものに

１つだけ○） 

１．発生していない ２．1割未満 ３．1割以上 2割未満 

４．2割以上 3割未満 ５．3割以上 5割未満 ６．5割以上 

７．把握していない・不明（⇒問 40へ）  

※ここで言う「待機時間」（アイドルタイム）とは、勤務時間内でありながら、職員が利用者宅への訪問や記録の作成、移動、事務作業

などのいずれの業務にも従事していない時間、やるべき仕事がない時間を指します。 
 

問３９. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、問 38 でご回答いただいた「待機時間」（アイド

ルタイム）削減のために実施する取組みを教えてください。（あてはまるもの全てに○・法人全体で

実施している取組みも含めてご回答ください） 

１．職員の他の介護サービスとの兼務 ２．細かな訪問ルートや勤務シフトの調整 

３．サテライト型事業所との業務の調整 ４．短期利用や基準該当サービスの受入れによる業務量確保 

５．「隙間」の時間でできる業務の切り出し ６．ICT等を活用した外出先での作業環境の整備 

７．連絡や情報共有を円滑化するための仕組みづくり ８．待機時間に行う業務内容の明示 

９．職員向けのアイドルタイムや生産性に関する研修や情報提供 10．各職員の業務量の把握・見直し 

11．その他（                 ）  12．特に行っているものはない 

 

６．多職種や地域との関係について                         

問４０. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、サービスの内容や使い方などに関する普及・啓

発に向けた取組みの実施状況を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．ケアマネジャー等への個別訪問による説明 ２．事業所・法人単独での勉強会・説明会の開催 

３．行政と連携した勉強会・説明会の開催 ４．地域包括支援センターと連携した勉強会・説明会の開催 

５．自治会や民生委員等と連携した勉強会・説明会の開催 ６．事業者連絡会と連携した勉強会・説明会の開催 

７．サービスに関するモデルプランの提示・公開 ８．既存利用者の改善等好事例の提示・公開 

９．運営推進会議を通じた情報提供 10．サービスの啓発のための情報紙の作成・配布 

11．マスメディア等への寄稿・取材対応 12．事業所見学会の実施 

13．事業所開設にあたっての住民や多職種への説明や意見聴取 14．行政に対する普及啓発策の提案 

15．地域包括支援センターに対する普及啓発策の提案 16．その他（                 ） 

17．特に取組みは行っていない  
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問４１. 貴事業所が小規模多機能型居宅介護を提供するエリアにおいて、同サービスの普及啓発や利用

促進に向けて最も中心的な役割を果たすべきと考える主体を教えてください。（あてはまるものに

１つだけ○） 

１．自法人・自事業所 ２．自治体（市区町村） 

３．自治体（都道府県） ４．地域包括支援センター 

５．居宅介護支援事業所 ６．地域の事業者団体・事業者連絡会 

７．地域の専門職団体・職能団体 ８．その他（                 ） 

 

問４２. 貴事業所が小規模多機能型居宅介護を提供するエリアにおける、当該サービスの理解促進・普

及啓発に向けた自治体の取組みを教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．ケアマネジャー向けの勉強会を開催している ２．介護事業者向けの勉強会を開催している 

３．ケアマネジャーへ新規開設事業所の情報を提供している  ４．医療機関向けの勉強会を開催している 

５．医療機関へ新規開設事業所の情報を提供している  ６．地域包括支援センターへ新規開設事業所の情報を提供している 

７．開設・運営マニュアルを作成・公開している  ８．小規模多機能型居宅介護の好事例情報を提供している  

９．事業者連絡会等の場で情報を提供している  10．事業所の開設に対する補助を支給している  

11．利用者や事業所を対象とする実態調査を行っている 12．既存の事業者の運営に対する助言等を行っている  

13．事業所の ICT化等に補助を支給している 14．参入後の人件費に対する補助を支給している  

15．自治体としての整備目標を明確に定めている  16．広報誌やメディア等でサービスの PRをしている 

17．その他（                 ）  18．特に取組みは行われていない 

19．取組みは不明・わからない  

 

問４３. 貴事業所における「運営推進会議」の意義や役割を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．地域の介護事業者に情報提供を行う場である ２．地域の医療機関に情報提供を行う場である 

３．自治体に情報提供を行う場である ４．地域包括支援センターに情報提供を行う場である 

５．地域住民に情報提供を行う場である ６．個々の利用者へのサービス内容の見直しの場である 

７．事業所への評価・評判について情報収集をする場である ８．新たなサービスニーズの掘り起こしを行う場である 

９．地域の多職種と顔の見える関係をつくる場である 10．その他（                ） 

11．特に意義や役割を感じない  

 

問４４. 貴事業所の地域住民や地域社会との関わり方の状況を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．地域の自治会や商店会に入会している ２．夏祭り等の地域イベント等に参加している 

３．地域住民向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している ４．民生委員等向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している 

５．地域企業向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している ６．事業所見学会などを地域向けに開催している 

７．地域向けのサロンや居場所を設けている ８．3～7以外の地域向けの事業を企画・運営している  

９．学校等の職業体験を受け入れている 10．学校等への出前授業を行っている  

11．地元の介護事業者の連絡会等に参加している 12．事業所の施設を地域に開放している 

13．地域の見守りネットワークに参加している 14．地域住民をボランティアとして受入れている 

15．地域住民から食材の差し入れやアクティビティの場の提供を受けている 16．利用者へのケアの中で地域活動へ参画している 

17．地域住民が運営推進会議のﾒﾝﾊﾞｰになっている   18．地域のインフォーマルなサービスと連携し、利用者の支援を行っている  

19．職員が公的な会議や委員会の委員を務めている  20．地域における社会資源の創出に取り組んでいる  

21．自治体や町内会等にまちづくりに関する提言を行っている  22．地域のシニア層や障害者等を雇用している 

23．その他（                 ）  24．特に関わりはない  
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７．小規模多機能型居宅介護全般のマネジメントについて              

問４５. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護の管理者について、一般的な勤務日における業務時間のお

おまかな配分を教えてください。（①～⑥の合計が 100.0%となるよう割合を記入） 

 割合を記入 

①事業所業務のうち利用者に関連の深い管理的業務 
 （契約、シフト調整、事故など緊急時対応、関係機関等との調整・折衝など） 

％ 

②事業所の人材確保・育成・定着に関する管理的業務 
 （採用面接、職員面談、研修講師、ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｽﾞ、人間関係等に関する相談対応など） 

％ 

③①および②以外の管理運営業務 
 （収支管理、利用者獲得のための各種訪問、報酬請求事務など） 

％ 

④計画作成等の業務（アセスメント・モニタリング、プラン作成など） ％ 

⑤利用者への直接的な介護業務（代行訪問等含む） ％ 

⑥その他業務 ％ 

 

問４６. 貴事業所を運営する法人における、今後の小規模多機能型居宅介護の方向性を教えてください。
（あてはまるものに１つだけ○） 

１．拡大 ２．現状維持 ３．縮小 ４．撤退 ５．不明・未定 

 

問４７. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、業務の効率化や収益改善を妨げていると考える

要因を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．ケアマネジャーのサービスに対する理解不足 ２．利用者のサービスに対する理解不足 

３．計画作成担当者のアセスメント力不足 ４．計画作成担当者の利用者・家族への説明力不足 

５．事業管理者研修の受けづらさ ６．計画作成担当者研修の受けづらさ 

７．認知症実践者研修の受けづらさ ８．特定の職種の職員確保の難しさ 

９．訪問を担当する介護職員の移動時間の長さ 10．全般的な職員確保の難しさ 

11．特定の時間帯における職員確保の難しさ 12．必要な事務手続きや作成書類の多さ 

13．介護職員ごとのケアスキルのばらつき 14．複数のサービスを一体的に提供する運営の複雑さ 

15．シフト調整などの内部業務の煩雑さ 16．計画的なサービス提供が難しいサービスの特性 

17．豪雪や台風など自然環境の厳しさ 18．事業所が立地するエリアの人口密度の低さ 

19．自治体におけるサービス推進の動きの弱さ 20．専門職間の各種調整・情報共有の難しさ 

21．利用者・家族や関係機関等との折衝・調整業務の多さ 22．同一建物への訪問にかかる減算 

23．過少サービスにかかる減算 24．事業所全体の登録定員上限数の少なさ 

25．通い・宿泊の定員上限数の少なさ 26．その他（                 ） 

27．特に課題はない  

 

問４８. 小規模多機能型居宅介護の生産性を高めていくため、どのような取組みが必要と考えるか、制

度の見直しに対するご意見も含め、お考えを教えてください。（自由回答） 

 

 

 

 

調査は以上で終了です。 

別添の封筒に封入・封緘の上、平成 29 年 12 月 18 日（消印有効）までにご返送ください。 

ご協力ありがとうございました。 

－ 94 －
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問４１. 貴事業所が小規模多機能型居宅介護を提供するエリアにおいて、同サービスの普及啓発や利用

促進に向けて最も中心的な役割を果たすべきと考える主体を教えてください。（あてはまるものに

１つだけ○） 

１．自法人・自事業所 ２．自治体（市区町村） 

３．自治体（都道府県） ４．地域包括支援センター 

５．居宅介護支援事業所 ６．地域の事業者団体・事業者連絡会 

７．地域の専門職団体・職能団体 ８．その他（                 ） 

 

問４２. 貴事業所が小規模多機能型居宅介護を提供するエリアにおける、当該サービスの理解促進・普

及啓発に向けた自治体の取組みを教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．ケアマネジャー向けの勉強会を開催している ２．介護事業者向けの勉強会を開催している 

３．ケアマネジャーへ新規開設事業所の情報を提供している  ４．医療機関向けの勉強会を開催している 

５．医療機関へ新規開設事業所の情報を提供している  ６．地域包括支援センターへ新規開設事業所の情報を提供している 

７．開設・運営マニュアルを作成・公開している  ８．小規模多機能型居宅介護の好事例情報を提供している  

９．事業者連絡会等の場で情報を提供している  10．事業所の開設に対する補助を支給している  

11．利用者や事業所を対象とする実態調査を行っている 12．既存の事業者の運営に対する助言等を行っている  

13．事業所の ICT化等に補助を支給している 14．参入後の人件費に対する補助を支給している  

15．自治体としての整備目標を明確に定めている  16．広報誌やメディア等でサービスの PRをしている 

17．その他（                 ）  18．特に取組みは行われていない 

19．取組みは不明・わからない  

 

問４３. 貴事業所における「運営推進会議」の意義や役割を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．地域の介護事業者に情報提供を行う場である ２．地域の医療機関に情報提供を行う場である 

３．自治体に情報提供を行う場である ４．地域包括支援センターに情報提供を行う場である 

５．地域住民に情報提供を行う場である ６．個々の利用者へのサービス内容の見直しの場である 

７．事業所への評価・評判について情報収集をする場である ８．新たなサービスニーズの掘り起こしを行う場である 

９．地域の多職種と顔の見える関係をつくる場である 10．その他（                ） 

11．特に意義や役割を感じない  

 

問４４. 貴事業所の地域住民や地域社会との関わり方の状況を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．地域の自治会や商店会に入会している ２．夏祭り等の地域イベント等に参加している 

３．地域住民向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している ４．民生委員等向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している 

５．地域企業向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している ６．事業所見学会などを地域向けに開催している 

７．地域向けのサロンや居場所を設けている ８．3～7以外の地域向けの事業を企画・運営している  

９．学校等の職業体験を受け入れている 10．学校等への出前授業を行っている  

11．地元の介護事業者の連絡会等に参加している 12．事業所の施設を地域に開放している 

13．地域の見守りネットワークに参加している 14．地域住民をボランティアとして受入れている 

15．地域住民から食材の差し入れやアクティビティの場の提供を受けている 16．利用者へのケアの中で地域活動へ参画している 

17．地域住民が運営推進会議のﾒﾝﾊﾞｰになっている   18．地域のインフォーマルなサービスと連携し、利用者の支援を行っている  

19．職員が公的な会議や委員会の委員を務めている  20．地域における社会資源の創出に取り組んでいる  

21．自治体や町内会等にまちづくりに関する提言を行っている  22．地域のシニア層や障害者等を雇用している 

23．その他（                 ）  24．特に関わりはない  
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７．小規模多機能型居宅介護全般のマネジメントについて              

問４５. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護の管理者について、一般的な勤務日における業務時間のお

おまかな配分を教えてください。（①～⑥の合計が 100.0%となるよう割合を記入） 

 割合を記入 

①事業所業務のうち利用者に関連の深い管理的業務 
 （契約、シフト調整、事故など緊急時対応、関係機関等との調整・折衝など） 

％ 

②事業所の人材確保・育成・定着に関する管理的業務 
 （採用面接、職員面談、研修講師、ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｽﾞ、人間関係等に関する相談対応など） 

％ 

③①および②以外の管理運営業務 
 （収支管理、利用者獲得のための各種訪問、報酬請求事務など） 

％ 

④計画作成等の業務（アセスメント・モニタリング、プラン作成など） ％ 

⑤利用者への直接的な介護業務（代行訪問等含む） ％ 

⑥その他業務 ％ 

 

問４６. 貴事業所を運営する法人における、今後の小規模多機能型居宅介護の方向性を教えてください。
（あてはまるものに１つだけ○） 

１．拡大 ２．現状維持 ３．縮小 ４．撤退 ５．不明・未定 

 

問４７. 貴事業所の小規模多機能型居宅介護について、業務の効率化や収益改善を妨げていると考える

要因を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．ケアマネジャーのサービスに対する理解不足 ２．利用者のサービスに対する理解不足 

３．計画作成担当者のアセスメント力不足 ４．計画作成担当者の利用者・家族への説明力不足 

５．事業管理者研修の受けづらさ ６．計画作成担当者研修の受けづらさ 

７．認知症実践者研修の受けづらさ ８．特定の職種の職員確保の難しさ 

９．訪問を担当する介護職員の移動時間の長さ 10．全般的な職員確保の難しさ 

11．特定の時間帯における職員確保の難しさ 12．必要な事務手続きや作成書類の多さ 

13．介護職員ごとのケアスキルのばらつき 14．複数のサービスを一体的に提供する運営の複雑さ 

15．シフト調整などの内部業務の煩雑さ 16．計画的なサービス提供が難しいサービスの特性 

17．豪雪や台風など自然環境の厳しさ 18．事業所が立地するエリアの人口密度の低さ 

19．自治体におけるサービス推進の動きの弱さ 20．専門職間の各種調整・情報共有の難しさ 

21．利用者・家族や関係機関等との折衝・調整業務の多さ 22．同一建物への訪問にかかる減算 

23．過少サービスにかかる減算 24．事業所全体の登録定員上限数の少なさ 

25．通い・宿泊の定員上限数の少なさ 26．その他（                 ） 

27．特に課題はない  

 

問４８. 小規模多機能型居宅介護の生産性を高めていくため、どのような取組みが必要と考えるか、制

度の見直しに対するご意見も含め、お考えを教えてください。（自由回答） 

 

 

 

 

調査は以上で終了です。 

別添の封筒に封入・封緘の上、平成 29 年 12 月 18 日（消印有効）までにご返送ください。 

ご協力ありがとうございました。 

－ 95 －
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■ご回答者様について 

貴法人名・事業所名  

ご回答者様のお名前  

ご役職（１つだけ○）  1．法人経営者  2．法人本部の管理職  3．事業所管理者  4．その他（        ） 

ご住所 〒 

お電話番号  

メールアドレス  

※ご回答をいただいた事業者様には、後日、ヒアリングへのご協力をお願いする場合がございます。 

平成 29 年度 厚生労働省 老人保健健康増進等事業 

地域密着型サービスの生産性向上に関する実態調査 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 事業所向け 調査票 

■ご回答にあたっての留意点 

 本調査は、全国の定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、ならびに小規模多機能型居宅介護事

業所の皆様を対象に、「生産性向上に向けた取組みの現状や課題」をお伺いするものです。 

 本調査票における「生産性向上策」とは、限られた人員や労働時間、コストでケアの質や事業所の

収益をより高めていくための取組みを指します。 

 ご回答いただいた結果は、当協議会において集計・分析を行い、報告書として取りまとめます。ま

た、ご回答結果は統計分析にのみ使用し、個別の事業所名、個人のお名前が公開されることはあり

ません。 

 本調査票は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を対象とした調査票です。貴事業所の管理者

の方あるいは貴事業所の運営の全体像がお分かりになられる方（総合施設長やエリアマネジャーな

ど）にご回答をいただくようお願いします。 

 貴事業所が複数の介護サービスを提供している場合であっても、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

に関する状況についてご回答をお願いします。 

 回答時間の目安は30分程度です。 

 特にことわりのある場合を除き、平成 29 年 9月末時点の状況をご回答ください。 

 ご回答をいただいた後、同封の返信用封筒に封入・封緘の上、平成 29年 12月 18日（月）（消印有

効）までにご投函ください。 

 本調査事業の成果報告会を来年 2 月 24 日に東京都千代田区で、3 月 17 日に大阪市で開催します。

また、成果物を 3 月末に当協議会のホームページ（http://minkaikyo.info/）で公開します。 

 ご回答をいただいた方には、報告会のご案内ならびに成果物冊子をお送りします（報告会案内・成

果物の送付をご希望の方は、下記にお名前、ご住所、事業所名をご記入ください）。 

■調査実施主体 

  一般社団法人『民間事業者の質を高める』全国介護事業者協議会（略称：民介協） 

■調査票内容に関するお問合せ先（調査協力機関） 

株式会社浜銀総合研究所 地域戦略研究部 

「地域密着型サービスにおける生産性実態調査」担当：田中・加藤(善)・辻本 

TEL：045-225-2372 FAX：045-225-2197 電子メール:kaigo@yokohama-ri.co.jp  
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１．貴事業所の属性について                         

（１）貴事業所の属性について 

問１. 貴事業所における定期巡回・随時対応型訪問介護看護の指定状況を教えてください。（平成 29 年 9

月末時点・あてはまるものに 1つだけ○） 

１．休廃止状態である（⇒問 47へ） ２．休廃止状態ではない 
 

問２. 貴事業所を運営する法人（以下、貴法人）の法人種別を教えてください。（あてはまるものに 1つだけ○） 

１．社会福祉法人（社協以外） ２．社会福祉協議会 ３．営利法人（株式会社等） 

４．医療法人 ５．特定非営利活動法人 ６．公益社団・公益財団法人 

７．一般社団・一般財団法人 ８．協同組合 ９．その他（       ） 

 

問３. 貴事業所が立地する自治体を教えてください。（都道府県名・市区町村名を記入） 

都道府県名：（         ）       市区町村名:（         ） 

 

問４. 貴事業所が定期巡回・随時対応型訪問介護看護の指定を受けた時期を教えてください。（西暦記入） 

（            ）年 

 

問５. 貴事業所と併設（※）した施設で提供されている介護サービス（予防含む）を教えてください。（あ

てはまるもの全てに○）※「併設」とは、貴事業所と同一あるいは隣接した敷地で提供しているサービスを指し

ます。 

１．居宅介護支援 ２．訪問介護 ３．訪問入浴 

４．訪問看護 ５．訪問リハビリテーション ６．夜間対応型訪問介護 

７．小規模多機能型居宅介護 ８．看護小規模多機能型居宅介護 ９．通所介護 

10．通所リハビリテーション 11．療養通所介護 12．認知症対応型通所介護 

13．短期入所生活介護 14．短期入所療養介護 15．認知症対応型共同生活介護 

16．介護老人福祉施設（含 地域密着型） 17．介護老人保健施設 18．介護療養型医療施設 

19．特定施設入居者生活介護（含 地域密着型） 20．福祉用具貸与・販売 21．サービス付き高齢者向け住宅 

22．有料老人ホーム 23．養護老人ホーム   24．地域包括支援センター 

25．病院 26．診療所（在宅療養支援診療所） 27．（26以外の）診療所 

28．その他（        ） 29．併設した施設で提供するサービスはない 
 

問６. 貴事業所が指定を受けている定期巡回・随時対応型訪問介護看護以外の訪問介護・看護系サービ

スを教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．訪問介護 ２．夜間対応型訪問介護 ３．訪問看護 

４．1～3以外の訪問系サービス ５．指定は受けていない  
  
問７. 貴事業所における各サービスの委託状況を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．定期巡回サービスを委託 ２．随時対応サービスを委託 ３．オペレーター機能を委託  

４．委託はしていない   
 
問８. 貴事業所の訪問看護との関わり方を教えてください。（あてはまるものに 1つだけ○） 

１．一体型 ２．連携型 ３．一体型かつ連携型 
 

問９. 貴事業所の加算の算定状況を教えてください。（それぞれあてはまるものに 1つだけ○） 

①サービス提供体制強化加算 

１．加算（Ⅰ）イを算定 ２．加算（Ⅰ）ロを算定 

３．加算（Ⅱ）を算定 ４．加算（Ⅲ）を算定 

５．算定なし  

②総合マネジメント体制強化加算 １．算定あり ２．算定なし 

③介護職員処遇改善加算 

１．加算（Ⅰ）を算定 ２．加算（Ⅱ）を算定 

３．加算（Ⅲ）を算定 ４．加算（Ⅳ）を算定 

５．加算（Ⅴ）を算定 ６．算定なし 
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■ご回答者様について 

貴法人名・事業所名  

ご回答者様のお名前  

ご役職（１つだけ○）  1．法人経営者  2．法人本部の管理職  3．事業所管理者  4．その他（        ） 

ご住所 〒 

お電話番号  

メールアドレス  

※ご回答をいただいた事業者様には、後日、ヒアリングへのご協力をお願いする場合がございます。 

平成 29 年度 厚生労働省 老人保健健康増進等事業 

地域密着型サービスの生産性向上に関する実態調査 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 事業所向け 調査票 

■ご回答にあたっての留意点 

 本調査は、全国の定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、ならびに小規模多機能型居宅介護事

業所の皆様を対象に、「生産性向上に向けた取組みの現状や課題」をお伺いするものです。 

 本調査票における「生産性向上策」とは、限られた人員や労働時間、コストでケアの質や事業所の

収益をより高めていくための取組みを指します。 

 ご回答いただいた結果は、当協議会において集計・分析を行い、報告書として取りまとめます。ま

た、ご回答結果は統計分析にのみ使用し、個別の事業所名、個人のお名前が公開されることはあり

ません。 

 本調査票は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を対象とした調査票です。貴事業所の管理者

の方あるいは貴事業所の運営の全体像がお分かりになられる方（総合施設長やエリアマネジャーな

ど）にご回答をいただくようお願いします。 

 貴事業所が複数の介護サービスを提供している場合であっても、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

に関する状況についてご回答をお願いします。 

 回答時間の目安は30分程度です。 

 特にことわりのある場合を除き、平成 29 年 9月末時点の状況をご回答ください。 

 ご回答をいただいた後、同封の返信用封筒に封入・封緘の上、平成 29年 12月 18日（月）（消印有

効）までにご投函ください。 

 本調査事業の成果報告会を来年 2 月 24 日に東京都千代田区で、3 月 17 日に大阪市で開催します。

また、成果物を 3 月末に当協議会のホームページ（http://minkaikyo.info/）で公開します。 

 ご回答をいただいた方には、報告会のご案内ならびに成果物冊子をお送りします（報告会案内・成

果物の送付をご希望の方は、下記にお名前、ご住所、事業所名をご記入ください）。 

■調査実施主体 

  一般社団法人『民間事業者の質を高める』全国介護事業者協議会（略称：民介協） 

■調査票内容に関するお問合せ先（調査協力機関） 

株式会社浜銀総合研究所 地域戦略研究部 

「地域密着型サービスにおける生産性実態調査」担当：田中・加藤(善)・辻本 

TEL：045-225-2372 FAX：045-225-2197 電子メール:kaigo@yokohama-ri.co.jp  
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１．貴事業所の属性について                         

（１）貴事業所の属性について 

問１. 貴事業所における定期巡回・随時対応型訪問介護看護の指定状況を教えてください。（平成 29 年 9

月末時点・あてはまるものに 1つだけ○） 

１．休廃止状態である（⇒問 47へ） ２．休廃止状態ではない 
 

問２. 貴事業所を運営する法人（以下、貴法人）の法人種別を教えてください。（あてはまるものに 1つだけ○） 

１．社会福祉法人（社協以外） ２．社会福祉協議会 ３．営利法人（株式会社等） 

４．医療法人 ５．特定非営利活動法人 ６．公益社団・公益財団法人 

７．一般社団・一般財団法人 ８．協同組合 ９．その他（       ） 

 

問３. 貴事業所が立地する自治体を教えてください。（都道府県名・市区町村名を記入） 

都道府県名：（         ）       市区町村名:（         ） 

 

問４. 貴事業所が定期巡回・随時対応型訪問介護看護の指定を受けた時期を教えてください。（西暦記入） 

（            ）年 

 

問５. 貴事業所と併設（※）した施設で提供されている介護サービス（予防含む）を教えてください。（あ

てはまるもの全てに○）※「併設」とは、貴事業所と同一あるいは隣接した敷地で提供しているサービスを指し

ます。 

１．居宅介護支援 ２．訪問介護 ３．訪問入浴 

４．訪問看護 ５．訪問リハビリテーション ６．夜間対応型訪問介護 

７．小規模多機能型居宅介護 ８．看護小規模多機能型居宅介護 ９．通所介護 

10．通所リハビリテーション 11．療養通所介護 12．認知症対応型通所介護 

13．短期入所生活介護 14．短期入所療養介護 15．認知症対応型共同生活介護 

16．介護老人福祉施設（含 地域密着型） 17．介護老人保健施設 18．介護療養型医療施設 

19．特定施設入居者生活介護（含 地域密着型） 20．福祉用具貸与・販売 21．サービス付き高齢者向け住宅 

22．有料老人ホーム 23．養護老人ホーム   24．地域包括支援センター 

25．病院 26．診療所（在宅療養支援診療所） 27．（26以外の）診療所 

28．その他（        ） 29．併設した施設で提供するサービスはない 
 

問６. 貴事業所が指定を受けている定期巡回・随時対応型訪問介護看護以外の訪問介護・看護系サービ

スを教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．訪問介護 ２．夜間対応型訪問介護 ３．訪問看護 

４．1～3以外の訪問系サービス ５．指定は受けていない  
  
問７. 貴事業所における各サービスの委託状況を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．定期巡回サービスを委託 ２．随時対応サービスを委託 ３．オペレーター機能を委託  

４．委託はしていない   
 
問８. 貴事業所の訪問看護との関わり方を教えてください。（あてはまるものに 1つだけ○） 

１．一体型 ２．連携型 ３．一体型かつ連携型 
 

問９. 貴事業所の加算の算定状況を教えてください。（それぞれあてはまるものに 1つだけ○） 

①サービス提供体制強化加算 

１．加算（Ⅰ）イを算定 ２．加算（Ⅰ）ロを算定 

３．加算（Ⅱ）を算定 ４．加算（Ⅲ）を算定 

５．算定なし  

②総合マネジメント体制強化加算 １．算定あり ２．算定なし 

③介護職員処遇改善加算 

１．加算（Ⅰ）を算定 ２．加算（Ⅱ）を算定 

３．加算（Ⅲ）を算定 ４．加算（Ⅳ）を算定 

５．加算（Ⅴ）を算定 ６．算定なし 
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問１０. 貴事業所におけるオペレーター機能の確保方法を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．事業所内に専用のｺｰﾙｾﾝﾀｰを設置 ２．ｺｰﾙｾﾝﾀｰは設置せず職員の携帯電話等で対応 ３．既存の他サービスのｵﾍﾟﾚｰﾀｰ機能を活用  

４．複数の定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所で共用 ５．その他（         ） 

 

問１１. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、訪問介護員の訪問ルートの設定状況

について教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用者のみのルートを設定している 

２．定期巡回・随時対応型訪問介護看護と他の訪問系サービスの利用者が混在したルートを設定している 

 

（２）貴事業所の人員配置等について 

問１２. 貴事業所の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業における従業員数を教えてください。
（それぞれ人数を記入・平成 29年 9月末時点） 

 常勤 非常勤 常勤換算（※2） 

①全従業員数 人 人 人 

②訪問介護員等 人 人 人 

③看護職員（※1） 人 人 人 

④オペレーター 人 人 人 

⑤事務員その他 人 人 人 

※1：貴事業所が連携型事業所で、看護職員の配置がない場合、「０」とご記入ください。 

※2：常勤換算は、常勤・非常勤職員の平成 29 年 9 月 1 か月間の延べ労働時間を、常勤職員が勤務すべき時間で割った値をご記入ください。 

   また、小数点が出る場合、小数点第 2位を四捨五入し、小数点以下第 1位までをご記入ください。 

  

（３）貴事業所の利用者の状況について 

問１３. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護における①要介護度別の利用者数を教えてくだ

さい。また、全利用者のうち②減算対象となる集合住宅に居住する利用者数、③減算対象とな

らない集合住宅に居住する利用者を教えてください。 

また、④訪問看護を利用している方の数を教えてください。（それぞれ人数を記入・平成 29年 9月末

時点） 

 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 

①要介護度別

の利用者数 
人 人 人 人 人 

 

②①の人数のうち、減算対象となる集合住宅に居住する利用者の数 人 

③①の人数のうち、減算対象とならない集合住宅に居住する利用者の数 人 

④①の人数のうち、看護を利用している利用者の数 人 

 

問１４. 直近 1 年間における貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービス利用者について、

サービス終了理由を教えてください。（終了理由として多く挙げられるもの上位 3つを選び、第 1位から

第 3位まで順位をつけた上で各選択肢番号を回答欄に記載） 

【回答欄】 第 1位 第 2位 第 3位 

サービス終了理由として 

多いもの上位 3項目 
   

 

【選択肢項目】 

１．医療機関への入院 ２．特養・老健・療養病床への入院・入所 ３．グループホームへの入居 

４．特定施設への入居 ５．2～4以外の介護サービスへの移行 ６．サービス利用のまま死亡 

７．他自治体への転居 ８．その他（         ） ９．サービスを終了した利用者はいない 
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２．経営指標等について                            

問１５. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護における、過去 3 年程度の下記①～⑦に関する

状況を教えてください。（それぞれあてはまるものに 1つだけ○） 

①定期・随時の利用者数の基調 １．増加傾向 ２．横ばい ３．減少傾向 

②定期・随時の収入の基調 １．増加傾向 ２．横ばい ３．減少傾向 

③定期・随時の人件費率 １．上昇傾向 ２．横ばい ３．低下傾向 

④定期・随時の収支差の水準 １．黒字 ２．収支均衡 ３．赤字 

⑤定期・随時の収支差の基調 １．増加（改善）傾向 ２．横ばい ３．減少（悪化）傾向 

⑥定期・随時の常勤換算の職員あたりの収支差の基調 １．増加（改善）傾向 ２．横ばい ３．減少（悪化）傾向 

⑦他の指定サービスを含む事業所全体の収支差（※） １．黒字 ２．収支均衡 ３．赤字 
※貴事業所が定期巡回・随時対応型訪問介護看護のみ提供している場合、④と同様の選択肢をご回答ください。 

 

問１６. ①貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、採算ラインと考えている利用者数

の設定状況とその人数を教えてください。また、②主なサービス利用者として想定している利

用者の要介護度を教えてください。（それぞれあてはまるものに 1 つだけ○、2 を選択の場合はそれぞれ

数値を記入） 

①採算ラインと考える利用者数の設定状況とその人数 １．設定していない   ２．設定している ⇒（       人） 

②主なサービス利用者として想定している利用者の要介護度 １．想定する要介護度はない  ２．ある⇒ （         ） 

 

問１７. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、過去 3 年程度の期間における下記①

～⑥の発生状況を教えてください。（それぞれあてはまるものに１つだけ○） 

下記①～⑥のケースの発生状況について 

か
な
り
あ
る 

多
く
は
な
い
が
あ
る 

ほ
と
ん
ど
な
い 

全
く
な
い 

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用する前と比較し、利用者や家族の生活状況が安

定したケース 
1 2 3 4 

②定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用する前と比較し、認知症の BPSD の状態が改善

したケース 
1 2 3 4 

③定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用する前と比較し、利用者の ADL や IADL が改善

したケース 
1 2 3 4 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用する前と比較し、利用者の要介護度が改善した

ケース 
1 2 3 4 

⑤定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用し、看取り期のケアを在宅で行ったケース 1 2 3 4 
⑥定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用し、（看取り期ではないが）医療的ケアが必要

な利用者へ対応したケース 
1 2 3 4 

 

問１８. 貴事業所が定期巡回・随時対応型訪問介護看護を運営する上で重視（※）している指標・項目

を教えてください。（あてはまるもの全てに○）※ここでいう「重視」とは、定期的に指標等の変動をモニ

タリングし、数値が悪化した場合には、改善策を講じる、といった取組みを実施していることを指します。 

１．サービス提供利用者数 ２．利用者の平均要介護度 ３．利用者の休廃止件数 

４．新規利用者数 ５．訪問ルートあたり単価 ６．収入に対する人件費率 

７．他法人のケアマネジャーからの紹介件数 ８．他法人の医療機関からの紹介件数 ９．訪問予定に対するキャンセル率 

10．ヘルパーの稼働率・稼働時間 11．併設する他サービスとトータルで見た収支 12．職員あたりの収入額 

13．職員あたりの収支 14．労働時間あたりの収入額 15．労働時間あたりの収支 

16．その他（ ） 17．重視している指標はない（⇒問 20へ） 

 

問１９. 問 18で回答した指標・項目について、事業所運営の視点からみた満足度を教えてください。（あ

てはまるものに１つだけ○） 

１．いずれも満足できる水準である ２．満足できる水準のものが多い ３．満足できない水準のものが多い 

４．いずれも満足できる水準ではない  
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問１０. 貴事業所におけるオペレーター機能の確保方法を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．事業所内に専用のｺｰﾙｾﾝﾀｰを設置 ２．ｺｰﾙｾﾝﾀｰは設置せず職員の携帯電話等で対応 ３．既存の他サービスのｵﾍﾟﾚｰﾀｰ機能を活用  

４．複数の定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所で共用 ５．その他（         ） 

 

問１１. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、訪問介護員の訪問ルートの設定状況

について教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用者のみのルートを設定している 

２．定期巡回・随時対応型訪問介護看護と他の訪問系サービスの利用者が混在したルートを設定している 

 

（２）貴事業所の人員配置等について 

問１２. 貴事業所の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業における従業員数を教えてください。
（それぞれ人数を記入・平成 29年 9月末時点） 

 常勤 非常勤 常勤換算（※2） 

①全従業員数 人 人 人 

②訪問介護員等 人 人 人 

③看護職員（※1） 人 人 人 

④オペレーター 人 人 人 

⑤事務員その他 人 人 人 

※1：貴事業所が連携型事業所で、看護職員の配置がない場合、「０」とご記入ください。 

※2：常勤換算は、常勤・非常勤職員の平成 29 年 9 月 1 か月間の延べ労働時間を、常勤職員が勤務すべき時間で割った値をご記入ください。 

   また、小数点が出る場合、小数点第 2位を四捨五入し、小数点以下第 1位までをご記入ください。 

  

（３）貴事業所の利用者の状況について 

問１３. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護における①要介護度別の利用者数を教えてくだ

さい。また、全利用者のうち②減算対象となる集合住宅に居住する利用者数、③減算対象とな

らない集合住宅に居住する利用者を教えてください。 

また、④訪問看護を利用している方の数を教えてください。（それぞれ人数を記入・平成 29年 9月末

時点） 

 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 

①要介護度別

の利用者数 
人 人 人 人 人 

 

②①の人数のうち、減算対象となる集合住宅に居住する利用者の数 人 

③①の人数のうち、減算対象とならない集合住宅に居住する利用者の数 人 

④①の人数のうち、看護を利用している利用者の数 人 

 

問１４. 直近 1 年間における貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービス利用者について、

サービス終了理由を教えてください。（終了理由として多く挙げられるもの上位 3つを選び、第 1位から

第 3位まで順位をつけた上で各選択肢番号を回答欄に記載） 

【回答欄】 第 1位 第 2位 第 3位 

サービス終了理由として 

多いもの上位 3項目 
   

 

【選択肢項目】 

１．医療機関への入院 ２．特養・老健・療養病床への入院・入所 ３．グループホームへの入居 

４．特定施設への入居 ５．2～4以外の介護サービスへの移行 ６．サービス利用のまま死亡 

７．他自治体への転居 ８．その他（         ） ９．サービスを終了した利用者はいない 
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２．経営指標等について                            

問１５. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護における、過去 3 年程度の下記①～⑦に関する

状況を教えてください。（それぞれあてはまるものに 1つだけ○） 

①定期・随時の利用者数の基調 １．増加傾向 ２．横ばい ３．減少傾向 

②定期・随時の収入の基調 １．増加傾向 ２．横ばい ３．減少傾向 

③定期・随時の人件費率 １．上昇傾向 ２．横ばい ３．低下傾向 

④定期・随時の収支差の水準 １．黒字 ２．収支均衡 ３．赤字 

⑤定期・随時の収支差の基調 １．増加（改善）傾向 ２．横ばい ３．減少（悪化）傾向 

⑥定期・随時の常勤換算の職員あたりの収支差の基調 １．増加（改善）傾向 ２．横ばい ３．減少（悪化）傾向 

⑦他の指定サービスを含む事業所全体の収支差（※） １．黒字 ２．収支均衡 ３．赤字 
※貴事業所が定期巡回・随時対応型訪問介護看護のみ提供している場合、④と同様の選択肢をご回答ください。 

 

問１６. ①貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、採算ラインと考えている利用者数

の設定状況とその人数を教えてください。また、②主なサービス利用者として想定している利

用者の要介護度を教えてください。（それぞれあてはまるものに 1 つだけ○、2 を選択の場合はそれぞれ

数値を記入） 

①採算ラインと考える利用者数の設定状況とその人数 １．設定していない   ２．設定している ⇒（       人） 

②主なサービス利用者として想定している利用者の要介護度 １．想定する要介護度はない  ２．ある⇒ （         ） 

 

問１７. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、過去 3 年程度の期間における下記①

～⑥の発生状況を教えてください。（それぞれあてはまるものに１つだけ○） 

下記①～⑥のケースの発生状況について 

か
な
り
あ
る 

多
く
は
な
い
が
あ
る 

ほ
と
ん
ど
な
い 

全
く
な
い 

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用する前と比較し、利用者や家族の生活状況が安

定したケース 
1 2 3 4 

②定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用する前と比較し、認知症の BPSD の状態が改善

したケース 
1 2 3 4 

③定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用する前と比較し、利用者の ADL や IADL が改善

したケース 
1 2 3 4 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用する前と比較し、利用者の要介護度が改善した

ケース 
1 2 3 4 

⑤定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用し、看取り期のケアを在宅で行ったケース 1 2 3 4 
⑥定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用し、（看取り期ではないが）医療的ケアが必要

な利用者へ対応したケース 
1 2 3 4 

 

問１８. 貴事業所が定期巡回・随時対応型訪問介護看護を運営する上で重視（※）している指標・項目

を教えてください。（あてはまるもの全てに○）※ここでいう「重視」とは、定期的に指標等の変動をモニ

タリングし、数値が悪化した場合には、改善策を講じる、といった取組みを実施していることを指します。 

１．サービス提供利用者数 ２．利用者の平均要介護度 ３．利用者の休廃止件数 

４．新規利用者数 ５．訪問ルートあたり単価 ６．収入に対する人件費率 

７．他法人のケアマネジャーからの紹介件数 ８．他法人の医療機関からの紹介件数 ９．訪問予定に対するキャンセル率 

10．ヘルパーの稼働率・稼働時間 11．併設する他サービスとトータルで見た収支 12．職員あたりの収入額 

13．職員あたりの収支 14．労働時間あたりの収入額 15．労働時間あたりの収支 

16．その他（ ） 17．重視している指標はない（⇒問 20へ） 

 

問１９. 問 18で回答した指標・項目について、事業所運営の視点からみた満足度を教えてください。（あ

てはまるものに１つだけ○） 

１．いずれも満足できる水準である ２．満足できる水準のものが多い ３．満足できない水準のものが多い 

４．いずれも満足できる水準ではない  
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３．人材の状況について                          

（１）貴事業所の人材育成の状況について 

問２０. 貴事業における定期巡回・随時対応型訪問介護看護の下記①～⑤の職種について、特に他の介

護サービスと比較して重要と考える知識・技術を教えてください。（それぞれ上位 5 つまで選択し、

①～⑤の【回答欄】に【選択肢項目】記載の選択肢番号を記入） 

【回答欄】（※下記【選択肢項目】から番号を転記してください） 

①管理者      

②計画作成責任者      

③訪問介護員      

④オペレーター      

⑤看護職員      

【選択肢項目】 

１．身体介護の基礎的な技術 ２．生活援助の基礎的な技術 

３．短時間に必要なケアを手早く行う技術 ４．利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 

５．利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 ６．利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 

７．（滞在時間でなく）必要なケア行為に基づいてプランを作成する能力 ８．状態の変化を見抜くモニタリング力 

９．利用者の意欲向上に向けて働きかける力 10．利用者のできること・残存能力を引き出す力 

11．これまでの利用者への関わりから発生する課題やケアニーズを予期する力 12．緊急時に適切に対応をする判断力 

13．傾聴等により利用者に安心感を与える力  14．記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力   

15．利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力 16．他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力 

17．他の専門職と連携するチームケアの技術 18．地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 

19．コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 20．医療に関する知識・医療的ケアの技術  

21．口腔ケア・嚥下に関する知識 22．栄養管理に関する知識 

23．認知症ケアに関する知識・技術 24．リハビリテーションに関する知識・技術 

25．その他（                 ） 26．特に必要な知識・技術はない 

 

問２１. 定期巡回・随時対応型訪問介護看護に従事する職員に求められる知識・技術を育成するため、

貴事業所において実施している取組みを教えてください。（あてはまるもの全てに○・法人全体で実

施している取組みも含めてご回答ください） 

１．自事業所の上司や同僚との同行・指導・助言 ２．他事業所や法人本部職員からの指導・助言 

３．自事業所の上司や先輩によるスーパービジョン ４．育成担当者（チューターなど）の配置・指導 

５．管理者による定期的な育成面談の実施 ６．初歩的なケースから難易度の高いケースへの段階的な移行 

７．事業所内のカンファレンスへの参加 ８．事業所や法人内での事例発表会の開催 

９．通信教育や書籍などに関する情報提供・受講支援 10．関連する内部研修の実施 

11．地域包括支援センターや事業所連絡会などが行う外部研修への派遣 12．地域ケア会議への参加 

13．看取りや処遇困難事例など特定の利用者への対応 14．介護・医療連携推進会議への参加 

15．外部の専門職・機関との利用者に関するカンファレンスへの参加 16．事業所内外の研修等への教える立場での参画 

17．その他（                ） 18．特に行っているものはない 

 

（２）貴事業所の人材の定着状況について 

問２２. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、平成 28年 10月 1日から平成 29年 9

月 30日までの 1年間の①採用者数、および②離職者数を教えてください。また、③職員の定着

状況を教えてください。（①と②はそれぞれ数字を記入、③はあてはまるものに１つだけ○） 

①過去 1年間に採用した方の人数 人 

②過去 1年間に離職した方の人数（※） 人 

③定着状況（あてはまるもの 1つに○） 
１．定着率は低くない ２．定着率は低いが困っていない 

３．定着率が低く困っている 
※離職者には、対象期間中に事業所を退職したり、解雇されたりした方をいい、他法人への出向者・出向復帰者を含み、同一法人内で

の転出入者を除きます。 
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問２３. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護において、職員の定着率を高めるために実施し

ている取組みを教えてください。（あてはまるもの全てに○・法人全体で実施している取組みも含めてご

回答ください） 

１．採用前のトライアルでの職場体験の実施 ２．入職直後の導入研修の実施 

３．能力に見合った仕事への配置 ４．シフトを決める際の職員への要望確認 

５．仕事上の悩み・課題に関する相談機会や相談窓口の設置 ６．能力向上に向けた研修や育成機会の提供 

７．長期的なキャリアパスの構築 ８．評価項目・評価基準の明確化 

９．適正な評価に基づく昇給・昇格体系の整備 10．管理者やリーダー層に対するマネジメント力向上のための教育 

11．定期的な目標管理面談の実施 12．業務負担軽減のための福祉機器の導入 

13．業務負担軽減のための ICT機器の活用 14．事業所内での横のつながりをつくる機会の提供 

15．対外的なネットワークをつくる機会の提供 16．提案制度など運営に参画する機会・仕組みの提供 

17．全体会議への参加など事業所情報の定期・随時の提供 18．メンタルヘルスにかかるケアの実施 

19．定期的な健康診断の実施 20．労働時間管理（サービス残業等防止）の厳格化 

21．クレームやトラブルに組織的に対応する体制の整備 22．他事業所・他法人と比較した高い給与設定 

23．育休・産休、有休が取りやすい風土づくり  24．インターバル勤務の導入 

25．自由度の高いサービス特性を理解するための研修 26．ボランティア活用等の職員が専門性の高い職務に注力できる環境の整備 

27．その他（                 ） 28．特に行っているものはない 

 

（３）貴事業所の人材の確保状況について 

問２４. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、①～④の各職種の過不足の状況、お

よび⑤事業所全体でみた場合の人員の過不足の状況を教えてください。（それぞれあてはまるもの

に１つだけ○） 
①計画作成責任者 ②訪問介護員 ③オペレーター ④看護職員 ⑤事業所全体 

1.過剰 2.適正 3.不足 1.過剰 2.適正 3.不足 1.過剰 2.適正 3.不足 
1.過剰 2.適正 3.不足 

4.一体型事業所ではない 
1.過剰 2.適正 3.不足 

 

問２５. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護における職員確保について、以下①～④の状況

を教えてください。（それぞれあてはまるものに１つだけ○） 

①採用ターゲットの設定 １．絞込みを行っている ２．幅広に設定している 

②募集方法 １．特定の方法に限定している ２．多様な方法を用いている 

③（夜勤専従等）勤務時間帯を限定した採用 １．実施している ２．実施していない 

④（訪問専従等）従事業務を限定した採用 １．実施している ２．実施していない 
 

問２６. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護において実施している、職員確保のための取組

みを教えてください。（あてはまるもの全てに○・法人全体で活用している募集方法も含めてご回答くださ

い） 

１．ハローワークの活用 ２．福祉人材センターの活用 ３．民間の職業紹介の活用 

４．養成校など学校からの紹介 ５．折込チラシ・広告等の活用 ６．ホームページによる情報発信 

７．SNS（※）による情報発信 ８．介護職員初任者研修参加者への声かけ ９．職員からの紹介 

10．利用者および家族からの紹介 11．地域住民からの紹介 12．就職フェア等への参加 

13．就職専門 WEBサイトの活用 14．独自の就職説明会の開催 15．法人内の他事業所からの異動 

16．その他（    ） 17．特に行っているものはない            

※フェイスブックやツイッター、ブログなどを指します。 
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３．人材の状況について                          

（１）貴事業所の人材育成の状況について 

問２０. 貴事業における定期巡回・随時対応型訪問介護看護の下記①～⑤の職種について、特に他の介

護サービスと比較して重要と考える知識・技術を教えてください。（それぞれ上位 5 つまで選択し、

①～⑤の【回答欄】に【選択肢項目】記載の選択肢番号を記入） 

【回答欄】（※下記【選択肢項目】から番号を転記してください） 

①管理者      

②計画作成責任者      

③訪問介護員      

④オペレーター      

⑤看護職員      

【選択肢項目】 

１．身体介護の基礎的な技術 ２．生活援助の基礎的な技術 

３．短時間に必要なケアを手早く行う技術 ４．利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 

５．利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 ６．利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 

７．（滞在時間でなく）必要なケア行為に基づいてプランを作成する能力 ８．状態の変化を見抜くモニタリング力 

９．利用者の意欲向上に向けて働きかける力 10．利用者のできること・残存能力を引き出す力 

11．これまでの利用者への関わりから発生する課題やケアニーズを予期する力 12．緊急時に適切に対応をする判断力 

13．傾聴等により利用者に安心感を与える力  14．記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力   

15．利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力 16．他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力 

17．他の専門職と連携するチームケアの技術 18．地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 

19．コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 20．医療に関する知識・医療的ケアの技術  

21．口腔ケア・嚥下に関する知識 22．栄養管理に関する知識 

23．認知症ケアに関する知識・技術 24．リハビリテーションに関する知識・技術 

25．その他（                 ） 26．特に必要な知識・技術はない 

 

問２１. 定期巡回・随時対応型訪問介護看護に従事する職員に求められる知識・技術を育成するため、

貴事業所において実施している取組みを教えてください。（あてはまるもの全てに○・法人全体で実

施している取組みも含めてご回答ください） 

１．自事業所の上司や同僚との同行・指導・助言 ２．他事業所や法人本部職員からの指導・助言 

３．自事業所の上司や先輩によるスーパービジョン ４．育成担当者（チューターなど）の配置・指導 

５．管理者による定期的な育成面談の実施 ６．初歩的なケースから難易度の高いケースへの段階的な移行 

７．事業所内のカンファレンスへの参加 ８．事業所や法人内での事例発表会の開催 

９．通信教育や書籍などに関する情報提供・受講支援 10．関連する内部研修の実施 

11．地域包括支援センターや事業所連絡会などが行う外部研修への派遣 12．地域ケア会議への参加 

13．看取りや処遇困難事例など特定の利用者への対応 14．介護・医療連携推進会議への参加 

15．外部の専門職・機関との利用者に関するカンファレンスへの参加 16．事業所内外の研修等への教える立場での参画 

17．その他（                ） 18．特に行っているものはない 

 

（２）貴事業所の人材の定着状況について 

問２２. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、平成 28年 10月 1日から平成 29年 9

月 30日までの 1年間の①採用者数、および②離職者数を教えてください。また、③職員の定着

状況を教えてください。（①と②はそれぞれ数字を記入、③はあてはまるものに１つだけ○） 

①過去 1年間に採用した方の人数 人 

②過去 1年間に離職した方の人数（※） 人 

③定着状況（あてはまるもの 1つに○） 
１．定着率は低くない ２．定着率は低いが困っていない 

３．定着率が低く困っている 
※離職者には、対象期間中に事業所を退職したり、解雇されたりした方をいい、他法人への出向者・出向復帰者を含み、同一法人内で

の転出入者を除きます。 

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」事業所向け調査票 

6 
 

問２３. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護において、職員の定着率を高めるために実施し

ている取組みを教えてください。（あてはまるもの全てに○・法人全体で実施している取組みも含めてご

回答ください） 

１．採用前のトライアルでの職場体験の実施 ２．入職直後の導入研修の実施 

３．能力に見合った仕事への配置 ４．シフトを決める際の職員への要望確認 

５．仕事上の悩み・課題に関する相談機会や相談窓口の設置 ６．能力向上に向けた研修や育成機会の提供 

７．長期的なキャリアパスの構築 ８．評価項目・評価基準の明確化 

９．適正な評価に基づく昇給・昇格体系の整備 10．管理者やリーダー層に対するマネジメント力向上のための教育 

11．定期的な目標管理面談の実施 12．業務負担軽減のための福祉機器の導入 

13．業務負担軽減のための ICT機器の活用 14．事業所内での横のつながりをつくる機会の提供 

15．対外的なネットワークをつくる機会の提供 16．提案制度など運営に参画する機会・仕組みの提供 

17．全体会議への参加など事業所情報の定期・随時の提供 18．メンタルヘルスにかかるケアの実施 

19．定期的な健康診断の実施 20．労働時間管理（サービス残業等防止）の厳格化 

21．クレームやトラブルに組織的に対応する体制の整備 22．他事業所・他法人と比較した高い給与設定 

23．育休・産休、有休が取りやすい風土づくり  24．インターバル勤務の導入 

25．自由度の高いサービス特性を理解するための研修 26．ボランティア活用等の職員が専門性の高い職務に注力できる環境の整備 

27．その他（                 ） 28．特に行っているものはない 

 

（３）貴事業所の人材の確保状況について 

問２４. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、①～④の各職種の過不足の状況、お

よび⑤事業所全体でみた場合の人員の過不足の状況を教えてください。（それぞれあてはまるもの

に１つだけ○） 
①計画作成責任者 ②訪問介護員 ③オペレーター ④看護職員 ⑤事業所全体 

1.過剰 2.適正 3.不足 1.過剰 2.適正 3.不足 1.過剰 2.適正 3.不足 
1.過剰 2.適正 3.不足 

4.一体型事業所ではない 
1.過剰 2.適正 3.不足 

 

問２５. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護における職員確保について、以下①～④の状況

を教えてください。（それぞれあてはまるものに１つだけ○） 

①採用ターゲットの設定 １．絞込みを行っている ２．幅広に設定している 

②募集方法 １．特定の方法に限定している ２．多様な方法を用いている 

③（夜勤専従等）勤務時間帯を限定した採用 １．実施している ２．実施していない 

④（訪問専従等）従事業務を限定した採用 １．実施している ２．実施していない 
 

問２６. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護において実施している、職員確保のための取組

みを教えてください。（あてはまるもの全てに○・法人全体で活用している募集方法も含めてご回答くださ

い） 

１．ハローワークの活用 ２．福祉人材センターの活用 ３．民間の職業紹介の活用 

４．養成校など学校からの紹介 ５．折込チラシ・広告等の活用 ６．ホームページによる情報発信 

７．SNS（※）による情報発信 ８．介護職員初任者研修参加者への声かけ ９．職員からの紹介 

10．利用者および家族からの紹介 11．地域住民からの紹介 12．就職フェア等への参加 

13．就職専門 WEBサイトの活用 14．独自の就職説明会の開催 15．法人内の他事業所からの異動 

16．その他（    ） 17．特に行っているものはない            

※フェイスブックやツイッター、ブログなどを指します。 
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４．利用者との関係について                          

問２７. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、利用者の紹介経路を教えてください。
（上位 3つを選び、第 1位から第 3位まで順位をつけた上で、各選択肢番号を回答欄に記入） 

【回答欄】 
【回答欄】 第 1位 第 2位 第 3位 

紹介経路として多いもの上位 3項目    

【選択肢項目】 

１．自法人が運営する居宅介護支援事業所 ２．他法人が運営する居宅介護支援事業所 

３．自法人が運営する医療機関 ４．他法人が運営する医療機関 

５．自法人が運営を受託する地域包括支援センター ６．5以外の地域包括支援センター 

７．自法人が運営する介護保険施設 ８．他法人が運営する介護保険施設 

９．自法人が運営する他の在宅介護サービス事業所 10．要介護者やその家族本人による問い合わせ 

11．地域住民（自治会長や民生委員含む）からの紹介 12．その他（                ） 

 

問２８. 問 27において、利用者の紹介経路として「第 1位」に記入した事業所・機関等についてお伺い

します。当該事業所・機関等からの紹介状況について、過去 1 年間程度の動向を教えてくださ

い。（あてはまるものに１つだけ○） 

１．増加傾向にある ２．横ばい ３．減少傾向にある 

 

問２９. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護に対する、ケアマネジャーや利用者からのサー

ビス提供依頼について、対応することが難しいケースを教えてください。（あてはまるもの全てに

○） 

１．独居あるいは日中独居のケース ２．看取り期にある方のケース 

３．医療的ケアが必要な方のケース ４．認知症の BPSDがある方のケース 

５．医療機関から退院した直後の在宅復帰支援ケース ６．入院等により長期的に関わることができないと予想されるケース 

７．利用者やその家族が必要性に比して過大な訪問回数を求めているケース ８．担当のケアマネジャーが必要性に比して過大な訪問回数を求めているケース 

９．同居家族が介護に協力的でないケース  10．暴力やハラスメントのある方のケース 

11．これまでに自法人のサービスを利用していなかったケース 12．住まいが既存の訪問ルートから大きく離れているケース 

13．その他（                 ） 14．対応が難しいケースはない 

 

問３０. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、サービス提供時に特に重視している

点を教えてください。（あてはまるものに３つまで○） 

１．サービス開始時の集中的な訪問によるアセスメント ２．アセスメントに基づく必要なサービス量の設定 

３．サービス開始時の集中的なケアの提供による状態の安定化 ４．根拠に基づく利用者へのサービス内容の説明 

５．事業所側からの予防的なコールなど先手対応の実施 ６．介護職員間での密な情報共有 

７．介護職員と計画作成責任者との密な情報共有 ８．介護職員と看護師との役割分担の明確化 

９．介護職員と看護師との密な情報共有 10．事業所外のケアマネジャーとの密な情報共有 

11．短時間・頻回訪問による必要なサービスの提供 12．長めの滞在時間をとったサービスの提供 

13．適切なタイミングでの他の訪問系サービスへの移行 14．その他（                 ） 

15．特に重視しているものはない  

 

問３１. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、利用者宅への訪問 1 回あたりの平均

的なサービス提供時間を教えてください。（あてはまるものに１つだけ○） 

１．20分未満 ２．20分以上 30分未満 ３．30分以上 45分未満 ４．45分以上 60分未満 

５．60分以上    
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問３２. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、利用者宅への訪問時に提供するケア

の状況を教えてください。（それぞれあてはまるものに１つだけ○） 

下記①～⑥のケアの状況について 

か
な
り
あ
る 

多
く
は
な
い
が
あ
る 

ほ
と
ん
ど
な
い 

全
く
な
い 

①短時間・頻回訪問によりサービスを提供するケース 1 2 3 4 

②短時間の見守りのための訪問を行うケース 1 2 3 4 

③（45分や 60 分など）一定時間利用者宅に滞在してサービスを提供するケース 1 2 3 4 
④利用者が社会生活を送る上で必要な身体介護や生活援助以外のサービスを提供する

ケース（郵便物の整理、行政手続きの支援など） 
1 2 3 4 

⑤集合住宅に住む利用者に対してサービスを提供するケース 1 2 3 4 

⑥自宅でのケアを自法人が運営する他の訪問系サービスへ移行するケース 1 2 3 4 
 

問３３. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、サービスの質の向上に向けて実施し

ている取組みを教えてください。（あてはまるもの全てに○・法人全体で実施している取組みも含めてご

回答ください） 

１．短時間頻回訪問に関するガイドライン(指針)やマニュアルの策定 

２．１．のガイドライン（指針）やマニュアルの定期・随時の見直し・改善 

３．アセスメント項目の可視化・共通化 

４．訪問介護など滞在型のサービスとの違いに関する研修の実施・外部研修への派遣 

５．定期巡回・随時対応型訪問介護看護におけるサービス提供やプラン作成に関する研修の実施・外部研修への派遣 

６．身体介護に関する技術向上のための職員育成・研修 

７．生活援助に関する技術向上のための職員育成・研修 

８．職員を指導する管理者・リーダー層による介護技術・関連知識の定期・随時の更新 

９．管理者やリーダー層の介護技術や知識を事業所全体で共有・公開する工夫 

10．オペレーターによる利用者情報の閲覧の円滑化に向けた工夫 

11．事業所内での情報共有の円滑化に向けた工夫 

12．他職種・他事業所との情報共有の円滑化に向けた工夫 

13．複数の訪問介護員からなるチーム制による利用者への対応 

14．オペレーターへのコールにかかる転送先の設定 

15．サービスに対する自己評価や外部評価をサービス改善につなげる仕組みづくり 

16．満足度調査や家族会の開催など利用者のサービス意向や満足度を事後的に把握する取組み 

17．介護・医療連携推進会議での議論や指摘事項をサービス改善につなげる仕組みづくり 

18．ISOなど品質管理のための認証の取得に向けた取組み 

19．委員会や QCサークルなどの小集団活動を通じた業務改善活動の実施 

20．クレームや苦情をサービスの改善につなげる仕組みづくり 

21．法令や各種基準の遵守に向けた内部監査や業務管理体制の整備 

22．その他（                                         ） 

23．特に実施していることはない 
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４．利用者との関係について                          

問２７. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、利用者の紹介経路を教えてください。
（上位 3つを選び、第 1位から第 3位まで順位をつけた上で、各選択肢番号を回答欄に記入） 

【回答欄】 
【回答欄】 第 1位 第 2位 第 3位 

紹介経路として多いもの上位 3項目    

【選択肢項目】 

１．自法人が運営する居宅介護支援事業所 ２．他法人が運営する居宅介護支援事業所 

３．自法人が運営する医療機関 ４．他法人が運営する医療機関 

５．自法人が運営を受託する地域包括支援センター ６．5以外の地域包括支援センター 

７．自法人が運営する介護保険施設 ８．他法人が運営する介護保険施設 

９．自法人が運営する他の在宅介護サービス事業所 10．要介護者やその家族本人による問い合わせ 

11．地域住民（自治会長や民生委員含む）からの紹介 12．その他（                ） 

 

問２８. 問 27において、利用者の紹介経路として「第 1位」に記入した事業所・機関等についてお伺い

します。当該事業所・機関等からの紹介状況について、過去 1 年間程度の動向を教えてくださ

い。（あてはまるものに１つだけ○） 

１．増加傾向にある ２．横ばい ３．減少傾向にある 

 

問２９. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護に対する、ケアマネジャーや利用者からのサー

ビス提供依頼について、対応することが難しいケースを教えてください。（あてはまるもの全てに

○） 

１．独居あるいは日中独居のケース ２．看取り期にある方のケース 

３．医療的ケアが必要な方のケース ４．認知症の BPSDがある方のケース 

５．医療機関から退院した直後の在宅復帰支援ケース ６．入院等により長期的に関わることができないと予想されるケース 

７．利用者やその家族が必要性に比して過大な訪問回数を求めているケース ８．担当のケアマネジャーが必要性に比して過大な訪問回数を求めているケース 

９．同居家族が介護に協力的でないケース  10．暴力やハラスメントのある方のケース 

11．これまでに自法人のサービスを利用していなかったケース 12．住まいが既存の訪問ルートから大きく離れているケース 

13．その他（                 ） 14．対応が難しいケースはない 

 

問３０. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、サービス提供時に特に重視している

点を教えてください。（あてはまるものに３つまで○） 

１．サービス開始時の集中的な訪問によるアセスメント ２．アセスメントに基づく必要なサービス量の設定 

３．サービス開始時の集中的なケアの提供による状態の安定化 ４．根拠に基づく利用者へのサービス内容の説明 

５．事業所側からの予防的なコールなど先手対応の実施 ６．介護職員間での密な情報共有 

７．介護職員と計画作成責任者との密な情報共有 ８．介護職員と看護師との役割分担の明確化 

９．介護職員と看護師との密な情報共有 10．事業所外のケアマネジャーとの密な情報共有 

11．短時間・頻回訪問による必要なサービスの提供 12．長めの滞在時間をとったサービスの提供 

13．適切なタイミングでの他の訪問系サービスへの移行 14．その他（                 ） 

15．特に重視しているものはない  

 

問３１. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、利用者宅への訪問 1 回あたりの平均

的なサービス提供時間を教えてください。（あてはまるものに１つだけ○） 

１．20分未満 ２．20分以上 30分未満 ３．30分以上 45分未満 ４．45分以上 60分未満 

５．60分以上    
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問３２. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、利用者宅への訪問時に提供するケア

の状況を教えてください。（それぞれあてはまるものに１つだけ○） 

下記①～⑥のケアの状況について 

か
な
り
あ
る 

多
く
は
な
い
が
あ
る 

ほ
と
ん
ど
な
い 

全
く
な
い 

①短時間・頻回訪問によりサービスを提供するケース 1 2 3 4 

②短時間の見守りのための訪問を行うケース 1 2 3 4 

③（45分や 60 分など）一定時間利用者宅に滞在してサービスを提供するケース 1 2 3 4 
④利用者が社会生活を送る上で必要な身体介護や生活援助以外のサービスを提供する

ケース（郵便物の整理、行政手続きの支援など） 
1 2 3 4 

⑤集合住宅に住む利用者に対してサービスを提供するケース 1 2 3 4 

⑥自宅でのケアを自法人が運営する他の訪問系サービスへ移行するケース 1 2 3 4 
 

問３３. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、サービスの質の向上に向けて実施し

ている取組みを教えてください。（あてはまるもの全てに○・法人全体で実施している取組みも含めてご

回答ください） 

１．短時間頻回訪問に関するガイドライン(指針)やマニュアルの策定 

２．１．のガイドライン（指針）やマニュアルの定期・随時の見直し・改善 

３．アセスメント項目の可視化・共通化 

４．訪問介護など滞在型のサービスとの違いに関する研修の実施・外部研修への派遣 

５．定期巡回・随時対応型訪問介護看護におけるサービス提供やプラン作成に関する研修の実施・外部研修への派遣 

６．身体介護に関する技術向上のための職員育成・研修 

７．生活援助に関する技術向上のための職員育成・研修 

８．職員を指導する管理者・リーダー層による介護技術・関連知識の定期・随時の更新 

９．管理者やリーダー層の介護技術や知識を事業所全体で共有・公開する工夫 

10．オペレーターによる利用者情報の閲覧の円滑化に向けた工夫 

11．事業所内での情報共有の円滑化に向けた工夫 

12．他職種・他事業所との情報共有の円滑化に向けた工夫 

13．複数の訪問介護員からなるチーム制による利用者への対応 

14．オペレーターへのコールにかかる転送先の設定 

15．サービスに対する自己評価や外部評価をサービス改善につなげる仕組みづくり 

16．満足度調査や家族会の開催など利用者のサービス意向や満足度を事後的に把握する取組み 

17．介護・医療連携推進会議での議論や指摘事項をサービス改善につなげる仕組みづくり 

18．ISOなど品質管理のための認証の取得に向けた取組み 

19．委員会や QCサークルなどの小集団活動を通じた業務改善活動の実施 

20．クレームや苦情をサービスの改善につなげる仕組みづくり 

21．法令や各種基準の遵守に向けた内部監査や業務管理体制の整備 

22．その他（                                         ） 

23．特に実施していることはない 
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５．事業所の内部業務について                          

問３４. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護における内部業務全般を見て、特に作業負担が

大きいと感じる業務を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．利用者に関する記録の作成 ２．事業所内の職員間での利用者情報の共有 

３．外部の事業所や専門職との利用者情報の共有 ４．各種書類の保管・保存 

５．職員の訪問ルートやシフトの作成 ６．職員の勤怠管理・給与計算 

７．急なキャンセルや介護事故など突発的事象への対応  ８．利用者からの誤コールへの対応 

９．利用者からの軽微な問題によるコールへの対応 10．利用者やその家族等からのクレームへの対応 

11．職員からの急な欠勤連絡への対応 12．コール端末の保守・メンテナンス・故障対応 

13．報酬請求事務 14．未収金の管理・回収 

15．訪看事業所や委託先との調整・交渉   16．利用者獲得のための営業訪問 

17．事業所の収支管理 18．契約時の利用者に対するサービス内容の説明 

19．契約時の他の専門職に対するサービス内容の説明 20．職員の採用活動 

21．会議や研修等に向けた準備・調整・実施 22．自治体による実地指導・監査への対応 

23．その他（                 ）  24．特に負担となる業務はない 

 

問３５. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、作業負担の軽減のために行っている

取組みを教えてください。（あてはまるもの全てに○・法人全体で実施している取組みも含めてご回答くだ

さい）） 

１．記録やアセスメントなどの統一書式の作成 ２．利用者記録に関する記入項目の簡素化 

３．記録や情報共有における ICTの活用 ４．TV会議や e-ラーニング等の会議・研修における ICTの活用 

５．訪問ルートやシフト作成におけるソフトウェアの活用 ６．報酬請求や給与計算等におけるソフトウェアの使用 

７．法人本部への事務作業の集約化 ８．専門職を補助する職員の配置 

９．経理や労務管理等の間接業務の外部委託 10．多様なケアニーズに対応できる職員の育成 

11．業務効率化やタイムマネジメント手法に関する教育・情報提供 12．手の空いた職員間での作業分担の実施 

13．業務分掌や意思決定ルールの明確化 14．業務フローや業務マニュアルの整備 

15．事業所内の業務分析と作業課題の洗い出し 16．サービス内容に関する説明ツールの作成 

17．その他（                 ） 18．特に行っているものはない 

19．知らない・わからない  

 

問３６. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護の職員について、勤務日 1 日あたりの所定労働

時間に占める「待機時間」（アイドルタイム）（※）のおおまかな割合を教えてください。（あて

はまるものに１つだけ○） 

１．発生していない ２．1割未満 ３．1割以上 2割未満 

４．2割以上 3割未満 ５．3割以上 5割未満 ６．5割以上 

７．把握していない・不明（⇒問 38へ）  

※ここで言う「待機時間」（アイドルタイム）とは、勤務時間内でありながら、職員が利用者宅への訪問や記録の作成、移動、事務作業

などのいずれの業務にも従事していない時間、やるべき仕事がない時間を指します。 
 

問３７. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、問 36でご回答いただいた「待機時間」

（アイドルタイム）削減のために実施する取組みを教えてください。（あてはまるもの全てに○・法

人全体で実施している取組みも含めてご回答ください） 

１．職員の他の介護サービスとの兼務 ２．細かな訪問ルートや勤務シフトの調整 

３．「隙間」の時間でできる業務の切り出し ４．ICT等を活用した外出先での作業環境の整備 

５．連絡や情報共有を円滑化するための仕組みづくり ６．待機時間に行う業務内容の明示 

７．職員向けのアイドルタイムや生産性に関する研修や情報提供 ８．各職員の業務量の把握・見直し 

９．その他（                 ）  10．特に行っているものはない 

11．知らない・わからない  
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６．多職種や地域との関係について                         

（１）多職種との関係について 

問３８. 定期巡回・随時対応型訪問介護看護において、介護職員が、看護師と協働を図る上で課題とな

っている点を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．自事業所と連携をしてもらえる看護師を見つけることが難しい 

２．看護師が定期巡回・随時対応型訪問介護看護のサービス内容や利用方法を理解していない 

３．看護師が忙しく、個々のケアに必要な時間を確保することが難しい 

４．ケアにおいて重要と考えられる情報、収集すべき情報に対する考え方の統一が難しい 

５．看護師との間でのケアに関する理念や方向性の共有・統一が難しい 

６．在宅の利用者へのケアについて看護師の専門知識が十分でない 

７．介護職員と看護師との役割分担が明確でない 

８．看護師からの指示があいまいで対応が難しい 

９．看護師と緊急時に連絡を取ったり、適切な指示を受けたりすることが難しい 

10．報酬面の問題から、看護師が個々のケアに必要な時間を確保することが難しい 

11．看護師と利用者に関する日々の情報を効率的に共有することが難しい 

12．看護師から必要な医療関連の情報が提供されず、介護職として適切な対応をとることが難しい 

13. 介護職と看護師との間での訪問時間の調整が難しい 

14. その他（                                      ） 

15．特に課題となっている点はない 

 

問３９. 定期巡回・随時対応型訪問介護看護において、計画作成責任者が、利用者を担当するケアマネ

ジャーと協働を図る上で課題となっている点を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．ケアマネジャーが定期巡回・随時対応型訪問介護看護のサービス内容や利用方法を理解していない 

２．ケアマネジャーが忙しく、個々のケースに必要な時間を確保することが難しい 

３．ケアマネジャーとの間で、ケアにおいて重要と考えられる情報、収集すべき情報に対する考え方の統一が難しい 

４．ケアマネジャーとの間でのケアに関する理念や方向性の共有・統一が難しい 

５．ケアマネジャーと計画作成責任者の役割分担が明確でない 

６．ケアマネジャーからの指示があいまいで対応が難しい 

７．ケアマネジャーと緊急時に連絡を取ったり、適切な指示を受けたりすることが難しい 

８．ケアマネジャーと利用者に関する日々の情報を効率的に共有することが難しい 

９．計画作成責任者からのプラン変更等の提案について、ケアマネジャーに柔軟に対応してもらうことが難しい 

10．計画作成責任者にケアマネジャーに対して効果的な提案を行うスキルがない 

11. その他（                                      ） 

12．特に課題となっている点はない 

 

問４０. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、サービスの内容や使い方などに関す

る普及・啓発に向けた取組みの実施状況を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．ケアマネジャー等への個別訪問による説明 ２．事業所・法人単独での勉強会・説明会の開催 

３．行政と連携した勉強会・説明会の開催 ４．地域包括支援センターと連携した勉強会・説明会の開催 

５．自治会や民生委員等と連携した勉強会・説明会の開催 ６．事業者連絡会と連携した勉強会・説明会の開催 

７．サービスに関するモデルプランの提示・公開 ８．既存利用者の改善等好事例の提示・公開 

９．介護・医療連携推進会議を通じた情報提供 10．サービスの啓発のための情報紙の作成・配布 

11．マスメディア等への寄稿・取材対応 12．事業所見学会の実施 

13．事業所開設にあたっての住民や多職種への説明や意見聴取 14．行政に対する普及啓発策の提案 

15．地域包括支援センターに対する普及啓発策の提案 16．その他（                 ） 

17．特に取組みは行っていない  
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５．事業所の内部業務について                          

問３４. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護における内部業務全般を見て、特に作業負担が

大きいと感じる業務を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．利用者に関する記録の作成 ２．事業所内の職員間での利用者情報の共有 

３．外部の事業所や専門職との利用者情報の共有 ４．各種書類の保管・保存 

５．職員の訪問ルートやシフトの作成 ６．職員の勤怠管理・給与計算 

７．急なキャンセルや介護事故など突発的事象への対応  ８．利用者からの誤コールへの対応 

９．利用者からの軽微な問題によるコールへの対応 10．利用者やその家族等からのクレームへの対応 

11．職員からの急な欠勤連絡への対応 12．コール端末の保守・メンテナンス・故障対応 

13．報酬請求事務 14．未収金の管理・回収 

15．訪看事業所や委託先との調整・交渉   16．利用者獲得のための営業訪問 

17．事業所の収支管理 18．契約時の利用者に対するサービス内容の説明 

19．契約時の他の専門職に対するサービス内容の説明 20．職員の採用活動 

21．会議や研修等に向けた準備・調整・実施 22．自治体による実地指導・監査への対応 

23．その他（                 ）  24．特に負担となる業務はない 

 

問３５. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、作業負担の軽減のために行っている

取組みを教えてください。（あてはまるもの全てに○・法人全体で実施している取組みも含めてご回答くだ

さい）） 

１．記録やアセスメントなどの統一書式の作成 ２．利用者記録に関する記入項目の簡素化 

３．記録や情報共有における ICTの活用 ４．TV会議や e-ラーニング等の会議・研修における ICTの活用 

５．訪問ルートやシフト作成におけるソフトウェアの活用 ６．報酬請求や給与計算等におけるソフトウェアの使用 

７．法人本部への事務作業の集約化 ８．専門職を補助する職員の配置 

９．経理や労務管理等の間接業務の外部委託 10．多様なケアニーズに対応できる職員の育成 

11．業務効率化やタイムマネジメント手法に関する教育・情報提供 12．手の空いた職員間での作業分担の実施 

13．業務分掌や意思決定ルールの明確化 14．業務フローや業務マニュアルの整備 

15．事業所内の業務分析と作業課題の洗い出し 16．サービス内容に関する説明ツールの作成 

17．その他（                 ） 18．特に行っているものはない 

19．知らない・わからない  

 

問３６. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護の職員について、勤務日 1 日あたりの所定労働

時間に占める「待機時間」（アイドルタイム）（※）のおおまかな割合を教えてください。（あて

はまるものに１つだけ○） 

１．発生していない ２．1割未満 ３．1割以上 2割未満 

４．2割以上 3割未満 ５．3割以上 5割未満 ６．5割以上 

７．把握していない・不明（⇒問 38へ）  

※ここで言う「待機時間」（アイドルタイム）とは、勤務時間内でありながら、職員が利用者宅への訪問や記録の作成、移動、事務作業

などのいずれの業務にも従事していない時間、やるべき仕事がない時間を指します。 
 

問３７. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、問 36でご回答いただいた「待機時間」

（アイドルタイム）削減のために実施する取組みを教えてください。（あてはまるもの全てに○・法

人全体で実施している取組みも含めてご回答ください） 

１．職員の他の介護サービスとの兼務 ２．細かな訪問ルートや勤務シフトの調整 

３．「隙間」の時間でできる業務の切り出し ４．ICT等を活用した外出先での作業環境の整備 

５．連絡や情報共有を円滑化するための仕組みづくり ６．待機時間に行う業務内容の明示 

７．職員向けのアイドルタイムや生産性に関する研修や情報提供 ８．各職員の業務量の把握・見直し 

９．その他（                 ）  10．特に行っているものはない 

11．知らない・わからない  
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６．多職種や地域との関係について                         

（１）多職種との関係について 

問３８. 定期巡回・随時対応型訪問介護看護において、介護職員が、看護師と協働を図る上で課題とな

っている点を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．自事業所と連携をしてもらえる看護師を見つけることが難しい 

２．看護師が定期巡回・随時対応型訪問介護看護のサービス内容や利用方法を理解していない 

３．看護師が忙しく、個々のケアに必要な時間を確保することが難しい 

４．ケアにおいて重要と考えられる情報、収集すべき情報に対する考え方の統一が難しい 

５．看護師との間でのケアに関する理念や方向性の共有・統一が難しい 

６．在宅の利用者へのケアについて看護師の専門知識が十分でない 

７．介護職員と看護師との役割分担が明確でない 

８．看護師からの指示があいまいで対応が難しい 

９．看護師と緊急時に連絡を取ったり、適切な指示を受けたりすることが難しい 

10．報酬面の問題から、看護師が個々のケアに必要な時間を確保することが難しい 

11．看護師と利用者に関する日々の情報を効率的に共有することが難しい 

12．看護師から必要な医療関連の情報が提供されず、介護職として適切な対応をとることが難しい 

13. 介護職と看護師との間での訪問時間の調整が難しい 

14. その他（                                      ） 

15．特に課題となっている点はない 

 

問３９. 定期巡回・随時対応型訪問介護看護において、計画作成責任者が、利用者を担当するケアマネ

ジャーと協働を図る上で課題となっている点を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．ケアマネジャーが定期巡回・随時対応型訪問介護看護のサービス内容や利用方法を理解していない 

２．ケアマネジャーが忙しく、個々のケースに必要な時間を確保することが難しい 

３．ケアマネジャーとの間で、ケアにおいて重要と考えられる情報、収集すべき情報に対する考え方の統一が難しい 

４．ケアマネジャーとの間でのケアに関する理念や方向性の共有・統一が難しい 

５．ケアマネジャーと計画作成責任者の役割分担が明確でない 

６．ケアマネジャーからの指示があいまいで対応が難しい 

７．ケアマネジャーと緊急時に連絡を取ったり、適切な指示を受けたりすることが難しい 

８．ケアマネジャーと利用者に関する日々の情報を効率的に共有することが難しい 

９．計画作成責任者からのプラン変更等の提案について、ケアマネジャーに柔軟に対応してもらうことが難しい 

10．計画作成責任者にケアマネジャーに対して効果的な提案を行うスキルがない 

11. その他（                                      ） 

12．特に課題となっている点はない 

 

問４０. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、サービスの内容や使い方などに関す

る普及・啓発に向けた取組みの実施状況を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．ケアマネジャー等への個別訪問による説明 ２．事業所・法人単独での勉強会・説明会の開催 

３．行政と連携した勉強会・説明会の開催 ４．地域包括支援センターと連携した勉強会・説明会の開催 

５．自治会や民生委員等と連携した勉強会・説明会の開催 ６．事業者連絡会と連携した勉強会・説明会の開催 

７．サービスに関するモデルプランの提示・公開 ８．既存利用者の改善等好事例の提示・公開 

９．介護・医療連携推進会議を通じた情報提供 10．サービスの啓発のための情報紙の作成・配布 

11．マスメディア等への寄稿・取材対応 12．事業所見学会の実施 

13．事業所開設にあたっての住民や多職種への説明や意見聴取 14．行政に対する普及啓発策の提案 

15．地域包括支援センターに対する普及啓発策の提案 16．その他（                 ） 

17．特に取組みは行っていない  
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（２）行政や地域との関わりについて 

問４１. 貴事業所が定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供するエリアにおいて、同サービスの普及

啓発や利用促進に向けて最も中心的な役割を果たすべきと考える主体を教えてください。（あて

はまるものに１つだけ○） 

１．自法人・自事業所 ２．自治体（市区町村） 

３．自治体（都道府県） ４．地域包括支援センター 

５．居宅介護支援事業所 ６．地域の事業者団体・事業者連絡会 

７．地域の専門職団体・職能団体 ８．その他（                 ） 

 

問４２. 貴事業所が定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供するエリアにおける、当該サービスの理

解促進・普及啓発に向けた自治体の取組みを教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．ケアマネジャー向けの勉強会を開催している ２．医療機関向けの勉強会を開催している  

３．訪問看護事業所向けの勉強会を開催している  ４．3以外の介護事業者向けの勉強会を開催している 

５．ケアマネジャーへ新規開設事業所の情報を提供している ６．医療機関へ新規開設事業所の情報を提供している 

７．地域包括支援センターへ新規開設事業所の情報を提供している ８．開設・運営マニュアルを作成・公開している 

９．定期巡回・随時対応型訪問介護看護の好事例情報を提供している 10．事業者連絡会等の場で情報を提供している 

11．事業所の開設に対する補助を支給している 12．利用者や事業所を対象とする実態調査を行っている 

13．既存の事業者の運営に対する助言等を行っている 14．事業所の ICT化等に補助を支給している 

15．参入後の人件費に対する補助を支給している 16．自治体としての整備目標を明確に定めている 

17．広報誌やメディア等でサービスの PRをしている 18．その他（                 ） 

19．特に取組みは行われていない 20．取組みは不明・わからない 

 

問４３. 貴事業所における「介護・医療連携推進会議」の意義や役割を教えてください。（あてはまるもの

全てに○） 

１．地域の介護事業者に情報提供を行う場である ２．地域の医療機関に情報提供を行う場である 

３．自治体に情報提供を行う場である ４．地域包括支援センターに情報提供を行う場である 

５．地域住民に情報提供を行う場である ６．個々の利用者へのサービス内容の見直しの場である 

７．事業所への評価・評判について情報収集をする場である ８．新たなサービスニーズの掘り起こしを行う場である 

９．地域の多職種と顔の見える関係をつくる場である 10．その他（                ） 

11．特に意義や役割を感じない  

 

問４４. 貴事業所の地域住民や地域社会との関わり方の状況を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．地域の自治会や商店会に入会している ２．夏祭り等の地域イベント等に参加している 

３．地域住民向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している ４．民生委員等向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している 

５．地域企業向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している ６．事業所見学会などを地域向けに開催している 

７．地域向けのサロンや居場所を設けている ８．3～7以外の地域向けの事業を企画・運営している  

９．学校等の職業体験を受け入れている 10．学校等への出前授業を行っている  

11．地元の介護事業者の連絡会等に参加している 12．事業所の施設を地域に開放している 

13．地域の見守りネットワークに参加している 14．地域住民をボランティアとして受入れている 

15．利用者へのケアの中で地域活動へ参画している 16．地域住民が介護・医療連携推進会議のﾒﾝﾊﾞｰになっている   

17．地域のインフォーマルなサービスと連携し、利用者の支援を行っている  18．職員が公的な会議や委員会の委員を務めている  

19．地域における社会資源の創出に取り組んでいる  20．自治体や町内会等にまちづくりに関する提言を行っている  

21．地域のシニア層や障害者等を雇用している 22．その他（                 ）  

23．特に関わりはない  
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７．定期巡回・随時対応型訪問介護看護全般のマネジメントについて              

問４５. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護の管理者について、一般的な勤務日における業

務時間のおおまかな配分を教えてください。（①～⑥の合計が 100.0%となるよう割合を記入） 

 割合を記入 

①事業所業務のうち利用者に関連の深い管理的業務 
 （契約、シフト調整、事故など緊急時対応、関係機関等との調整・折衝など） 

％ 

②事業所の人材確保・育成・定着に関する管理的業務 
 （採用面接、職員面談、研修講師、ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｽﾞ、人間関係等に関する相談対応など） 

％ 

③①および②以外の管理運営業務 
 （収支管理、利用者獲得のための各種訪問、報酬請求事務など） 

％ 

④計画作成等の業務（アセスメント・モニタリング、プラン作成など） ％ 

⑤利用者への直接的な介護業務（代行訪問等含む） ％ 

⑥その他業務 ％ 

 

問４６. 貴事業所を運営する法人における、今後の定期巡回・随時対応型訪問介護看護の方向性を教え

てください。（あてはまるものに１つだけ○） 

１．拡大 ２．現状維持 ３．縮小 ４．撤退 ５．不明・未定 

 

問４７. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、業務の効率化や収益改善を妨げてい

ると考える要因を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．ケアマネジャーのサービスに対する理解不足 ２．利用者のサービスに対する理解不足 

３．計画作成責任者のアセスメント力不足 ４．計画作成責任者の利用者・家族への説明力不足 

５．計画作成責任者のケアマネジャーに対する説明力不足 ６．オペレーターの資格・人員配置要件 

７．連携先の訪問看護事業所の見つけづらさ ８．訪問介護員の移動時間の長さ 

９．特定の時間帯における職員確保の難しさ 10．全般的な職員確保の難しさ 

11．訪問介護員ごとのスキルのばらつき 12．必要な事務手続きや作成書類の多さ 

13．シフト調整などの内部業務の煩雑さ 14．計画的なサービス提供が難しいサービスの特性 

15．豪雪や台風など自然環境の厳しさ 16．事業所が立地するエリアの人口密度の低さ 

17．自治体におけるサービス推進の動きの弱さ 18．連携先・委託先の事業所や専門職との調整・情報共有の難しさ 

19．利用者・家族や関係機関等との折衝・調整業務の多さ 20．同一建物への訪問にかかる減算 

21．他サービス併用時の減算 22．その他（                ） 

23．特に課題はない   

 

問４８. 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の生産性を高めていくため、どのような取組みが必要と考

えるか、制度の見直しに対するご意見も含め、お考えを教えてください。（自由回答） 

 

 

 

調査は以上で終了です。 

別添の封筒に封入・封緘の上、平成 29 年 12 月 18 日（消印有効）までにご返送ください。 

ご協力ありがとうございました。 
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（２）行政や地域との関わりについて 

問４１. 貴事業所が定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供するエリアにおいて、同サービスの普及

啓発や利用促進に向けて最も中心的な役割を果たすべきと考える主体を教えてください。（あて

はまるものに１つだけ○） 

１．自法人・自事業所 ２．自治体（市区町村） 

３．自治体（都道府県） ４．地域包括支援センター 

５．居宅介護支援事業所 ６．地域の事業者団体・事業者連絡会 

７．地域の専門職団体・職能団体 ８．その他（                 ） 

 

問４２. 貴事業所が定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供するエリアにおける、当該サービスの理

解促進・普及啓発に向けた自治体の取組みを教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．ケアマネジャー向けの勉強会を開催している ２．医療機関向けの勉強会を開催している  

３．訪問看護事業所向けの勉強会を開催している  ４．3以外の介護事業者向けの勉強会を開催している 

５．ケアマネジャーへ新規開設事業所の情報を提供している ６．医療機関へ新規開設事業所の情報を提供している 

７．地域包括支援センターへ新規開設事業所の情報を提供している ８．開設・運営マニュアルを作成・公開している 

９．定期巡回・随時対応型訪問介護看護の好事例情報を提供している 10．事業者連絡会等の場で情報を提供している 

11．事業所の開設に対する補助を支給している 12．利用者や事業所を対象とする実態調査を行っている 

13．既存の事業者の運営に対する助言等を行っている 14．事業所の ICT化等に補助を支給している 

15．参入後の人件費に対する補助を支給している 16．自治体としての整備目標を明確に定めている 

17．広報誌やメディア等でサービスの PRをしている 18．その他（                 ） 

19．特に取組みは行われていない 20．取組みは不明・わからない 

 

問４３. 貴事業所における「介護・医療連携推進会議」の意義や役割を教えてください。（あてはまるもの

全てに○） 

１．地域の介護事業者に情報提供を行う場である ２．地域の医療機関に情報提供を行う場である 

３．自治体に情報提供を行う場である ４．地域包括支援センターに情報提供を行う場である 

５．地域住民に情報提供を行う場である ６．個々の利用者へのサービス内容の見直しの場である 

７．事業所への評価・評判について情報収集をする場である ８．新たなサービスニーズの掘り起こしを行う場である 

９．地域の多職種と顔の見える関係をつくる場である 10．その他（                ） 

11．特に意義や役割を感じない  

 

問４４. 貴事業所の地域住民や地域社会との関わり方の状況を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．地域の自治会や商店会に入会している ２．夏祭り等の地域イベント等に参加している 

３．地域住民向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している ４．民生委員等向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している 

５．地域企業向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している ６．事業所見学会などを地域向けに開催している 

７．地域向けのサロンや居場所を設けている ８．3～7以外の地域向けの事業を企画・運営している  

９．学校等の職業体験を受け入れている 10．学校等への出前授業を行っている  

11．地元の介護事業者の連絡会等に参加している 12．事業所の施設を地域に開放している 

13．地域の見守りネットワークに参加している 14．地域住民をボランティアとして受入れている 

15．利用者へのケアの中で地域活動へ参画している 16．地域住民が介護・医療連携推進会議のﾒﾝﾊﾞｰになっている   

17．地域のインフォーマルなサービスと連携し、利用者の支援を行っている  18．職員が公的な会議や委員会の委員を務めている  

19．地域における社会資源の創出に取り組んでいる  20．自治体や町内会等にまちづくりに関する提言を行っている  

21．地域のシニア層や障害者等を雇用している 22．その他（                 ）  

23．特に関わりはない  
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７．定期巡回・随時対応型訪問介護看護全般のマネジメントについて              

問４５. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護の管理者について、一般的な勤務日における業

務時間のおおまかな配分を教えてください。（①～⑥の合計が 100.0%となるよう割合を記入） 

 割合を記入 

①事業所業務のうち利用者に関連の深い管理的業務 
 （契約、シフト調整、事故など緊急時対応、関係機関等との調整・折衝など） 

％ 

②事業所の人材確保・育成・定着に関する管理的業務 
 （採用面接、職員面談、研修講師、ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｽﾞ、人間関係等に関する相談対応など） 

％ 

③①および②以外の管理運営業務 
 （収支管理、利用者獲得のための各種訪問、報酬請求事務など） 

％ 

④計画作成等の業務（アセスメント・モニタリング、プラン作成など） ％ 

⑤利用者への直接的な介護業務（代行訪問等含む） ％ 

⑥その他業務 ％ 

 

問４６. 貴事業所を運営する法人における、今後の定期巡回・随時対応型訪問介護看護の方向性を教え

てください。（あてはまるものに１つだけ○） 

１．拡大 ２．現状維持 ３．縮小 ４．撤退 ５．不明・未定 

 

問４７. 貴事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護について、業務の効率化や収益改善を妨げてい

ると考える要因を教えてください。（あてはまるもの全てに○） 

１．ケアマネジャーのサービスに対する理解不足 ２．利用者のサービスに対する理解不足 

３．計画作成責任者のアセスメント力不足 ４．計画作成責任者の利用者・家族への説明力不足 

５．計画作成責任者のケアマネジャーに対する説明力不足 ６．オペレーターの資格・人員配置要件 

７．連携先の訪問看護事業所の見つけづらさ ８．訪問介護員の移動時間の長さ 

９．特定の時間帯における職員確保の難しさ 10．全般的な職員確保の難しさ 

11．訪問介護員ごとのスキルのばらつき 12．必要な事務手続きや作成書類の多さ 

13．シフト調整などの内部業務の煩雑さ 14．計画的なサービス提供が難しいサービスの特性 

15．豪雪や台風など自然環境の厳しさ 16．事業所が立地するエリアの人口密度の低さ 

17．自治体におけるサービス推進の動きの弱さ 18．連携先・委託先の事業所や専門職との調整・情報共有の難しさ 

19．利用者・家族や関係機関等との折衝・調整業務の多さ 20．同一建物への訪問にかかる減算 

21．他サービス併用時の減算 22．その他（                ） 

23．特に課題はない   

 

問４８. 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の生産性を高めていくため、どのような取組みが必要と考

えるか、制度の見直しに対するご意見も含め、お考えを教えてください。（自由回答） 

 

 

 

調査は以上で終了です。 

別添の封筒に封入・封緘の上、平成 29 年 12 月 18 日（消印有効）までにご返送ください。 

ご協力ありがとうございました。 

－ 109 －
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１．事業所の属性について

（１）事業所の属性について

問１．事業所の本体事業所・サテライト事業所の別

件数 割合

n=337

サテライト事業所である 9 2.7%

本体事業所である 328 97.3%

全　　体 337 100.0%

【問１で「本体事業所である」と回答した事業所のみ】

問２．事業所における小規模多機能型居宅介護の指定状況（平成29年9月末時点）

件数 割合

N=328

休廃止状態である 7 2.1%

休廃止状態ではない 321 97.9%

全　　体 328 100.0%  
問３．事業所を運営する法人の法人種別

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=119 n=321 n=178 n=119 n=321

社会福祉法人（社協以外） 50 33 93 28.1% 27.7% 29.0%

社会福祉協議会 1 4 5 0.6% 3.4% 1.6%

営利法人（株式会社等） 99 58 164 55.6% 48.7% 51.1%

医療法人 9 15 29 5.1% 12.6% 9.0%

特定非営利活動法人 12 5 19 6.7% 4.2% 5.9%

公益社団・公益財団法人 0 1 1 0.0% 0.8% 0.3%

一般社団・一般財団法人 1 0 1 0.6% 0.0% 0.3%

協同組合 6 3 9 3.4% 2.5% 2.8%

その他 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

全　　体 178 119 321 100.0% 100.0% 100.0%

（注）全体には「生産性が高い」か「それ以外」か不明な回答も含まれる。（以下同様）

（注）本アンケート調査集計結果表における「生産性の高い」群とは、加算の取得状況に関する設問に

　　　おいて何らかの事業所の体制に係る加算を取得していると回答し、かつ、過去3年程度の業況に

　　　関する設問において「黒字」あるいは「収支均衡」と回答した事業所を指す。また、残りの事

　　　業所は「それ以外」の群に分類している。  
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問４．事業所が立地する都道府県

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=119 n=321 n=178 n=119 n=321

北海道 11 2 13 6.2% 1.7% 4.0%

青森県 1 2 3 0.6% 1.7% 0.9%

岩手県 4 2 6 2.2% 1.7% 1.9%

宮城県 3 2 6 1.7% 1.7% 1.9%

秋田県 2 2 4 1.1% 1.7% 1.2%

山形県 5 2 8 2.8% 1.7% 2.5%

福島県 1 5 6 0.6% 4.2% 1.9%

茨城県 2 1 3 1.1% 0.8% 0.9%

栃木県 3 2 6 1.7% 1.7% 1.9%

群馬県 6 1 8 3.4% 0.8% 2.5%

埼玉県 4 2 7 2.2% 1.7% 2.2%

千葉県 5 1 6 2.8% 0.8% 1.9%

東京都 4 6 10 2.2% 5.0% 3.1%

神奈川県 12 9 21 6.7% 7.6% 6.5%

新潟県 11 4 16 6.2% 3.4% 5.0%

富山県 5 1 6 2.8% 0.8% 1.9%

石川県 1 1 2 0.6% 0.8% 0.6%

福井県 3 3 7 1.7% 2.5% 2.2%

山梨県 1 1 2 0.6% 0.8% 0.6%

長野県 2 0 3 1.1% 0.0% 0.9%

岐阜県 4 2 6 2.2% 1.7% 1.9%

静岡県 4 1 5 2.2% 0.8% 1.6%

愛知県 4 7 12 2.2% 5.9% 3.7%

三重県 3 0 3 1.7% 0.0% 0.9%

滋賀県 3 2 5 1.7% 1.7% 1.6%

京都府 4 2 6 2.2% 1.7% 1.9%

大阪府 8 9 17 4.5% 7.6% 5.3%

兵庫県 8 7 15 4.5% 5.9% 4.7%

奈良県 2 1 3 1.1% 0.8% 0.9%

和歌山県 3 1 4 1.7% 0.8% 1.2%

鳥取県 1 0 1 0.6% 0.0% 0.3%

島根県 1 4 6 0.6% 3.4% 1.9%

岡山県 5 4 9 2.8% 3.4% 2.8%

広島県 4 2 12 2.2% 1.7% 3.7%

山口県 4 2 7 2.2% 1.7% 2.2%

徳島県 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

香川県 2 0 3 1.1% 0.0% 0.9%

愛媛県 3 3 6 1.7% 2.5% 1.9%

高知県 1 1 2 0.6% 0.8% 0.6%

福岡県 9 8 17 5.1% 6.7% 5.3%

佐賀県 1 2 3 0.6% 1.7% 0.9%

長崎県 2 2 4 1.1% 1.7% 1.2%

熊本県 5 2 8 2.8% 1.7% 2.5%

大分県 1 3 6 0.6% 2.5% 1.9%

宮崎県 1 0 1 0.6% 0.0% 0.3%

鹿児島県 8 3 12 4.5% 2.5% 3.7%

沖縄県 1 2 5 0.6% 1.7% 1.6%

全　　体 178 119 321 100.0% 100.0% 100.0%

－ 112 －
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１．事業所の属性について

（１）事業所の属性について

問１．事業所の本体事業所・サテライト事業所の別

件数 割合

n=337

サテライト事業所である 9 2.7%

本体事業所である 328 97.3%

全　　体 337 100.0%

【問１で「本体事業所である」と回答した事業所のみ】

問２．事業所における小規模多機能型居宅介護の指定状況（平成29年9月末時点）

件数 割合

N=328

休廃止状態である 7 2.1%

休廃止状態ではない 321 97.9%

全　　体 328 100.0%  
問３．事業所を運営する法人の法人種別

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=119 n=321 n=178 n=119 n=321

社会福祉法人（社協以外） 50 33 93 28.1% 27.7% 29.0%

社会福祉協議会 1 4 5 0.6% 3.4% 1.6%

営利法人（株式会社等） 99 58 164 55.6% 48.7% 51.1%

医療法人 9 15 29 5.1% 12.6% 9.0%

特定非営利活動法人 12 5 19 6.7% 4.2% 5.9%

公益社団・公益財団法人 0 1 1 0.0% 0.8% 0.3%

一般社団・一般財団法人 1 0 1 0.6% 0.0% 0.3%

協同組合 6 3 9 3.4% 2.5% 2.8%

その他 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

全　　体 178 119 321 100.0% 100.0% 100.0%

（注）全体には「生産性が高い」か「それ以外」か不明な回答も含まれる。（以下同様）

（注）本アンケート調査集計結果表における「生産性の高い」群とは、加算の取得状況に関する設問に

　　　おいて何らかの事業所の体制に係る加算を取得していると回答し、かつ、過去3年程度の業況に

　　　関する設問において「黒字」あるいは「収支均衡」と回答した事業所を指す。また、残りの事

　　　業所は「それ以外」の群に分類している。  
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問４．事業所が立地する都道府県

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=119 n=321 n=178 n=119 n=321

北海道 11 2 13 6.2% 1.7% 4.0%

青森県 1 2 3 0.6% 1.7% 0.9%

岩手県 4 2 6 2.2% 1.7% 1.9%

宮城県 3 2 6 1.7% 1.7% 1.9%

秋田県 2 2 4 1.1% 1.7% 1.2%

山形県 5 2 8 2.8% 1.7% 2.5%

福島県 1 5 6 0.6% 4.2% 1.9%

茨城県 2 1 3 1.1% 0.8% 0.9%

栃木県 3 2 6 1.7% 1.7% 1.9%

群馬県 6 1 8 3.4% 0.8% 2.5%

埼玉県 4 2 7 2.2% 1.7% 2.2%

千葉県 5 1 6 2.8% 0.8% 1.9%

東京都 4 6 10 2.2% 5.0% 3.1%

神奈川県 12 9 21 6.7% 7.6% 6.5%

新潟県 11 4 16 6.2% 3.4% 5.0%

富山県 5 1 6 2.8% 0.8% 1.9%

石川県 1 1 2 0.6% 0.8% 0.6%

福井県 3 3 7 1.7% 2.5% 2.2%

山梨県 1 1 2 0.6% 0.8% 0.6%

長野県 2 0 3 1.1% 0.0% 0.9%

岐阜県 4 2 6 2.2% 1.7% 1.9%

静岡県 4 1 5 2.2% 0.8% 1.6%

愛知県 4 7 12 2.2% 5.9% 3.7%

三重県 3 0 3 1.7% 0.0% 0.9%

滋賀県 3 2 5 1.7% 1.7% 1.6%

京都府 4 2 6 2.2% 1.7% 1.9%

大阪府 8 9 17 4.5% 7.6% 5.3%

兵庫県 8 7 15 4.5% 5.9% 4.7%

奈良県 2 1 3 1.1% 0.8% 0.9%

和歌山県 3 1 4 1.7% 0.8% 1.2%

鳥取県 1 0 1 0.6% 0.0% 0.3%

島根県 1 4 6 0.6% 3.4% 1.9%

岡山県 5 4 9 2.8% 3.4% 2.8%

広島県 4 2 12 2.2% 1.7% 3.7%

山口県 4 2 7 2.2% 1.7% 2.2%

徳島県 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

香川県 2 0 3 1.1% 0.0% 0.9%

愛媛県 3 3 6 1.7% 2.5% 1.9%

高知県 1 1 2 0.6% 0.8% 0.6%

福岡県 9 8 17 5.1% 6.7% 5.3%

佐賀県 1 2 3 0.6% 1.7% 0.9%

長崎県 2 2 4 1.1% 1.7% 1.2%

熊本県 5 2 8 2.8% 1.7% 2.5%

大分県 1 3 6 0.6% 2.5% 1.9%

宮崎県 1 0 1 0.6% 0.0% 0.3%

鹿児島県 8 3 12 4.5% 2.5% 3.7%

沖縄県 1 2 5 0.6% 1.7% 1.6%

全　　体 178 119 321 100.0% 100.0% 100.0%

－ 113 －
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問５．小規模多機能型居宅介護の指定を受けた時期

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=170 n=112 n=305 n=170 n=112 n=305

2006年 8 8 18 4.7% 7.1% 5.9%

2007年 23 15 44 13.5% 13.4% 14.4%

2008年 21 8 33 12.4% 7.1% 10.8%

2009年 10 5 17 5.9% 4.5% 5.6%

2010年 17 6 24 10.0% 5.4% 7.9%

2011年 21 9 32 12.4% 8.0% 10.5%

2012年 19 13 33 11.2% 11.6% 10.8%

2013年 13 12 27 7.6% 10.7% 8.9%

2014年 14 7 23 8.2% 6.3% 7.5%

2015年 12 13 25 7.1% 11.6% 8.2%

2016年 9 11 20 5.3% 9.8% 6.6%

2017年 3 5 9 1.8% 4.5% 3.0%

全　　体 170 112 305 100.0% 100.0% 100.0%

問６．事業所と併設した施設で提供している介護サービス（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=156 n=113 n=291 n=156 n=113 n=291

居宅介護支援 39 22 69 25.0% 19.5% 23.7%

訪問介護 31 17 50 19.9% 15.0% 17.2%

訪問入浴 1 1 2 0.6% 0.9% 0.7%

訪問看護 7 5 14 4.5% 4.4% 4.8%

訪問リハビリテーション 1 2 5 0.6% 1.8% 1.7%

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 3 1 4 1.9% 0.9% 1.4%

看護小規模多機能型居宅介護 0 2 2 0.0% 1.8% 0.7%

通所介護 32 14 52 20.5% 12.4% 17.9%

通所リハビリテーション 1 4 7 0.6% 3.5% 2.4%

療養通所介護 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

認知症対応型通所介護 15 7 27 9.6% 6.2% 9.3%

短期入所生活介護 19 11 34 12.2% 9.7% 11.7%

短期入所療養介護 0 2 2 0.0% 1.8% 0.7%

認知症対応型共同生活介護 52 36 100 33.3% 31.9% 34.4%

介護老人福祉施設（含 地域密着型） 11 14 28 7.1% 12.4% 9.6%

介護老人保健施設 1 2 4 0.6% 1.8% 1.4%

介護療養型医療施設 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

特定施設入居者生活介護（含 地域密着型） 2 0 2 1.3% 0.0% 0.7%

福祉用具貸与・販売 2 1 4 1.3% 0.9% 1.4%

サービス付き高齢者向け住宅 19 16 37 12.2% 14.2% 12.7%

有料老人ホーム 16 12 32 10.3% 10.6% 11.0%

養護老人ホーム 1 0 2 0.6% 0.0% 0.7%

地域包括支援センター 6 4 12 3.8% 3.5% 4.1%

病院 1 0 2 0.6% 0.0% 0.7%

診療所（在宅療養支援診療所） 1 3 6 0.6% 2.7% 2.1%

上記以外の診療所 2 1 3 1.3% 0.9% 1.0%

その他 3 7 10 1.9% 6.2% 3.4%

併設した施設で提供するサービスはない 36 24 63 23.1% 21.2% 21.6%
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問７．小規模多機能型居宅介護におけるサテライト事業所の設置数

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=168 n=112 n=302 n=168 n=112 n=302

１か所 11 7 18 6.5% 6.3% 6.0%

２か所 0 0 1 0.0% 0.0% 0.3%

サテライト事業所は設置していない 157 105 283 93.5% 93.8% 93.7%

全　　体 168 112 302 100.0% 100.0% 100.0%

問８① 訪問体制強化加算の算定状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=171 n=109 n=300 n=171 n=109 n=300

算定あり 84 25 119 49.1% 22.9% 39.7%

算定なし 87 84 181 50.9% 77.1% 60.3%

全　　体 171 109 300 100.0% 100.0% 100.0%

問８② 看護職員配置加算の算定状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=169 n=109 n=297 n=169 n=109 n=297

加算（Ⅰ）を算定 49 27 83 29.0% 24.8% 27.9%

加算（Ⅱ）を算定 41 20 68 24.3% 18.3% 22.9%

加算（Ⅲ）を算定 12 7 20 7.1% 6.4% 6.7%

算定なし 67 55 126 39.6% 50.5% 42.4%

全　　体 169 109 297 100.0% 100.0% 100.0%

問８③ サービス提供体制強化加算の算定状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=171 n=110 n=300 n=171 n=110 n=300

加算（Ⅰ）イを算定 53 28 87 31.0% 25.5% 29.0%

加算（Ⅰ）ロを算定 14 6 21 8.2% 5.5% 7.0%

加算（Ⅱ）を算定 49 20 76 28.7% 18.2% 25.3%

加算（Ⅲ）を算定 22 6 31 12.9% 5.5% 10.3%

算定なし 33 50 85 19.3% 45.5% 28.3%

全　　体 171 110 300 100.0% 100.0% 100.0%

問８④ 総合マネジメント体制強化加算の算定状況

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=176 n=116 n=313 n=176 n=116 n=313

算定あり 161 85 266 91.5% 73.3% 85.0%

算定なし 15 31 47 8.5% 26.7% 15.0%

全　　体 176 116 313 100.0% 100.0% 100.0%

－ 114 －
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問５．小規模多機能型居宅介護の指定を受けた時期

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=170 n=112 n=305 n=170 n=112 n=305

2006年 8 8 18 4.7% 7.1% 5.9%

2007年 23 15 44 13.5% 13.4% 14.4%

2008年 21 8 33 12.4% 7.1% 10.8%

2009年 10 5 17 5.9% 4.5% 5.6%

2010年 17 6 24 10.0% 5.4% 7.9%

2011年 21 9 32 12.4% 8.0% 10.5%

2012年 19 13 33 11.2% 11.6% 10.8%

2013年 13 12 27 7.6% 10.7% 8.9%

2014年 14 7 23 8.2% 6.3% 7.5%

2015年 12 13 25 7.1% 11.6% 8.2%

2016年 9 11 20 5.3% 9.8% 6.6%

2017年 3 5 9 1.8% 4.5% 3.0%

全　　体 170 112 305 100.0% 100.0% 100.0%

問６．事業所と併設した施設で提供している介護サービス（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=156 n=113 n=291 n=156 n=113 n=291

居宅介護支援 39 22 69 25.0% 19.5% 23.7%

訪問介護 31 17 50 19.9% 15.0% 17.2%

訪問入浴 1 1 2 0.6% 0.9% 0.7%

訪問看護 7 5 14 4.5% 4.4% 4.8%

訪問リハビリテーション 1 2 5 0.6% 1.8% 1.7%

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 3 1 4 1.9% 0.9% 1.4%

看護小規模多機能型居宅介護 0 2 2 0.0% 1.8% 0.7%

通所介護 32 14 52 20.5% 12.4% 17.9%

通所リハビリテーション 1 4 7 0.6% 3.5% 2.4%

療養通所介護 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

認知症対応型通所介護 15 7 27 9.6% 6.2% 9.3%

短期入所生活介護 19 11 34 12.2% 9.7% 11.7%

短期入所療養介護 0 2 2 0.0% 1.8% 0.7%

認知症対応型共同生活介護 52 36 100 33.3% 31.9% 34.4%

介護老人福祉施設（含 地域密着型） 11 14 28 7.1% 12.4% 9.6%

介護老人保健施設 1 2 4 0.6% 1.8% 1.4%

介護療養型医療施設 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

特定施設入居者生活介護（含 地域密着型） 2 0 2 1.3% 0.0% 0.7%

福祉用具貸与・販売 2 1 4 1.3% 0.9% 1.4%

サービス付き高齢者向け住宅 19 16 37 12.2% 14.2% 12.7%

有料老人ホーム 16 12 32 10.3% 10.6% 11.0%

養護老人ホーム 1 0 2 0.6% 0.0% 0.7%

地域包括支援センター 6 4 12 3.8% 3.5% 4.1%

病院 1 0 2 0.6% 0.0% 0.7%

診療所（在宅療養支援診療所） 1 3 6 0.6% 2.7% 2.1%

上記以外の診療所 2 1 3 1.3% 0.9% 1.0%

その他 3 7 10 1.9% 6.2% 3.4%

併設した施設で提供するサービスはない 36 24 63 23.1% 21.2% 21.6%
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問７．小規模多機能型居宅介護におけるサテライト事業所の設置数

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=168 n=112 n=302 n=168 n=112 n=302

１か所 11 7 18 6.5% 6.3% 6.0%

２か所 0 0 1 0.0% 0.0% 0.3%

サテライト事業所は設置していない 157 105 283 93.5% 93.8% 93.7%

全　　体 168 112 302 100.0% 100.0% 100.0%

問８① 訪問体制強化加算の算定状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=171 n=109 n=300 n=171 n=109 n=300

算定あり 84 25 119 49.1% 22.9% 39.7%

算定なし 87 84 181 50.9% 77.1% 60.3%

全　　体 171 109 300 100.0% 100.0% 100.0%

問８② 看護職員配置加算の算定状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=169 n=109 n=297 n=169 n=109 n=297

加算（Ⅰ）を算定 49 27 83 29.0% 24.8% 27.9%

加算（Ⅱ）を算定 41 20 68 24.3% 18.3% 22.9%

加算（Ⅲ）を算定 12 7 20 7.1% 6.4% 6.7%

算定なし 67 55 126 39.6% 50.5% 42.4%

全　　体 169 109 297 100.0% 100.0% 100.0%

問８③ サービス提供体制強化加算の算定状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=171 n=110 n=300 n=171 n=110 n=300

加算（Ⅰ）イを算定 53 28 87 31.0% 25.5% 29.0%

加算（Ⅰ）ロを算定 14 6 21 8.2% 5.5% 7.0%

加算（Ⅱ）を算定 49 20 76 28.7% 18.2% 25.3%

加算（Ⅲ）を算定 22 6 31 12.9% 5.5% 10.3%

算定なし 33 50 85 19.3% 45.5% 28.3%

全　　体 171 110 300 100.0% 100.0% 100.0%

問８④ 総合マネジメント体制強化加算の算定状況

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=176 n=116 n=313 n=176 n=116 n=313

算定あり 161 85 266 91.5% 73.3% 85.0%

算定なし 15 31 47 8.5% 26.7% 15.0%

全　　体 176 116 313 100.0% 100.0% 100.0%

－ 115 －
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問８⑤ 介護職員処遇改善加算の算定状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=117 n=317 n=178 n=117 n=317

加算（Ⅰ）を算定 155 77 251 87.1% 65.8% 79.2%

加算（Ⅱ）を算定 13 21 36 7.3% 17.9% 11.4%

加算（Ⅲ）を算定 7 15 22 3.9% 12.8% 6.9%

加算（Ⅳ）を算定 1 0 2 0.6% 0.0% 0.6%

加算（Ⅴ）を算定 1 1 2 0.6% 0.9% 0.6%

算定なし 1 3 4 0.6% 2.6% 1.3%

全　　体 178 117 317 100.0% 100.0% 100.0%

問９① 開設にあたっての自治体等からの補助金の受給

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=159 n=98 n=272 n=159 n=98 n=272

受給した 98 75 180 61.6% 76.5% 66.2%

受給していない 61 23 92 38.4% 23.5% 33.8%

全　　体 159 98 272 100.0% 100.0% 100.0%

問９② 建物の形態

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=115 n=315 n=177 n=115 n=315

新築 138 94 252 78.0% 81.7% 80.0%

既存建物の改装 39 21 63 22.0% 18.3% 20.0%

全　　体 177 115 315 100.0% 100.0% 100.0%

（２）事業所の人員配置等について

問10① 全従業員数（常勤）

生産性が

高い
それ以外 全体

n=168 n=116 n=306

平均値 8.98 8.02 8.65

標準偏差 3.01 3.42 3.22

中央値 9 8 9

2 1 1

最大値 15 19 19

最小値
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問10② 全従業員数（非常勤）

生産性が

高い
それ以外 全体

n=163 n=110 n=292

平均値 7.55 6.30 7.02

標準偏差 4.71 4.17 4.47

中央値 7 6 7

0 0 0

最大値 25 23 25

最小値

問10③ 全従業員数（常勤換算）

生産性が

高い
それ以外 全体

n=136 n=93 n=244

平均値 11.78 9.62 10.81

標準偏差 3.38 3.82 3.81

中央値 12.15 10.50 11.25

0.90 0.90 0.90

最大値 19.00 17.00 19.00

最小値

（３）事業所の利用者の状況について

問11① 事業所全体の定員数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=176 n=118 n=318

平均値 26.99 24.89 26.19

標準偏差 2.64 4.07 3.36

中央値 29 25 25

15 9 9

最大値 29 29 29

最小値

問11② 実利用者数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=176 n=118 n=317

平均値 22.86 17.64 20.94

標準偏差 4.13 5.10 5.13

中央値 23 18 22

10 4 4

最大値 29 28 29

最小値

問12② 利用者数のうち、減算対象となる集合住宅に居住する利用者の数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=165 n=106 n=290

平均値 2.18 2.10 2.11

標準偏差 5.60 4.75 5.18

中央値 0 0 0

0 0 0

最大値 25 20 25

最小値

－ 116 －
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問８⑤ 介護職員処遇改善加算の算定状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=117 n=317 n=178 n=117 n=317

加算（Ⅰ）を算定 155 77 251 87.1% 65.8% 79.2%

加算（Ⅱ）を算定 13 21 36 7.3% 17.9% 11.4%

加算（Ⅲ）を算定 7 15 22 3.9% 12.8% 6.9%

加算（Ⅳ）を算定 1 0 2 0.6% 0.0% 0.6%

加算（Ⅴ）を算定 1 1 2 0.6% 0.9% 0.6%

算定なし 1 3 4 0.6% 2.6% 1.3%

全　　体 178 117 317 100.0% 100.0% 100.0%

問９① 開設にあたっての自治体等からの補助金の受給

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=159 n=98 n=272 n=159 n=98 n=272

受給した 98 75 180 61.6% 76.5% 66.2%

受給していない 61 23 92 38.4% 23.5% 33.8%

全　　体 159 98 272 100.0% 100.0% 100.0%

問９② 建物の形態

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=115 n=315 n=177 n=115 n=315

新築 138 94 252 78.0% 81.7% 80.0%

既存建物の改装 39 21 63 22.0% 18.3% 20.0%

全　　体 177 115 315 100.0% 100.0% 100.0%

（２）事業所の人員配置等について

問10① 全従業員数（常勤）

生産性が

高い
それ以外 全体

n=168 n=116 n=306

平均値 8.98 8.02 8.65

標準偏差 3.01 3.42 3.22

中央値 9 8 9

2 1 1

最大値 15 19 19

最小値
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問10② 全従業員数（非常勤）

生産性が

高い
それ以外 全体

n=163 n=110 n=292

平均値 7.55 6.30 7.02

標準偏差 4.71 4.17 4.47

中央値 7 6 7

0 0 0

最大値 25 23 25

最小値

問10③ 全従業員数（常勤換算）

生産性が

高い
それ以外 全体

n=136 n=93 n=244

平均値 11.78 9.62 10.81

標準偏差 3.38 3.82 3.81

中央値 12.15 10.50 11.25

0.90 0.90 0.90

最大値 19.00 17.00 19.00

最小値

（３）事業所の利用者の状況について

問11① 事業所全体の定員数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=176 n=118 n=318

平均値 26.99 24.89 26.19

標準偏差 2.64 4.07 3.36

中央値 29 25 25

15 9 9

最大値 29 29 29

最小値

問11② 実利用者数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=176 n=118 n=317

平均値 22.86 17.64 20.94

標準偏差 4.13 5.10 5.13

中央値 23 18 22

10 4 4

最大値 29 28 29

最小値

問12② 利用者数のうち、減算対象となる集合住宅に居住する利用者の数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=165 n=106 n=290

平均値 2.18 2.10 2.11

標準偏差 5.60 4.75 5.18

中央値 0 0 0

0 0 0

最大値 25 20 25

最小値

－ 117 －
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問12③ 利用者数のうち、減算対象とならない集合住宅に居住する利用者数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=164 n=103 n=287

平均値 6.02 4.94 5.59

標準偏差 8.95 7.36 8.38

中央値 0 0 0

0 0 0

最大値 29 24 29

最小値

問13．平成29年9月の１か月間における利用者宅への訪問回数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=173 n=115 n=311

平均値 421.95 272.99 386.49

標準偏差 800.50 422.98 788.03

中央値 256 156 220

12 10 10

最大値 8,927 3,200 8,927

最小値

問14．利用者宅への訪問１回あたりの平均的なサービス提供時間

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=170 n=117 n=311 n=170 n=117 n=311

20分未満 55 47 112 32.4% 40.2% 36.0%

20分以上30分未満 66 42 117 38.8% 35.9% 37.6%

30分以上45分未満 36 16 57 21.2% 13.7% 18.3%

45分以上60分未満 11 11 22 6.5% 9.4% 7.1%

60分以上 2 1 3 1.2% 0.9% 1.0%

全　　体 170 117 311 100.0% 100.0% 100.0%

問15① 通いの定員数（平成29年9月末時点）

生産性が

高い
それ以外 全体

n=153 n=101 n=274

平均値 15.74 14.62 15.30

標準偏差 1.99 2.53 2.24

中央値 15 15 15

9 6 6

最大値 18 18 18

最小値
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問15① 平成29年9月の１か月間における通いの延べ利用者数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=158 n=107 n=284

平均値 363.90 276.91 328.40

標準偏差 82.79 102.22 100.63

中央値 371 292 335

108 26 24

最大値 540 481 540

最小値

問15② 宿泊の定員数（平成29年9月末時点）

生産性が

高い
それ以外 全体

n=166 n=110 n=298

平均値 7.37 7.05 7.24

標準偏差 1.77 1.86 1.81

中央値 8 7 8

4 3 3

最大値 9 9 9

最小値

問15② 平成29年9月の１か月間における宿泊の延べ利用者数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=151 n=95 n=263

平均値 138.94 114.32 129.04

標準偏差 70.62 79.05 73.61

中央値 143 103 129

0 5 0

最大値 265 270 270

最小値

問16① 小規模多機能型居宅介護事業所の宿泊室数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=116 n=316

平均値 7.17 6.69 7.00

標準偏差 1.89 2.21 2.02

中央値 7 7 7

2 1 1

最大値 9 9 9

最小値

問16② 小規模多機能型居宅介護事業所の１泊あたりの宿泊費

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=116 n=316

平均値 2,512.79 2,537.56 2,495.25

標準偏差 1,017.26 860.66 957.75

中央値 2,500 2,400 2,456

400 1,000 400

最大値 8,000 4,700 8,000

最小値

－ 118 －



 16 

問12③ 利用者数のうち、減算対象とならない集合住宅に居住する利用者数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=164 n=103 n=287

平均値 6.02 4.94 5.59

標準偏差 8.95 7.36 8.38

中央値 0 0 0

0 0 0

最大値 29 24 29

最小値

問13．平成29年9月の１か月間における利用者宅への訪問回数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=173 n=115 n=311

平均値 421.95 272.99 386.49

標準偏差 800.50 422.98 788.03

中央値 256 156 220

12 10 10

最大値 8,927 3,200 8,927

最小値

問14．利用者宅への訪問１回あたりの平均的なサービス提供時間

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=170 n=117 n=311 n=170 n=117 n=311

20分未満 55 47 112 32.4% 40.2% 36.0%

20分以上30分未満 66 42 117 38.8% 35.9% 37.6%

30分以上45分未満 36 16 57 21.2% 13.7% 18.3%

45分以上60分未満 11 11 22 6.5% 9.4% 7.1%

60分以上 2 1 3 1.2% 0.9% 1.0%

全　　体 170 117 311 100.0% 100.0% 100.0%

問15① 通いの定員数（平成29年9月末時点）

生産性が

高い
それ以外 全体

n=153 n=101 n=274

平均値 15.74 14.62 15.30

標準偏差 1.99 2.53 2.24

中央値 15 15 15

9 6 6

最大値 18 18 18

最小値

 17 

問15① 平成29年9月の１か月間における通いの延べ利用者数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=158 n=107 n=284

平均値 363.90 276.91 328.40

標準偏差 82.79 102.22 100.63

中央値 371 292 335

108 26 24

最大値 540 481 540

最小値

問15② 宿泊の定員数（平成29年9月末時点）

生産性が

高い
それ以外 全体

n=166 n=110 n=298

平均値 7.37 7.05 7.24

標準偏差 1.77 1.86 1.81

中央値 8 7 8

4 3 3

最大値 9 9 9

最小値

問15② 平成29年9月の１か月間における宿泊の延べ利用者数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=151 n=95 n=263

平均値 138.94 114.32 129.04

標準偏差 70.62 79.05 73.61

中央値 143 103 129

0 5 0

最大値 265 270 270

最小値

問16① 小規模多機能型居宅介護事業所の宿泊室数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=116 n=316

平均値 7.17 6.69 7.00

標準偏差 1.89 2.21 2.02

中央値 7 7 7

2 1 1

最大値 9 9 9

最小値

問16② 小規模多機能型居宅介護事業所の１泊あたりの宿泊費

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=116 n=316

平均値 2,512.79 2,537.56 2,495.25

標準偏差 1,017.26 860.66 957.75

中央値 2,500 2,400 2,456

400 1,000 400

最大値 8,000 4,700 8,000

最小値

－ 119 －
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問17．小規模多機能型居宅介護サービス利用者について、直近１年間のサービス終了理由（第１位）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=117 n=317 n=177 n=117 n=317

医療機関への入院 64 50 125 36.2% 42.7% 39.4%

特養・老健・療養病床への入院・入所 44 35 85 24.9% 29.9% 26.8%

グループホームへの入居 25 7 33 14.1% 6.0% 10.4%

特定施設への入所 4 2 6 2.3% 1.7% 1.9%

上記以外の介護サービスへの移行 5 2 7 2.8% 1.7% 2.2%

サービス利用のまま死亡 33 17 54 18.6% 14.5% 17.0%

他自治体への転居 0 2 2 0.0% 1.7% 0.6%

その他 0 0 1 0.0% 0.0% 0.3%

サービスを終了した利用者はいない 2 2 4 1.1% 1.7% 1.3%

全　　体 177 117 317 99.4% 100.0% 100.0%  
 

問17．小規模多機能型居宅介護サービス利用者について、直近１年間のサービス終了理由（３つまで複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=117 n=317 n=177 n=117 n=317

医療機関への入院 132 87 239 74.6% 74.4% 75.4%

特養・老健・療養病床への入院・入所 129 86 233 72.9% 73.5% 73.5%

グループホームへの入居 72 38 120 40.7% 32.5% 37.9%

特定施設への入所 17 18 37 9.6% 15.4% 11.7%

上記以外の介護サービスへの移行 35 25 62 19.8% 21.4% 19.6%

サービス利用のまま死亡 97 50 159 54.8% 42.7% 50.2%

他自治体への転居 9 8 18 5.1% 6.8% 5.7%

その他 4 8 14 2.3% 6.8% 4.4%

サービスを終了した利用者はいない 2 2 4 1.1% 1.7% 1.3%

２．経営指標等について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

問18① 過去３年程度の利用者数の基調

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=117 n=312 n=178 n=117 n=312

増加傾向 72 24 102 40.4% 20.5% 32.7%

横ばい 83 49 141 46.6% 41.9% 45.2%

減少傾向 23 44 69 12.9% 37.6% 22.1%

全　　体 178 117 312 100.0% 100.0% 100.0%
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問18② 過去３年程度の収入の基調

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=118 n=307 n=178 n=118 n=307

増加傾向 66 19 90 37.1% 16.1% 29.3%

横ばい 84 34 123 47.2% 28.8% 40.1%

減少傾向 28 65 94 15.7% 55.1% 30.6%

全　　体 178 118 307 100.0% 100.0% 100.0%  
問18③ 過去３年程度の人件費率

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=116 n=303 n=177 n=116 n=303

上昇傾向 99 61 166 55.9% 52.6% 54.8%

横ばい 69 44 117 39.0% 37.9% 38.6%

低下傾向 9 11 20 5.1% 9.5% 6.6%

全　　体 177 116 303 100.0% 100.0% 100.0%

問18④ 過去３年程度の本体事業所のみの収支差の水準

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=118 n=299 n=178 n=118 n=299

黒字 57 1 61 32.0% 0.8% 20.4%

収支均衡 121 9 130 68.0% 7.6% 43.5%

赤字 0 108 108 0.0% 91.5% 36.1%

全　　体 178 118 299 100.0% 100.0% 100.0%  
問18⑤ 過去３年程度のサテライト型事業所を含めた全体の収支差の水準

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=169 n=114 n=285 n=169 n=114 n=285

黒字 53 1 56 31.4% 0.9% 19.6%

収支均衡 114 9 123 67.5% 7.9% 43.2%

赤字 2 104 106 1.2% 91.2% 37.2%

全　　体 169 114 285 100.0% 100.0% 100.0%

問18⑥ 過去３年程度の収支差の基調

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=174 n=112 n=290 n=174 n=112 n=290

増加（改善）傾向 28 12 40 16.1% 10.7% 13.8%

横ばい 126 39 168 72.4% 34.8% 57.9%

減少（悪化）傾向 20 61 82 11.5% 54.5% 28.3%

全　　体 174 112 290 100.0% 100.0% 100.0%  

－ 120 －
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問17．小規模多機能型居宅介護サービス利用者について、直近１年間のサービス終了理由（第１位）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=117 n=317 n=177 n=117 n=317

医療機関への入院 64 50 125 36.2% 42.7% 39.4%

特養・老健・療養病床への入院・入所 44 35 85 24.9% 29.9% 26.8%

グループホームへの入居 25 7 33 14.1% 6.0% 10.4%

特定施設への入所 4 2 6 2.3% 1.7% 1.9%

上記以外の介護サービスへの移行 5 2 7 2.8% 1.7% 2.2%

サービス利用のまま死亡 33 17 54 18.6% 14.5% 17.0%

他自治体への転居 0 2 2 0.0% 1.7% 0.6%

その他 0 0 1 0.0% 0.0% 0.3%

サービスを終了した利用者はいない 2 2 4 1.1% 1.7% 1.3%

全　　体 177 117 317 99.4% 100.0% 100.0%  
 

問17．小規模多機能型居宅介護サービス利用者について、直近１年間のサービス終了理由（３つまで複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=117 n=317 n=177 n=117 n=317

医療機関への入院 132 87 239 74.6% 74.4% 75.4%

特養・老健・療養病床への入院・入所 129 86 233 72.9% 73.5% 73.5%

グループホームへの入居 72 38 120 40.7% 32.5% 37.9%

特定施設への入所 17 18 37 9.6% 15.4% 11.7%

上記以外の介護サービスへの移行 35 25 62 19.8% 21.4% 19.6%

サービス利用のまま死亡 97 50 159 54.8% 42.7% 50.2%

他自治体への転居 9 8 18 5.1% 6.8% 5.7%

その他 4 8 14 2.3% 6.8% 4.4%

サービスを終了した利用者はいない 2 2 4 1.1% 1.7% 1.3%

２．経営指標等について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

問18① 過去３年程度の利用者数の基調

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=117 n=312 n=178 n=117 n=312

増加傾向 72 24 102 40.4% 20.5% 32.7%

横ばい 83 49 141 46.6% 41.9% 45.2%

減少傾向 23 44 69 12.9% 37.6% 22.1%

全　　体 178 117 312 100.0% 100.0% 100.0%
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問18② 過去３年程度の収入の基調

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=118 n=307 n=178 n=118 n=307

増加傾向 66 19 90 37.1% 16.1% 29.3%

横ばい 84 34 123 47.2% 28.8% 40.1%

減少傾向 28 65 94 15.7% 55.1% 30.6%

全　　体 178 118 307 100.0% 100.0% 100.0%  
問18③ 過去３年程度の人件費率

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=116 n=303 n=177 n=116 n=303

上昇傾向 99 61 166 55.9% 52.6% 54.8%

横ばい 69 44 117 39.0% 37.9% 38.6%

低下傾向 9 11 20 5.1% 9.5% 6.6%

全　　体 177 116 303 100.0% 100.0% 100.0%

問18④ 過去３年程度の本体事業所のみの収支差の水準

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=118 n=299 n=178 n=118 n=299

黒字 57 1 61 32.0% 0.8% 20.4%

収支均衡 121 9 130 68.0% 7.6% 43.5%

赤字 0 108 108 0.0% 91.5% 36.1%

全　　体 178 118 299 100.0% 100.0% 100.0%  
問18⑤ 過去３年程度のサテライト型事業所を含めた全体の収支差の水準

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=169 n=114 n=285 n=169 n=114 n=285

黒字 53 1 56 31.4% 0.9% 19.6%

収支均衡 114 9 123 67.5% 7.9% 43.2%

赤字 2 104 106 1.2% 91.2% 37.2%

全　　体 169 114 285 100.0% 100.0% 100.0%

問18⑥ 過去３年程度の収支差の基調

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=174 n=112 n=290 n=174 n=112 n=290

増加（改善）傾向 28 12 40 16.1% 10.7% 13.8%

横ばい 126 39 168 72.4% 34.8% 57.9%

減少（悪化）傾向 20 61 82 11.5% 54.5% 28.3%

全　　体 174 112 290 100.0% 100.0% 100.0%  

－ 121 －
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問18⑦ 過去３年程度の常勤換算の職員あたりの収支差の基調

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=171 n=108 n=283 n=171 n=108 n=283

増加（改善）傾向 42 17 61 24.6% 15.7% 21.6%

横ばい 113 48 162 66.1% 44.4% 57.2%

減少（悪化）傾向 16 43 60 9.4% 39.8% 21.2%

全　　体 171 108 283 100.0% 100.0% 100.0%

問19① 採算ラインと考える利用者数の設定状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=170 n=115 n=301 n=170 n=115 n=301

設定していない 82 61 153 48.2% 53.0% 50.8%

設定している 88 54 148 51.8% 47.0% 49.2%

全　　体 170 115 301 100.0% 100.0% 100.0%

【問19①設定状況で「設定している」と回答した事業所のみ】

問19① 採算ラインと考える利用者の人数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=86 n=53 n=145

平均値 22.69 21.04 22.06

標準偏差 3.57 4.59 3.99

中央値 23 21 22

15 12 12

最大値 29 29 29

最小値

問19② 主なサービス利用者として想定している要介護度の有無

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=169 n=114 n=300 n=169 n=114 n=300

想定する要介護度はない 105 75 193 62.1% 65.8% 64.3%

ある 64 39 107 37.9% 34.2% 35.7%

全　　体 169 114 300 100.0% 100.0% 100.0%

【問19②要介護の有無で「ある」と回答した事業所のみ】

問19② 想定している利用者の要介護度（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=61 n=37 n=101 n=61 n=37 n=101

要介護１ 3 4 8 4.9% 10.8% 7.9%

要介護２ 36 23 62 59.0% 62.2% 61.4%

要介護３ 43 23 69 70.5% 62.2% 68.3%

要介護４ 9 7 17 14.8% 18.9% 16.8%

要介護５ 8 4 13 13.1% 10.8% 12.9%  
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問20．過去３年程度における下記項目の発生状況

①小規模多機能型居宅介護を利用する前と比較し、利用者や家族の生活状況が安定したケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=117 n=317 n=178 n=117 n=317

かなりある 98 54 165 55.1% 46.2% 52.1%

多くはないがある 76 58 143 42.7% 49.6% 45.1%

ほとんどない 4 5 9 2.2% 4.3% 2.8%

全くない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

全　　体 178 117 317 100.0% 100.0% 100.0%

②小規模多機能型居宅介護を利用する前と比較し、認知症のBPSDの状態が改善したケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=116 n=315 n=177 n=116 n=315

かなりある 29 21 54 16.4% 18.1% 17.1%

多くはないがある 134 81 231 75.7% 69.8% 73.3%

ほとんどない 14 14 30 7.9% 12.1% 9.5%

全くない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

全　　体 177 116 315 100.0% 100.0% 100.0%

 
③小規模多機能型居宅介護を利用する前と比較し、利用者のADLやIADLが改善したケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=119 n=321 n=178 n=119 n=321

かなりある 27 15 45 15.2% 12.6% 14.0%

多くはないがある 136 87 241 76.4% 73.1% 75.1%

ほとんどない 15 13 29 8.4% 10.9% 9.0%

全くない 0 4 6 0.0% 3.4% 1.9%

全　　体 178 119 321 100.0% 100.0% 100.0%

④小規模多機能型居宅介護を利用する前と比較し、利用者の要介護度が改善したケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=117 n=317 n=178 n=117 n=317

かなりある 11 4 16 6.2% 3.4% 5.0%

多くはないがある 112 89 216 62.9% 76.1% 68.1%

ほとんどない 55 20 81 30.9% 17.1% 25.6%

全くない 0 4 4 0.0% 3.4% 1.3%

全　　体 178 117 317 100.0% 100.0% 100.0%

 

－ 122 －
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問18⑦ 過去３年程度の常勤換算の職員あたりの収支差の基調

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=171 n=108 n=283 n=171 n=108 n=283

増加（改善）傾向 42 17 61 24.6% 15.7% 21.6%

横ばい 113 48 162 66.1% 44.4% 57.2%

減少（悪化）傾向 16 43 60 9.4% 39.8% 21.2%

全　　体 171 108 283 100.0% 100.0% 100.0%

問19① 採算ラインと考える利用者数の設定状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=170 n=115 n=301 n=170 n=115 n=301

設定していない 82 61 153 48.2% 53.0% 50.8%

設定している 88 54 148 51.8% 47.0% 49.2%

全　　体 170 115 301 100.0% 100.0% 100.0%

【問19①設定状況で「設定している」と回答した事業所のみ】

問19① 採算ラインと考える利用者の人数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=86 n=53 n=145

平均値 22.69 21.04 22.06

標準偏差 3.57 4.59 3.99

中央値 23 21 22

15 12 12

最大値 29 29 29

最小値

問19② 主なサービス利用者として想定している要介護度の有無

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=169 n=114 n=300 n=169 n=114 n=300

想定する要介護度はない 105 75 193 62.1% 65.8% 64.3%

ある 64 39 107 37.9% 34.2% 35.7%

全　　体 169 114 300 100.0% 100.0% 100.0%

【問19②要介護の有無で「ある」と回答した事業所のみ】

問19② 想定している利用者の要介護度（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=61 n=37 n=101 n=61 n=37 n=101

要介護１ 3 4 8 4.9% 10.8% 7.9%

要介護２ 36 23 62 59.0% 62.2% 61.4%

要介護３ 43 23 69 70.5% 62.2% 68.3%

要介護４ 9 7 17 14.8% 18.9% 16.8%

要介護５ 8 4 13 13.1% 10.8% 12.9%  
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問20．過去３年程度における下記項目の発生状況

①小規模多機能型居宅介護を利用する前と比較し、利用者や家族の生活状況が安定したケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=117 n=317 n=178 n=117 n=317

かなりある 98 54 165 55.1% 46.2% 52.1%

多くはないがある 76 58 143 42.7% 49.6% 45.1%

ほとんどない 4 5 9 2.2% 4.3% 2.8%

全くない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

全　　体 178 117 317 100.0% 100.0% 100.0%

②小規模多機能型居宅介護を利用する前と比較し、認知症のBPSDの状態が改善したケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=116 n=315 n=177 n=116 n=315

かなりある 29 21 54 16.4% 18.1% 17.1%

多くはないがある 134 81 231 75.7% 69.8% 73.3%

ほとんどない 14 14 30 7.9% 12.1% 9.5%

全くない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

全　　体 177 116 315 100.0% 100.0% 100.0%

 
③小規模多機能型居宅介護を利用する前と比較し、利用者のADLやIADLが改善したケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=119 n=321 n=178 n=119 n=321

かなりある 27 15 45 15.2% 12.6% 14.0%

多くはないがある 136 87 241 76.4% 73.1% 75.1%

ほとんどない 15 13 29 8.4% 10.9% 9.0%

全くない 0 4 6 0.0% 3.4% 1.9%

全　　体 178 119 321 100.0% 100.0% 100.0%

④小規模多機能型居宅介護を利用する前と比較し、利用者の要介護度が改善したケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=117 n=317 n=178 n=117 n=317

かなりある 11 4 16 6.2% 3.4% 5.0%

多くはないがある 112 89 216 62.9% 76.1% 68.1%

ほとんどない 55 20 81 30.9% 17.1% 25.6%

全くない 0 4 4 0.0% 3.4% 1.3%

全　　体 178 117 317 100.0% 100.0% 100.0%

 

－ 123 －
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⑤小規模多機能型居宅介護を利用し、看取り期のケアを在宅で行ったケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=116 n=315 n=177 n=116 n=315

かなりある 5 4 9 2.8% 3.4% 2.9%

多くはないがある 53 25 83 29.9% 21.6% 26.3%

ほとんどない 43 23 74 24.3% 19.8% 23.5%

全くない 76 64 149 42.9% 55.2% 47.3%

全　　体 177 116 315 100.0% 100.0% 100.0%

⑥小規模多機能型居宅介護を利用し、（看取り期ではないが）医療的ケアが必要な利用者へ対応したケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=116 n=316 n=178 n=116 n=316

かなりある 22 11 38 12.4% 9.5% 12.0%

多くはないがある 98 65 170 55.1% 56.0% 53.8%

ほとんどない 39 30 77 21.9% 25.9% 24.4%

全くない 19 10 31 10.7% 8.6% 9.8%

全　　体 178 116 316 100.0% 100.0% 100.0%

⑦既存の訪問介護や通所介護等の在宅介護サービスでは行いづらいサービスニーズに対応したケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=117 n=317 n=178 n=117 n=317

かなりある 64 28 100 36.0% 23.9% 31.5%

多くはないがある 81 56 146 45.5% 47.9% 46.1%

ほとんどない 21 17 41 11.8% 14.5% 12.9%

全くない 12 16 30 6.7% 13.7% 9.5%

全　　体 178 117 317 100.0% 100.0% 100.0%  
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問21．小規模多機能型居宅介護を運営する上で重視している指標・項目（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=176 n=119 n=316 n=176 n=119 n=316

サービス提供利用者数 118 87 217 67.0% 73.1% 68.7%

利用者の平均要介護度 67 45 120 38.1% 37.8% 38.0%

利用者の休廃止件数 14 11 25 8.0% 9.2% 7.9%

新規利用者数 94 65 168 53.4% 54.6% 53.2%

定員に対する稼働率 78 52 136 44.3% 43.7% 43.0%

収入に対する人件費率 66 41 112 37.5% 34.5% 35.4%

他法人のケアマネジャーからの紹介件数 33 25 60 18.8% 21.0% 19.0%

他法人の医療機関からの紹介件数 33 22 57 18.8% 18.5% 18.0%

訪問予定に対するキャンセル率 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

利用者への訪問回数 49 24 79 27.8% 20.2% 25.0%

「通い」の稼働率 56 36 95 31.8% 30.3% 30.1%

「宿泊」の稼働率 67 34 104 38.1% 28.6% 32.9%

職員あたりの収入額 14 11 27 8.0% 9.2% 8.5%

職員あたりの収支差 10 9 19 5.7% 7.6% 6.0%

労働時間あたりの収入額 6 7 13 3.4% 5.9% 4.1%

労働時間あたりの収支差 9 11 20 5.1% 9.2% 6.3%

その他 1 3 4 0.6% 2.5% 1.3%

重視している指標はない 12 15 29 6.8% 12.6% 9.2%  
 

【問21で「サービス提供利用者数」～「その他」と回答した事業所のみ】

問22．事業所運営の視点からみた満足度

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=161 n=102 n=281 n=161 n=102 n=281

いずれも満足できる水準である 5 0 5 3.1% 0.0% 1.8%

満足できる水準のものが多い 75 17 100 46.6% 16.7% 35.6%

満足できない水準のものが多い 74 60 144 46.0% 58.8% 51.2%

いずれも満足できる水準ではない 7 25 32 4.3% 24.5% 11.4%

全　　体 161 102 281 100.0% 100.0% 100.0%

－ 124 －



 22 

⑤小規模多機能型居宅介護を利用し、看取り期のケアを在宅で行ったケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=116 n=315 n=177 n=116 n=315

かなりある 5 4 9 2.8% 3.4% 2.9%

多くはないがある 53 25 83 29.9% 21.6% 26.3%

ほとんどない 43 23 74 24.3% 19.8% 23.5%

全くない 76 64 149 42.9% 55.2% 47.3%

全　　体 177 116 315 100.0% 100.0% 100.0%

⑥小規模多機能型居宅介護を利用し、（看取り期ではないが）医療的ケアが必要な利用者へ対応したケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=116 n=316 n=178 n=116 n=316

かなりある 22 11 38 12.4% 9.5% 12.0%

多くはないがある 98 65 170 55.1% 56.0% 53.8%

ほとんどない 39 30 77 21.9% 25.9% 24.4%

全くない 19 10 31 10.7% 8.6% 9.8%

全　　体 178 116 316 100.0% 100.0% 100.0%

⑦既存の訪問介護や通所介護等の在宅介護サービスでは行いづらいサービスニーズに対応したケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=117 n=317 n=178 n=117 n=317

かなりある 64 28 100 36.0% 23.9% 31.5%

多くはないがある 81 56 146 45.5% 47.9% 46.1%

ほとんどない 21 17 41 11.8% 14.5% 12.9%

全くない 12 16 30 6.7% 13.7% 9.5%

全　　体 178 117 317 100.0% 100.0% 100.0%  
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問21．小規模多機能型居宅介護を運営する上で重視している指標・項目（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=176 n=119 n=316 n=176 n=119 n=316

サービス提供利用者数 118 87 217 67.0% 73.1% 68.7%

利用者の平均要介護度 67 45 120 38.1% 37.8% 38.0%

利用者の休廃止件数 14 11 25 8.0% 9.2% 7.9%

新規利用者数 94 65 168 53.4% 54.6% 53.2%

定員に対する稼働率 78 52 136 44.3% 43.7% 43.0%

収入に対する人件費率 66 41 112 37.5% 34.5% 35.4%

他法人のケアマネジャーからの紹介件数 33 25 60 18.8% 21.0% 19.0%

他法人の医療機関からの紹介件数 33 22 57 18.8% 18.5% 18.0%

訪問予定に対するキャンセル率 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

利用者への訪問回数 49 24 79 27.8% 20.2% 25.0%

「通い」の稼働率 56 36 95 31.8% 30.3% 30.1%

「宿泊」の稼働率 67 34 104 38.1% 28.6% 32.9%

職員あたりの収入額 14 11 27 8.0% 9.2% 8.5%

職員あたりの収支差 10 9 19 5.7% 7.6% 6.0%

労働時間あたりの収入額 6 7 13 3.4% 5.9% 4.1%

労働時間あたりの収支差 9 11 20 5.1% 9.2% 6.3%

その他 1 3 4 0.6% 2.5% 1.3%

重視している指標はない 12 15 29 6.8% 12.6% 9.2%  
 

【問21で「サービス提供利用者数」～「その他」と回答した事業所のみ】

問22．事業所運営の視点からみた満足度

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=161 n=102 n=281 n=161 n=102 n=281

いずれも満足できる水準である 5 0 5 3.1% 0.0% 1.8%

満足できる水準のものが多い 75 17 100 46.6% 16.7% 35.6%

満足できない水準のものが多い 74 60 144 46.0% 58.8% 51.2%

いずれも満足できる水準ではない 7 25 32 4.3% 24.5% 11.4%

全　　体 161 102 281 100.0% 100.0% 100.0%

－ 125 －
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３．人材の状況について

（１）事業所の人材育成の状況について

問23① 管理者について、他の介護サービスと比較して重要と考える知識・技術（５つまで複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=177 n=118 n=317 n=177 n=118 n=317

身体介護の基礎的な技術 2 2 4 1.1% 1.7% 1.3%

生活援助の基礎的な技術 1 2 3 0.6% 1.7% 0.9%

短時間に必要なケアを手早く行う技術 2 0 2 1.1% 0.0% 0.6%

利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 17 9 27 9.6% 7.6% 8.5%

利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 104 75 191 58.8% 63.6% 60.3%

利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 78 49 138 44.1% 41.5% 43.5%

4 3 7 2.3% 2.5% 2.2%

状態の変化を見抜くモニタリング力 13 8 26 7.3% 6.8% 8.2%

利用者の意欲向上に向けて働きかける力 6 7 13 3.4% 5.9% 4.1%

利用者のできること・残存能力を引き出す力 5 6 11 2.8% 5.1% 3.5%

17 10 29 9.6% 8.5% 9.1%

緊急時に適切に対応をする判断力 96 62 166 54.2% 52.5% 52.4%

傾聴等により利用者に安心感を与える力 27 16 46 15.3% 13.6% 14.5%

記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力 9 6 16 5.1% 5.1% 5.0%

100 66 180 56.5% 55.9% 56.8%

55 37 99 31.1% 31.4% 31.2%

他の専門職と連携するチームケアの技術 42 26 74 23.7% 22.0% 23.3%

地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 131 82 227 74.0% 69.5% 71.6%

コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 112 73 201 63.3% 61.9% 63.4%

医療に関する知識・医療的ケアの技術 8 8 16 4.5% 6.8% 5.0%

口腔ケア・嚥下に関する知識 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

栄養管理に関する知識 0 1 1 0.0% 0.8% 0.3%

認知症ケアに関する知識・技術 24 15 44 13.6% 12.7% 13.9%

リハビリテーションに関する知識・技術 2 1 3 1.1% 0.8% 0.9%

その他 1 3 4 0.6% 2.5% 1.3%

特に必要な知識・技術はない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

【件数】 【割合】

これまでの利用者への関わりから発生する課題やケアニーズを予期する力

(滞在時間でなく)必要なｹｱ行為に基づいてﾌﾟﾗﾝを作成する能力

利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力

他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力
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問23② 計画作成担当者について、他の介護サービスと比較して重要と考える知識・技術（５つまで複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=176 n=117 n=315 n=176 n=117 n=315

身体介護の基礎的な技術 2 0 2 1.1% 0.0% 0.6%

生活援助の基礎的な技術 4 3 8 2.3% 2.6% 2.5%

短時間に必要なケアを手早く行う技術 0 1 1 0.0% 0.9% 0.3%

利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 120 75 209 68.2% 64.1% 66.3%

利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 120 68 196 68.2% 58.1% 62.2%

利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 99 63 173 56.3% 53.8% 54.9%

89 63 166 50.6% 53.8% 52.7%

状態の変化を見抜くモニタリング力 88 65 166 50.0% 55.6% 52.7%

利用者の意欲向上に向けて働きかける力 18 10 32 10.2% 8.5% 10.2%

利用者のできること・残存能力を引き出す力 18 15 36 10.2% 12.8% 11.4%

76 47 130 43.2% 40.2% 41.3%

緊急時に適切に対応をする判断力 14 14 29 8.0% 12.0% 9.2%

傾聴等により利用者に安心感を与える力 20 10 34 11.4% 8.5% 10.8%

記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力 14 7 22 8.0% 6.0% 7.0%

利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力 14 21 35 8.0% 17.9% 11.1%

他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力 51 25 85 29.0% 21.4% 27.0%

他の専門職と連携するチームケアの技術 52 34 96 29.5% 29.1% 30.5%

地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 33 14 51 18.8% 12.0% 16.2%

コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 3 6 10 1.7% 5.1% 3.2%

医療に関する知識・医療的ケアの技術 8 6 14 4.5% 5.1% 4.4%

口腔ケア・嚥下に関する知識 0 1 1 0.0% 0.9% 0.3%

栄養管理に関する知識 0 1 1 0.0% 0.9% 0.3%

認知症ケアに関する知識・技術 14 12 28 8.0% 10.3% 8.9%

リハビリテーションに関する知識・技術 2 2 4 1.1% 1.7% 1.3%

その他 1 0 1 0.6% 0.0% 0.3%

特に必要な知識・技術はない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

【件数】 【割合】

これまでの利用者への関わりから発生する課題やｹｱﾆｰｽﾞを予期する力

(滞在時間でなく)必要なケア行為に基づいてプランを作成する能力

－ 126 －
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３．人材の状況について

（１）事業所の人材育成の状況について

問23① 管理者について、他の介護サービスと比較して重要と考える知識・技術（５つまで複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=177 n=118 n=317 n=177 n=118 n=317

身体介護の基礎的な技術 2 2 4 1.1% 1.7% 1.3%

生活援助の基礎的な技術 1 2 3 0.6% 1.7% 0.9%

短時間に必要なケアを手早く行う技術 2 0 2 1.1% 0.0% 0.6%

利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 17 9 27 9.6% 7.6% 8.5%

利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 104 75 191 58.8% 63.6% 60.3%

利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 78 49 138 44.1% 41.5% 43.5%

4 3 7 2.3% 2.5% 2.2%

状態の変化を見抜くモニタリング力 13 8 26 7.3% 6.8% 8.2%

利用者の意欲向上に向けて働きかける力 6 7 13 3.4% 5.9% 4.1%

利用者のできること・残存能力を引き出す力 5 6 11 2.8% 5.1% 3.5%

17 10 29 9.6% 8.5% 9.1%

緊急時に適切に対応をする判断力 96 62 166 54.2% 52.5% 52.4%

傾聴等により利用者に安心感を与える力 27 16 46 15.3% 13.6% 14.5%

記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力 9 6 16 5.1% 5.1% 5.0%

100 66 180 56.5% 55.9% 56.8%

55 37 99 31.1% 31.4% 31.2%

他の専門職と連携するチームケアの技術 42 26 74 23.7% 22.0% 23.3%

地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 131 82 227 74.0% 69.5% 71.6%

コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 112 73 201 63.3% 61.9% 63.4%

医療に関する知識・医療的ケアの技術 8 8 16 4.5% 6.8% 5.0%

口腔ケア・嚥下に関する知識 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

栄養管理に関する知識 0 1 1 0.0% 0.8% 0.3%

認知症ケアに関する知識・技術 24 15 44 13.6% 12.7% 13.9%

リハビリテーションに関する知識・技術 2 1 3 1.1% 0.8% 0.9%

その他 1 3 4 0.6% 2.5% 1.3%

特に必要な知識・技術はない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

【件数】 【割合】

これまでの利用者への関わりから発生する課題やケアニーズを予期する力

(滞在時間でなく)必要なｹｱ行為に基づいてﾌﾟﾗﾝを作成する能力

利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力

他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力
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問23② 計画作成担当者について、他の介護サービスと比較して重要と考える知識・技術（５つまで複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=176 n=117 n=315 n=176 n=117 n=315

身体介護の基礎的な技術 2 0 2 1.1% 0.0% 0.6%

生活援助の基礎的な技術 4 3 8 2.3% 2.6% 2.5%

短時間に必要なケアを手早く行う技術 0 1 1 0.0% 0.9% 0.3%

利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 120 75 209 68.2% 64.1% 66.3%

利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 120 68 196 68.2% 58.1% 62.2%

利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 99 63 173 56.3% 53.8% 54.9%

89 63 166 50.6% 53.8% 52.7%

状態の変化を見抜くモニタリング力 88 65 166 50.0% 55.6% 52.7%

利用者の意欲向上に向けて働きかける力 18 10 32 10.2% 8.5% 10.2%

利用者のできること・残存能力を引き出す力 18 15 36 10.2% 12.8% 11.4%

76 47 130 43.2% 40.2% 41.3%

緊急時に適切に対応をする判断力 14 14 29 8.0% 12.0% 9.2%

傾聴等により利用者に安心感を与える力 20 10 34 11.4% 8.5% 10.8%

記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力 14 7 22 8.0% 6.0% 7.0%

利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力 14 21 35 8.0% 17.9% 11.1%

他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力 51 25 85 29.0% 21.4% 27.0%

他の専門職と連携するチームケアの技術 52 34 96 29.5% 29.1% 30.5%

地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 33 14 51 18.8% 12.0% 16.2%

コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 3 6 10 1.7% 5.1% 3.2%

医療に関する知識・医療的ケアの技術 8 6 14 4.5% 5.1% 4.4%

口腔ケア・嚥下に関する知識 0 1 1 0.0% 0.9% 0.3%

栄養管理に関する知識 0 1 1 0.0% 0.9% 0.3%

認知症ケアに関する知識・技術 14 12 28 8.0% 10.3% 8.9%

リハビリテーションに関する知識・技術 2 2 4 1.1% 1.7% 1.3%

その他 1 0 1 0.6% 0.0% 0.3%

特に必要な知識・技術はない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

【件数】 【割合】

これまでの利用者への関わりから発生する課題やｹｱﾆｰｽﾞを予期する力

(滞在時間でなく)必要なケア行為に基づいてプランを作成する能力

－ 127 －
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問23③ 介護職員について、他の介護サービスと比較して重要と考える知識・技術（５つまで複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=177 n=118 n=317 n=177 n=118 n=317

身体介護の基礎的な技術 102 64 176 57.6% 54.2% 55.5%

生活援助の基礎的な技術 60 39 104 33.9% 33.1% 32.8%

短時間に必要なケアを手早く行う技術 27 26 56 15.3% 22.0% 17.7%

利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 30 20 51 16.9% 16.9% 16.1%

利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 57 30 98 32.2% 25.4% 30.9%

利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 6 6 13 3.4% 5.1% 4.1%

0 2 3 0.0% 1.7% 0.9%

状態の変化を見抜くモニタリング力 56 29 91 31.6% 24.6% 28.7%

利用者の意欲向上に向けて働きかける力 98 60 170 55.4% 50.8% 53.6%

利用者のできること・残存能力を引き出す力 90 57 161 50.8% 48.3% 50.8%

14 18 36 7.9% 15.3% 11.4%

緊急時に適切に対応をする判断力 40 27 71 22.6% 22.9% 22.4%

傾聴等により利用者に安心感を与える力 91 61 164 51.4% 51.7% 51.7%

記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力 21 13 38 11.9% 11.0% 12.0%

利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力 1 2 3 0.6% 1.7% 0.9%

他の専門職と連携するチームケアの技術 16 16 34 9.0% 13.6% 10.7%

地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 2 2 4 1.1% 1.7% 1.3%

コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 7 2 9 4.0% 1.7% 2.8%

医療に関する知識・医療的ケアの技術 3 5 8 1.7% 4.2% 2.5%

口腔ケア・嚥下に関する知識 22 14 39 12.4% 11.9% 12.3%

栄養管理に関する知識 1 4 5 0.6% 3.4% 1.6%

認知症ケアに関する知識・技術 118 64 196 66.7% 54.2% 61.8%

リハビリテーションに関する知識・技術 7 8 17 4.0% 6.8% 5.4%

その他 1 0 1 0.6% 0.0% 0.3%

特に必要な知識・技術はない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

【件数】 【割合】

これまでの利用者への関わりから発生する課題やｹｱﾆｰｽﾞを予期する力

(滞在時間でなく)必要なケア行為に基づいてプランを作成する能力
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問23④ 看護職員について、他の介護サービスと比較して重要と考える知識・技術（５つまで複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=173 n=116 n=311 n=173 n=116 n=311

身体介護の基礎的な技術 23 12 35 13.3% 10.3% 11.3%

生活援助の基礎的な技術 7 4 11 4.0% 3.4% 3.5%

短時間に必要なケアを手早く行う技術 15 6 24 8.7% 5.2% 7.7%

利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 14 10 26 8.1% 8.6% 8.4%

利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 29 22 58 16.8% 19.0% 18.6%

利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 9 10 19 5.2% 8.6% 6.1%

0 1 1 0.0% 0.9% 0.3%

状態の変化を見抜くモニタリング力 61 28 93 35.3% 24.1% 29.9%

利用者の意欲向上に向けて働きかける力 21 11 34 12.1% 9.5% 10.9%

利用者のできること・残存能力を引き出す力 19 11 32 11.0% 9.5% 10.3%

10 6 16 5.8% 5.2% 5.1%

緊急時に適切に対応をする判断力 110 68 193 63.6% 58.6% 62.1%

傾聴等により利用者に安心感を与える力 33 17 54 19.1% 14.7% 17.4%

記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力 16 13 34 9.2% 11.2% 10.9%

利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力 0 1 1 0.0% 0.9% 0.3%

他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力 11 9 21 6.4% 7.8% 6.8%

他の専門職と連携するチームケアの技術 58 39 103 33.5% 33.6% 33.1%

地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 2 1 3 1.2% 0.9% 1.0%

コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 4 2 6 2.3% 1.7% 1.9%

医療に関する知識・医療的ケアの技術 147 99 266 85.0% 85.3% 85.5%

口腔ケア・嚥下に関する知識 68 52 129 39.3% 44.8% 41.5%

栄養管理に関する知識 56 45 110 32.4% 38.8% 35.4%

認知症ケアに関する知識・技術 63 38 107 36.4% 32.8% 34.4%

リハビリテーションに関する知識・技術 55 46 110 31.8% 39.7% 35.4%

その他 3 1 4 1.7% 0.9% 1.3%

特に必要な知識・技術はない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

【件数】 【割合】

これまでの利用者への関わりから発生する課題やｹｱﾆｰｽﾞを予期する力

(滞在時間でなく)必要なケア行為に基づいてプランを作成する能力

－ 128 －
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問23③ 介護職員について、他の介護サービスと比較して重要と考える知識・技術（５つまで複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=177 n=118 n=317 n=177 n=118 n=317

身体介護の基礎的な技術 102 64 176 57.6% 54.2% 55.5%

生活援助の基礎的な技術 60 39 104 33.9% 33.1% 32.8%

短時間に必要なケアを手早く行う技術 27 26 56 15.3% 22.0% 17.7%

利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 30 20 51 16.9% 16.9% 16.1%

利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 57 30 98 32.2% 25.4% 30.9%

利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 6 6 13 3.4% 5.1% 4.1%

0 2 3 0.0% 1.7% 0.9%

状態の変化を見抜くモニタリング力 56 29 91 31.6% 24.6% 28.7%

利用者の意欲向上に向けて働きかける力 98 60 170 55.4% 50.8% 53.6%

利用者のできること・残存能力を引き出す力 90 57 161 50.8% 48.3% 50.8%

14 18 36 7.9% 15.3% 11.4%

緊急時に適切に対応をする判断力 40 27 71 22.6% 22.9% 22.4%

傾聴等により利用者に安心感を与える力 91 61 164 51.4% 51.7% 51.7%

記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力 21 13 38 11.9% 11.0% 12.0%

利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力 1 2 3 0.6% 1.7% 0.9%

他の専門職と連携するチームケアの技術 16 16 34 9.0% 13.6% 10.7%

地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 2 2 4 1.1% 1.7% 1.3%

コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 7 2 9 4.0% 1.7% 2.8%

医療に関する知識・医療的ケアの技術 3 5 8 1.7% 4.2% 2.5%

口腔ケア・嚥下に関する知識 22 14 39 12.4% 11.9% 12.3%

栄養管理に関する知識 1 4 5 0.6% 3.4% 1.6%

認知症ケアに関する知識・技術 118 64 196 66.7% 54.2% 61.8%

リハビリテーションに関する知識・技術 7 8 17 4.0% 6.8% 5.4%

その他 1 0 1 0.6% 0.0% 0.3%

特に必要な知識・技術はない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

【件数】 【割合】

これまでの利用者への関わりから発生する課題やｹｱﾆｰｽﾞを予期する力

(滞在時間でなく)必要なケア行為に基づいてプランを作成する能力
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問23④ 看護職員について、他の介護サービスと比較して重要と考える知識・技術（５つまで複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=173 n=116 n=311 n=173 n=116 n=311

身体介護の基礎的な技術 23 12 35 13.3% 10.3% 11.3%

生活援助の基礎的な技術 7 4 11 4.0% 3.4% 3.5%

短時間に必要なケアを手早く行う技術 15 6 24 8.7% 5.2% 7.7%

利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 14 10 26 8.1% 8.6% 8.4%

利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 29 22 58 16.8% 19.0% 18.6%

利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 9 10 19 5.2% 8.6% 6.1%

0 1 1 0.0% 0.9% 0.3%

状態の変化を見抜くモニタリング力 61 28 93 35.3% 24.1% 29.9%

利用者の意欲向上に向けて働きかける力 21 11 34 12.1% 9.5% 10.9%

利用者のできること・残存能力を引き出す力 19 11 32 11.0% 9.5% 10.3%

10 6 16 5.8% 5.2% 5.1%

緊急時に適切に対応をする判断力 110 68 193 63.6% 58.6% 62.1%

傾聴等により利用者に安心感を与える力 33 17 54 19.1% 14.7% 17.4%

記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力 16 13 34 9.2% 11.2% 10.9%

利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力 0 1 1 0.0% 0.9% 0.3%

他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力 11 9 21 6.4% 7.8% 6.8%

他の専門職と連携するチームケアの技術 58 39 103 33.5% 33.6% 33.1%

地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 2 1 3 1.2% 0.9% 1.0%

コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 4 2 6 2.3% 1.7% 1.9%

医療に関する知識・医療的ケアの技術 147 99 266 85.0% 85.3% 85.5%

口腔ケア・嚥下に関する知識 68 52 129 39.3% 44.8% 41.5%

栄養管理に関する知識 56 45 110 32.4% 38.8% 35.4%

認知症ケアに関する知識・技術 63 38 107 36.4% 32.8% 34.4%

リハビリテーションに関する知識・技術 55 46 110 31.8% 39.7% 35.4%

その他 3 1 4 1.7% 0.9% 1.3%

特に必要な知識・技術はない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

【件数】 【割合】

これまでの利用者への関わりから発生する課題やｹｱﾆｰｽﾞを予期する力

(滞在時間でなく)必要なケア行為に基づいてプランを作成する能力

－ 129 －
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生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=178 n=116 n=318 n=178 n=116 n=318

自事業所の上司や同僚との同行・指導・助言 126 71 213 70.8% 61.2% 67.0%

他事業所や法人本部職員からの指導・助言 56 31 92 31.5% 26.7% 28.9%

自事業所の上司や先輩によるスーパービジョン 61 30 97 34.3% 25.9% 30.5%

育成担当者（チューターなど）の配置・指導 43 27 73 24.2% 23.3% 23.0%

管理者による定期的な育成面談の実施 81 48 141 45.5% 41.4% 44.3%

初歩的なケースから難易度の高いケースへの段階的な移行 35 9 47 19.7% 7.8% 14.8%

事業所内のカンファレンスへの参加 135 88 236 75.8% 75.9% 74.2%

事業所や法人内での事例発表会の開催 68 32 109 38.2% 27.6% 34.3%

通信教育や書籍などに関する情報提供・受講支援 41 24 71 23.0% 20.7% 22.3%

関連する内部研修の実施 143 84 247 80.3% 72.4% 77.7%

90 50 150 50.6% 43.1% 47.2%

地域ケア会議への参加 57 28 91 32.0% 24.1% 28.6%

看取りや処遇困難事例など特定の利用者への対応 61 23 89 34.3% 19.8% 28.0%

運営推進会議への参加 122 80 217 68.5% 69.0% 68.2%

43 25 75 24.2% 21.6% 23.6%

事業所内外の研修等への教える立場での参画 51 32 87 28.7% 27.6% 27.4%

その他 1 1 2 0.6% 0.9% 0.6%

特に行っているものはない 0 0 1 0.0% 0.0% 0.3%

問24．小規模多機能型居宅介護に従事する職員に求められる知識･技術を育成するために実施している取組み

　　　(複数回答)

地域包括支援センターや事業所連絡会などが行う外部研修への派遣

外部の専門職・機関との利用者に関するカンファレンスへの参加

【件数】 【割合】

（２）事業所の人材の定着状況について

問25① 過去１年間（平成28年10月1日～平成29年9月30日）の採用者数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=168 n=113 n=304

平均値 3.25 4.44 3.62

標準偏差 2.83 5.13 3.84

中央値 3 3 3

0 0 0

最大値 19 32 32

問25② 過去１年間（平成28年10月1日～平成29年9月30日）の離職者数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=168 n=113 n=303

平均値 2.15 2.42 2.20

標準偏差 1.79 2.51 2.06

中央値 2 1 2

0 0 0

最大値 9 12 12

最小値

最小値
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問25③ 職員の定着状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=159 n=100 n=277 n=159 n=100 n=277

定着率は低くない 121 73 207 76.1% 73.0% 74.7%

定着率は低いが困っていない 9 7 17 5.7% 7.0% 6.1%

定着率が低く困っている 29 20 53 18.2% 20.0% 19.1%

全　　体 159 100 277 100.0% 100.0% 100.0%  
問23．職員の定着率を高めるために実施している取組み（複数回答）

生産性

が高い

それ以

外
全体

生産性

が高い

それ以

外

n=176 n=115 n=315 n=176 n=115

採用前のトライアルでの職場体験の実施 33 6 39 18.8% 5.2%

入職直後の導入研修の実施 81 45 136 46.0% 39.1%

能力に見合った仕事への配置 103 49 163 58.5% 42.6%

シフトを決める際の職員への要望確認 155 95 269 88.1% 82.6%

仕事上の悩み・課題に関する相談機会や相談窓口の設置 59 36 97 33.5% 31.3%

能力向上に向けた研修や育成機会の提供 108 63 185 61.4% 54.8%

長期的なキャリアパスの構築 49 22 76 27.8% 19.1%

評価項目・評価基準の明確化 52 25 81 29.5% 21.7%

適正な評価に基づく昇給・昇格体系の整備 75 28 112 42.6% 24.3%

管理者やリーダー層に対するマネジメント力向上のための教育 47 22 72 26.7% 19.1%

定期的な目標管理面談の実施 62 36 106 35.2% 31.3%

業務負担軽減のための福祉機器の導入 19 12 31 10.8% 10.4%

業務負担軽減のためのICT機器の活用 12 4 17 6.8% 3.5%

事業所内での横のつながりをつくる機会の提供 79 39 125 44.9% 33.9%

対外的なネットワークをつくる機会の提供 15 5 20 8.5% 4.3%

提案制度など運営に参画する機会・仕組みの提供 25 10 36 14.2% 8.7%

全体会議への参加など事業所情報の定期・随時の提供 75 41 123 42.6% 35.7%

メンタルヘルスにかかるケアの実施 47 24 73 26.7% 20.9%

定期的な健康診断の実施 130 82 230 73.9% 71.3%

労働時間管理（サービス残業等防止）の厳格化 81 45 130 46.0% 39.1%

クレームやトラブルに組織的に対応する体制の整備 61 28 93 34.7% 24.3%

他事業所・他法人と比較した高い給与設定 16 6 24 9.1% 5.2%

育休・産休、有休が取りやすい風土づくり 108 52 174 61.4% 45.2%

インターバル勤務の導入 6 4 10 3.4% 3.5%

自由度の高いサービス特性を理解するための研修 20 5 25 11.4% 4.3%

12 6 20 6.8% 5.2%

その他 2 1 3 1.1% 0.9%

特に行っているものはない 0 0 1 0.0% 0.0%

【件数】 【割合】

ボランティア活用等の職員が専門性の高い職務に注力できる環境の整備

 

別添 B 使用 

－ 130 －
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生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=178 n=116 n=318 n=178 n=116 n=318

自事業所の上司や同僚との同行・指導・助言 126 71 213 70.8% 61.2% 67.0%

他事業所や法人本部職員からの指導・助言 56 31 92 31.5% 26.7% 28.9%

自事業所の上司や先輩によるスーパービジョン 61 30 97 34.3% 25.9% 30.5%

育成担当者（チューターなど）の配置・指導 43 27 73 24.2% 23.3% 23.0%

管理者による定期的な育成面談の実施 81 48 141 45.5% 41.4% 44.3%

初歩的なケースから難易度の高いケースへの段階的な移行 35 9 47 19.7% 7.8% 14.8%

事業所内のカンファレンスへの参加 135 88 236 75.8% 75.9% 74.2%

事業所や法人内での事例発表会の開催 68 32 109 38.2% 27.6% 34.3%

通信教育や書籍などに関する情報提供・受講支援 41 24 71 23.0% 20.7% 22.3%

関連する内部研修の実施 143 84 247 80.3% 72.4% 77.7%

90 50 150 50.6% 43.1% 47.2%

地域ケア会議への参加 57 28 91 32.0% 24.1% 28.6%

看取りや処遇困難事例など特定の利用者への対応 61 23 89 34.3% 19.8% 28.0%

運営推進会議への参加 122 80 217 68.5% 69.0% 68.2%

43 25 75 24.2% 21.6% 23.6%

事業所内外の研修等への教える立場での参画 51 32 87 28.7% 27.6% 27.4%

その他 1 1 2 0.6% 0.9% 0.6%

特に行っているものはない 0 0 1 0.0% 0.0% 0.3%

問24．小規模多機能型居宅介護に従事する職員に求められる知識･技術を育成するために実施している取組み

　　　(複数回答)

地域包括支援センターや事業所連絡会などが行う外部研修への派遣

外部の専門職・機関との利用者に関するカンファレンスへの参加

【件数】 【割合】

（２）事業所の人材の定着状況について

問25① 過去１年間（平成28年10月1日～平成29年9月30日）の採用者数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=168 n=113 n=304

平均値 3.25 4.44 3.62

標準偏差 2.83 5.13 3.84

中央値 3 3 3

0 0 0

最大値 19 32 32

問25② 過去１年間（平成28年10月1日～平成29年9月30日）の離職者数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=168 n=113 n=303

平均値 2.15 2.42 2.20

標準偏差 1.79 2.51 2.06

中央値 2 1 2

0 0 0

最大値 9 12 12

最小値

最小値
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問25③ 職員の定着状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=159 n=100 n=277 n=159 n=100 n=277

定着率は低くない 121 73 207 76.1% 73.0% 74.7%

定着率は低いが困っていない 9 7 17 5.7% 7.0% 6.1%

定着率が低く困っている 29 20 53 18.2% 20.0% 19.1%

全　　体 159 100 277 100.0% 100.0% 100.0%  
問23．職員の定着率を高めるために実施している取組み（複数回答）

生産性

が高い

それ以

外
全体

生産性

が高い

それ以

外

n=176 n=115 n=315 n=176 n=115

採用前のトライアルでの職場体験の実施 33 6 39 18.8% 5.2%

入職直後の導入研修の実施 81 45 136 46.0% 39.1%

能力に見合った仕事への配置 103 49 163 58.5% 42.6%

シフトを決める際の職員への要望確認 155 95 269 88.1% 82.6%

仕事上の悩み・課題に関する相談機会や相談窓口の設置 59 36 97 33.5% 31.3%

能力向上に向けた研修や育成機会の提供 108 63 185 61.4% 54.8%

長期的なキャリアパスの構築 49 22 76 27.8% 19.1%

評価項目・評価基準の明確化 52 25 81 29.5% 21.7%

適正な評価に基づく昇給・昇格体系の整備 75 28 112 42.6% 24.3%

管理者やリーダー層に対するマネジメント力向上のための教育 47 22 72 26.7% 19.1%

定期的な目標管理面談の実施 62 36 106 35.2% 31.3%

業務負担軽減のための福祉機器の導入 19 12 31 10.8% 10.4%

業務負担軽減のためのICT機器の活用 12 4 17 6.8% 3.5%

事業所内での横のつながりをつくる機会の提供 79 39 125 44.9% 33.9%

対外的なネットワークをつくる機会の提供 15 5 20 8.5% 4.3%

提案制度など運営に参画する機会・仕組みの提供 25 10 36 14.2% 8.7%

全体会議への参加など事業所情報の定期・随時の提供 75 41 123 42.6% 35.7%

メンタルヘルスにかかるケアの実施 47 24 73 26.7% 20.9%

定期的な健康診断の実施 130 82 230 73.9% 71.3%

労働時間管理（サービス残業等防止）の厳格化 81 45 130 46.0% 39.1%

クレームやトラブルに組織的に対応する体制の整備 61 28 93 34.7% 24.3%

他事業所・他法人と比較した高い給与設定 16 6 24 9.1% 5.2%

育休・産休、有休が取りやすい風土づくり 108 52 174 61.4% 45.2%

インターバル勤務の導入 6 4 10 3.4% 3.5%

自由度の高いサービス特性を理解するための研修 20 5 25 11.4% 4.3%

12 6 20 6.8% 5.2%

その他 2 1 3 1.1% 0.9%

特に行っているものはない 0 0 1 0.0% 0.0%

【件数】 【割合】

ボランティア活用等の職員が専門性の高い職務に注力できる環境の整備

 

別添 B 使用 

問26．職員の定着率を高めるために実施している取組み（複数回答）

生産性
が高い

それ
以外

全体
生産性
が高い

それ
以外

全体

n=176 n=115 n=315 n=176 n=115 n=315

採用前のトライアルでの職場体験の実施 33 6 39 18.8% 5.2% 12.4%

入職直後の導入研修の実施 81 45 136 46.0% 39.1% 43.2%

能力に見合った仕事への配置 103 49 163 58.5% 42.6% 51.7%

シフトを決める際の職員への要望確認 155 95 269 88.1% 82.6% 85.4%

仕事上の悩み・課題に関する相談機会や相談窓口の設置 59 36 97 33.5% 31.3% 30.8%

能力向上に向けた研修や育成機会の提供 108 63 185 61.4% 54.8% 58.7%

長期的なキャリアパスの構築 49 22 76 27.8% 19.1% 24.1%

評価項目・評価基準の明確化 52 25 81 29.5% 21.7% 25.7%

適正な評価に基づく昇給・昇格体系の整備 75 28 112 42.6% 24.3% 35.6%

管理者やリーダー層に対するマネジメント力向上のための教育 47 22 72 26.7% 19.1% 22.9%

定期的な目標管理面談の実施 62 36 106 35.2% 31.3% 33.7%

業務負担軽減のための福祉機器の導入 19 12 31 10.8% 10.4% 9.8%

業務負担軽減のためのICT機器の活用 12 4 17 6.8% 3.5% 5.4%

事業所内での横のつながりをつくる機会の提供 79 39 125 44.9% 33.9% 39.7%

対外的なネットワークをつくる機会の提供 15 5 20 8.5% 4.3% 6.3%

提案制度など運営に参画する機会・仕組みの提供 25 10 36 14.2% 8.7% 11.4%

全体会議への参加など事業所情報の定期・随時の提供 75 41 123 42.6% 35.7% 39.0%

メンタルヘルスにかかるケアの実施 47 24 73 26.7% 20.9% 23.2%

定期的な健康診断の実施 130 82 230 73.9% 71.3% 73.0%

労働時間管理（サービス残業等防止）の厳格化 81 45 130 46.0% 39.1% 41.3%

クレームやトラブルに組織的に対応する体制の整備 61 28 93 34.7% 24.3% 29.5%

他事業所・他法人と比較した高い給与設定 16 6 24 9.1% 5.2% 7.6%

育休・産休、有休が取りやすい風土づくり 108 52 174 61.4% 45.2% 55.2%

インターバル勤務の導入 6 4 10 3.4% 3.5% 3.2%

自由度の高いサービス特性を理解するための研修 20 5 25 11.4% 4.3% 7.9%

12 6 20 6.8% 5.2% 6.3%

その他 2 1 3 1.1% 0.9% 1.0%

特に行っているものはない 0 0 1 0.0% 0.0% 0.3%

【件数】 【割合】

ボランティア活用等の職員が専門性の高い職務に注力できる環境の整備

－ 131 －
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（３）事業所の人材の確保状況について

問27① 計画作成担当者

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=116 n=317 n=177 n=116 n=317

過剰 3 1 4 1.7% 0.9% 1.3%

適正 146 86 248 82.5% 74.1% 78.2%

不足 28 29 65 15.8% 25.0% 20.5%

全　　体 177 116 317 100.0% 100.0% 100.0%

問27② 介護職員

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=117 n=318 n=177 n=117 n=318

過剰 7 3 10 4.0% 2.6% 3.1%

適正 80 47 136 45.2% 40.2% 42.8%

不足 90 67 172 50.8% 57.3% 54.1%

全　　体 177 117 318 100.0% 100.0% 100.0%

問27③ 看護職員

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=176 n=116 n=316 n=176 n=116 n=316

過剰 7 4 12 4.0% 3.4% 3.8%

適正 121 74 208 68.8% 63.8% 65.8%

不足 48 38 96 27.3% 32.8% 30.4%

全　　体 176 116 316 100.0% 100.0% 100.0%

問27④ 事業所全体

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=117 n=317 n=177 n=117 n=317

過剰 6 2 8 3.4% 1.7% 2.5%

適正 87 46 142 49.2% 39.3% 44.8%

不足 84 69 167 47.5% 59.0% 52.7%

全　　体 177 117 317 100.6% 100.9% 100.3%
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問28① 採用ターゲットの設定

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=170 n=112 n=303 n=170 n=112 n=303

絞込みを行っている 14 11 26 8.2% 9.8% 8.6%

幅広に設定している 156 101 277 91.8% 90.2% 91.4%

全　　体 170 112 303 100.0% 100.0% 100.0%

問28② 募集方法

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=170 n=113 n=306 n=170 n=113 n=306

特定の方法に限定している 29 17 49 17.1% 15.0% 16.0%

多様な方法を用いている 141 96 257 82.9% 85.0% 84.0%

全　　体 170 113 306 100.0% 100.0% 100.0%

問28③（夜勤専従等）勤務時間帯を限定した採用

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=174 n=114 n=312 n=174 n=114 n=312

実施している 77 47 135 44.3% 41.2% 43.3%

実施していない 97 67 177 55.7% 58.8% 56.7%

全　　体 174 114 312 100.0% 100.0% 100.0%

問28④（訪問専従等）従事業務を限定した採用

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=173 n=114 n=311 n=173 n=114 n=311

実施している 29 18 51 16.8% 15.8% 16.4%

実施していない 144 96 260 83.2% 84.2% 83.6%

全　　体 173 114 311 100.0% 100.0% 100.0%  
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（３）事業所の人材の確保状況について

問27① 計画作成担当者

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=116 n=317 n=177 n=116 n=317

過剰 3 1 4 1.7% 0.9% 1.3%

適正 146 86 248 82.5% 74.1% 78.2%

不足 28 29 65 15.8% 25.0% 20.5%

全　　体 177 116 317 100.0% 100.0% 100.0%

問27② 介護職員

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=117 n=318 n=177 n=117 n=318

過剰 7 3 10 4.0% 2.6% 3.1%

適正 80 47 136 45.2% 40.2% 42.8%

不足 90 67 172 50.8% 57.3% 54.1%

全　　体 177 117 318 100.0% 100.0% 100.0%

問27③ 看護職員

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=176 n=116 n=316 n=176 n=116 n=316

過剰 7 4 12 4.0% 3.4% 3.8%

適正 121 74 208 68.8% 63.8% 65.8%

不足 48 38 96 27.3% 32.8% 30.4%

全　　体 176 116 316 100.0% 100.0% 100.0%

問27④ 事業所全体

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=117 n=317 n=177 n=117 n=317

過剰 6 2 8 3.4% 1.7% 2.5%

適正 87 46 142 49.2% 39.3% 44.8%

不足 84 69 167 47.5% 59.0% 52.7%

全　　体 177 117 317 100.6% 100.9% 100.3%
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問28① 採用ターゲットの設定

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=170 n=112 n=303 n=170 n=112 n=303

絞込みを行っている 14 11 26 8.2% 9.8% 8.6%

幅広に設定している 156 101 277 91.8% 90.2% 91.4%

全　　体 170 112 303 100.0% 100.0% 100.0%

問28② 募集方法

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=170 n=113 n=306 n=170 n=113 n=306

特定の方法に限定している 29 17 49 17.1% 15.0% 16.0%

多様な方法を用いている 141 96 257 82.9% 85.0% 84.0%

全　　体 170 113 306 100.0% 100.0% 100.0%

問28③（夜勤専従等）勤務時間帯を限定した採用

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=174 n=114 n=312 n=174 n=114 n=312

実施している 77 47 135 44.3% 41.2% 43.3%

実施していない 97 67 177 55.7% 58.8% 56.7%

全　　体 174 114 312 100.0% 100.0% 100.0%

問28④（訪問専従等）従事業務を限定した採用

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=173 n=114 n=311 n=173 n=114 n=311

実施している 29 18 51 16.8% 15.8% 16.4%

実施していない 144 96 260 83.2% 84.2% 83.6%

全　　体 173 114 311 100.0% 100.0% 100.0%  

－ 133 －
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問29．職員の募集方法（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=174 n=116 n=313 n=174 n=116 n=313

ハローワークの活用 162 107 290 93.1% 92.2% 92.7%

福祉人材センターの活用 42 26 73 24.1% 22.4% 23.3%

民間の職業紹介の活用 54 23 82 31.0% 19.8% 26.2%

養成校など学校からの紹介 53 27 85 30.5% 23.3% 27.2%

折込チラシ・広告等の活用 95 54 158 54.6% 46.6% 50.5%

ホームページによる情報発信 81 55 143 46.6% 47.4% 45.7%

SNSによる情報発信 14 5 20 8.0% 4.3% 6.4%

介護職員初任者研修参加者への声かけ 37 17 59 21.3% 14.7% 18.8%

職員からの紹介 128 83 228 73.6% 71.6% 72.8%

利用者および家族からの紹介 27 12 42 15.5% 10.3% 13.4%

地域住民からの紹介 31 16 50 17.8% 13.8% 16.0%

就職フェア等への参加 74 45 124 42.5% 38.8% 39.6%

就職専門WEBサイトの活用 24 25 49 13.8% 21.6% 15.7%

独自の就職説明会の開催 20 9 29 11.5% 7.8% 9.3%

法人内の他事業所からの異動 78 36 126 44.8% 31.0% 40.3%

人材派遣会社の活用 48 36 88 27.6% 31.0% 28.1%

その他 6 1 7 3.4% 0.9% 2.2%

特に行っているものはない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

 

４．利用者との関係について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

問30．利用者の紹介経路（３つまで複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=117 n=319 n=178 n=117 n=319

自法人が運営する居宅介護支援事業所 61 36 107 34.3% 30.8% 33.5%

他法人が運営する居宅介護支援事業所 99 62 174 55.6% 53.0% 54.5%

自法人が運営する医療機関 13 13 29 7.3% 11.1% 9.1%

他法人が運営する医療機関 91 60 162 51.1% 51.3% 50.8%

22 18 45 12.4% 15.4% 14.1%

上記以外の地域包括支援センター 79 57 146 44.4% 48.7% 45.8%

自法人が運営する介護保険施設 5 2 7 2.8% 1.7% 2.2%

他法人が運営する介護保険施設 10 9 22 5.6% 7.7% 6.9%

6 8 15 3.4% 6.8% 4.7%

要介護者やその家族本人による問い合わせ 76 45 129 42.7% 38.5% 40.4%

18 5 24 10.1% 4.3% 7.5%

その他 3 5 8 1.7% 4.3% 2.5%

自法人が運営を受託する地域包括支援センター

自法人が運営する他の在宅介護サービス事業所

地域住民（自治会長や民生委員含む）からの紹介

 33 

問30．利用者の紹介経路（第１位）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=117 n=319 n=178 n=117 n=319

自法人が運営する居宅介護支援事業所 29 17 50 16.3% 14.5% 15.7%

他法人が運営する居宅介護支援事業所 40 23 66 22.5% 19.7% 20.7%

自法人が運営する医療機関 6 8 16 3.4% 6.8% 5.0%

他法人が運営する医療機関 31 21 58 17.4% 17.9% 18.2%

自法人が運営を受託する地域包括支援センター 9 8 20 5.1% 6.8% 6.3%

上記以外の地域包括支援センター 29 22 56 16.3% 18.8% 17.6%

自法人が運営する介護保険施設 1 1 2 0.6% 0.9% 0.6%

他法人が運営する介護保険施設 0 2 2 0.0% 1.7% 0.6%

自法人が運営する他の在宅介護サービス事業所 4 1 5 2.2% 0.9% 1.6%

要介護者やその家族本人による問い合わせ 26 10 36 14.6% 8.5% 11.3%

地域住民（自治会長や民生委員含む）からの紹介 2 1 4 1.1% 0.9% 1.3%

その他 1 3 4 0.6% 2.6% 1.3%

全　　体 178 117 319 100.0% 100.0% 100.0%  
問31．問30で「第１位」に記入した事業所・機関等からの紹介状況について、過去１年間程度の動向

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=175 n=116 n=315 n=175 n=116 n=315

増加傾向にある 63 29 99 36.0% 25.0% 31.4%

横ばい 94 59 167 53.7% 50.9% 53.0%

減少傾向にある 18 28 49 10.3% 24.1% 15.6%

全　　体 175 116 315 100.0% 100.0% 100.0%  
問32．サービス提供依頼について対応することが難しいケース（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=178 n=118 n=320 n=178 n=118 n=320

独居あるいは日中独居のケース 27 15 47 15.2% 12.7% 14.7%

看取り期にある方のケース 60 40 107 33.7% 33.9% 33.4%

医療的ケアが必要な方のケース 96 63 175 53.9% 53.4% 54.7%

認知症のBPSDがある方のケース 34 10 46 19.1% 8.5% 14.4%

医療機関から退院した直後の在宅復帰支援ケース 17 9 26 9.6% 7.6% 8.1%

入院等により長期的に関わることができないと予想されるケース 32 24 59 18.0% 20.3% 18.4%

83 55 150 46.6% 46.6% 46.9%

54 32 88 30.3% 27.1% 27.5%

17 13 32 9.6% 11.0% 10.0%

同居家族が介護に協力的でないケース 77 45 134 43.3% 38.1% 41.9%

暴力やハラスメントのある方のケース 74 50 131 41.6% 42.4% 40.9%

これまでに自法人のサービスを利用していなかったケース 1 2 3 0.6% 1.7% 0.9%

利用希望者の住まいが事業所から遠方のケース 74 53 139 41.6% 44.9% 43.4%

その他 1 1 2 0.6% 0.8% 0.6%

対応が難しいケースはない 7 5 13 3.9% 4.2% 4.1%

通いのみ、訪問のみなど特定の種類のサービス利用だけ求めているケース

【件数】 【割合】

利用者・家族が必要性に比して過大なサービス利用を求めているケース

担当のケアマネが必要性に比して過大なサービス利用を求めているケース

 

－ 134 －
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問29．職員の募集方法（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=174 n=116 n=313 n=174 n=116 n=313

ハローワークの活用 162 107 290 93.1% 92.2% 92.7%

福祉人材センターの活用 42 26 73 24.1% 22.4% 23.3%

民間の職業紹介の活用 54 23 82 31.0% 19.8% 26.2%

養成校など学校からの紹介 53 27 85 30.5% 23.3% 27.2%

折込チラシ・広告等の活用 95 54 158 54.6% 46.6% 50.5%

ホームページによる情報発信 81 55 143 46.6% 47.4% 45.7%

SNSによる情報発信 14 5 20 8.0% 4.3% 6.4%

介護職員初任者研修参加者への声かけ 37 17 59 21.3% 14.7% 18.8%

職員からの紹介 128 83 228 73.6% 71.6% 72.8%

利用者および家族からの紹介 27 12 42 15.5% 10.3% 13.4%

地域住民からの紹介 31 16 50 17.8% 13.8% 16.0%

就職フェア等への参加 74 45 124 42.5% 38.8% 39.6%

就職専門WEBサイトの活用 24 25 49 13.8% 21.6% 15.7%

独自の就職説明会の開催 20 9 29 11.5% 7.8% 9.3%

法人内の他事業所からの異動 78 36 126 44.8% 31.0% 40.3%

人材派遣会社の活用 48 36 88 27.6% 31.0% 28.1%

その他 6 1 7 3.4% 0.9% 2.2%

特に行っているものはない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

 

４．利用者との関係について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

問30．利用者の紹介経路（３つまで複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=117 n=319 n=178 n=117 n=319

自法人が運営する居宅介護支援事業所 61 36 107 34.3% 30.8% 33.5%

他法人が運営する居宅介護支援事業所 99 62 174 55.6% 53.0% 54.5%

自法人が運営する医療機関 13 13 29 7.3% 11.1% 9.1%

他法人が運営する医療機関 91 60 162 51.1% 51.3% 50.8%

22 18 45 12.4% 15.4% 14.1%

上記以外の地域包括支援センター 79 57 146 44.4% 48.7% 45.8%

自法人が運営する介護保険施設 5 2 7 2.8% 1.7% 2.2%

他法人が運営する介護保険施設 10 9 22 5.6% 7.7% 6.9%

6 8 15 3.4% 6.8% 4.7%

要介護者やその家族本人による問い合わせ 76 45 129 42.7% 38.5% 40.4%

18 5 24 10.1% 4.3% 7.5%

その他 3 5 8 1.7% 4.3% 2.5%

自法人が運営を受託する地域包括支援センター

自法人が運営する他の在宅介護サービス事業所

地域住民（自治会長や民生委員含む）からの紹介
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問30．利用者の紹介経路（第１位）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=117 n=319 n=178 n=117 n=319

自法人が運営する居宅介護支援事業所 29 17 50 16.3% 14.5% 15.7%

他法人が運営する居宅介護支援事業所 40 23 66 22.5% 19.7% 20.7%

自法人が運営する医療機関 6 8 16 3.4% 6.8% 5.0%

他法人が運営する医療機関 31 21 58 17.4% 17.9% 18.2%

自法人が運営を受託する地域包括支援センター 9 8 20 5.1% 6.8% 6.3%

上記以外の地域包括支援センター 29 22 56 16.3% 18.8% 17.6%

自法人が運営する介護保険施設 1 1 2 0.6% 0.9% 0.6%

他法人が運営する介護保険施設 0 2 2 0.0% 1.7% 0.6%

自法人が運営する他の在宅介護サービス事業所 4 1 5 2.2% 0.9% 1.6%

要介護者やその家族本人による問い合わせ 26 10 36 14.6% 8.5% 11.3%

地域住民（自治会長や民生委員含む）からの紹介 2 1 4 1.1% 0.9% 1.3%

その他 1 3 4 0.6% 2.6% 1.3%

全　　体 178 117 319 100.0% 100.0% 100.0%  
問31．問30で「第１位」に記入した事業所・機関等からの紹介状況について、過去１年間程度の動向

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=175 n=116 n=315 n=175 n=116 n=315

増加傾向にある 63 29 99 36.0% 25.0% 31.4%

横ばい 94 59 167 53.7% 50.9% 53.0%

減少傾向にある 18 28 49 10.3% 24.1% 15.6%

全　　体 175 116 315 100.0% 100.0% 100.0%  
問32．サービス提供依頼について対応することが難しいケース（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=178 n=118 n=320 n=178 n=118 n=320

独居あるいは日中独居のケース 27 15 47 15.2% 12.7% 14.7%

看取り期にある方のケース 60 40 107 33.7% 33.9% 33.4%

医療的ケアが必要な方のケース 96 63 175 53.9% 53.4% 54.7%

認知症のBPSDがある方のケース 34 10 46 19.1% 8.5% 14.4%

医療機関から退院した直後の在宅復帰支援ケース 17 9 26 9.6% 7.6% 8.1%

入院等により長期的に関わることができないと予想されるケース 32 24 59 18.0% 20.3% 18.4%

83 55 150 46.6% 46.6% 46.9%

54 32 88 30.3% 27.1% 27.5%

17 13 32 9.6% 11.0% 10.0%

同居家族が介護に協力的でないケース 77 45 134 43.3% 38.1% 41.9%

暴力やハラスメントのある方のケース 74 50 131 41.6% 42.4% 40.9%

これまでに自法人のサービスを利用していなかったケース 1 2 3 0.6% 1.7% 0.9%

利用希望者の住まいが事業所から遠方のケース 74 53 139 41.6% 44.9% 43.4%

その他 1 1 2 0.6% 0.8% 0.6%

対応が難しいケースはない 7 5 13 3.9% 4.2% 4.1%

通いのみ、訪問のみなど特定の種類のサービス利用だけ求めているケース

【件数】 【割合】

利用者・家族が必要性に比して過大なサービス利用を求めているケース

担当のケアマネが必要性に比して過大なサービス利用を求めているケース
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問33．サービス提供時に特に重視している点（３つまで複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=147 n=100 n=266 n=147 n=100 n=266

サービス開始時の集中的なケアによるアセスメント 19 18 40 12.9% 18.0% 15.0%

アセスメントに基づく必要なサービス量の設定 35 27 66 23.8% 27.0% 24.8%

サービス開始時の集中的なケアの提供による状態の安定化 20 17 39 13.6% 17.0% 14.7%

根拠に基づく利用者へのサービス内容の説明 13 10 23 8.8% 10.0% 8.6%

事業所側からの予防的なコールなど先手対応の実施 3 2 6 2.0% 2.0% 2.3%

利用者の住まいでの生活を把握するための訪問の強化 11 3 14 7.5% 3.0% 5.3%

事業所内での魅力的なアクティビティの提供 13 7 20 8.8% 7.0% 7.5%

通いのサービスでの外出・地域活動への参加 24 12 38 16.3% 12.0% 14.3%

緊急時等における急な宿泊ニーズへの対応 40 19 66 27.2% 19.0% 24.8%

3種類のサービスのバランスの良い利用 12 10 23 8.2% 10.0% 8.6%

介護職員間での密な情報共有 30 34 69 20.4% 34.0% 25.9%

介護職員と計画作成担当者との密な情報共有 27 17 49 18.4% 17.0% 18.4%

介護職員と看護職員との密な情報共有 26 19 48 17.7% 19.0% 18.0%

なじみの職員による一体的なケアの提供 50 33 93 34.0% 33.0% 35.0%

利用者ニーズに即した柔軟なサービス提供 97 64 175 66.0% 64.0% 65.8%

その他 3 0 3 2.0% 0.0% 1.1%

特に重視しているものはない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

【件数】 【割合】
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問34．訪問・通い・宿泊それぞれにおいて提供するケアの状況

①（訪問介護等で提供するような）身体介護や生活援助を提供するケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=118 n=318 n=177 n=118 n=318

かなりある 60 35 105 33.9% 29.7% 33.0%

多くはないがある 104 66 183 58.8% 55.9% 57.5%

ほとんどない 13 13 26 7.3% 11.0% 8.2%

全くない 0 4 4 0.0% 3.4% 1.3%

全　　体 177 118 318 100.0% 100.0% 100.0%

②短時間の見守りのための訪問を行うケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=118 n=320 n=178 n=118 n=320

かなりある 66 23 100 37.1% 19.5% 31.3%

多くはないがある 80 66 158 44.9% 55.9% 49.4%

ほとんどない 29 25 55 16.3% 21.2% 17.2%

全くない 3 4 7 1.7% 3.4% 2.2%

全　　体 178 118 320 100.0% 100.0% 100.0%

③地域活動への参加や（通院介助以外の）外出を支援するケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=118 n=319 n=177 n=118 n=319

かなりある 24 7 33 13.6% 5.9% 10.3%

多くはないがある 90 59 163 50.8% 50.0% 51.1%

ほとんどない 49 38 92 27.7% 32.2% 28.8%

全くない 14 14 31 7.9% 11.9% 9.7%

全　　体 177 118 319 100.0% 100.0% 100.0%

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=118 n=319 n=178 n=118 n=319

かなりある 24 10 35 13.5% 8.5% 11.0%

多くはないがある 88 55 154 49.4% 46.6% 48.3%

ほとんどない 49 42 99 27.5% 35.6% 31.0%

全くない 17 11 31 9.6% 9.3% 9.7%

全　　体 178 118 319 100.0% 100.0% 100.0%

④上記以外の利用者が社会生活を送る上で必要なサービスを提供するケース（郵便物の整理、行政手続きの

　支援など）
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問33．サービス提供時に特に重視している点（３つまで複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=147 n=100 n=266 n=147 n=100 n=266

サービス開始時の集中的なケアによるアセスメント 19 18 40 12.9% 18.0% 15.0%

アセスメントに基づく必要なサービス量の設定 35 27 66 23.8% 27.0% 24.8%

サービス開始時の集中的なケアの提供による状態の安定化 20 17 39 13.6% 17.0% 14.7%

根拠に基づく利用者へのサービス内容の説明 13 10 23 8.8% 10.0% 8.6%

事業所側からの予防的なコールなど先手対応の実施 3 2 6 2.0% 2.0% 2.3%

利用者の住まいでの生活を把握するための訪問の強化 11 3 14 7.5% 3.0% 5.3%

事業所内での魅力的なアクティビティの提供 13 7 20 8.8% 7.0% 7.5%

通いのサービスでの外出・地域活動への参加 24 12 38 16.3% 12.0% 14.3%

緊急時等における急な宿泊ニーズへの対応 40 19 66 27.2% 19.0% 24.8%

3種類のサービスのバランスの良い利用 12 10 23 8.2% 10.0% 8.6%

介護職員間での密な情報共有 30 34 69 20.4% 34.0% 25.9%

介護職員と計画作成担当者との密な情報共有 27 17 49 18.4% 17.0% 18.4%

介護職員と看護職員との密な情報共有 26 19 48 17.7% 19.0% 18.0%

なじみの職員による一体的なケアの提供 50 33 93 34.0% 33.0% 35.0%

利用者ニーズに即した柔軟なサービス提供 97 64 175 66.0% 64.0% 65.8%

その他 3 0 3 2.0% 0.0% 1.1%

特に重視しているものはない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

【件数】 【割合】
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問34．訪問・通い・宿泊それぞれにおいて提供するケアの状況

①（訪問介護等で提供するような）身体介護や生活援助を提供するケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=118 n=318 n=177 n=118 n=318

かなりある 60 35 105 33.9% 29.7% 33.0%

多くはないがある 104 66 183 58.8% 55.9% 57.5%

ほとんどない 13 13 26 7.3% 11.0% 8.2%

全くない 0 4 4 0.0% 3.4% 1.3%

全　　体 177 118 318 100.0% 100.0% 100.0%

②短時間の見守りのための訪問を行うケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=118 n=320 n=178 n=118 n=320

かなりある 66 23 100 37.1% 19.5% 31.3%

多くはないがある 80 66 158 44.9% 55.9% 49.4%

ほとんどない 29 25 55 16.3% 21.2% 17.2%

全くない 3 4 7 1.7% 3.4% 2.2%

全　　体 178 118 320 100.0% 100.0% 100.0%

③地域活動への参加や（通院介助以外の）外出を支援するケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=118 n=319 n=177 n=118 n=319

かなりある 24 7 33 13.6% 5.9% 10.3%

多くはないがある 90 59 163 50.8% 50.0% 51.1%

ほとんどない 49 38 92 27.7% 32.2% 28.8%

全くない 14 14 31 7.9% 11.9% 9.7%

全　　体 177 118 319 100.0% 100.0% 100.0%

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=118 n=319 n=178 n=118 n=319

かなりある 24 10 35 13.5% 8.5% 11.0%

多くはないがある 88 55 154 49.4% 46.6% 48.3%

ほとんどない 49 42 99 27.5% 35.6% 31.0%

全くない 17 11 31 9.6% 9.3% 9.7%

全　　体 178 118 319 100.0% 100.0% 100.0%

④上記以外の利用者が社会生活を送る上で必要なサービスを提供するケース（郵便物の整理、行政手続きの

　支援など）
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⑤事業所内で趣味的なアクティビティを提供するケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=119 n=321 n=178 n=119 n=321

かなりある 79 47 141 44.4% 39.5% 43.9%

多くはないがある 83 64 155 46.6% 53.8% 48.3%

ほとんどない 15 7 23 8.4% 5.9% 7.2%

全くない 1 1 2 0.6% 0.8% 0.6%

全　　体 178 119 321 100.0% 100.0% 100.0%

⑥事業所内で機能訓練を提供するケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=119 n=321 n=178 n=119 n=321

かなりある 45 21 69 25.3% 17.6% 21.5%

多くはないがある 89 62 163 50.0% 52.1% 50.8%

ほとんどない 39 33 81 21.9% 27.7% 25.2%

全くない 5 3 8 2.8% 2.5% 2.5%

全　　体 178 119 321 100.0% 100.0% 100.0%

⑦利用者ニーズに応じて柔軟な通いサービスを提供するケース（短時間利用、長時間利用など）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=118 n=320 n=178 n=118 n=320

かなりある 103 52 169 57.9% 44.1% 52.8%

多くはないがある 74 61 144 41.6% 51.7% 45.0%

ほとんどない 1 5 7 0.6% 4.2% 2.2%

全くない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

全　　体 178 118 320 100.0% 100.0% 100.0%

⑧アクティビティの一環として事業所の近隣へ外出するケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=118 n=319 n=177 n=118 n=319

かなりある 52 28 89 29.4% 23.7% 27.9%

多くはないがある 107 79 198 60.5% 66.9% 62.1%

ほとんどない 16 9 28 9.0% 7.6% 8.8%

全くない 2 2 4 1.1% 1.7% 1.3%

全　　体 177 118 319 100.0% 100.0% 100.0%  
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⑨アクティビティの一環として地域行事への参加や（清掃等）地域活動を行うケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=117 n=318 n=177 n=117 n=318

かなりある 22 11 36 12.4% 9.4% 11.3%

多くはないがある 97 69 180 54.8% 59.0% 56.6%

ほとんどない 46 32 85 26.0% 27.4% 26.7%

全くない 12 5 17 6.8% 4.3% 5.3%

全　　体 177 117 318 100.0% 100.0% 100.0%

⑩利用者家族のレスパイトを主目的とした計画的な宿泊をするケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=119 n=321 n=178 n=119 n=321

かなりある 69 38 115 38.8% 31.9% 35.8%

多くはないがある 83 67 163 46.6% 56.3% 50.8%

ほとんどない 17 9 29 9.6% 7.6% 9.0%

全くない 9 5 14 5.1% 4.2% 4.4%

全　　体 178 119 321 100.0% 100.0% 100.0%

⑪利用者家族の急病など、緊急時の宿泊受入れを行うケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=119 n=321 n=178 n=119 n=321

かなりある 69 38 115 38.8% 31.9% 35.8%

多くはないがある 83 67 163 46.6% 56.3% 50.8%

ほとんどない 17 9 29 9.6% 7.6% 9.0%

全くない 9 5 14 5.1% 4.2% 4.4%

全　　体 178 119 321 100.0% 100.0% 100.0%

⑫宿泊サービスの利用が長期化しているケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=119 n=321 n=178 n=119 n=321

かなりある 66 39 111 37.1% 32.8% 34.6%

多くはないがある 83 42 138 46.6% 35.3% 43.0%

ほとんどない 17 24 44 9.6% 20.2% 13.7%

全くない 12 14 28 6.7% 11.8% 8.7%

全　　体 178 119 321 100.0% 100.0% 100.0%  
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⑤事業所内で趣味的なアクティビティを提供するケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=119 n=321 n=178 n=119 n=321

かなりある 79 47 141 44.4% 39.5% 43.9%

多くはないがある 83 64 155 46.6% 53.8% 48.3%

ほとんどない 15 7 23 8.4% 5.9% 7.2%

全くない 1 1 2 0.6% 0.8% 0.6%

全　　体 178 119 321 100.0% 100.0% 100.0%

⑥事業所内で機能訓練を提供するケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=119 n=321 n=178 n=119 n=321

かなりある 45 21 69 25.3% 17.6% 21.5%

多くはないがある 89 62 163 50.0% 52.1% 50.8%

ほとんどない 39 33 81 21.9% 27.7% 25.2%

全くない 5 3 8 2.8% 2.5% 2.5%

全　　体 178 119 321 100.0% 100.0% 100.0%

⑦利用者ニーズに応じて柔軟な通いサービスを提供するケース（短時間利用、長時間利用など）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=118 n=320 n=178 n=118 n=320

かなりある 103 52 169 57.9% 44.1% 52.8%

多くはないがある 74 61 144 41.6% 51.7% 45.0%

ほとんどない 1 5 7 0.6% 4.2% 2.2%

全くない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

全　　体 178 118 320 100.0% 100.0% 100.0%

⑧アクティビティの一環として事業所の近隣へ外出するケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=118 n=319 n=177 n=118 n=319

かなりある 52 28 89 29.4% 23.7% 27.9%

多くはないがある 107 79 198 60.5% 66.9% 62.1%

ほとんどない 16 9 28 9.0% 7.6% 8.8%

全くない 2 2 4 1.1% 1.7% 1.3%

全　　体 177 118 319 100.0% 100.0% 100.0%  
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⑨アクティビティの一環として地域行事への参加や（清掃等）地域活動を行うケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=177 n=117 n=318 n=177 n=117 n=318

かなりある 22 11 36 12.4% 9.4% 11.3%

多くはないがある 97 69 180 54.8% 59.0% 56.6%

ほとんどない 46 32 85 26.0% 27.4% 26.7%

全くない 12 5 17 6.8% 4.3% 5.3%

全　　体 177 117 318 100.0% 100.0% 100.0%

⑩利用者家族のレスパイトを主目的とした計画的な宿泊をするケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=119 n=321 n=178 n=119 n=321

かなりある 69 38 115 38.8% 31.9% 35.8%

多くはないがある 83 67 163 46.6% 56.3% 50.8%

ほとんどない 17 9 29 9.6% 7.6% 9.0%

全くない 9 5 14 5.1% 4.2% 4.4%

全　　体 178 119 321 100.0% 100.0% 100.0%

⑪利用者家族の急病など、緊急時の宿泊受入れを行うケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=119 n=321 n=178 n=119 n=321

かなりある 69 38 115 38.8% 31.9% 35.8%

多くはないがある 83 67 163 46.6% 56.3% 50.8%

ほとんどない 17 9 29 9.6% 7.6% 9.0%

全くない 9 5 14 5.1% 4.2% 4.4%

全　　体 178 119 321 100.0% 100.0% 100.0%

⑫宿泊サービスの利用が長期化しているケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=178 n=119 n=321 n=178 n=119 n=321

かなりある 66 39 111 37.1% 32.8% 34.6%

多くはないがある 83 42 138 46.6% 35.3% 43.0%

ほとんどない 17 24 44 9.6% 20.2% 13.7%

全くない 12 14 28 6.7% 11.8% 8.7%

全　　体 178 119 321 100.0% 100.0% 100.0%  

－ 139 －
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⑬登録利用者以外の短期利用を受け入れるケース

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=178 n=119 n=320 n=178 n=119 n=320

かなりある 2 2 4 1.1% 1.7% 1.3%

多くはないがある 28 21 50 15.7% 17.6% 15.6%

ほとんどない 31 23 57 17.4% 19.3% 17.8%

全くない 117 73 209 65.7% 61.3% 65.3%

全　　体 178 119 320 100.0% 100.0% 100.0%

問35．サービスの質の向上に向けて実施している取組み（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=178 n=118 n=320 n=178 n=118 n=320

ケアに関するガイドライン(指針)やマニュアルの策定 114 70 197 64.0% 59.3% 61.6%

のガイドライン（指針）やマニュアルの定期・随時の見直し・改善 83 47 138 46.6% 39.8% 43.1%

アセスメント項目の可視化・共通化 82 51 140 46.1% 43.2% 43.8%

25 16 46 14.0% 13.6% 14.4%

88 60 156 49.4% 50.8% 48.8%

身体介護に関する技術向上のための職員育成・研修 121 73 209 68.0% 61.9% 65.3%

生活援助に関する技術向上のための職員育成・研修 61 40 109 34.3% 33.9% 34.1%

60 34 99 33.7% 28.8% 30.9%

72 48 126 40.4% 40.7% 39.4%

115 73 199 64.6% 61.9% 62.2%

事業所内での情報共有の円滑化に向けた工夫 141 91 249 79.2% 77.1% 77.8%

他職種・他事業所との情報共有の円滑化に向けた工夫 61 42 114 34.3% 35.6% 35.6%

128 74 222 71.9% 62.7% 69.4%

69 38 116 38.8% 32.2% 36.3%

125 83 224 70.2% 70.3% 70.0%

ISOなど品質管理のための認証の取得に向けた取組み 9 10 19 5.1% 8.5% 5.9%

委員会やQCサークルなどの小集団活動を通じた業務改善活動の実施 36 12 51 20.2% 10.2% 15.9%

クレームや苦情をサービスの改善につなげる仕組みづくり 104 61 176 58.4% 51.7% 55.0%

法令や各種基準の遵守に向けた内部監査や業務管理体制の整備 65 31 102 36.5% 26.3% 31.9%

その他 1 2 3 0.6% 1.7% 0.9%

特に実施していることはない 0 0 1 0.0% 0.0% 0.3%

訪問介護など滞在型のサービスとの違いに関する研修の実施・外部研修への派遣

職員を指導する管理者・リーダー層による介護技術・関連知識の定期・随時の更新

サービスに対する自己評価や外部評価をサービス改善につなげる仕組みづくり

運営推進会議での議論や指摘事項をサービス改善につなげる仕組みづくり

管理者やケアマネジャー、看護師など複数の職種が直接的な介護へ参画する仕組みづくり

満足度調査や家族会の開催など利用者のサービス意向や満足度を事後的に把握する取組み

小規模多機能型居宅介護におけるサービス提供やプラン作成に関する研修の実施・外部研修への派遣

管理者やリーダー層の介護技術や知識を事業所全体で共有・公開する工夫

【件数】 【割合】

【件数】 【割合】
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５．事業所の内部業務について

問36．内部業務全般で特に作業負担が大きいと感じる業務（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=176 n=119 n=319 n=176 n=119 n=319

利用者に関する記録の作成 93 58 166 52.8% 48.7% 52.0%

事業所内の職員間での利用者情報の共有 40 22 66 22.7% 18.5% 20.7%

外部の事業所や専門職との利用者情報の共有 19 12 33 10.8% 10.1% 10.3%

各種書類の保管・保存 56 41 102 31.8% 34.5% 32.0%

職員の訪問ルートやシフトの作成 81 47 141 46.0% 39.5% 44.2%

職員の勤怠管理・給与計算 24 14 41 13.6% 11.8% 12.9%

急なキャンセルや介護事故など突発的事象への対応 42 31 79 23.9% 26.1% 24.8%

利用者からの誤コールへの対応 5 4 10 2.8% 3.4% 3.1%

利用者からの軽微な問題によるコールへの対応 14 18 37 8.0% 15.1% 11.6%

利用者やその家族等からのクレームへの対応 37 17 56 21.0% 14.3% 17.6%

職員からの急な欠勤連絡への対応 68 34 113 38.6% 28.6% 35.4%

利用者の送迎対応 40 34 81 22.7% 28.6% 25.4%

報酬請求事務 34 26 65 19.3% 21.8% 20.4%

未収金の管理・回収 29 18 48 16.5% 15.1% 15.0%

食材等の発注や外部業者との調整・交渉 14 15 32 8.0% 12.6% 10.0%

利用者獲得のための営業訪問 42 46 92 23.9% 38.7% 28.8%

事業所の収支管理 32 16 49 18.2% 13.4% 15.4%

契約時の利用者に対するサービス内容の説明 15 10 25 8.5% 8.4% 7.8%

契約時の他の専門職に対するサービス内容の説明 5 4 9 2.8% 3.4% 2.8%

職員の採用活動 51 39 96 29.0% 32.8% 30.1%

会議や研修等に向けた準備・調整・実施 59 34 97 33.5% 28.6% 30.4%

自治体による実地指導・監査への対応 52 36 91 29.5% 30.3% 28.5%

その他 4 5 9 2.3% 4.2% 2.8%

特に負担となる業務はない 10 5 15 5.7% 4.2% 4.7%

【件数】 【割合】

 

－ 140 －
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⑬登録利用者以外の短期利用を受け入れるケース

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=178 n=119 n=320 n=178 n=119 n=320

かなりある 2 2 4 1.1% 1.7% 1.3%

多くはないがある 28 21 50 15.7% 17.6% 15.6%

ほとんどない 31 23 57 17.4% 19.3% 17.8%

全くない 117 73 209 65.7% 61.3% 65.3%

全　　体 178 119 320 100.0% 100.0% 100.0%

問35．サービスの質の向上に向けて実施している取組み（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=178 n=118 n=320 n=178 n=118 n=320

ケアに関するガイドライン(指針)やマニュアルの策定 114 70 197 64.0% 59.3% 61.6%

のガイドライン（指針）やマニュアルの定期・随時の見直し・改善 83 47 138 46.6% 39.8% 43.1%

アセスメント項目の可視化・共通化 82 51 140 46.1% 43.2% 43.8%

25 16 46 14.0% 13.6% 14.4%

88 60 156 49.4% 50.8% 48.8%

身体介護に関する技術向上のための職員育成・研修 121 73 209 68.0% 61.9% 65.3%

生活援助に関する技術向上のための職員育成・研修 61 40 109 34.3% 33.9% 34.1%

60 34 99 33.7% 28.8% 30.9%

72 48 126 40.4% 40.7% 39.4%

115 73 199 64.6% 61.9% 62.2%

事業所内での情報共有の円滑化に向けた工夫 141 91 249 79.2% 77.1% 77.8%

他職種・他事業所との情報共有の円滑化に向けた工夫 61 42 114 34.3% 35.6% 35.6%

128 74 222 71.9% 62.7% 69.4%

69 38 116 38.8% 32.2% 36.3%

125 83 224 70.2% 70.3% 70.0%

ISOなど品質管理のための認証の取得に向けた取組み 9 10 19 5.1% 8.5% 5.9%

委員会やQCサークルなどの小集団活動を通じた業務改善活動の実施 36 12 51 20.2% 10.2% 15.9%

クレームや苦情をサービスの改善につなげる仕組みづくり 104 61 176 58.4% 51.7% 55.0%

法令や各種基準の遵守に向けた内部監査や業務管理体制の整備 65 31 102 36.5% 26.3% 31.9%

その他 1 2 3 0.6% 1.7% 0.9%

特に実施していることはない 0 0 1 0.0% 0.0% 0.3%

訪問介護など滞在型のサービスとの違いに関する研修の実施・外部研修への派遣

職員を指導する管理者・リーダー層による介護技術・関連知識の定期・随時の更新

サービスに対する自己評価や外部評価をサービス改善につなげる仕組みづくり

運営推進会議での議論や指摘事項をサービス改善につなげる仕組みづくり

管理者やケアマネジャー、看護師など複数の職種が直接的な介護へ参画する仕組みづくり

満足度調査や家族会の開催など利用者のサービス意向や満足度を事後的に把握する取組み

小規模多機能型居宅介護におけるサービス提供やプラン作成に関する研修の実施・外部研修への派遣

管理者やリーダー層の介護技術や知識を事業所全体で共有・公開する工夫

【件数】 【割合】

【件数】 【割合】
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５．事業所の内部業務について

問36．内部業務全般で特に作業負担が大きいと感じる業務（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=176 n=119 n=319 n=176 n=119 n=319

利用者に関する記録の作成 93 58 166 52.8% 48.7% 52.0%

事業所内の職員間での利用者情報の共有 40 22 66 22.7% 18.5% 20.7%

外部の事業所や専門職との利用者情報の共有 19 12 33 10.8% 10.1% 10.3%

各種書類の保管・保存 56 41 102 31.8% 34.5% 32.0%

職員の訪問ルートやシフトの作成 81 47 141 46.0% 39.5% 44.2%

職員の勤怠管理・給与計算 24 14 41 13.6% 11.8% 12.9%

急なキャンセルや介護事故など突発的事象への対応 42 31 79 23.9% 26.1% 24.8%

利用者からの誤コールへの対応 5 4 10 2.8% 3.4% 3.1%

利用者からの軽微な問題によるコールへの対応 14 18 37 8.0% 15.1% 11.6%

利用者やその家族等からのクレームへの対応 37 17 56 21.0% 14.3% 17.6%

職員からの急な欠勤連絡への対応 68 34 113 38.6% 28.6% 35.4%

利用者の送迎対応 40 34 81 22.7% 28.6% 25.4%

報酬請求事務 34 26 65 19.3% 21.8% 20.4%

未収金の管理・回収 29 18 48 16.5% 15.1% 15.0%

食材等の発注や外部業者との調整・交渉 14 15 32 8.0% 12.6% 10.0%

利用者獲得のための営業訪問 42 46 92 23.9% 38.7% 28.8%

事業所の収支管理 32 16 49 18.2% 13.4% 15.4%

契約時の利用者に対するサービス内容の説明 15 10 25 8.5% 8.4% 7.8%

契約時の他の専門職に対するサービス内容の説明 5 4 9 2.8% 3.4% 2.8%

職員の採用活動 51 39 96 29.0% 32.8% 30.1%

会議や研修等に向けた準備・調整・実施 59 34 97 33.5% 28.6% 30.4%

自治体による実地指導・監査への対応 52 36 91 29.5% 30.3% 28.5%

その他 4 5 9 2.3% 4.2% 2.8%

特に負担となる業務はない 10 5 15 5.7% 4.2% 4.7%

【件数】 【割合】

 

－ 141 －
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問37．作業負担の軽減のために行っている取組み（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=177 n=116 n=316 n=177 n=116 n=316

記録やアセスメントなどの統一書式の作成 101 51 157 57.1% 44.0% 49.7%

利用者記録に関する記入項目の簡素化 79 55 141 44.6% 47.4% 44.6%

記録や情報共有におけるICTの活用 22 8 30 12.4% 6.9% 9.5%

TV会議やe-ラーニング等の会議・研修におけるICTの活用 6 10 17 3.4% 8.6% 5.4%

訪問ルートやシフト作成におけるソフトウェアの活用 4 4 8 2.3% 3.4% 2.5%

報酬請求や給与計算等におけるソフトウェアの使用 73 49 127 41.2% 42.2% 40.2%

法人本部への事務作業の集約化 44 33 81 24.9% 28.4% 25.6%

専門職を補助する職員やボランティアの配置 8 11 21 4.5% 9.5% 6.6%

経理や労務管理等の間接業務の外部委託 10 9 19 5.6% 7.8% 6.0%

多様なケアニーズに対応できる職員の育成 47 25 77 26.6% 21.6% 24.4%

5 3 8 2.8% 2.6% 2.5%

手の空いた職員間での作業分担の実施 82 54 149 46.3% 46.6% 47.2%

業務分掌や意思決定ルールの明確化 21 18 43 11.9% 15.5% 13.6%

業務フローや業務マニュアルの整備 66 37 108 37.3% 31.9% 34.2%

事業所内の業務分析と作業課題の洗い出し 41 22 69 23.2% 19.0% 21.8%

サービス内容に関する説明ツールの作成 14 7 22 7.9% 6.0% 7.0%

その他 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

特に行っているものはない 4 3 9 2.3% 2.6% 2.8%

【件数】 【割合】

業務効率化やタイムマネジメント手法に関する教育・情報提供

問38．勤務日１日あたりの所定労働時間に占める「待機時間」（アイドルタイム）の割合

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=174 n=118 n=315 n=174 n=118 n=315

発生していない 118 75 210 67.8% 63.6% 66.7%

１割未満 34 20 56 19.5% 16.9% 17.8%

１割以上２割未満 7 10 18 4.0% 8.5% 5.7%

２割以上３割未満 1 0 3 0.6% 0.0% 1.0%

３割以上５割未満 2 0 2 1.1% 0.0% 0.6%

５割以上 0 1 1 0.0% 0.8% 0.3%

把握していない・不明 12 12 25 6.9% 10.2% 7.9%

全　　体 174 118 315 100.0% 100.0% 100.0%
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【問38で「発生していない」～「５割以上」と回答した事業所のみ】

問39．「待機時間」（アイドルタイム）削減のために実施している取組み（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=125 n=81 n=220 n=125 n=81 n=220

職員の他の介護サービスとの兼務 27 24 56 21.6% 29.6% 25.5%

細かな訪問ルートや勤務シフトの調整 48 29 83 38.4% 35.8% 37.7%

サテライト型事業所との業務の調整 2 1 3 1.6% 1.2% 1.4%

短期利用や基準該当サービスの受入れによる業務量確保 3 2 6 2.4% 2.5% 2.7%

「隙間」の時間でできる業務の切り出し 34 29 69 27.2% 35.8% 31.4%

ICT等を活用した外出先での作業環境の整備 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

連絡や情報共有を円滑化するための仕組みづくり 17 9 29 13.6% 11.1% 13.2%

待機時間に行う業務内容の明示 26 17 48 20.8% 21.0% 21.8%

0 3 3 0.0% 3.7% 1.4%

各職員の業務量の把握・見直し 53 37 96 42.4% 45.7% 43.6%

その他 1 1 2 0.8% 1.2% 0.9%

特に行っているものはない 30 12 43 24.0% 14.8% 19.5%

【件数】 【割合】

職員向けのアイドルタイムや生産性に関する研修や情報提供

６．多職種や地域との関係について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

問40．サービスの内容や使い方などに関する普及・啓発に向けた取組みの実施状況（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=176 n=116 n=315 n=176 n=116 n=315

ケアマネジャー等への個別訪問による説明 50 41 97 28.4% 35.3% 30.8%

事業所・法人単独での勉強会・説明会の開催 51 24 82 29.0% 20.7% 26.0%

行政と連携した勉強会・説明会の開催 29 11 42 16.5% 9.5% 13.3%

34 20 55 19.3% 17.2% 17.5%

自治会や民生委員等と連携した勉強会・説明会の開催 17 21 40 9.7% 18.1% 12.7%

事業者連絡会と連携した勉強会・説明会の開催 40 23 67 22.7% 19.8% 21.3%

サービスに関するモデルプランの提示・公開 8 5 14 4.5% 4.3% 4.4%

既存利用者の改善等好事例の提示・公開 17 8 25 9.7% 6.9% 7.9%

運営推進会議を通じた情報提供 149 99 268 84.7% 85.3% 85.1%

サービスの啓発のための情報紙の作成・配布 47 28 79 26.7% 24.1% 25.1%

マスメディア等への寄稿・取材対応 7 2 9 4.0% 1.7% 2.9%

事業所見学会の実施 55 31 93 31.3% 26.7% 29.5%

24 10 35 13.6% 8.6% 11.1%

行政に対する普及啓発策の提案 9 4 13 5.1% 3.4% 4.1%

地域包括支援センターに対する普及啓発策の提案 21 12 37 11.9% 10.3% 11.7%

その他 3 3 6 1.7% 2.6% 1.9%

特に取組みは行っていない 7 2 11 4.0% 1.7% 3.5%

地域包括支援センターと連携した勉強会・説明会の開催

事業所開設にあたっての住民や多職種への説明や意見聴取

【件数】 【割合】

－ 142 －
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問37．作業負担の軽減のために行っている取組み（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=177 n=116 n=316 n=177 n=116 n=316

記録やアセスメントなどの統一書式の作成 101 51 157 57.1% 44.0% 49.7%

利用者記録に関する記入項目の簡素化 79 55 141 44.6% 47.4% 44.6%

記録や情報共有におけるICTの活用 22 8 30 12.4% 6.9% 9.5%

TV会議やe-ラーニング等の会議・研修におけるICTの活用 6 10 17 3.4% 8.6% 5.4%

訪問ルートやシフト作成におけるソフトウェアの活用 4 4 8 2.3% 3.4% 2.5%

報酬請求や給与計算等におけるソフトウェアの使用 73 49 127 41.2% 42.2% 40.2%

法人本部への事務作業の集約化 44 33 81 24.9% 28.4% 25.6%

専門職を補助する職員やボランティアの配置 8 11 21 4.5% 9.5% 6.6%

経理や労務管理等の間接業務の外部委託 10 9 19 5.6% 7.8% 6.0%

多様なケアニーズに対応できる職員の育成 47 25 77 26.6% 21.6% 24.4%

5 3 8 2.8% 2.6% 2.5%

手の空いた職員間での作業分担の実施 82 54 149 46.3% 46.6% 47.2%

業務分掌や意思決定ルールの明確化 21 18 43 11.9% 15.5% 13.6%

業務フローや業務マニュアルの整備 66 37 108 37.3% 31.9% 34.2%

事業所内の業務分析と作業課題の洗い出し 41 22 69 23.2% 19.0% 21.8%

サービス内容に関する説明ツールの作成 14 7 22 7.9% 6.0% 7.0%

その他 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

特に行っているものはない 4 3 9 2.3% 2.6% 2.8%

【件数】 【割合】

業務効率化やタイムマネジメント手法に関する教育・情報提供

問38．勤務日１日あたりの所定労働時間に占める「待機時間」（アイドルタイム）の割合

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=174 n=118 n=315 n=174 n=118 n=315

発生していない 118 75 210 67.8% 63.6% 66.7%

１割未満 34 20 56 19.5% 16.9% 17.8%

１割以上２割未満 7 10 18 4.0% 8.5% 5.7%

２割以上３割未満 1 0 3 0.6% 0.0% 1.0%

３割以上５割未満 2 0 2 1.1% 0.0% 0.6%

５割以上 0 1 1 0.0% 0.8% 0.3%

把握していない・不明 12 12 25 6.9% 10.2% 7.9%

全　　体 174 118 315 100.0% 100.0% 100.0%
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【問38で「発生していない」～「５割以上」と回答した事業所のみ】

問39．「待機時間」（アイドルタイム）削減のために実施している取組み（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=125 n=81 n=220 n=125 n=81 n=220

職員の他の介護サービスとの兼務 27 24 56 21.6% 29.6% 25.5%

細かな訪問ルートや勤務シフトの調整 48 29 83 38.4% 35.8% 37.7%

サテライト型事業所との業務の調整 2 1 3 1.6% 1.2% 1.4%

短期利用や基準該当サービスの受入れによる業務量確保 3 2 6 2.4% 2.5% 2.7%

「隙間」の時間でできる業務の切り出し 34 29 69 27.2% 35.8% 31.4%

ICT等を活用した外出先での作業環境の整備 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

連絡や情報共有を円滑化するための仕組みづくり 17 9 29 13.6% 11.1% 13.2%

待機時間に行う業務内容の明示 26 17 48 20.8% 21.0% 21.8%

0 3 3 0.0% 3.7% 1.4%

各職員の業務量の把握・見直し 53 37 96 42.4% 45.7% 43.6%

その他 1 1 2 0.8% 1.2% 0.9%

特に行っているものはない 30 12 43 24.0% 14.8% 19.5%

【件数】 【割合】

職員向けのアイドルタイムや生産性に関する研修や情報提供

６．多職種や地域との関係について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

問40．サービスの内容や使い方などに関する普及・啓発に向けた取組みの実施状況（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=176 n=116 n=315 n=176 n=116 n=315

ケアマネジャー等への個別訪問による説明 50 41 97 28.4% 35.3% 30.8%

事業所・法人単独での勉強会・説明会の開催 51 24 82 29.0% 20.7% 26.0%

行政と連携した勉強会・説明会の開催 29 11 42 16.5% 9.5% 13.3%

34 20 55 19.3% 17.2% 17.5%

自治会や民生委員等と連携した勉強会・説明会の開催 17 21 40 9.7% 18.1% 12.7%

事業者連絡会と連携した勉強会・説明会の開催 40 23 67 22.7% 19.8% 21.3%

サービスに関するモデルプランの提示・公開 8 5 14 4.5% 4.3% 4.4%

既存利用者の改善等好事例の提示・公開 17 8 25 9.7% 6.9% 7.9%

運営推進会議を通じた情報提供 149 99 268 84.7% 85.3% 85.1%

サービスの啓発のための情報紙の作成・配布 47 28 79 26.7% 24.1% 25.1%

マスメディア等への寄稿・取材対応 7 2 9 4.0% 1.7% 2.9%

事業所見学会の実施 55 31 93 31.3% 26.7% 29.5%

24 10 35 13.6% 8.6% 11.1%

行政に対する普及啓発策の提案 9 4 13 5.1% 3.4% 4.1%

地域包括支援センターに対する普及啓発策の提案 21 12 37 11.9% 10.3% 11.7%

その他 3 3 6 1.7% 2.6% 1.9%

特に取組みは行っていない 7 2 11 4.0% 1.7% 3.5%

地域包括支援センターと連携した勉強会・説明会の開催

事業所開設にあたっての住民や多職種への説明や意見聴取

【件数】 【割合】

－ 143 －
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問41．サービスの普及啓発や利用促進に向けて最も中心的な役割を果たすべきと考える主体

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=150 n=104 n=275 n=150 n=104 n=275

自法人・自事業所 35 27 65 23.3% 26.0% 23.6%

自治体（市区町村） 38 24 69 25.3% 23.1% 25.1%

自治体（都道府県） 1 2 4 0.7% 1.9% 1.5%

地域包括支援センター 52 39 98 34.7% 37.5% 35.6%

居宅介護支援事業所 15 10 26 10.0% 9.6% 9.5%

地域の事業者団体・事業者連絡会 3 1 6 2.0% 1.0% 2.2%

地域の専門職団体・職能団体 3 1 4 2.0% 1.0% 1.5%

その他 3 0 3 2.0% 0.0% 1.1%

全　　体 150 104 275 100.0% 100.0% 100.0%

問42．サービスの理解促進・普及啓発に向けた自治体の取組み（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=172 n=118 n=312 n=172 n=118 n=312

ケアマネジャー向けの勉強会を開催している 42 26 75 24.4% 22.0% 24.0%

介護事業者向けの勉強会を開催している 37 26 65 21.5% 22.0% 20.8%

ケアマネジャーへ新規開設事業所の情報を提供している 17 13 32 9.9% 11.0% 10.3%

医療機関向けの勉強会を開催している 10 9 20 5.8% 7.6% 6.4%

医療機関へ新規開設事業所の情報を提供している 10 11 22 5.8% 9.3% 7.1%

17 17 37 9.9% 14.4% 11.9%

開設・運営マニュアルを作成・公開している 6 4 12 3.5% 3.4% 3.8%

小規模多機能型居宅介護の好事例情報を提供している 28 12 41 16.3% 10.2% 13.1%

事業者連絡会等の場で情報を提供している 50 35 93 29.1% 29.7% 29.8%

事業所の開設に対する補助を支給している 26 14 41 15.1% 11.9% 13.1%

利用者や事業所を対象とする実態調査を行っている 14 8 23 8.1% 6.8% 7.4%

既存の事業者の運営に対する助言等を行っている 21 5 28 12.2% 4.2% 9.0%

事業所のICT化等に補助を支給している 2 0 2 1.2% 0.0% 0.6%

参入後の人件費に対する補助を支給している 0 1 1 0.0% 0.8% 0.3%

自治体としての整備目標を明確に定めている 12 4 17 7.0% 3.4% 5.4%

広報誌やメディア等でサービスのPRをしている 27 11 41 15.7% 9.3% 13.1%

その他 1 0 1 0.6% 0.0% 0.3%

特に取組みは行われていない 27 13 44 15.7% 11.0% 14.1%

取組みは不明・わからない 22 25 51 12.8% 21.2% 16.3%

【件数】 【割合】

【件数】 【割合】

地域包括支援センターへ新規開設事業所の情報を提供している
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問43．事業所における「運営推進会議」の意義や役割（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=176 n=118 n=317 n=176 n=118 n=317

地域の介護事業者に情報提供を行う場である 52 42 102 29.5% 35.6% 32.2%

地域の医療機関に情報提供を行う場である 10 11 22 5.7% 9.3% 6.9%

自治体に情報提供を行う場である 101 57 171 57.4% 48.3% 53.9%

地域包括支援センターに情報提供を行う場である 123 72 206 69.9% 61.0% 65.0%

地域住民に情報提供を行う場である 160 98 279 90.9% 83.1% 88.0%

個々の利用者へのサービス内容の見直しの場である 36 36 76 20.5% 30.5% 24.0%

事業所への評価・評判について情報収集をする場である 118 79 213 67.0% 66.9% 67.2%

新たなサービスニーズの掘り起こしを行う場である 71 60 141 40.3% 50.8% 44.5%

地域の多職種と顔の見える関係をつくる場である 98 60 169 55.7% 50.8% 53.3%

その他 6 3 9 3.4% 2.5% 2.8%

特に意義や役割を感じない 0 2 2 0.0% 1.7% 0.6%

問44．地域住民や地域社会との関わり方の状況（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=177 n=119 n=319 n=177 n=119 n=319

地域の自治会や商店会に入会している 89 50 148 50.3% 42.0% 46.4%

夏祭り等の地域イベント等に参加している 139 97 254 78.5% 81.5% 79.6%

37 24 63 20.9% 20.2% 19.7%

11 7 19 6.2% 5.9% 6.0%

2 1 3 1.1% 0.8% 0.9%

事業所見学会などを地域向けに開催している 42 24 69 23.7% 20.2% 21.6%

地域向けのサロンや居場所を設けている 45 30 79 25.4% 25.2% 24.8%

3～7以外の地域向けの事業を企画・運営している 15 6 22 8.5% 5.0% 6.9%

学校等の職業体験を受け入れている 97 47 157 54.8% 39.5% 49.2%

学校等への出前授業を行っている 12 3 20 6.8% 2.5% 6.3%

地元の介護事業者の連絡会等に参加している 75 47 130 42.4% 39.5% 40.8%

事業所の施設を地域に開放している 36 23 60 20.3% 19.3% 18.8%

地域の見守りネットワークに参加している 28 20 52 15.8% 16.8% 16.3%

地域住民をボランティアとして受入れている 91 54 156 51.4% 45.4% 48.9%

37 23 61 20.9% 19.3% 19.1%

利用者へのケアの中で地域活動へ参画している 54 28 88 30.5% 23.5% 27.6%

地域住民が運営推進会議のﾒﾝﾊﾞｰになっている 146 91 254 82.5% 76.5% 79.6%

36 18 61 20.3% 15.1% 19.1%

職員が公的な会議や委員会の委員を務めている 29 13 43 16.4% 10.9% 13.5%

地域における社会資源の創出に取り組んでいる 30 17 49 16.9% 14.3% 15.4%

自治体や町内会等にまちづくりに関する提言を行っている 11 2 13 6.2% 1.7% 4.1%

地域のシニア層や障害者等を雇用している 43 20 67 24.3% 16.8% 21.0%

その他 3 2 5 1.7% 1.7% 1.6%

特に関わりはない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

【件数】 【割合】

【件数】 【割合】

地域のインフォーマルなサービスと連携し、利用者の支援を行っている

地域住民から食材の差し入れやアクティビティの場の提供を受けている

地域住民向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している

民生委員等向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している

地域企業向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している

－ 144 －
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問41．サービスの普及啓発や利用促進に向けて最も中心的な役割を果たすべきと考える主体

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=150 n=104 n=275 n=150 n=104 n=275

自法人・自事業所 35 27 65 23.3% 26.0% 23.6%

自治体（市区町村） 38 24 69 25.3% 23.1% 25.1%

自治体（都道府県） 1 2 4 0.7% 1.9% 1.5%

地域包括支援センター 52 39 98 34.7% 37.5% 35.6%

居宅介護支援事業所 15 10 26 10.0% 9.6% 9.5%

地域の事業者団体・事業者連絡会 3 1 6 2.0% 1.0% 2.2%

地域の専門職団体・職能団体 3 1 4 2.0% 1.0% 1.5%

その他 3 0 3 2.0% 0.0% 1.1%

全　　体 150 104 275 100.0% 100.0% 100.0%

問42．サービスの理解促進・普及啓発に向けた自治体の取組み（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=172 n=118 n=312 n=172 n=118 n=312

ケアマネジャー向けの勉強会を開催している 42 26 75 24.4% 22.0% 24.0%

介護事業者向けの勉強会を開催している 37 26 65 21.5% 22.0% 20.8%

ケアマネジャーへ新規開設事業所の情報を提供している 17 13 32 9.9% 11.0% 10.3%

医療機関向けの勉強会を開催している 10 9 20 5.8% 7.6% 6.4%

医療機関へ新規開設事業所の情報を提供している 10 11 22 5.8% 9.3% 7.1%

17 17 37 9.9% 14.4% 11.9%

開設・運営マニュアルを作成・公開している 6 4 12 3.5% 3.4% 3.8%

小規模多機能型居宅介護の好事例情報を提供している 28 12 41 16.3% 10.2% 13.1%

事業者連絡会等の場で情報を提供している 50 35 93 29.1% 29.7% 29.8%

事業所の開設に対する補助を支給している 26 14 41 15.1% 11.9% 13.1%

利用者や事業所を対象とする実態調査を行っている 14 8 23 8.1% 6.8% 7.4%

既存の事業者の運営に対する助言等を行っている 21 5 28 12.2% 4.2% 9.0%

事業所のICT化等に補助を支給している 2 0 2 1.2% 0.0% 0.6%

参入後の人件費に対する補助を支給している 0 1 1 0.0% 0.8% 0.3%

自治体としての整備目標を明確に定めている 12 4 17 7.0% 3.4% 5.4%

広報誌やメディア等でサービスのPRをしている 27 11 41 15.7% 9.3% 13.1%

その他 1 0 1 0.6% 0.0% 0.3%

特に取組みは行われていない 27 13 44 15.7% 11.0% 14.1%

取組みは不明・わからない 22 25 51 12.8% 21.2% 16.3%

【件数】 【割合】

【件数】 【割合】

地域包括支援センターへ新規開設事業所の情報を提供している
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問43．事業所における「運営推進会議」の意義や役割（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=176 n=118 n=317 n=176 n=118 n=317

地域の介護事業者に情報提供を行う場である 52 42 102 29.5% 35.6% 32.2%

地域の医療機関に情報提供を行う場である 10 11 22 5.7% 9.3% 6.9%

自治体に情報提供を行う場である 101 57 171 57.4% 48.3% 53.9%

地域包括支援センターに情報提供を行う場である 123 72 206 69.9% 61.0% 65.0%

地域住民に情報提供を行う場である 160 98 279 90.9% 83.1% 88.0%

個々の利用者へのサービス内容の見直しの場である 36 36 76 20.5% 30.5% 24.0%

事業所への評価・評判について情報収集をする場である 118 79 213 67.0% 66.9% 67.2%

新たなサービスニーズの掘り起こしを行う場である 71 60 141 40.3% 50.8% 44.5%

地域の多職種と顔の見える関係をつくる場である 98 60 169 55.7% 50.8% 53.3%

その他 6 3 9 3.4% 2.5% 2.8%

特に意義や役割を感じない 0 2 2 0.0% 1.7% 0.6%

問44．地域住民や地域社会との関わり方の状況（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=177 n=119 n=319 n=177 n=119 n=319

地域の自治会や商店会に入会している 89 50 148 50.3% 42.0% 46.4%

夏祭り等の地域イベント等に参加している 139 97 254 78.5% 81.5% 79.6%

37 24 63 20.9% 20.2% 19.7%

11 7 19 6.2% 5.9% 6.0%

2 1 3 1.1% 0.8% 0.9%

事業所見学会などを地域向けに開催している 42 24 69 23.7% 20.2% 21.6%

地域向けのサロンや居場所を設けている 45 30 79 25.4% 25.2% 24.8%

3～7以外の地域向けの事業を企画・運営している 15 6 22 8.5% 5.0% 6.9%

学校等の職業体験を受け入れている 97 47 157 54.8% 39.5% 49.2%

学校等への出前授業を行っている 12 3 20 6.8% 2.5% 6.3%

地元の介護事業者の連絡会等に参加している 75 47 130 42.4% 39.5% 40.8%

事業所の施設を地域に開放している 36 23 60 20.3% 19.3% 18.8%

地域の見守りネットワークに参加している 28 20 52 15.8% 16.8% 16.3%

地域住民をボランティアとして受入れている 91 54 156 51.4% 45.4% 48.9%

37 23 61 20.9% 19.3% 19.1%

利用者へのケアの中で地域活動へ参画している 54 28 88 30.5% 23.5% 27.6%

地域住民が運営推進会議のﾒﾝﾊﾞｰになっている 146 91 254 82.5% 76.5% 79.6%

36 18 61 20.3% 15.1% 19.1%

職員が公的な会議や委員会の委員を務めている 29 13 43 16.4% 10.9% 13.5%

地域における社会資源の創出に取り組んでいる 30 17 49 16.9% 14.3% 15.4%

自治体や町内会等にまちづくりに関する提言を行っている 11 2 13 6.2% 1.7% 4.1%

地域のシニア層や障害者等を雇用している 43 20 67 24.3% 16.8% 21.0%

その他 3 2 5 1.7% 1.7% 1.6%

特に関わりはない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

【件数】 【割合】

【件数】 【割合】

地域のインフォーマルなサービスと連携し、利用者の支援を行っている

地域住民から食材の差し入れやアクティビティの場の提供を受けている

地域住民向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している

民生委員等向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している

地域企業向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している
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７．小規模多機能型居宅介護全般のマネジメントについて

問45．勤務日における業務時間のおおまかな配分(平均値、％）

生産性が

高い
それ以外 全体

n=170 n=116 n=308

事業所業務のうち利用者に関連の深い管理的業務 20.66 21.53 20.96

事業所の人材確保・育成・定着に関する管理的業務 13.30 12.91 13.03

上記以外の管理運営業務 13.80 13.13 13.48

計画作成等の業務 14.05 14.31 14.31

利用者への直接的な介護業務 29.74 30.45 29.81

その他業務 8.45 7.67 8.41

 
問46．事業所を運営する法人における、今後の小規模多機能型居宅介護の方向性

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=169 n=115 n=306 n=169 n=115 n=306

拡大 38 21 63 22.5% 18.3% 20.6%

現状維持 124 76 215 73.4% 66.1% 70.3%

縮小 0 2 2 0.0% 1.7% 0.7%

撤退 0 1 1 0.0% 0.9% 0.3%

不明・未定 7 15 25 4.1% 13.0% 8.2%

全　　体 169 115 306 100.0% 100.0% 100.0%
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問47．業務の効率化や収益改善を妨げていると考える要因（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=174 n=117 n=328 n=174 n=117 n=328

ケアマネジャーのサービスに対する理解不足 32 20 53 18.4% 17.1% 16.2%

利用者のサービスに対する理解不足 24 34 64 13.8% 29.1% 19.5%

計画作成担当者のアセスメント力不足 10 10 22 5.7% 8.5% 6.7%

計画作成担当者の利用者・家族への説明力不足 11 5 17 6.3% 4.3% 5.2%

事業管理者研修の受けづらさ 5 6 13 2.9% 5.1% 4.0%

計画作成担当者研修の受けづらさ 7 8 16 4.0% 6.8% 4.9%

認知症実践者研修の受けづらさ 16 11 31 9.2% 9.4% 9.5%

特定の職種の職員確保の難しさ 49 36 91 28.2% 30.8% 27.7%

訪問を担当する介護職員の移動時間の長さ 10 10 22 5.7% 8.5% 6.7%

全般的な職員確保の難しさ 96 72 182 55.2% 61.5% 55.5%

特定の時間帯における職員確保の難しさ 60 41 109 34.5% 35.0% 33.2%

必要な事務手続きや作成書類の多さ 74 48 129 42.5% 41.0% 39.3%

介護職員ごとのケアスキルのばらつき 93 58 163 53.4% 49.6% 49.7%

複数のサービスを一体的に提供する運営の複雑さ 35 30 69 20.1% 25.6% 21.0%

シフト調整などの内部業務の煩雑さ 60 34 98 34.5% 29.1% 29.9%

計画的なサービス提供が難しいサービスの特性 22 22 49 12.6% 18.8% 14.9%

豪雪や台風など自然環境の厳しさ 12 7 21 6.9% 6.0% 6.4%

事業所が立地するエリアの人口密度の低さ 8 15 25 4.6% 12.8% 7.6%

自治体におけるサービス推進の動きの弱さ 21 18 41 12.1% 15.4% 12.5%

専門職間の各種調整・情報共有の難しさ 13 6 21 7.5% 5.1% 6.4%

利用者・家族や関係機関等との折衝・調整業務の多さ 27 22 52 15.5% 18.8% 15.9%

同一建物への訪問にかかる減算 16 11 28 9.2% 9.4% 8.5%

過少サービスにかかる減算 2 4 6 1.1% 3.4% 1.8%

事業所全体の登録定員上限数の少なさ 9 9 18 5.2% 7.7% 5.5%

通い・宿泊の定員上限数の少なさ 27 16 47 15.5% 13.7% 14.3%

その他 13 6 23 7.5% 5.1% 7.0%

特に課題はない 1 1 2 0.6% 0.9% 0.6%

（注）問47のみ全体には「休廃止状態の事業所」の回答も含まれている。

【件数】 【割合】
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７．小規模多機能型居宅介護全般のマネジメントについて

問45．勤務日における業務時間のおおまかな配分(平均値、％）

生産性が

高い
それ以外 全体

n=170 n=116 n=308

事業所業務のうち利用者に関連の深い管理的業務 20.66 21.53 20.96

事業所の人材確保・育成・定着に関する管理的業務 13.30 12.91 13.03

上記以外の管理運営業務 13.80 13.13 13.48

計画作成等の業務 14.05 14.31 14.31

利用者への直接的な介護業務 29.74 30.45 29.81

その他業務 8.45 7.67 8.41

 
問46．事業所を運営する法人における、今後の小規模多機能型居宅介護の方向性

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=169 n=115 n=306 n=169 n=115 n=306

拡大 38 21 63 22.5% 18.3% 20.6%

現状維持 124 76 215 73.4% 66.1% 70.3%

縮小 0 2 2 0.0% 1.7% 0.7%

撤退 0 1 1 0.0% 0.9% 0.3%

不明・未定 7 15 25 4.1% 13.0% 8.2%

全　　体 169 115 306 100.0% 100.0% 100.0%
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問47．業務の効率化や収益改善を妨げていると考える要因（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=174 n=117 n=328 n=174 n=117 n=328

ケアマネジャーのサービスに対する理解不足 32 20 53 18.4% 17.1% 16.2%

利用者のサービスに対する理解不足 24 34 64 13.8% 29.1% 19.5%

計画作成担当者のアセスメント力不足 10 10 22 5.7% 8.5% 6.7%

計画作成担当者の利用者・家族への説明力不足 11 5 17 6.3% 4.3% 5.2%

事業管理者研修の受けづらさ 5 6 13 2.9% 5.1% 4.0%

計画作成担当者研修の受けづらさ 7 8 16 4.0% 6.8% 4.9%

認知症実践者研修の受けづらさ 16 11 31 9.2% 9.4% 9.5%

特定の職種の職員確保の難しさ 49 36 91 28.2% 30.8% 27.7%

訪問を担当する介護職員の移動時間の長さ 10 10 22 5.7% 8.5% 6.7%

全般的な職員確保の難しさ 96 72 182 55.2% 61.5% 55.5%

特定の時間帯における職員確保の難しさ 60 41 109 34.5% 35.0% 33.2%

必要な事務手続きや作成書類の多さ 74 48 129 42.5% 41.0% 39.3%

介護職員ごとのケアスキルのばらつき 93 58 163 53.4% 49.6% 49.7%

複数のサービスを一体的に提供する運営の複雑さ 35 30 69 20.1% 25.6% 21.0%

シフト調整などの内部業務の煩雑さ 60 34 98 34.5% 29.1% 29.9%

計画的なサービス提供が難しいサービスの特性 22 22 49 12.6% 18.8% 14.9%

豪雪や台風など自然環境の厳しさ 12 7 21 6.9% 6.0% 6.4%

事業所が立地するエリアの人口密度の低さ 8 15 25 4.6% 12.8% 7.6%

自治体におけるサービス推進の動きの弱さ 21 18 41 12.1% 15.4% 12.5%

専門職間の各種調整・情報共有の難しさ 13 6 21 7.5% 5.1% 6.4%

利用者・家族や関係機関等との折衝・調整業務の多さ 27 22 52 15.5% 18.8% 15.9%

同一建物への訪問にかかる減算 16 11 28 9.2% 9.4% 8.5%

過少サービスにかかる減算 2 4 6 1.1% 3.4% 1.8%

事業所全体の登録定員上限数の少なさ 9 9 18 5.2% 7.7% 5.5%

通い・宿泊の定員上限数の少なさ 27 16 47 15.5% 13.7% 14.3%

その他 13 6 23 7.5% 5.1% 7.0%

特に課題はない 1 1 2 0.6% 0.9% 0.6%

（注）問47のみ全体には「休廃止状態の事業所」の回答も含まれている。

【件数】 【割合】
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１．事業所の属性について

（１）事業所の属性について

問１．事業所における定期巡回・随時対応型訪問介護看護の指定状況（平成29年9月末時点）

件数 割合

n=271

休廃止状態である 17 6.3%

休廃止状態ではない 254 93.7%

全　　体 271 100.0%

【問２～問46は、問１で「休廃止状態ではない」と回答した事業所のみ】

問２．事業所を運営する法人の法人種別

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=130 n=254 n=107 n=130 n=254

社会福祉法人（社協以外） 34 36 77 31.8% 27.7% 30.3%

社会福祉協議会 1 5 6 0.9% 3.8% 2.4%

営利法人（株式会社等） 50 58 116 46.7% 44.6% 45.7%

医療法人 20 18 39 18.7% 13.8% 15.4%

特定非営利活動法人 0 1 1 0.0% 0.8% 0.4%

公益社団・公益財団法人 1 1 2 0.9% 0.8% 0.8%

一般社団・一般財団法人 0 4 5 0.0% 3.1% 2.0%

協同組合 1 6 7 0.9% 4.6% 2.8%

その他 0 1 1 0.0% 0.8% 0.4%

全　　体 107 130 254 100.0% 100.0% 100.0%

（注）全体には「生産性が高い」か「それ以外」か不明な回答も含まれる。（以下同様）

（注）本アンケート調査集計結果表における「生産性の高い」群とは、加算の取得状況に関する

　　　設問において何らかの事業所の体制に係る加算を取得していると回答し、かつ、過去3年

　　　程度の業況に関する設問において「黒字」あるいは「収支均衡」と回答した事業所を指す。

　　　また、残りの事業所は「それ以外」の群に分類している。
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問３．事業所が立地する都道府県

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=129 n=253 n=107 n=129 n=253

北海道 7 5 13 6.5% 3.9% 5.1%

青森県 2 0 2 1.9% 0.0% 0.8%

岩手県 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

宮城県 6 2 8 5.6% 1.6% 3.2%

秋田県 1 1 3 0.9% 0.8% 1.2%

山形県 1 1 2 0.9% 0.8% 0.8%

福島県 2 1 3 1.9% 0.8% 1.2%

茨城県 0 2 2 0.0% 1.6% 0.8%

栃木県 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

群馬県 2 0 2 1.9% 0.0% 0.8%

埼玉県 4 4 8 3.7% 3.1% 3.2%

千葉県 3 12 16 2.8% 9.3% 6.3%

東京都 8 20 30 7.5% 15.5% 11.9%

神奈川県 8 10 20 7.5% 7.8% 7.9%

新潟県 2 1 4 1.9% 0.8% 1.6%

富山県 2 2 5 1.9% 1.6% 2.0%

石川県 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

福井県 1 4 5 0.9% 3.1% 2.0%

山梨県 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

長野県 3 2 5 2.8% 1.6% 2.0%

岐阜県 1 0 2 0.9% 0.0% 0.8%

静岡県 2 1 4 1.9% 0.8% 1.6%

愛知県 6 5 11 5.6% 3.9% 4.3%

三重県 2 2 4 1.9% 1.6% 1.6%

滋賀県 0 1 1 0.0% 0.8% 0.4%

京都府 1 2 3 0.9% 1.6% 1.2%

大阪府 2 8 11 1.9% 6.2% 4.3%

兵庫県 2 10 12 1.9% 7.8% 4.7%

奈良県 4 2 7 3.7% 1.6% 2.8%

和歌山県 1 1 2 0.9% 0.8% 0.8%

鳥取県 0 3 3 0.0% 2.3% 1.2%

島根県 1 1 2 0.9% 0.8% 0.8%

岡山県 1 3 5 0.9% 2.3% 2.0%

広島県 5 7 13 4.7% 5.4% 5.1%

山口県 6 1 8 5.6% 0.8% 3.2%

徳島県 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

香川県 0 3 3 0.0% 2.3% 1.2%

愛媛県 2 0 2 1.9% 0.0% 0.8%

高知県 2 1 3 1.9% 0.8% 1.2%

福岡県 8 8 17 7.5% 6.2% 6.7%

佐賀県 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

長崎県 6 3 9 5.6% 2.3% 3.6%

熊本県 1 0 1 0.9% 0.0% 0.4%

大分県 2 0 2 1.9% 0.0% 0.8%

宮崎県 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

鹿児島県 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

沖縄県 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

全　　体 107 129 253 100.0% 100.0% 100.0%  
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１．事業所の属性について

（１）事業所の属性について

問１．事業所における定期巡回・随時対応型訪問介護看護の指定状況（平成29年9月末時点）

件数 割合

n=271

休廃止状態である 17 6.3%

休廃止状態ではない 254 93.7%

全　　体 271 100.0%

【問２～問46は、問１で「休廃止状態ではない」と回答した事業所のみ】

問２．事業所を運営する法人の法人種別

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=130 n=254 n=107 n=130 n=254

社会福祉法人（社協以外） 34 36 77 31.8% 27.7% 30.3%

社会福祉協議会 1 5 6 0.9% 3.8% 2.4%

営利法人（株式会社等） 50 58 116 46.7% 44.6% 45.7%

医療法人 20 18 39 18.7% 13.8% 15.4%

特定非営利活動法人 0 1 1 0.0% 0.8% 0.4%

公益社団・公益財団法人 1 1 2 0.9% 0.8% 0.8%

一般社団・一般財団法人 0 4 5 0.0% 3.1% 2.0%

協同組合 1 6 7 0.9% 4.6% 2.8%

その他 0 1 1 0.0% 0.8% 0.4%

全　　体 107 130 254 100.0% 100.0% 100.0%

（注）全体には「生産性が高い」か「それ以外」か不明な回答も含まれる。（以下同様）

（注）本アンケート調査集計結果表における「生産性の高い」群とは、加算の取得状況に関する

　　　設問において何らかの事業所の体制に係る加算を取得していると回答し、かつ、過去3年

　　　程度の業況に関する設問において「黒字」あるいは「収支均衡」と回答した事業所を指す。

　　　また、残りの事業所は「それ以外」の群に分類している。

 

 48 

問３．事業所が立地する都道府県

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=129 n=253 n=107 n=129 n=253

北海道 7 5 13 6.5% 3.9% 5.1%

青森県 2 0 2 1.9% 0.0% 0.8%

岩手県 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

宮城県 6 2 8 5.6% 1.6% 3.2%

秋田県 1 1 3 0.9% 0.8% 1.2%

山形県 1 1 2 0.9% 0.8% 0.8%

福島県 2 1 3 1.9% 0.8% 1.2%

茨城県 0 2 2 0.0% 1.6% 0.8%

栃木県 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

群馬県 2 0 2 1.9% 0.0% 0.8%

埼玉県 4 4 8 3.7% 3.1% 3.2%

千葉県 3 12 16 2.8% 9.3% 6.3%

東京都 8 20 30 7.5% 15.5% 11.9%

神奈川県 8 10 20 7.5% 7.8% 7.9%

新潟県 2 1 4 1.9% 0.8% 1.6%

富山県 2 2 5 1.9% 1.6% 2.0%

石川県 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

福井県 1 4 5 0.9% 3.1% 2.0%

山梨県 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

長野県 3 2 5 2.8% 1.6% 2.0%

岐阜県 1 0 2 0.9% 0.0% 0.8%

静岡県 2 1 4 1.9% 0.8% 1.6%

愛知県 6 5 11 5.6% 3.9% 4.3%

三重県 2 2 4 1.9% 1.6% 1.6%

滋賀県 0 1 1 0.0% 0.8% 0.4%

京都府 1 2 3 0.9% 1.6% 1.2%

大阪府 2 8 11 1.9% 6.2% 4.3%

兵庫県 2 10 12 1.9% 7.8% 4.7%

奈良県 4 2 7 3.7% 1.6% 2.8%

和歌山県 1 1 2 0.9% 0.8% 0.8%

鳥取県 0 3 3 0.0% 2.3% 1.2%

島根県 1 1 2 0.9% 0.8% 0.8%

岡山県 1 3 5 0.9% 2.3% 2.0%

広島県 5 7 13 4.7% 5.4% 5.1%

山口県 6 1 8 5.6% 0.8% 3.2%

徳島県 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

香川県 0 3 3 0.0% 2.3% 1.2%

愛媛県 2 0 2 1.9% 0.0% 0.8%

高知県 2 1 3 1.9% 0.8% 1.2%

福岡県 8 8 17 7.5% 6.2% 6.7%

佐賀県 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

長崎県 6 3 9 5.6% 2.3% 3.6%

熊本県 1 0 1 0.9% 0.0% 0.4%

大分県 2 0 2 1.9% 0.0% 0.8%

宮崎県 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

鹿児島県 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

沖縄県 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

全　　体 107 129 253 100.0% 100.0% 100.0%  

－ 151 －
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問４．定期巡回・随時対応型訪問介護看護の指定を受けた時期

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=121 n=243 n=106 n=121 n=243

2012年 14 16 33 13.2% 13.2% 13.6%

2013年 21 27 52 19.8% 22.3% 21.4%

2014年 21 27 49 19.8% 22.3% 20.2%

2015年 22 21 46 20.8% 17.4% 18.9%

2016年 20 21 43 18.9% 17.4% 17.7%

2017年 8 9 20 7.5% 7.4% 8.2%

全　　体 106 121 243 100.0% 100.0% 100.0%

問５．事業所と併設した施設で提供している介護サービス（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=129 n=253 n=107 n=129 n=253

居宅介護支援 74 85 169 69.2% 65.9% 66.8%

訪問介護 72 106 193 67.3% 82.2% 76.3%

訪問入浴 2 5 7 1.9% 3.9% 2.8%

訪問看護 46 48 99 43.0% 37.2% 39.1%

訪問リハビリテーション 12 11 26 11.2% 8.5% 10.3%

夜間対応型訪問介護 23 33 57 21.5% 25.6% 22.5%

小規模多機能型居宅介護 9 10 22 8.4% 7.8% 8.7%

看護小規模多機能型居宅介護 9 10 20 8.4% 7.8% 7.9%

通所介護 53 45 105 49.5% 34.9% 41.5%

通所リハビリテーション 15 16 32 14.0% 12.4% 12.6%

療養通所介護 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

認知症対応型通所介護 6 13 19 5.6% 10.1% 7.5%

短期入所生活介護 24 26 52 22.4% 20.2% 20.6%

短期入所療養介護 4 6 10 3.7% 4.7% 4.0%

認知症対応型共同生活介護 9 16 28 8.4% 12.4% 11.1%

介護老人福祉施設（含 地域密着型） 13 19 34 12.1% 14.7% 13.4%

介護老人保健施設 9 9 20 8.4% 7.0% 7.9%

介護療養型医療施設 1 1 2 0.9% 0.8% 0.8%

2 4 8 1.9% 3.1% 3.2%

福祉用具貸与・販売 10 6 16 9.3% 4.7% 6.3%

サービス付き高齢者向け住宅 31 22 56 29.0% 17.1% 22.1%

有料老人ホーム 18 11 31 16.8% 8.5% 12.3%

養護老人ホーム 1 3 4 0.9% 2.3% 1.6%

地域包括支援センター 7 14 23 6.5% 10.9% 9.1%

病院 5 7 14 4.7% 5.4% 5.5%

診療所（在宅療養支援診療所） 5 5 10 4.7% 3.9% 4.0%

上記以外の診療所 3 2 6 2.8% 1.6% 2.4%

その他 1 3 4 0.9% 2.3% 1.6%

併設した施設で提供するサービスはない 2 1 3 1.9% 0.8% 1.2%

特定施設入居者生活介護(含 地域密着型)
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問６．事業所が指定を受けている定期巡回・随時対応型訪問介護看護以外の訪問介護・看護系サービス（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=127 n=250 n=106 n=127 n=250

訪問介護 77 96 187 72.6% 75.6% 74.8%

夜間対応型訪問介護 25 34 60 23.6% 26.8% 24.0%

訪問看護 33 36 74 31.1% 28.3% 29.6%

上記以外の訪問系サービス 5 3 8 4.7% 2.4% 3.2%

指定は受けていない 22 18 41 20.8% 14.2% 16.4%

問７．事業所における各サービスの委託状況（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=105 n=126 n=248 n=105 n=126 n=248

定期巡回サービスを委託 6 15 23 5.7% 11.9% 9.3%

随時対応サービスを委託 2 5 7 1.9% 4.0% 2.8%

オペレーター機能を委託 9 4 16 8.6% 3.2% 6.5%

委託はしていない 91 109 212 86.7% 86.5% 85.5%

問８．訪問看護との関わり方

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=128 n=252 n=107 n=128 n=252

一体型 37 32 72 34.6% 25.0% 28.6%

連携型 67 93 174 62.6% 72.7% 69.0%

一体型かつ連携型 3 3 6 2.8% 2.3% 2.4%

全　　体 107 128 252 100.0% 100.0% 100.0%

問９① サービス提供体制強化加算の算定状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=103 n=127 n=245 n=103 n=127 n=245

加算（Ⅰ）イを算定 47 61 114 45.6% 48.0% 46.5%

加算（Ⅰ）ロを算定 10 6 17 9.7% 4.7% 6.9%

加算（Ⅱ）を算定 5 5 10 4.9% 3.9% 4.1%

加算（Ⅲ）を算定 3 1 4 2.9% 0.8% 1.6%

算定なし 38 54 100 36.9% 42.5% 40.8%

全　　体 103 127 245 100.0% 100.0% 100.0%  

－ 152 －
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問４．定期巡回・随時対応型訪問介護看護の指定を受けた時期

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=121 n=243 n=106 n=121 n=243

2012年 14 16 33 13.2% 13.2% 13.6%

2013年 21 27 52 19.8% 22.3% 21.4%

2014年 21 27 49 19.8% 22.3% 20.2%

2015年 22 21 46 20.8% 17.4% 18.9%

2016年 20 21 43 18.9% 17.4% 17.7%

2017年 8 9 20 7.5% 7.4% 8.2%

全　　体 106 121 243 100.0% 100.0% 100.0%

問５．事業所と併設した施設で提供している介護サービス（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=129 n=253 n=107 n=129 n=253

居宅介護支援 74 85 169 69.2% 65.9% 66.8%

訪問介護 72 106 193 67.3% 82.2% 76.3%

訪問入浴 2 5 7 1.9% 3.9% 2.8%

訪問看護 46 48 99 43.0% 37.2% 39.1%

訪問リハビリテーション 12 11 26 11.2% 8.5% 10.3%

夜間対応型訪問介護 23 33 57 21.5% 25.6% 22.5%

小規模多機能型居宅介護 9 10 22 8.4% 7.8% 8.7%

看護小規模多機能型居宅介護 9 10 20 8.4% 7.8% 7.9%

通所介護 53 45 105 49.5% 34.9% 41.5%

通所リハビリテーション 15 16 32 14.0% 12.4% 12.6%

療養通所介護 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

認知症対応型通所介護 6 13 19 5.6% 10.1% 7.5%

短期入所生活介護 24 26 52 22.4% 20.2% 20.6%

短期入所療養介護 4 6 10 3.7% 4.7% 4.0%

認知症対応型共同生活介護 9 16 28 8.4% 12.4% 11.1%

介護老人福祉施設（含 地域密着型） 13 19 34 12.1% 14.7% 13.4%

介護老人保健施設 9 9 20 8.4% 7.0% 7.9%

介護療養型医療施設 1 1 2 0.9% 0.8% 0.8%

2 4 8 1.9% 3.1% 3.2%

福祉用具貸与・販売 10 6 16 9.3% 4.7% 6.3%

サービス付き高齢者向け住宅 31 22 56 29.0% 17.1% 22.1%

有料老人ホーム 18 11 31 16.8% 8.5% 12.3%

養護老人ホーム 1 3 4 0.9% 2.3% 1.6%

地域包括支援センター 7 14 23 6.5% 10.9% 9.1%

病院 5 7 14 4.7% 5.4% 5.5%

診療所（在宅療養支援診療所） 5 5 10 4.7% 3.9% 4.0%

上記以外の診療所 3 2 6 2.8% 1.6% 2.4%

その他 1 3 4 0.9% 2.3% 1.6%

併設した施設で提供するサービスはない 2 1 3 1.9% 0.8% 1.2%

特定施設入居者生活介護(含 地域密着型)

 50 

問６．事業所が指定を受けている定期巡回・随時対応型訪問介護看護以外の訪問介護・看護系サービス（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=127 n=250 n=106 n=127 n=250

訪問介護 77 96 187 72.6% 75.6% 74.8%

夜間対応型訪問介護 25 34 60 23.6% 26.8% 24.0%

訪問看護 33 36 74 31.1% 28.3% 29.6%

上記以外の訪問系サービス 5 3 8 4.7% 2.4% 3.2%

指定は受けていない 22 18 41 20.8% 14.2% 16.4%

問７．事業所における各サービスの委託状況（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=105 n=126 n=248 n=105 n=126 n=248

定期巡回サービスを委託 6 15 23 5.7% 11.9% 9.3%

随時対応サービスを委託 2 5 7 1.9% 4.0% 2.8%

オペレーター機能を委託 9 4 16 8.6% 3.2% 6.5%

委託はしていない 91 109 212 86.7% 86.5% 85.5%

問８．訪問看護との関わり方

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=128 n=252 n=107 n=128 n=252

一体型 37 32 72 34.6% 25.0% 28.6%

連携型 67 93 174 62.6% 72.7% 69.0%

一体型かつ連携型 3 3 6 2.8% 2.3% 2.4%

全　　体 107 128 252 100.0% 100.0% 100.0%

問９① サービス提供体制強化加算の算定状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=103 n=127 n=245 n=103 n=127 n=245

加算（Ⅰ）イを算定 47 61 114 45.6% 48.0% 46.5%

加算（Ⅰ）ロを算定 10 6 17 9.7% 4.7% 6.9%

加算（Ⅱ）を算定 5 5 10 4.9% 3.9% 4.1%

加算（Ⅲ）を算定 3 1 4 2.9% 0.8% 1.6%

算定なし 38 54 100 36.9% 42.5% 40.8%

全　　体 103 127 245 100.0% 100.0% 100.0%  

－ 153 －
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問９② 総合マネジメント体制強化加算の算定状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=127 n=248 n=106 n=127 n=248

算定あり 103 102 219 97.2% 80.3% 88.3%

算定なし 3 25 29 2.8% 19.7% 11.7%

全　　体 106 127 248 100.0% 100.0% 100.0%

問９③ 介護職員処遇改善加算の算定状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=105 n=129 n=251 n=105 n=129 n=251

加算（Ⅰ）を算定 86 105 206 81.9% 81.4% 82.1%

加算（Ⅱ）を算定 7 11 18 6.7% 8.5% 7.2%

加算（Ⅲ）を算定 7 4 11 6.7% 3.1% 4.4%

加算（Ⅳ）を算定 1 0 1 1.0% 0.0% 0.4%

加算（Ⅴ）を算定 1 2 3 1.0% 1.6% 1.2%

算定なし 3 7 12 2.9% 5.4% 4.8%

全　　体 105 129 251 100.0% 100.0% 100.0%  
問10．オペレーター機能の確保方法（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=104 n=128 n=249 n=104 n=128 n=249

事業所内に専用のコールセンターを設置 47 63 117 45.2% 49.2% 47.0%

コールセンターは設置せず職員の携帯電話等で対応 43 49 101 41.3% 38.3% 40.6%

既存の他サービスのオペレーター機能を活用 15 15 31 14.4% 11.7% 12.4%

複数の定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所で共用 4 5 9 3.8% 3.9% 3.6%

その他 7 5 13 6.7% 3.9% 5.2%

問11．訪問介護員の訪問ルートの設定状況（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=105 n=126 n=248 n=105 n=126 n=248

44 56 106 41.9% 44.4% 42.7%

64 71 146 61.0% 56.3% 58.9%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用者のみのルートを設定している

定期巡回・随時対応型訪問介護看護と他の訪問系ｻｰﾋﾞｽの利用者が混在したﾙｰﾄを設定している

【件数】 【割合】

【件数】 【割合】
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（２）事業所の人員配置等について

問12① 全従業員数（常勤）

生産性が

高い
それ以外 全体

n=100 n=123 n=239

平均値 13.83 12.03 12.52

標準偏差 8.83 12.51 10.85

中央値 13 8 9

1 1 1

最大値 51 95 95

問12② 全従業員数（非常勤）

生産性が

高い
それ以外 全体

n=94 n=116 n=224

平均値 15.78 11.54 13.19

標準偏差 19.48 15.44 16.98

中央値 10 8 8

0 0 0

最大値 106 94 106

問12③ 全従業員数（常勤換算）

生産性が

高い
それ以外 全体

n=77 n=100 n=188

平均値 17.09 11.77 13.80

標準偏差 9.80 9.88 9.98

中央値 15.50 9.20 11.30

1.20 0.90 0.90

最大値 38.60 83.40 83.40

（３）事業所の利用者の状況について

問13① 利用者数全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=99 n=113 n=227

平均値 32.06 15.84 22.78

標準偏差 35.15 16.90 27.36

中央値 23 12 16

1 0 0

最大値 309 132 309

問13② 利用者数のうち、減算対象となる集合住宅に居住する利用者の数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=100 n=121 n=236

平均値 14.81 5.49 9.29

標準偏差 21.23 12.96 17.35

中央値 3 0 0

0 0 0

最大値 112 93 112

最小値

最小値

最小値

最小値

最小値

－ 154 －
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問９② 総合マネジメント体制強化加算の算定状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=127 n=248 n=106 n=127 n=248

算定あり 103 102 219 97.2% 80.3% 88.3%

算定なし 3 25 29 2.8% 19.7% 11.7%

全　　体 106 127 248 100.0% 100.0% 100.0%

問９③ 介護職員処遇改善加算の算定状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=105 n=129 n=251 n=105 n=129 n=251

加算（Ⅰ）を算定 86 105 206 81.9% 81.4% 82.1%

加算（Ⅱ）を算定 7 11 18 6.7% 8.5% 7.2%

加算（Ⅲ）を算定 7 4 11 6.7% 3.1% 4.4%

加算（Ⅳ）を算定 1 0 1 1.0% 0.0% 0.4%

加算（Ⅴ）を算定 1 2 3 1.0% 1.6% 1.2%

算定なし 3 7 12 2.9% 5.4% 4.8%

全　　体 105 129 251 100.0% 100.0% 100.0%  
問10．オペレーター機能の確保方法（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=104 n=128 n=249 n=104 n=128 n=249

事業所内に専用のコールセンターを設置 47 63 117 45.2% 49.2% 47.0%

コールセンターは設置せず職員の携帯電話等で対応 43 49 101 41.3% 38.3% 40.6%

既存の他サービスのオペレーター機能を活用 15 15 31 14.4% 11.7% 12.4%

複数の定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所で共用 4 5 9 3.8% 3.9% 3.6%

その他 7 5 13 6.7% 3.9% 5.2%

問11．訪問介護員の訪問ルートの設定状況（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=105 n=126 n=248 n=105 n=126 n=248

44 56 106 41.9% 44.4% 42.7%

64 71 146 61.0% 56.3% 58.9%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用者のみのルートを設定している

定期巡回・随時対応型訪問介護看護と他の訪問系ｻｰﾋﾞｽの利用者が混在したﾙｰﾄを設定している

【件数】 【割合】

【件数】 【割合】

 

 52 

（２）事業所の人員配置等について

問12① 全従業員数（常勤）

生産性が

高い
それ以外 全体

n=100 n=123 n=239

平均値 13.83 12.03 12.52

標準偏差 8.83 12.51 10.85

中央値 13 8 9

1 1 1

最大値 51 95 95

問12② 全従業員数（非常勤）

生産性が

高い
それ以外 全体

n=94 n=116 n=224

平均値 15.78 11.54 13.19

標準偏差 19.48 15.44 16.98

中央値 10 8 8

0 0 0

最大値 106 94 106

問12③ 全従業員数（常勤換算）

生産性が

高い
それ以外 全体

n=77 n=100 n=188

平均値 17.09 11.77 13.80

標準偏差 9.80 9.88 9.98

中央値 15.50 9.20 11.30

1.20 0.90 0.90

最大値 38.60 83.40 83.40

（３）事業所の利用者の状況について

問13① 利用者数全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=99 n=113 n=227

平均値 32.06 15.84 22.78

標準偏差 35.15 16.90 27.36

中央値 23 12 16

1 0 0

最大値 309 132 309

問13② 利用者数のうち、減算対象となる集合住宅に居住する利用者の数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=100 n=121 n=236

平均値 14.81 5.49 9.29

標準偏差 21.23 12.96 17.35

中央値 3 0 0

0 0 0

最大値 112 93 112

最小値

最小値

最小値

最小値

最小値

－ 155 －
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問13③ 利用者数のうち、減算対象とならない集合住宅に居住する利用者数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=96 n=118 n=228

平均値 9.31 2.58 5.44

標準偏差 31.08 5.97 20.87

中央値 1 0 0

0 0 0

最大値 291 39 291

問13④ 看護を利用している利用者数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=96 n=126 n=236

平均値 14.84 6.09 9.50

標準偏差 31.08 10.81 14.36

中央値 9 3 4

0 0 0

最大値 70 99 99

最小値

最小値

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=125 n=246 n=106 n=125 n=246

医療機関への入院 32 34 68 30.2% 27.2% 27.6%

特養・老健・療養病床への入院・入所 19 21 44 17.9% 16.8% 17.9%

グループホームへの入居 1 2 5 0.9% 1.6% 2.0%

特定施設への入所 7 4 11 6.6% 3.2% 4.5%

上記以外の介護サービスへの移行 5 8 14 4.7% 6.4% 5.7%

サービス利用のまま死亡 41 54 99 38.7% 43.2% 40.2%

他自治体への転居 0 0 1 0.0% 0.0% 0.4%

その他 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

サービスを終了した利用者はいない 1 2 4 0.9% 1.6% 1.6%

全　　体 106 125 246 101.0% 96.9% 98.0%

問14．定期巡回・随時対応型訪問介護看護ｻｰﾋﾞｽ利用者について、直近１年間のｻｰﾋﾞｽ終了理由(第１位）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=125 n=246 n=106 n=125 n=246

医療機関への入院 77 84 167 72.6% 67.2% 67.9%

特養・老健・療養病床への入院・入所 67 78 156 63.2% 62.4% 63.4%

グループホームへの入居 18 15 36 17.0% 12.0% 14.6%

特定施設への入所 14 12 27 13.2% 9.6% 11.0%

上記以外の介護サービスへの移行 34 41 79 32.1% 32.8% 32.1%

サービス利用のまま死亡 80 95 186 75.5% 76.0% 75.6%

他自治体への転居 4 0 4 3.8% 0.0% 1.6%

その他 5 7 14 4.7% 5.6% 5.7%

サービスを終了した利用者はいない 1 2 4 0.9% 1.6% 1.6%

問14．定期巡回･随時対応型訪問介護看護ｻｰﾋﾞｽ利用者について、直近１年間のｻｰﾋﾞｽ終了理由(３つまで

　　　複数回答)
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２．経営指標等について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

問15① 過去３年程度の定期・随時の利用者数の基調

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=126 n=246 n=107 n=126 n=246

増加傾向 58 37 100 54.2% 29.4% 40.7%

横ばい 44 62 113 41.1% 49.2% 45.9%

減少傾向 5 27 33 4.7% 21.4% 13.4%

全　　体 107 126 246 100.0% 100.0% 100.0%

問15② 過去３年程度の定期・随時の収入の基調

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=126 n=245 n=107 n=126 n=245

増加傾向 56 35 94 52.3% 27.8% 38.4%

横ばい 46 54 108 43.0% 42.9% 44.1%

減少傾向 5 37 43 4.7% 29.4% 17.6%

全　　体 107 126 245 100.0% 100.0% 100.0%

問15③ 過去３年程度の定期・随時の人件費率

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=126 n=243 n=106 n=126 n=243

上昇傾向 53 62 120 50.0% 49.2% 49.4%

横ばい 49 47 102 46.2% 37.3% 42.0%

低下傾向 4 17 21 3.8% 13.5% 8.6%

全　　体 106 126 243 100.0% 100.0% 100.0%

問15④ 過去３年程度の定期・随時の収支差の水準

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=128 n=237 n=107 n=128 n=237

黒字 39 1 40 36.4% 0.8% 16.9%

収支均衡 68 6 76 63.6% 4.7% 32.1%

赤字 0 121 121 0.0% 94.5% 51.1%

全　　体 107 128 237 100.0% 100.0% 100.0%

問15⑤ 過去３年程度の定期・随時の収支差の基調

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=125 n=233 n=106 n=125 n=233

増加（改善）傾向 29 20 49 27.4% 16.0% 21.0%

横ばい 73 49 124 68.9% 39.2% 53.2%

減少（悪化）傾向 4 56 60 3.8% 44.8% 25.8%

全　　体 106 125 233 100.0% 100.0% 100.0%

－ 156 －
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問13③ 利用者数のうち、減算対象とならない集合住宅に居住する利用者数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=96 n=118 n=228

平均値 9.31 2.58 5.44

標準偏差 31.08 5.97 20.87

中央値 1 0 0

0 0 0

最大値 291 39 291

問13④ 看護を利用している利用者数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=96 n=126 n=236

平均値 14.84 6.09 9.50

標準偏差 31.08 10.81 14.36

中央値 9 3 4

0 0 0

最大値 70 99 99

最小値

最小値

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=125 n=246 n=106 n=125 n=246

医療機関への入院 32 34 68 30.2% 27.2% 27.6%

特養・老健・療養病床への入院・入所 19 21 44 17.9% 16.8% 17.9%

グループホームへの入居 1 2 5 0.9% 1.6% 2.0%

特定施設への入所 7 4 11 6.6% 3.2% 4.5%

上記以外の介護サービスへの移行 5 8 14 4.7% 6.4% 5.7%

サービス利用のまま死亡 41 54 99 38.7% 43.2% 40.2%

他自治体への転居 0 0 1 0.0% 0.0% 0.4%

その他 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

サービスを終了した利用者はいない 1 2 4 0.9% 1.6% 1.6%

全　　体 106 125 246 101.0% 96.9% 98.0%

問14．定期巡回・随時対応型訪問介護看護ｻｰﾋﾞｽ利用者について、直近１年間のｻｰﾋﾞｽ終了理由(第１位）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=125 n=246 n=106 n=125 n=246

医療機関への入院 77 84 167 72.6% 67.2% 67.9%

特養・老健・療養病床への入院・入所 67 78 156 63.2% 62.4% 63.4%

グループホームへの入居 18 15 36 17.0% 12.0% 14.6%

特定施設への入所 14 12 27 13.2% 9.6% 11.0%

上記以外の介護サービスへの移行 34 41 79 32.1% 32.8% 32.1%

サービス利用のまま死亡 80 95 186 75.5% 76.0% 75.6%

他自治体への転居 4 0 4 3.8% 0.0% 1.6%

その他 5 7 14 4.7% 5.6% 5.7%

サービスを終了した利用者はいない 1 2 4 0.9% 1.6% 1.6%

問14．定期巡回･随時対応型訪問介護看護ｻｰﾋﾞｽ利用者について、直近１年間のｻｰﾋﾞｽ終了理由(３つまで

　　　複数回答)
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２．経営指標等について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

問15① 過去３年程度の定期・随時の利用者数の基調

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=126 n=246 n=107 n=126 n=246

増加傾向 58 37 100 54.2% 29.4% 40.7%

横ばい 44 62 113 41.1% 49.2% 45.9%

減少傾向 5 27 33 4.7% 21.4% 13.4%

全　　体 107 126 246 100.0% 100.0% 100.0%

問15② 過去３年程度の定期・随時の収入の基調

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=126 n=245 n=107 n=126 n=245

増加傾向 56 35 94 52.3% 27.8% 38.4%

横ばい 46 54 108 43.0% 42.9% 44.1%

減少傾向 5 37 43 4.7% 29.4% 17.6%

全　　体 107 126 245 100.0% 100.0% 100.0%

問15③ 過去３年程度の定期・随時の人件費率

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=126 n=243 n=106 n=126 n=243

上昇傾向 53 62 120 50.0% 49.2% 49.4%

横ばい 49 47 102 46.2% 37.3% 42.0%

低下傾向 4 17 21 3.8% 13.5% 8.6%

全　　体 106 126 243 100.0% 100.0% 100.0%

問15④ 過去３年程度の定期・随時の収支差の水準

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=128 n=237 n=107 n=128 n=237

黒字 39 1 40 36.4% 0.8% 16.9%

収支均衡 68 6 76 63.6% 4.7% 32.1%

赤字 0 121 121 0.0% 94.5% 51.1%

全　　体 107 128 237 100.0% 100.0% 100.0%

問15⑤ 過去３年程度の定期・随時の収支差の基調

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=125 n=233 n=106 n=125 n=233

増加（改善）傾向 29 20 49 27.4% 16.0% 21.0%

横ばい 73 49 124 68.9% 39.2% 53.2%

減少（悪化）傾向 4 56 60 3.8% 44.8% 25.8%

全　　体 106 125 233 100.0% 100.0% 100.0%

－ 157 －
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問15⑥ 過去３年程度の定期・随時の常勤換算の職員あたりの収支差の基調

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=105 n=122 n=229 n=105 n=122 n=229

増加（改善）傾向 22 16 38 21.0% 13.1% 16.6%

横ばい 77 58 136 73.3% 47.5% 59.4%

減少（悪化）傾向 6 48 55 5.7% 39.3% 24.0%

全　　体 105 122 229 100.0% 100.0% 100.0%

問15⑦ 過去３年程度の他の指定サービスを含む事業所全体の収支差

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=103 n=123 n=229 n=103 n=123 n=229

黒字 32 28 61 31.1% 22.8% 26.6%

収支均衡 64 38 104 62.1% 30.9% 45.4%

赤字 7 57 64 6.8% 46.3% 27.9%

全　　体 103 123 229 100.0% 100.0% 100.0%

問16① 採算ラインと考える利用者数の設定状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=105 n=127 n=243 n=105 n=127 n=243

設定していない 60 60 127 57.1% 47.2% 52.3%

設定している 45 67 116 42.9% 52.8% 47.7%

全　　体 105 127 243 100.0% 100.0% 100.0%  
【問16① 設定状況で「設定している」と回答した事業所のみ】

問16① 採算ラインと考える利用者の人数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=45 n=66 n=115

平均値 29.93 22.24 25.11

標準偏差 19.75 13.15 16.34

中央値 25 20 20

2 3 2

最大値 100 90 100

最小値

問16② 主なサービス利用者として想定している要介護度の有無

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=102 n=127 n=240 n=102 n=127 n=240

想定する要介護度はない 71 76 157 69.6% 59.8% 65.4%

ある 31 51 83 30.4% 40.2% 34.6%

全　　体 102 127 240 100.0% 100.0% 100.0%
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【問16② 要介護の有無で「ある」と回答した事業所のみ】

問16② 想定している利用者の要介護度（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=31 n=51 n=83 n=31 n=51 n=83

要介護１ 1 4 5 3.2% 7.8% 6.0%

要介護２ 8 9 17 25.8% 17.6% 20.5%

要介護３ 24 32 57 77.4% 62.7% 68.7%

要介護４ 12 14 26 38.7% 27.5% 31.3%

要介護５ 10 14 24 32.3% 27.5% 28.9%

問17．過去３年程度における下記項目の発生状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=126 n=247 n=107 n=126 n=247

かなりある 55 67 128 51.4% 53.2% 51.8%

多くはないがある 48 53 107 44.9% 42.1% 43.3%

ほとんどない 3 5 9 2.8% 4.0% 3.6%

全くない 1 1 3 0.9% 0.8% 1.2%

全　　体 107 126 247 100.0% 100.0% 100.0%

②定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用する前と比較し、認知症のBPSDの状態が改善したケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=125 n=246 n=107 n=125 n=246

かなりある 12 10 24 11.2% 8.0% 9.8%

多くはないがある 69 71 144 64.5% 56.8% 58.5%

ほとんどない 23 39 69 21.5% 31.2% 28.0%

全くない 3 5 9 2.8% 4.0% 3.7%

全　　体 107 125 246 100.0% 100.0% 100.0%

③定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用する前と比較し、利用者のADLやIADLが改善したケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=126 n=247 n=107 n=126 n=247

かなりある 17 26 44 15.9% 20.6% 17.8%

多くはないがある 77 69 155 72.0% 54.8% 62.8%

ほとんどない 11 29 43 10.3% 23.0% 17.4%

全くない 2 2 5 1.9% 1.6% 2.0%

全　　体 107 126 247 100.0% 100.0% 100.0%

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用する前と比較し、利用者や家族の生活状況が安定した

　ケース

 

－ 158 －
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問15⑥ 過去３年程度の定期・随時の常勤換算の職員あたりの収支差の基調

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=105 n=122 n=229 n=105 n=122 n=229

増加（改善）傾向 22 16 38 21.0% 13.1% 16.6%

横ばい 77 58 136 73.3% 47.5% 59.4%

減少（悪化）傾向 6 48 55 5.7% 39.3% 24.0%

全　　体 105 122 229 100.0% 100.0% 100.0%

問15⑦ 過去３年程度の他の指定サービスを含む事業所全体の収支差

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=103 n=123 n=229 n=103 n=123 n=229

黒字 32 28 61 31.1% 22.8% 26.6%

収支均衡 64 38 104 62.1% 30.9% 45.4%

赤字 7 57 64 6.8% 46.3% 27.9%

全　　体 103 123 229 100.0% 100.0% 100.0%

問16① 採算ラインと考える利用者数の設定状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=105 n=127 n=243 n=105 n=127 n=243

設定していない 60 60 127 57.1% 47.2% 52.3%

設定している 45 67 116 42.9% 52.8% 47.7%

全　　体 105 127 243 100.0% 100.0% 100.0%  
【問16① 設定状況で「設定している」と回答した事業所のみ】

問16① 採算ラインと考える利用者の人数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=45 n=66 n=115

平均値 29.93 22.24 25.11

標準偏差 19.75 13.15 16.34

中央値 25 20 20

2 3 2

最大値 100 90 100

最小値

問16② 主なサービス利用者として想定している要介護度の有無

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=102 n=127 n=240 n=102 n=127 n=240

想定する要介護度はない 71 76 157 69.6% 59.8% 65.4%

ある 31 51 83 30.4% 40.2% 34.6%

全　　体 102 127 240 100.0% 100.0% 100.0%
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【問16② 要介護の有無で「ある」と回答した事業所のみ】

問16② 想定している利用者の要介護度（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=31 n=51 n=83 n=31 n=51 n=83

要介護１ 1 4 5 3.2% 7.8% 6.0%

要介護２ 8 9 17 25.8% 17.6% 20.5%

要介護３ 24 32 57 77.4% 62.7% 68.7%

要介護４ 12 14 26 38.7% 27.5% 31.3%

要介護５ 10 14 24 32.3% 27.5% 28.9%

問17．過去３年程度における下記項目の発生状況

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=126 n=247 n=107 n=126 n=247

かなりある 55 67 128 51.4% 53.2% 51.8%

多くはないがある 48 53 107 44.9% 42.1% 43.3%

ほとんどない 3 5 9 2.8% 4.0% 3.6%

全くない 1 1 3 0.9% 0.8% 1.2%

全　　体 107 126 247 100.0% 100.0% 100.0%

②定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用する前と比較し、認知症のBPSDの状態が改善したケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=125 n=246 n=107 n=125 n=246

かなりある 12 10 24 11.2% 8.0% 9.8%

多くはないがある 69 71 144 64.5% 56.8% 58.5%

ほとんどない 23 39 69 21.5% 31.2% 28.0%

全くない 3 5 9 2.8% 4.0% 3.7%

全　　体 107 125 246 100.0% 100.0% 100.0%

③定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用する前と比較し、利用者のADLやIADLが改善したケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=126 n=247 n=107 n=126 n=247

かなりある 17 26 44 15.9% 20.6% 17.8%

多くはないがある 77 69 155 72.0% 54.8% 62.8%

ほとんどない 11 29 43 10.3% 23.0% 17.4%

全くない 2 2 5 1.9% 1.6% 2.0%

全　　体 107 126 247 100.0% 100.0% 100.0%

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用する前と比較し、利用者や家族の生活状況が安定した

　ケース
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④定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用する前と比較し、利用者の要介護度が改善したケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=126 n=246 n=106 n=126 n=246

かなりある 5 6 12 4.7% 4.8% 4.9%

多くはないがある 63 57 127 59.4% 45.2% 51.6%

ほとんどない 29 51 84 27.4% 40.5% 34.1%

全くない 9 12 23 8.5% 9.5% 9.3%

全　　体 106 126 246 100.0% 100.0% 100.0%

⑤定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用し、看取り期のケアを在宅で行ったケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=126 n=247 n=107 n=126 n=247

かなりある 15 14 30 14.0% 11.1% 12.1%

多くはないがある 63 74 142 58.9% 58.7% 57.5%

ほとんどない 13 15 31 12.1% 11.9% 12.6%

全くない 16 23 44 15.0% 18.3% 17.8%

全　　体 107 126 247 100.0% 100.0% 100.0%

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=126 n=247 n=107 n=126 n=247

かなりある 21 20 43 19.6% 15.9% 17.4%

多くはないがある 64 74 146 59.8% 58.7% 59.1%

ほとんどない 15 23 41 14.0% 18.3% 16.6%

全くない 7 9 17 6.5% 7.1% 6.9%

全　　体 107 126 247 100.0% 100.0% 100.0%

⑥定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用し、（看取り期ではないが）医療的ケアが必要な利用者へ対応

　したケース
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問18．定期巡回・随時対応型訪問介護看護を運営する上で重視している指標・項目（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=125 n=246 n=107 n=125 n=246

サービス提供利用者数 76 96 179 71.0% 76.8% 72.8%

利用者の平均要介護度 42 46 92 39.3% 36.8% 37.4%

利用者の休廃止件数 15 17 33 14.0% 13.6% 13.4%

新規利用者数 51 69 125 47.7% 55.2% 50.8%

訪問ルートあたり単価 6 13 19 5.6% 10.4% 7.7%

収入に対する人件費率 47 61 112 43.9% 48.8% 45.5%

他法人のケアマネジャーからの紹介件数 24 43 74 22.4% 34.4% 30.1%

他法人の医療機関からの紹介件数 11 19 34 10.3% 15.2% 13.8%

訪問予定に対するキャンセル率 1 2 3 0.9% 1.6% 1.2%

ヘルパーの稼働率・稼働時間 43 45 91 40.2% 36.0% 37.0%

併設する他サービスとトータルで見た収支 20 33 56 18.7% 26.4% 22.8%

職員あたりの収入額 7 12 19 6.5% 9.6% 7.7%

職員あたりの収支 12 16 28 11.2% 12.8% 11.4%

労働時間あたりの収入額 7 11 19 6.5% 8.8% 7.7%

労働時間あたりの収支 10 10 22 9.3% 8.0% 8.9%

その他 3 5 11 2.8% 4.0% 4.5%

重視している指標はない 5 4 9 4.7% 3.2% 3.7%  
【問18で「サービス提供利用者数」～「その他」と回答した事業所のみ】

問19．事業所運営の視点からみた満足度

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=102 n=119 n=233 n=102 n=119 n=233

いずれも満足できる水準である 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

満足できる水準のものが多い 38 9 51 37.3% 7.6% 21.9%

満足できない水準のものが多い 56 64 125 54.9% 53.8% 53.6%

いずれも満足できる水準ではない 8 46 57 7.8% 38.7% 24.5%

全　　体 102 119 233 100.0% 100.0% 100.0%  
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④定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用する前と比較し、利用者の要介護度が改善したケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=126 n=246 n=106 n=126 n=246

かなりある 5 6 12 4.7% 4.8% 4.9%

多くはないがある 63 57 127 59.4% 45.2% 51.6%

ほとんどない 29 51 84 27.4% 40.5% 34.1%

全くない 9 12 23 8.5% 9.5% 9.3%

全　　体 106 126 246 100.0% 100.0% 100.0%

⑤定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用し、看取り期のケアを在宅で行ったケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=126 n=247 n=107 n=126 n=247

かなりある 15 14 30 14.0% 11.1% 12.1%

多くはないがある 63 74 142 58.9% 58.7% 57.5%

ほとんどない 13 15 31 12.1% 11.9% 12.6%

全くない 16 23 44 15.0% 18.3% 17.8%

全　　体 107 126 247 100.0% 100.0% 100.0%

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=126 n=247 n=107 n=126 n=247

かなりある 21 20 43 19.6% 15.9% 17.4%

多くはないがある 64 74 146 59.8% 58.7% 59.1%

ほとんどない 15 23 41 14.0% 18.3% 16.6%

全くない 7 9 17 6.5% 7.1% 6.9%

全　　体 107 126 247 100.0% 100.0% 100.0%

⑥定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用し、（看取り期ではないが）医療的ケアが必要な利用者へ対応

　したケース
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問18．定期巡回・随時対応型訪問介護看護を運営する上で重視している指標・項目（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=125 n=246 n=107 n=125 n=246

サービス提供利用者数 76 96 179 71.0% 76.8% 72.8%

利用者の平均要介護度 42 46 92 39.3% 36.8% 37.4%

利用者の休廃止件数 15 17 33 14.0% 13.6% 13.4%

新規利用者数 51 69 125 47.7% 55.2% 50.8%

訪問ルートあたり単価 6 13 19 5.6% 10.4% 7.7%

収入に対する人件費率 47 61 112 43.9% 48.8% 45.5%

他法人のケアマネジャーからの紹介件数 24 43 74 22.4% 34.4% 30.1%

他法人の医療機関からの紹介件数 11 19 34 10.3% 15.2% 13.8%

訪問予定に対するキャンセル率 1 2 3 0.9% 1.6% 1.2%

ヘルパーの稼働率・稼働時間 43 45 91 40.2% 36.0% 37.0%

併設する他サービスとトータルで見た収支 20 33 56 18.7% 26.4% 22.8%

職員あたりの収入額 7 12 19 6.5% 9.6% 7.7%

職員あたりの収支 12 16 28 11.2% 12.8% 11.4%

労働時間あたりの収入額 7 11 19 6.5% 8.8% 7.7%

労働時間あたりの収支 10 10 22 9.3% 8.0% 8.9%

その他 3 5 11 2.8% 4.0% 4.5%

重視している指標はない 5 4 9 4.7% 3.2% 3.7%  
【問18で「サービス提供利用者数」～「その他」と回答した事業所のみ】

問19．事業所運営の視点からみた満足度

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=102 n=119 n=233 n=102 n=119 n=233

いずれも満足できる水準である 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

満足できる水準のものが多い 38 9 51 37.3% 7.6% 21.9%

満足できない水準のものが多い 56 64 125 54.9% 53.8% 53.6%

いずれも満足できる水準ではない 8 46 57 7.8% 38.7% 24.5%

全　　体 102 119 233 100.0% 100.0% 100.0%  
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３．人材の状況について

（１）事業所の人材育成の状況について

問20① 管理者について、他の介護サービスと比較して重要と考える知識・技術（５つまでの複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=104 n=126 n=243 n=104 n=126 n=243

身体介護の基礎的な技術 3 6 10 2.9% 4.8% 4.1%

生活援助の基礎的な技術 1 2 3 1.0% 1.6% 1.2%

短時間に必要なケアを手早く行う技術 2 1 3 1.9% 0.8% 1.2%

利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 12 17 31 11.5% 13.5% 12.8%

利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 46 58 111 44.2% 46.0% 45.7%

利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 55 57 118 52.9% 45.2% 48.6%

4 5 10 3.8% 4.0% 4.1%

状態の変化を見抜くモニタリング力 1 8 11 1.0% 6.3% 4.5%

利用者の意欲向上に向けて働きかける力 5 2 7 4.8% 1.6% 2.9%

利用者のできること・残存能力を引き出す力 1 0 3 1.0% 0.0% 1.2%

9 15 24 8.7% 11.9% 9.9%

緊急時に適切に対応をする判断力 35 35 77 33.7% 27.8% 31.7%

傾聴等により利用者に安心感を与える力 10 6 17 9.6% 4.8% 7.0%

記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力 4 4 8 3.8% 3.2% 3.3%

利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力 69 80 153 66.3% 63.5% 63.0%

他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力 49 61 116 47.1% 48.4% 47.7%

他の専門職と連携するチームケアの技術 41 32 75 39.4% 25.4% 30.9%

地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 70 82 159 67.3% 65.1% 65.4%

コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 65 85 159 62.5% 67.5% 65.4%

医療に関する知識・医療的ケアの技術 11 10 22 10.6% 7.9% 9.1%

口腔ケア・嚥下に関する知識 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

栄養管理に関する知識 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

認知症ケアに関する知識・技術 2 4 7 1.9% 3.2% 2.9%

リハビリテーションに関する知識・技術 0 1 2 0.0% 0.8% 0.8%

その他 0 4 4 0.0% 3.2% 1.6%

特に必要な知識・技術はない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

【件数】 【割合】

これまでの利用者への関わりから発生する課題やｹｱﾆｰｽﾞを予期する力

(滞在時間でなく)必要なケア行為に基づいてプランを作成する能力
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生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=105 n=128 n=247 n=105 n=128 n=247

身体介護の基礎的な技術 5 8 15 4.8% 6.3% 6.1%

生活援助の基礎的な技術 2 5 9 1.9% 3.9% 3.6%

短時間に必要なケアを手早く行う技術 4 5 11 3.8% 3.9% 4.5%

利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 78 100 187 74.3% 78.1% 75.7%

利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 49 64 118 46.7% 50.0% 47.8%

利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 41 51 97 39.0% 39.8% 39.3%

68 82 157 64.8% 64.1% 63.6%

状態の変化を見抜くモニタリング力 67 77 153 63.8% 60.2% 61.9%

利用者の意欲向上に向けて働きかける力 13 17 34 12.4% 13.3% 13.8%

利用者のできること・残存能力を引き出す力 19 18 41 18.1% 14.1% 16.6%

44 59 107 41.9% 46.1% 43.3%

緊急時に適切に対応をする判断力 16 10 26 15.2% 7.8% 10.5%

傾聴等により利用者に安心感を与える力 7 12 20 6.7% 9.4% 8.1%

記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力 3 1 4 2.9% 0.8% 1.6%

利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力 9 12 24 8.6% 9.4% 9.7%

他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力 19 27 50 18.1% 21.1% 20.2%

他の専門職と連携するチームケアの技術 30 39 74 28.6% 30.5% 30.0%

地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 5 3 9 4.8% 2.3% 3.6%

コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 9 8 17 8.6% 6.3% 6.9%

医療に関する知識・医療的ケアの技術 7 2 9 6.7% 1.6% 3.6%

口腔ケア・嚥下に関する知識 2 0 2 1.9% 0.0% 0.8%

栄養管理に関する知識 2 1 3 1.9% 0.8% 1.2%

認知症ケアに関する知識・技術 6 5 11 5.7% 3.9% 4.5%

リハビリテーションに関する知識・技術 2 2 4 1.9% 1.6% 1.6%

その他 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

特に必要な知識・技術はない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

【件数】 【割合】

これまでの利用者への関わりから発生する課題やｹｱﾆｰｽﾞを予期する力

(滞在時間でなく)必要なケア行為に基づいてプランを作成する能力

問20② 計画作成責任者について、他の介護サービスと比較して重要と考える知識・技術

　　（５つまでの複数回答）
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３．人材の状況について

（１）事業所の人材育成の状況について

問20① 管理者について、他の介護サービスと比較して重要と考える知識・技術（５つまでの複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=104 n=126 n=243 n=104 n=126 n=243

身体介護の基礎的な技術 3 6 10 2.9% 4.8% 4.1%

生活援助の基礎的な技術 1 2 3 1.0% 1.6% 1.2%

短時間に必要なケアを手早く行う技術 2 1 3 1.9% 0.8% 1.2%

利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 12 17 31 11.5% 13.5% 12.8%

利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 46 58 111 44.2% 46.0% 45.7%

利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 55 57 118 52.9% 45.2% 48.6%

4 5 10 3.8% 4.0% 4.1%

状態の変化を見抜くモニタリング力 1 8 11 1.0% 6.3% 4.5%

利用者の意欲向上に向けて働きかける力 5 2 7 4.8% 1.6% 2.9%

利用者のできること・残存能力を引き出す力 1 0 3 1.0% 0.0% 1.2%

9 15 24 8.7% 11.9% 9.9%

緊急時に適切に対応をする判断力 35 35 77 33.7% 27.8% 31.7%

傾聴等により利用者に安心感を与える力 10 6 17 9.6% 4.8% 7.0%

記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力 4 4 8 3.8% 3.2% 3.3%

利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力 69 80 153 66.3% 63.5% 63.0%

他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力 49 61 116 47.1% 48.4% 47.7%

他の専門職と連携するチームケアの技術 41 32 75 39.4% 25.4% 30.9%

地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 70 82 159 67.3% 65.1% 65.4%

コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 65 85 159 62.5% 67.5% 65.4%

医療に関する知識・医療的ケアの技術 11 10 22 10.6% 7.9% 9.1%

口腔ケア・嚥下に関する知識 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

栄養管理に関する知識 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

認知症ケアに関する知識・技術 2 4 7 1.9% 3.2% 2.9%

リハビリテーションに関する知識・技術 0 1 2 0.0% 0.8% 0.8%

その他 0 4 4 0.0% 3.2% 1.6%

特に必要な知識・技術はない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

【件数】 【割合】

これまでの利用者への関わりから発生する課題やｹｱﾆｰｽﾞを予期する力

(滞在時間でなく)必要なケア行為に基づいてプランを作成する能力
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生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=105 n=128 n=247 n=105 n=128 n=247

身体介護の基礎的な技術 5 8 15 4.8% 6.3% 6.1%

生活援助の基礎的な技術 2 5 9 1.9% 3.9% 3.6%

短時間に必要なケアを手早く行う技術 4 5 11 3.8% 3.9% 4.5%

利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 78 100 187 74.3% 78.1% 75.7%

利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 49 64 118 46.7% 50.0% 47.8%

利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 41 51 97 39.0% 39.8% 39.3%

68 82 157 64.8% 64.1% 63.6%

状態の変化を見抜くモニタリング力 67 77 153 63.8% 60.2% 61.9%

利用者の意欲向上に向けて働きかける力 13 17 34 12.4% 13.3% 13.8%

利用者のできること・残存能力を引き出す力 19 18 41 18.1% 14.1% 16.6%

44 59 107 41.9% 46.1% 43.3%

緊急時に適切に対応をする判断力 16 10 26 15.2% 7.8% 10.5%

傾聴等により利用者に安心感を与える力 7 12 20 6.7% 9.4% 8.1%

記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力 3 1 4 2.9% 0.8% 1.6%

利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力 9 12 24 8.6% 9.4% 9.7%

他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力 19 27 50 18.1% 21.1% 20.2%

他の専門職と連携するチームケアの技術 30 39 74 28.6% 30.5% 30.0%

地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 5 3 9 4.8% 2.3% 3.6%

コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 9 8 17 8.6% 6.3% 6.9%

医療に関する知識・医療的ケアの技術 7 2 9 6.7% 1.6% 3.6%

口腔ケア・嚥下に関する知識 2 0 2 1.9% 0.0% 0.8%

栄養管理に関する知識 2 1 3 1.9% 0.8% 1.2%

認知症ケアに関する知識・技術 6 5 11 5.7% 3.9% 4.5%

リハビリテーションに関する知識・技術 2 2 4 1.9% 1.6% 1.6%

その他 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

特に必要な知識・技術はない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

【件数】 【割合】

これまでの利用者への関わりから発生する課題やｹｱﾆｰｽﾞを予期する力

(滞在時間でなく)必要なケア行為に基づいてプランを作成する能力

問20② 計画作成責任者について、他の介護サービスと比較して重要と考える知識・技術

　　（５つまでの複数回答）

－ 163 －
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問20③ 訪問介護員について、他の介護サービスと比較して重要と考える知識・技術（５つまでの複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=105 n=128 n=247 n=105 n=128 n=247

身体介護の基礎的な技術 86 93 187 81.9% 72.7% 75.7%

生活援助の基礎的な技術 54 54 115 51.4% 42.2% 46.6%

短時間に必要なケアを手早く行う技術 57 68 130 54.3% 53.1% 52.6%

利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 15 18 36 14.3% 14.1% 14.6%

利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 41 50 100 39.0% 39.1% 40.5%

利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 0 4 5 0.0% 3.1% 2.0%

4 2 6 3.8% 1.6% 2.4%

状態の変化を見抜くモニタリング力 17 44 64 16.2% 34.4% 25.9%

利用者の意欲向上に向けて働きかける力 46 55 105 43.8% 43.0% 42.5%

利用者のできること・残存能力を引き出す力 46 52 104 43.8% 40.6% 42.1%

6 6 14 5.7% 4.7% 5.7%

緊急時に適切に対応をする判断力 27 39 67 25.7% 30.5% 27.1%

傾聴等により利用者に安心感を与える力 41 46 96 39.0% 35.9% 38.9%

記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力 2 1 3 1.9% 0.8% 1.2%

利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力 1 0 1 1.0% 0.0% 0.4%

他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力 0 2 2 0.0% 1.6% 0.8%

他の専門職と連携するチームケアの技術 9 9 20 8.6% 7.0% 8.1%

地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

医療に関する知識・医療的ケアの技術 5 4 10 4.8% 3.1% 4.0%

口腔ケア・嚥下に関する知識 13 16 31 12.4% 12.5% 12.6%

栄養管理に関する知識 2 3 5 1.9% 2.3% 2.0%

認知症ケアに関する知識・技術 28 40 70 26.7% 31.3% 28.3%

リハビリテーションに関する知識・技術 1 3 4 1.0% 2.3% 1.6%

その他 1 0 1 1.0% 0.0% 0.4%

特に必要な知識・技術はない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

(滞在時間でなく)必要なケア行為に基づいてプランを作成する能力

これまでの利用者への関わりから発生する課題やｹｱﾆｰｽﾞを予期する力

【件数】 【割合】
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問20④ オペレーターについて、他の介護サービスと比較して重要と考える知識・技術（５つまでの複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=104 n=128 n=246 n=104 n=128 n=246

身体介護の基礎的な技術 5 7 14 4.8% 5.5% 5.7%

生活援助の基礎的な技術 2 3 6 1.9% 2.3% 2.4%

短時間に必要なケアを手早く行う技術 1 2 3 1.0% 1.6% 1.2%

利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 5 8 15 4.8% 6.3% 6.1%

利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 35 49 89 33.7% 38.3% 36.2%

利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 15 25 43 14.4% 19.5% 17.5%

0 1 1 0.0% 0.8% 0.4%

状態の変化を見抜くモニタリング力 22 29 53 21.2% 22.7% 21.5%

利用者の意欲向上に向けて働きかける力 9 7 16 8.7% 5.5% 6.5%

利用者のできること・残存能力を引き出す力 2 4 7 1.9% 3.1% 2.8%

27 22 52 26.0% 17.2% 21.1%

緊急時に適切に対応をする判断力 81 106 199 77.9% 82.8% 80.9%

傾聴等により利用者に安心感を与える力 75 87 171 72.1% 68.0% 69.5%

記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力 91 111 212 87.5% 86.7% 86.2%

利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力 2 7 9 1.9% 5.5% 3.7%

他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力 15 12 28 14.4% 9.4% 11.4%

他の専門職と連携するチームケアの技術 29 25 57 27.9% 19.5% 23.2%

地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 4 5 10 3.8% 3.9% 4.1%

コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 2 3 5 1.9% 2.3% 2.0%

医療に関する知識・医療的ケアの技術 21 26 47 20.2% 20.3% 19.1%

口腔ケア・嚥下に関する知識 1 0 1 1.0% 0.0% 0.4%

栄養管理に関する知識 0 2 2 0.0% 1.6% 0.8%

認知症ケアに関する知識・技術 15 22 39 14.4% 17.2% 15.9%

リハビリテーションに関する知識・技術 1 0 1 1.0% 0.0% 0.4%

その他 1 0 1 1.0% 0.0% 0.4%

特に必要な知識・技術はない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

(滞在時間でなく)必要なケア行為に基づいてプランを作成する能力

これまでの利用者への関わりから発生する課題やｹｱﾆｰｽﾞを予期する力

【件数】 【割合】

 

－ 164 －
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問20③ 訪問介護員について、他の介護サービスと比較して重要と考える知識・技術（５つまでの複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=105 n=128 n=247 n=105 n=128 n=247

身体介護の基礎的な技術 86 93 187 81.9% 72.7% 75.7%

生活援助の基礎的な技術 54 54 115 51.4% 42.2% 46.6%

短時間に必要なケアを手早く行う技術 57 68 130 54.3% 53.1% 52.6%

利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 15 18 36 14.3% 14.1% 14.6%

利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 41 50 100 39.0% 39.1% 40.5%

利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 0 4 5 0.0% 3.1% 2.0%

4 2 6 3.8% 1.6% 2.4%

状態の変化を見抜くモニタリング力 17 44 64 16.2% 34.4% 25.9%

利用者の意欲向上に向けて働きかける力 46 55 105 43.8% 43.0% 42.5%

利用者のできること・残存能力を引き出す力 46 52 104 43.8% 40.6% 42.1%

6 6 14 5.7% 4.7% 5.7%

緊急時に適切に対応をする判断力 27 39 67 25.7% 30.5% 27.1%

傾聴等により利用者に安心感を与える力 41 46 96 39.0% 35.9% 38.9%

記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力 2 1 3 1.9% 0.8% 1.2%

利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力 1 0 1 1.0% 0.0% 0.4%

他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力 0 2 2 0.0% 1.6% 0.8%

他の専門職と連携するチームケアの技術 9 9 20 8.6% 7.0% 8.1%

地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

医療に関する知識・医療的ケアの技術 5 4 10 4.8% 3.1% 4.0%

口腔ケア・嚥下に関する知識 13 16 31 12.4% 12.5% 12.6%

栄養管理に関する知識 2 3 5 1.9% 2.3% 2.0%

認知症ケアに関する知識・技術 28 40 70 26.7% 31.3% 28.3%

リハビリテーションに関する知識・技術 1 3 4 1.0% 2.3% 1.6%

その他 1 0 1 1.0% 0.0% 0.4%

特に必要な知識・技術はない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

(滞在時間でなく)必要なケア行為に基づいてプランを作成する能力

これまでの利用者への関わりから発生する課題やｹｱﾆｰｽﾞを予期する力

【件数】 【割合】
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問20④ オペレーターについて、他の介護サービスと比較して重要と考える知識・技術（５つまでの複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=104 n=128 n=246 n=104 n=128 n=246

身体介護の基礎的な技術 5 7 14 4.8% 5.5% 5.7%

生活援助の基礎的な技術 2 3 6 1.9% 2.3% 2.4%

短時間に必要なケアを手早く行う技術 1 2 3 1.0% 1.6% 1.2%

利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 5 8 15 4.8% 6.3% 6.1%

利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 35 49 89 33.7% 38.3% 36.2%

利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 15 25 43 14.4% 19.5% 17.5%

0 1 1 0.0% 0.8% 0.4%

状態の変化を見抜くモニタリング力 22 29 53 21.2% 22.7% 21.5%

利用者の意欲向上に向けて働きかける力 9 7 16 8.7% 5.5% 6.5%

利用者のできること・残存能力を引き出す力 2 4 7 1.9% 3.1% 2.8%

27 22 52 26.0% 17.2% 21.1%

緊急時に適切に対応をする判断力 81 106 199 77.9% 82.8% 80.9%

傾聴等により利用者に安心感を与える力 75 87 171 72.1% 68.0% 69.5%

記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力 91 111 212 87.5% 86.7% 86.2%

利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力 2 7 9 1.9% 5.5% 3.7%

他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力 15 12 28 14.4% 9.4% 11.4%

他の専門職と連携するチームケアの技術 29 25 57 27.9% 19.5% 23.2%

地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 4 5 10 3.8% 3.9% 4.1%

コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 2 3 5 1.9% 2.3% 2.0%

医療に関する知識・医療的ケアの技術 21 26 47 20.2% 20.3% 19.1%

口腔ケア・嚥下に関する知識 1 0 1 1.0% 0.0% 0.4%

栄養管理に関する知識 0 2 2 0.0% 1.6% 0.8%

認知症ケアに関する知識・技術 15 22 39 14.4% 17.2% 15.9%

リハビリテーションに関する知識・技術 1 0 1 1.0% 0.0% 0.4%

その他 1 0 1 1.0% 0.0% 0.4%

特に必要な知識・技術はない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

(滞在時間でなく)必要なケア行為に基づいてプランを作成する能力

これまでの利用者への関わりから発生する課題やｹｱﾆｰｽﾞを予期する力

【件数】 【割合】

 

－ 165 －
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問20⑤ 看護職員について、他の介護サービスと比較して重要と考える知識・技術（５つまでの複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=79 n=95 n=183 n=79 n=95 n=183

身体介護の基礎的な技術 5 6 12 6.3% 6.3% 6.6%

生活援助の基礎的な技術 0 2 2 0.0% 2.1% 1.1%

短時間に必要なケアを手早く行う技術 4 5 10 5.1% 5.3% 5.5%

利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 13 22 39 16.5% 23.2% 21.3%

利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 17 13 31 21.5% 13.7% 16.9%

利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 4 3 8 5.1% 3.2% 4.4%

0 1 1 0.0% 1.1% 0.5%

状態の変化を見抜くモニタリング力 26 31 60 32.9% 32.6% 32.8%

利用者の意欲向上に向けて働きかける力 5 10 15 6.3% 10.5% 8.2%

利用者のできること・残存能力を引き出す力 9 10 21 11.4% 10.5% 11.5%

6 14 21 7.6% 14.7% 11.5%

緊急時に適切に対応をする判断力 43 37 83 54.4% 38.9% 45.4%

傾聴等により利用者に安心感を与える力 14 10 25 17.7% 10.5% 13.7%

記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力 3 7 10 3.8% 7.4% 5.5%

利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力 1 1 2 1.3% 1.1% 1.1%

他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力 6 10 19 7.6% 10.5% 10.4%

他の専門職と連携するチームケアの技術 24 31 58 30.4% 32.6% 31.7%

地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 0 4 5 0.0% 4.2% 2.7%

コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 3 2 5 3.8% 2.1% 2.7%

医療に関する知識・医療的ケアの技術 63 77 149 79.7% 81.1% 81.4%

口腔ケア・嚥下に関する知識 26 32 61 32.9% 33.7% 33.3%

栄養管理に関する知識 30 33 65 38.0% 34.7% 35.5%

認知症ケアに関する知識・技術 26 27 54 32.9% 28.4% 29.5%

リハビリテーションに関する知識・技術 34 48 83 43.0% 50.5% 45.4%

その他 1 0 1 1.3% 0.0% 0.5%

特に必要な知識・技術はない 0 1 1 0.0% 1.1% 0.5%

(滞在時間でなく)必要なケア行為に基づいてプランを作成する能力

【件数】 【割合】

これまでの利用者への関わりから発生する課題やｹｱﾆｰｽﾞを予期する力
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生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=105 n=128 n=248 n=105 n=128 n=248

自事業所の上司や同僚との同行・指導・助言 85 97 194 81.0% 75.8% 78.2%

他事業所や法人本部職員からの指導・助言 36 32 70 34.3% 25.0% 28.2%

自事業所の上司や先輩によるスーパービジョン 33 39 76 31.4% 30.5% 30.6%

育成担当者（チューターなど）の配置・指導 28 16 45 26.7% 12.5% 18.1%

管理者による定期的な育成面談の実施 48 59 112 45.7% 46.1% 45.2%

初歩的なケースから難易度の高いケースへの段階的な移行 23 19 44 21.9% 14.8% 17.7%

事業所内のカンファレンスへの参加 72 83 165 68.6% 64.8% 66.5%

事業所や法人内での事例発表会の開催 42 46 93 40.0% 35.9% 37.5%

通信教育や書籍などに関する情報提供・受講支援 11 30 41 10.5% 23.4% 16.5%

関連する内部研修の実施 76 91 176 72.4% 71.1% 71.0%

49 46 100 46.7% 35.9% 40.3%

地域ケア会議への参加 44 39 91 41.9% 30.5% 36.7%

看取りや処遇困難事例など特定の利用者への対応 39 34 78 37.1% 26.6% 31.5%

介護・医療連携推進会議への参加 69 87 169 65.7% 68.0% 68.1%

39 33 78 37.1% 25.8% 31.5%

事業所内外の研修等への教える立場での参画 34 31 71 32.4% 24.2% 28.6%

その他 1 2 3 1.0% 1.6% 1.2%

特に行っているものはない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

地域包括支援センターや事業所連絡会などが行う外部研修への派遣

外部の専門職・機関との利用者に関するカンファレンスへの参加

問21．定期巡回・随時対応型訪問介護看護に従事する職員に求められる知識・技術を育成するために実施して

　　　いる取組み（複数回答）

【件数】 【割合】

（２）事業所の人材の定着状況について

問22① 過去１年間（平成28年10月1日～平成29年9月30日）の採用者数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=103 n=126 n=243

平均値 4.63 3.25 3.77

標準偏差 6.51 4.62 5.45

中央値 3 2 2

0 0 0

最大値 42 37 42

問22② 過去１年間（平成28年10月1日～平成29年9月30日）の離職者数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=104 n=126 n=243

平均値 3.05 1.98 2.46

標準偏差 4.53 2.25 3.45

中央値 2 2 2

0 0 0

最大値 31 15 31

最小値

最小値

－ 166 －
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問20⑤ 看護職員について、他の介護サービスと比較して重要と考える知識・技術（５つまでの複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=79 n=95 n=183 n=79 n=95 n=183

身体介護の基礎的な技術 5 6 12 6.3% 6.3% 6.6%

生活援助の基礎的な技術 0 2 2 0.0% 2.1% 1.1%

短時間に必要なケアを手早く行う技術 4 5 10 5.1% 5.3% 5.5%

利用者の課題や残存能力を見極めるアセスメント力 13 22 39 16.5% 23.2% 21.3%

利用者・家族・関係機関等とのコミュニケーション力 17 13 31 21.5% 13.7% 16.9%

利用者・家族・関係機関等との調整・折衝力 4 3 8 5.1% 3.2% 4.4%

0 1 1 0.0% 1.1% 0.5%

状態の変化を見抜くモニタリング力 26 31 60 32.9% 32.6% 32.8%

利用者の意欲向上に向けて働きかける力 5 10 15 6.3% 10.5% 8.2%

利用者のできること・残存能力を引き出す力 9 10 21 11.4% 10.5% 11.5%

6 14 21 7.6% 14.7% 11.5%

緊急時に適切に対応をする判断力 43 37 83 54.4% 38.9% 45.4%

傾聴等により利用者に安心感を与える力 14 10 25 17.7% 10.5% 13.7%

記録や電話での声色等で利用者の状態を予測する力 3 7 10 3.8% 7.4% 5.5%

利用者・家族の意向と事業所の収益のバランスを調整する力 1 1 2 1.3% 1.1% 1.1%

他の専門職にサービスの内容・使い方等を提案・説明する力 6 10 19 7.6% 10.5% 10.4%

他の専門職と連携するチームケアの技術 24 31 58 30.4% 32.6% 31.7%

地域住民や関係機関とネットワークをつくる力 0 4 5 0.0% 4.2% 2.7%

コーチングやスーパーバイズ等の人材育成の力 3 2 5 3.8% 2.1% 2.7%

医療に関する知識・医療的ケアの技術 63 77 149 79.7% 81.1% 81.4%

口腔ケア・嚥下に関する知識 26 32 61 32.9% 33.7% 33.3%

栄養管理に関する知識 30 33 65 38.0% 34.7% 35.5%

認知症ケアに関する知識・技術 26 27 54 32.9% 28.4% 29.5%

リハビリテーションに関する知識・技術 34 48 83 43.0% 50.5% 45.4%

その他 1 0 1 1.3% 0.0% 0.5%

特に必要な知識・技術はない 0 1 1 0.0% 1.1% 0.5%

(滞在時間でなく)必要なケア行為に基づいてプランを作成する能力

【件数】 【割合】

これまでの利用者への関わりから発生する課題やｹｱﾆｰｽﾞを予期する力
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生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=105 n=128 n=248 n=105 n=128 n=248

自事業所の上司や同僚との同行・指導・助言 85 97 194 81.0% 75.8% 78.2%

他事業所や法人本部職員からの指導・助言 36 32 70 34.3% 25.0% 28.2%

自事業所の上司や先輩によるスーパービジョン 33 39 76 31.4% 30.5% 30.6%

育成担当者（チューターなど）の配置・指導 28 16 45 26.7% 12.5% 18.1%

管理者による定期的な育成面談の実施 48 59 112 45.7% 46.1% 45.2%

初歩的なケースから難易度の高いケースへの段階的な移行 23 19 44 21.9% 14.8% 17.7%

事業所内のカンファレンスへの参加 72 83 165 68.6% 64.8% 66.5%

事業所や法人内での事例発表会の開催 42 46 93 40.0% 35.9% 37.5%

通信教育や書籍などに関する情報提供・受講支援 11 30 41 10.5% 23.4% 16.5%

関連する内部研修の実施 76 91 176 72.4% 71.1% 71.0%

49 46 100 46.7% 35.9% 40.3%

地域ケア会議への参加 44 39 91 41.9% 30.5% 36.7%

看取りや処遇困難事例など特定の利用者への対応 39 34 78 37.1% 26.6% 31.5%

介護・医療連携推進会議への参加 69 87 169 65.7% 68.0% 68.1%

39 33 78 37.1% 25.8% 31.5%

事業所内外の研修等への教える立場での参画 34 31 71 32.4% 24.2% 28.6%

その他 1 2 3 1.0% 1.6% 1.2%

特に行っているものはない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

地域包括支援センターや事業所連絡会などが行う外部研修への派遣

外部の専門職・機関との利用者に関するカンファレンスへの参加

問21．定期巡回・随時対応型訪問介護看護に従事する職員に求められる知識・技術を育成するために実施して

　　　いる取組み（複数回答）

【件数】 【割合】

（２）事業所の人材の定着状況について

問22① 過去１年間（平成28年10月1日～平成29年9月30日）の採用者数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=103 n=126 n=243

平均値 4.63 3.25 3.77

標準偏差 6.51 4.62 5.45

中央値 3 2 2

0 0 0

最大値 42 37 42

問22② 過去１年間（平成28年10月1日～平成29年9月30日）の離職者数

生産性が

高い
それ以外 全体

n=104 n=126 n=243

平均値 3.05 1.98 2.46

標準偏差 4.53 2.25 3.45

中央値 2 2 2

0 0 0

最大値 31 15 31

最小値

最小値

－ 167 －
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問22③ 職員の定着状況

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=101 n=121 n=234 n=101 n=121 n=234

定着率は低くない 70 83 160 69.3% 68.6% 68.4%

定着率は低いが困っていない 10 9 19 9.9% 7.4% 8.1%

定着率が低く困っている 21 29 55 20.8% 24.0% 23.5%

全　　体 101 121 234 100.0% 100.0% 100.0%

問23．職員の定着率を高めるために実施している取組み（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=106 n=128 n=251 n=106 n=128 n=251

採用前のトライアルでの職場体験の実施 10 10 22 9.4% 7.8% 8.8%

入職直後の導入研修の実施 54 64 127 50.9% 50.0% 50.6%

能力に見合った仕事への配置 54 57 122 50.9% 44.5% 48.6%

シフトを決める際の職員への要望確認 81 97 190 76.4% 75.8% 75.7%

仕事上の悩み・課題に関する相談機会や相談窓口の設置 42 50 100 39.6% 39.1% 39.8%

能力向上に向けた研修や育成機会の提供 66 64 139 62.3% 50.0% 55.4%

長期的なキャリアパスの構築 32 41 77 30.2% 32.0% 30.7%

評価項目・評価基準の明確化 33 40 77 31.1% 31.3% 30.7%

適正な評価に基づく昇給・昇格体系の整備 43 51 99 40.6% 39.8% 39.4%

29 33 65 27.4% 25.8% 25.9%

定期的な目標管理面談の実施 40 53 97 37.7% 41.4% 38.6%

業務負担軽減のための福祉機器の導入 9 9 18 8.5% 7.0% 7.2%

業務負担軽減のためのICT機器の活用 23 45 72 21.7% 35.2% 28.7%

事業所内での横のつながりをつくる機会の提供 38 39 82 35.8% 30.5% 32.7%

対外的なネットワークをつくる機会の提供 7 8 17 6.6% 6.3% 6.8%

提案制度など運営に参画する機会・仕組みの提供 12 14 28 11.3% 10.9% 11.2%

全体会議への参加など事業所情報の定期・随時の提供 43 47 94 40.6% 36.7% 37.5%

メンタルヘルスにかかるケアの実施 35 40 79 33.0% 31.3% 31.5%

定期的な健康診断の実施 84 100 195 79.2% 78.1% 77.7%

労働時間管理（サービス残業等防止）の厳格化 40 47 90 37.7% 36.7% 35.9%

クレームやトラブルに組織的に対応する体制の整備 40 42 83 37.7% 32.8% 33.1%

他事業所・他法人と比較した高い給与設定 12 23 38 11.3% 18.0% 15.1%

育休・産休、有休が取りやすい風土づくり 45 56 110 42.5% 43.8% 43.8%

インターバル勤務の導入 2 4 6 1.9% 3.1% 2.4%

自由度の高いサービス特性を理解するための研修 4 8 14 3.8% 6.3% 5.6%

2 2 4 1.9% 1.6% 1.6%

その他 0 1 1 0.0% 0.8% 0.4%

特に行っているものはない 4 3 7 3.8% 2.3% 2.8%

管理者やリーダー層に対するマネジメント力向上のための教育

ボランティア活用等の職員が専門性の高い職務に注力できる環境の整備

【件数】 【割合】

【件数】 【割合】
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（３）事業所の人材の確保状況について

問24．各職種の過不足の状況

①計画作成責任者

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=103 n=129 n=248 n=103 n=129 n=248

過剰 0 3 3 0.0% 2.3% 1.2%

適正 79 95 184 76.7% 73.6% 74.2%

不足 24 31 61 23.3% 24.0% 24.6%

全　　体 103 129 248 100.0% 100.0% 100.0%

②訪問介護員

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=104 n=128 n=248 n=104 n=128 n=248

過剰 1 6 8 1.0% 4.7% 3.2%

適正 37 30 70 35.6% 23.4% 28.2%

不足 66 92 170 63.5% 71.9% 68.5%

全　　体 104 128 248 100.0% 100.0% 100.0%

③オペレーター

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=103 n=129 n=249 n=103 n=129 n=249

過剰 0 2 2 0.0% 1.6% 0.8%

適正 69 74 150 67.0% 57.4% 60.2%

不足 34 53 97 33.0% 41.1% 39.0%

全　　体 103 129 249 100.0% 100.0% 100.0%

④看護職員

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=101 n=121 n=238 n=101 n=121 n=238

過剰 2 0 2 2.0% 0.0% 0.8%

適正 28 24 55 27.7% 19.8% 23.1%

不足 19 20 40 18.8% 16.5% 16.8%

一体型事業所ではない 52 77 141 51.5% 63.6% 59.2%

全　　体 101 121 238 100.0% 100.0% 100.0%  
⑤事業所全体

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=105 n=129 n=251 n=105 n=129 n=251

過剰 3 3 6 2.9% 2.3% 2.4%

適正 38 38 81 36.2% 29.5% 32.3%

不足 64 88 164 61.0% 68.2% 65.3%

全　　体 105 129 251 101.9% 100.0% 100.0%  

－ 168 －
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問22③ 職員の定着状況

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=101 n=121 n=234 n=101 n=121 n=234

定着率は低くない 70 83 160 69.3% 68.6% 68.4%

定着率は低いが困っていない 10 9 19 9.9% 7.4% 8.1%

定着率が低く困っている 21 29 55 20.8% 24.0% 23.5%

全　　体 101 121 234 100.0% 100.0% 100.0%

問23．職員の定着率を高めるために実施している取組み（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=106 n=128 n=251 n=106 n=128 n=251

採用前のトライアルでの職場体験の実施 10 10 22 9.4% 7.8% 8.8%

入職直後の導入研修の実施 54 64 127 50.9% 50.0% 50.6%

能力に見合った仕事への配置 54 57 122 50.9% 44.5% 48.6%

シフトを決める際の職員への要望確認 81 97 190 76.4% 75.8% 75.7%

仕事上の悩み・課題に関する相談機会や相談窓口の設置 42 50 100 39.6% 39.1% 39.8%

能力向上に向けた研修や育成機会の提供 66 64 139 62.3% 50.0% 55.4%

長期的なキャリアパスの構築 32 41 77 30.2% 32.0% 30.7%

評価項目・評価基準の明確化 33 40 77 31.1% 31.3% 30.7%

適正な評価に基づく昇給・昇格体系の整備 43 51 99 40.6% 39.8% 39.4%

29 33 65 27.4% 25.8% 25.9%

定期的な目標管理面談の実施 40 53 97 37.7% 41.4% 38.6%

業務負担軽減のための福祉機器の導入 9 9 18 8.5% 7.0% 7.2%

業務負担軽減のためのICT機器の活用 23 45 72 21.7% 35.2% 28.7%

事業所内での横のつながりをつくる機会の提供 38 39 82 35.8% 30.5% 32.7%

対外的なネットワークをつくる機会の提供 7 8 17 6.6% 6.3% 6.8%

提案制度など運営に参画する機会・仕組みの提供 12 14 28 11.3% 10.9% 11.2%

全体会議への参加など事業所情報の定期・随時の提供 43 47 94 40.6% 36.7% 37.5%

メンタルヘルスにかかるケアの実施 35 40 79 33.0% 31.3% 31.5%

定期的な健康診断の実施 84 100 195 79.2% 78.1% 77.7%

労働時間管理（サービス残業等防止）の厳格化 40 47 90 37.7% 36.7% 35.9%

クレームやトラブルに組織的に対応する体制の整備 40 42 83 37.7% 32.8% 33.1%

他事業所・他法人と比較した高い給与設定 12 23 38 11.3% 18.0% 15.1%

育休・産休、有休が取りやすい風土づくり 45 56 110 42.5% 43.8% 43.8%

インターバル勤務の導入 2 4 6 1.9% 3.1% 2.4%

自由度の高いサービス特性を理解するための研修 4 8 14 3.8% 6.3% 5.6%

2 2 4 1.9% 1.6% 1.6%

その他 0 1 1 0.0% 0.8% 0.4%

特に行っているものはない 4 3 7 3.8% 2.3% 2.8%

管理者やリーダー層に対するマネジメント力向上のための教育

ボランティア活用等の職員が専門性の高い職務に注力できる環境の整備

【件数】 【割合】

【件数】 【割合】
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（３）事業所の人材の確保状況について

問24．各職種の過不足の状況

①計画作成責任者

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=103 n=129 n=248 n=103 n=129 n=248

過剰 0 3 3 0.0% 2.3% 1.2%

適正 79 95 184 76.7% 73.6% 74.2%

不足 24 31 61 23.3% 24.0% 24.6%

全　　体 103 129 248 100.0% 100.0% 100.0%

②訪問介護員

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=104 n=128 n=248 n=104 n=128 n=248

過剰 1 6 8 1.0% 4.7% 3.2%

適正 37 30 70 35.6% 23.4% 28.2%

不足 66 92 170 63.5% 71.9% 68.5%

全　　体 104 128 248 100.0% 100.0% 100.0%

③オペレーター

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=103 n=129 n=249 n=103 n=129 n=249

過剰 0 2 2 0.0% 1.6% 0.8%

適正 69 74 150 67.0% 57.4% 60.2%

不足 34 53 97 33.0% 41.1% 39.0%

全　　体 103 129 249 100.0% 100.0% 100.0%

④看護職員

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=101 n=121 n=238 n=101 n=121 n=238

過剰 2 0 2 2.0% 0.0% 0.8%

適正 28 24 55 27.7% 19.8% 23.1%

不足 19 20 40 18.8% 16.5% 16.8%

一体型事業所ではない 52 77 141 51.5% 63.6% 59.2%

全　　体 101 121 238 100.0% 100.0% 100.0%  
⑤事業所全体

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=105 n=129 n=251 n=105 n=129 n=251

過剰 3 3 6 2.9% 2.3% 2.4%

適正 38 38 81 36.2% 29.5% 32.3%

不足 64 88 164 61.0% 68.2% 65.3%

全　　体 105 129 251 101.9% 100.0% 100.0%  

－ 169 －
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問25① 採用ターゲットの設定

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=103 n=126 n=246 n=103 n=126 n=246

絞込みを行っている 17 16 36 16.5% 12.7% 14.6%

幅広に設定している 86 110 210 83.5% 87.3% 85.4%

全　　体 103 126 246 100.0% 100.0% 100.0%

問25② 募集方法

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=105 n=127 n=249 n=105 n=127 n=249

特定の方法に限定している 14 11 26 13.3% 8.7% 10.4%

多様な方法を用いている 91 116 223 86.7% 91.3% 89.6%

全　　体 105 127 249 100.0% 100.0% 100.0%

問25③（夜勤専従等）勤務時間帯を限定した採用

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=105 n=127 n=248 n=105 n=127 n=248

実施している 44 68 119 41.9% 53.5% 48.0%

実施していない 61 59 129 58.1% 46.5% 52.0%

全　　体 105 127 248 100.0% 100.0% 100.0%

問25④（訪問専従等）従事業務を限定した採用

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=105 n=126 n=248 n=105 n=126 n=248

実施している 53 69 133 50.5% 54.8% 53.6%

実施していない 52 57 115 49.5% 45.2% 46.4%

全　　体 105 126 248 100.0% 100.0% 100.0%
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問26．職員確保のための取組み（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=130 n=254 n=107 n=130 n=254

ハローワークの活用 92 111 219 86.0% 85.4% 86.2%

福祉人材センターの活用 28 34 65 26.2% 26.2% 25.6%

民間の職業紹介の活用 37 63 106 34.6% 48.5% 41.7%

養成校など学校からの紹介 37 35 76 34.6% 26.9% 29.9%

折込チラシ・広告等の活用 54 64 128 50.5% 49.2% 50.4%

ホームページによる情報発信 75 87 172 70.1% 66.9% 67.7%

SNSによる情報発信 6 8 14 5.6% 6.2% 5.5%

介護職員初任者研修参加者への声かけ 33 29 65 30.8% 22.3% 25.6%

職員からの紹介 88 93 192 82.2% 71.5% 75.6%

利用者および家族からの紹介 12 15 29 11.2% 11.5% 11.4%

地域住民からの紹介 13 11 24 12.1% 8.5% 9.4%

就職フェア等への参加 49 57 111 45.8% 43.8% 43.7%

就職専門WEBサイトの活用 16 34 53 15.0% 26.2% 20.9%

独自の就職説明会の開催 9 19 28 8.4% 14.6% 11.0%

法人内の他事業所からの異動 55 64 127 51.4% 49.2% 50.0%

その他 0 2 2 0.0% 1.5% 0.8%

特に行っているものはない 1 0 1 0.9% 0.0% 0.4%  
 

４．利用者との関係について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

問27．利用者の紹介経路（第１位）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=129 n=253 n=107 n=129 n=253

自法人が運営する居宅介護支援事業所 54 69 130 50.5% 53.5% 51.4%

他法人が運営する居宅介護支援事業所 33 51 91 30.8% 39.5% 36.0%

自法人が運営する医療機関 5 2 7 4.7% 1.6% 2.8%

他法人が運営する医療機関 7 1 10 6.5% 0.8% 4.0%

0 1 1 0.0% 0.8% 0.4%

上記以外の地域包括支援センター 2 1 3 1.9% 0.8% 1.2%

自法人が運営する介護保険施設 2 0 3 1.9% 0.0% 1.2%

他法人が運営する介護保険施設 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

1 3 4 0.9% 2.3% 1.6%

2 0 2 1.9% 0.0% 0.8%

0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

その他 1 1 2 0.9% 0.8% 0.8%

全　　体 107 129 253 100.0% 100.0% 100.0%

自法人が運営を受託する地域包括支援センター

自法人が運営する他の在宅介護サービス事業所

要介護者やその家族本人による問い合わせ

地域住民（自治会長や民生委員含む）からの紹介

－ 170 －
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問25① 採用ターゲットの設定

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=103 n=126 n=246 n=103 n=126 n=246

絞込みを行っている 17 16 36 16.5% 12.7% 14.6%

幅広に設定している 86 110 210 83.5% 87.3% 85.4%

全　　体 103 126 246 100.0% 100.0% 100.0%

問25② 募集方法

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=105 n=127 n=249 n=105 n=127 n=249

特定の方法に限定している 14 11 26 13.3% 8.7% 10.4%

多様な方法を用いている 91 116 223 86.7% 91.3% 89.6%

全　　体 105 127 249 100.0% 100.0% 100.0%

問25③（夜勤専従等）勤務時間帯を限定した採用

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=105 n=127 n=248 n=105 n=127 n=248

実施している 44 68 119 41.9% 53.5% 48.0%

実施していない 61 59 129 58.1% 46.5% 52.0%

全　　体 105 127 248 100.0% 100.0% 100.0%

問25④（訪問専従等）従事業務を限定した採用

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=105 n=126 n=248 n=105 n=126 n=248

実施している 53 69 133 50.5% 54.8% 53.6%

実施していない 52 57 115 49.5% 45.2% 46.4%

全　　体 105 126 248 100.0% 100.0% 100.0%
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問26．職員確保のための取組み（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=130 n=254 n=107 n=130 n=254

ハローワークの活用 92 111 219 86.0% 85.4% 86.2%

福祉人材センターの活用 28 34 65 26.2% 26.2% 25.6%

民間の職業紹介の活用 37 63 106 34.6% 48.5% 41.7%

養成校など学校からの紹介 37 35 76 34.6% 26.9% 29.9%

折込チラシ・広告等の活用 54 64 128 50.5% 49.2% 50.4%

ホームページによる情報発信 75 87 172 70.1% 66.9% 67.7%

SNSによる情報発信 6 8 14 5.6% 6.2% 5.5%

介護職員初任者研修参加者への声かけ 33 29 65 30.8% 22.3% 25.6%

職員からの紹介 88 93 192 82.2% 71.5% 75.6%

利用者および家族からの紹介 12 15 29 11.2% 11.5% 11.4%

地域住民からの紹介 13 11 24 12.1% 8.5% 9.4%

就職フェア等への参加 49 57 111 45.8% 43.8% 43.7%

就職専門WEBサイトの活用 16 34 53 15.0% 26.2% 20.9%

独自の就職説明会の開催 9 19 28 8.4% 14.6% 11.0%

法人内の他事業所からの異動 55 64 127 51.4% 49.2% 50.0%

その他 0 2 2 0.0% 1.5% 0.8%

特に行っているものはない 1 0 1 0.9% 0.0% 0.4%  
 

４．利用者との関係について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

問27．利用者の紹介経路（第１位）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=129 n=253 n=107 n=129 n=253

自法人が運営する居宅介護支援事業所 54 69 130 50.5% 53.5% 51.4%

他法人が運営する居宅介護支援事業所 33 51 91 30.8% 39.5% 36.0%

自法人が運営する医療機関 5 2 7 4.7% 1.6% 2.8%

他法人が運営する医療機関 7 1 10 6.5% 0.8% 4.0%

0 1 1 0.0% 0.8% 0.4%

上記以外の地域包括支援センター 2 1 3 1.9% 0.8% 1.2%

自法人が運営する介護保険施設 2 0 3 1.9% 0.0% 1.2%

他法人が運営する介護保険施設 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

1 3 4 0.9% 2.3% 1.6%

2 0 2 1.9% 0.0% 0.8%

0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

その他 1 1 2 0.9% 0.8% 0.8%

全　　体 107 129 253 100.0% 100.0% 100.0%

自法人が運営を受託する地域包括支援センター

自法人が運営する他の在宅介護サービス事業所

要介護者やその家族本人による問い合わせ

地域住民（自治会長や民生委員含む）からの紹介

－ 171 －
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問27．利用者の紹介経路（３つまで複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=129 n=253 n=107 n=129 n=253

自法人が運営する居宅介護支援事業所 78 102 190 72.9% 79.1% 75.1%

他法人が運営する居宅介護支援事業所 87 118 218 81.3% 91.5% 86.2%

自法人が運営する医療機関 19 13 35 17.8% 10.1% 13.8%

他法人が運営する医療機関 43 37 86 40.2% 28.7% 34.0%

6 9 18 5.6% 7.0% 7.1%

上記以外の地域包括支援センター 20 16 41 18.7% 12.4% 16.2%

自法人が運営する介護保険施設 8 5 16 7.5% 3.9% 6.3%

他法人が運営する介護保険施設 6 3 10 5.6% 2.3% 4.0%

9 12 21 8.4% 9.3% 8.3%

27 28 56 25.2% 21.7% 22.1%

2 2 4 1.9% 1.6% 1.6%

その他 3 1 5 2.8% 0.8% 2.0%

問28．問27において、「第１位」に記入した事業所・機関等からの紹介状況について、過去１年間程度の動向

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=104 n=126 n=247 n=104 n=126 n=247

増加傾向にある 49 37 91 47.1% 29.4% 36.8%

横ばい 50 74 135 48.1% 58.7% 54.7%

減少傾向にある 5 15 21 4.8% 11.9% 8.5%

全　　体 104 126 247 100.0% 100.0% 100.0%

自法人が運営を受託する地域包括支援センター

自法人が運営する他の在宅介護サービス事業所

要介護者やその家族本人による問い合わせ

地域住民（自治会長や民生委員含む）からの紹介

 

問29．サービス提供依頼について対応することが難しいケース（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=107 n=130 n=254 n=107 n=130 n=254

独居あるいは日中独居のケース 3 6 9 2.8% 4.6% 3.5%

看取り期にある方のケース 8 12 20 7.5% 9.2% 7.9%

医療的ケアが必要な方のケース 28 44 76 26.2% 33.8% 29.9%

認知症のBPSDがある方のケース 18 13 34 16.8% 10.0% 13.4%

医療機関から退院した直後の在宅復帰支援ケース 6 5 11 5.6% 3.8% 4.3%

6 10 16 5.6% 7.7% 6.3%

62 96 166 57.9% 73.8% 65.4%

59 74 140 55.1% 56.9% 55.1%

同居家族が介護に協力的でないケース 34 29 65 31.8% 22.3% 25.6%

暴力やハラスメントのある方のケース 44 65 117 41.1% 50.0% 46.1%

これまでに自法人のサービスを利用していなかったケース 3 3 6 2.8% 2.3% 2.4%

住まいが既存の訪問ルートから大きく離れているケース 47 75 132 43.9% 57.7% 52.0%

その他 5 6 13 4.7% 4.6% 5.1%

対応が難しいケースはない 6 7 13 5.6% 5.4% 5.1%

入院等により長期的に関わることができないと予想されるケース

利用者やその家族が必要性に比して過大な訪問回数を求めているケース

担当のケアマネジャーが必要性に比して過大な訪問回数を求めているケース

【件数】 【割合】
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問30．サービス提供時に特に重視している点（３つまで複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=82 n=101 n=200 n=82 n=101 n=200

サービス開始時の集中的な訪問によるアセスメント 9 17 29 11.0% 16.8% 14.5%

アセスメントに基づく必要なサービス量の設定 45 70 126 54.9% 69.3% 63.0%

サービス開始時の集中的なケアの提供による状態の安定化 12 10 24 14.6% 9.9% 12.0%

根拠に基づく利用者へのサービス内容の説明 16 16 37 19.5% 15.8% 18.5%

事業所側からの予防的なコールなど先手対応の実施 5 5 11 6.1% 5.0% 5.5%

介護職員間での密な情報共有 45 56 106 54.9% 55.4% 53.0%

介護職員と計画作成責任者との密な情報共有 22 24 49 26.8% 23.8% 24.5%

介護職員と看護師との役割分担の明確化 5 6 13 6.1% 5.9% 6.5%

介護職員と看護師との密な情報共有 30 35 69 36.6% 34.7% 34.5%

事業所外のケアマネジャーとの密な情報共有 23 25 51 28.0% 24.8% 25.5%

短時間・頻回訪問による必要なサービスの提供 17 23 45 20.7% 22.8% 22.5%

長めの滞在時間をとったサービスの提供 1 0 1 1.2% 0.0% 0.5%

適切なタイミングでの他の訪問系サービスへの移行 4 4 8 4.9% 4.0% 4.0%

その他 0 2 2 0.0% 2.0% 1.0%

特に重視しているものはない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

問31．利用者宅への訪問１回あたりの平均的なサービス提供時間

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=107 n=129 n=252 n=107 n=129 n=252

20分未満 41 30 76 38.3% 23.3% 30.2%

20分以上30分未満 47 71 124 43.9% 55.0% 49.2%

30分以上45分未満 19 22 45 17.8% 17.1% 17.9%

45分以上60分未満 0 5 6 0.0% 3.9% 2.4%

60分以上 0 1 1 0.0% 0.8% 0.4%

全　　体 107 129 252 100.0% 100.0% 100.0%

問32．利用者宅への訪問時に提供するケアの状況

①短時間・頻回訪問によりサービスを提供するケース

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=105 n=128 n=248 n=105 n=128 n=248

かなりある 62 65 135 59.0% 50.8% 54.4%

多くはないがある 39 48 92 37.1% 37.5% 37.1%

ほとんどない 4 14 20 3.8% 10.9% 8.1%

全くない 0 1 1 0.0% 0.8% 0.4%

全　　体 105 128 248 100.0% 100.0% 100.0%

【件数】 【割合】

【件数】 【割合】

【件数】 【割合】

 

 

－ 172 －
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問27．利用者の紹介経路（３つまで複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=129 n=253 n=107 n=129 n=253

自法人が運営する居宅介護支援事業所 78 102 190 72.9% 79.1% 75.1%

他法人が運営する居宅介護支援事業所 87 118 218 81.3% 91.5% 86.2%

自法人が運営する医療機関 19 13 35 17.8% 10.1% 13.8%

他法人が運営する医療機関 43 37 86 40.2% 28.7% 34.0%

6 9 18 5.6% 7.0% 7.1%

上記以外の地域包括支援センター 20 16 41 18.7% 12.4% 16.2%

自法人が運営する介護保険施設 8 5 16 7.5% 3.9% 6.3%

他法人が運営する介護保険施設 6 3 10 5.6% 2.3% 4.0%

9 12 21 8.4% 9.3% 8.3%

27 28 56 25.2% 21.7% 22.1%

2 2 4 1.9% 1.6% 1.6%

その他 3 1 5 2.8% 0.8% 2.0%

問28．問27において、「第１位」に記入した事業所・機関等からの紹介状況について、過去１年間程度の動向

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=104 n=126 n=247 n=104 n=126 n=247

増加傾向にある 49 37 91 47.1% 29.4% 36.8%

横ばい 50 74 135 48.1% 58.7% 54.7%

減少傾向にある 5 15 21 4.8% 11.9% 8.5%

全　　体 104 126 247 100.0% 100.0% 100.0%

自法人が運営を受託する地域包括支援センター

自法人が運営する他の在宅介護サービス事業所

要介護者やその家族本人による問い合わせ

地域住民（自治会長や民生委員含む）からの紹介

 

問29．サービス提供依頼について対応することが難しいケース（複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=107 n=130 n=254 n=107 n=130 n=254

独居あるいは日中独居のケース 3 6 9 2.8% 4.6% 3.5%

看取り期にある方のケース 8 12 20 7.5% 9.2% 7.9%

医療的ケアが必要な方のケース 28 44 76 26.2% 33.8% 29.9%

認知症のBPSDがある方のケース 18 13 34 16.8% 10.0% 13.4%

医療機関から退院した直後の在宅復帰支援ケース 6 5 11 5.6% 3.8% 4.3%

6 10 16 5.6% 7.7% 6.3%

62 96 166 57.9% 73.8% 65.4%

59 74 140 55.1% 56.9% 55.1%

同居家族が介護に協力的でないケース 34 29 65 31.8% 22.3% 25.6%

暴力やハラスメントのある方のケース 44 65 117 41.1% 50.0% 46.1%

これまでに自法人のサービスを利用していなかったケース 3 3 6 2.8% 2.3% 2.4%

住まいが既存の訪問ルートから大きく離れているケース 47 75 132 43.9% 57.7% 52.0%

その他 5 6 13 4.7% 4.6% 5.1%

対応が難しいケースはない 6 7 13 5.6% 5.4% 5.1%

入院等により長期的に関わることができないと予想されるケース

利用者やその家族が必要性に比して過大な訪問回数を求めているケース

担当のケアマネジャーが必要性に比して過大な訪問回数を求めているケース

【件数】 【割合】
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問30．サービス提供時に特に重視している点（３つまで複数回答）

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=82 n=101 n=200 n=82 n=101 n=200

サービス開始時の集中的な訪問によるアセスメント 9 17 29 11.0% 16.8% 14.5%

アセスメントに基づく必要なサービス量の設定 45 70 126 54.9% 69.3% 63.0%

サービス開始時の集中的なケアの提供による状態の安定化 12 10 24 14.6% 9.9% 12.0%

根拠に基づく利用者へのサービス内容の説明 16 16 37 19.5% 15.8% 18.5%

事業所側からの予防的なコールなど先手対応の実施 5 5 11 6.1% 5.0% 5.5%

介護職員間での密な情報共有 45 56 106 54.9% 55.4% 53.0%

介護職員と計画作成責任者との密な情報共有 22 24 49 26.8% 23.8% 24.5%

介護職員と看護師との役割分担の明確化 5 6 13 6.1% 5.9% 6.5%

介護職員と看護師との密な情報共有 30 35 69 36.6% 34.7% 34.5%

事業所外のケアマネジャーとの密な情報共有 23 25 51 28.0% 24.8% 25.5%

短時間・頻回訪問による必要なサービスの提供 17 23 45 20.7% 22.8% 22.5%

長めの滞在時間をとったサービスの提供 1 0 1 1.2% 0.0% 0.5%

適切なタイミングでの他の訪問系サービスへの移行 4 4 8 4.9% 4.0% 4.0%

その他 0 2 2 0.0% 2.0% 1.0%

特に重視しているものはない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

問31．利用者宅への訪問１回あたりの平均的なサービス提供時間

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=107 n=129 n=252 n=107 n=129 n=252

20分未満 41 30 76 38.3% 23.3% 30.2%

20分以上30分未満 47 71 124 43.9% 55.0% 49.2%

30分以上45分未満 19 22 45 17.8% 17.1% 17.9%

45分以上60分未満 0 5 6 0.0% 3.9% 2.4%

60分以上 0 1 1 0.0% 0.8% 0.4%

全　　体 107 129 252 100.0% 100.0% 100.0%

問32．利用者宅への訪問時に提供するケアの状況

①短時間・頻回訪問によりサービスを提供するケース

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=105 n=128 n=248 n=105 n=128 n=248

かなりある 62 65 135 59.0% 50.8% 54.4%

多くはないがある 39 48 92 37.1% 37.5% 37.1%

ほとんどない 4 14 20 3.8% 10.9% 8.1%

全くない 0 1 1 0.0% 0.8% 0.4%

全　　体 105 128 248 100.0% 100.0% 100.0%

【件数】 【割合】

【件数】 【割合】

【件数】 【割合】

 

 

－ 173 －
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②短時間の見守りのための訪問を行うケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=129 n=250 n=106 n=129 n=250

かなりある 24 17 45 22.6% 13.2% 18.0%

多くはないがある 58 62 126 54.7% 48.1% 50.4%

ほとんどない 21 44 69 19.8% 34.1% 27.6%

全くない 3 6 10 2.8% 4.7% 4.0%

全　　体 106 129 250 100.0% 100.0% 100.0%

③（45分や60分など）一定時間利用者宅に滞在してサービスを提供するケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=104 n=128 n=247 n=104 n=128 n=247

かなりある 9 13 27 8.7% 10.2% 10.9%

多くはないがある 56 86 150 53.8% 67.2% 60.7%

ほとんどない 28 24 54 26.9% 18.8% 21.9%

全くない 11 5 16 10.6% 3.9% 6.5%

全　　体 104 128 247 100.0% 100.0% 100.0%

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=101 n=124 n=240 n=101 n=124 n=240

かなりある 1 2 5 1.0% 1.6% 2.1%

多くはないがある 21 18 41 20.8% 14.5% 17.1%

ほとんどない 46 54 108 45.5% 43.5% 45.0%

全くない 33 50 86 32.7% 40.3% 35.8%

全　　体 101 124 240 100.0% 100.0% 100.0%

⑤集合住宅に住む利用者に対してサービスを提供するケース

【件数】 【割合】

生産性が
高い

それ以外 全体
生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=126 n=247 n=106 n=126 n=247

かなりある 52 42 100 49.1% 33.3% 40.5%

多くはないがある 26 24 52 24.5% 19.0% 21.1%

ほとんどない 10 14 25 9.4% 11.1% 10.1%

全くない 18 46 70 17.0% 36.5% 28.3%

全　　体 106 126 247 100.0% 100.0% 100.0%

④利用者が社会生活を送る上で必要な身体介護や生活援助以外のサービスを提供するケース（郵便物の

　整理、行政手続きの支援など）
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⑥自宅でのケアを自法人が運営する他の訪問系サービスへ移行するケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=126 n=247 n=106 n=126 n=247

かなりある 0 5 5 0.0% 4.0% 2.0%

多くはないがある 38 47 91 35.8% 37.3% 36.8%

ほとんどない 32 35 71 30.2% 27.8% 28.7%

全くない 36 39 80 34.0% 31.0% 32.4%

全　　体 106 126 247 100.0% 100.0% 100.0%  
問33．サービスの質の向上に向けて実施している取組み（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=106 n=127 n=250 n=106 n=127 n=250

短時間頻回訪問に関するガイドライン(指針)やマニュアルの策定 13 21 36 12.3% 16.5% 14.4%

25 34 60 23.6% 26.8% 24.0%

アセスメント項目の可視化・共通化 42 52 101 39.6% 40.9% 40.4%

32 39 75 30.2% 30.7% 30.0%

33 32 69 31.1% 25.2% 27.6%

身体介護に関する技術向上のための職員育成・研修 77 84 174 72.6% 66.1% 69.6%

生活援助に関する技術向上のための職員育成・研修 37 36 82 34.9% 28.3% 32.8%

36 40 81 34.0% 31.5% 32.4%

45 43 95 42.5% 33.9% 38.0%

オペレーターによる利用者情報の閲覧の円滑化に向けた工夫 29 47 80 27.4% 37.0% 32.0%

事業所内での情報共有の円滑化に向けた工夫 76 92 182 71.7% 72.4% 72.8%

他職種・他事業所との情報共有の円滑化に向けた工夫 53 53 111 50.0% 41.7% 44.4%

複数の訪問介護員からなるチーム制による利用者への対応 27 34 63 25.5% 26.8% 25.2%

オペレーターへのコールにかかる転送先の設定 36 53 96 34.0% 41.7% 38.4%

39 51 97 36.8% 40.2% 38.8%

24 39 67 22.6% 30.7% 26.8%

62 74 143 58.5% 58.3% 57.2%

ISOなど品質管理のための認証の取得に向けた取組み 5 13 18 4.7% 10.2% 7.2%

委員会やQCサークルなどの小集団活動を通じた業務改善活動の実施 14 11 25 13.2% 8.7% 10.0%

クレームや苦情をサービスの改善につなげる仕組みづくり 54 55 116 50.9% 43.3% 46.4%

法令や各種基準の遵守に向けた内部監査や業務管理体制の整備 30 40 75 28.3% 31.5% 30.0%

その他 0 1 1 0.0% 0.8% 0.4%

特に実施していることはない 1 0 1 0.9% 0.0% 0.4%

定期巡回･随時対応型訪問介護看護におけるｻｰﾋﾞｽ提供やﾌﾟﾗﾝ作成に関する研修の実施･外部研修への派遣

満足度調査や家族会の開催など利用者のサービス意向や満足度を事後的に把握する取組み

上記のガイドライン（指針）やマニュアルの定期・随時の見直し・改善

訪問介護など滞在型のサービスとの違いに関する研修の実施・外部研修への派遣

職員を指導する管理者・リーダー層による介護技術・関連知識の定期・随時の更新

管理者やリーダー層の介護技術や知識を事業所全体で共有・公開する工夫

サービスに対する自己評価や外部評価をサービス改善につなげる仕組みづくり

介護・医療連携推進会議での議論や指摘事項をサービス改善につなげる仕組みづくり
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②短時間の見守りのための訪問を行うケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=129 n=250 n=106 n=129 n=250

かなりある 24 17 45 22.6% 13.2% 18.0%

多くはないがある 58 62 126 54.7% 48.1% 50.4%

ほとんどない 21 44 69 19.8% 34.1% 27.6%

全くない 3 6 10 2.8% 4.7% 4.0%

全　　体 106 129 250 100.0% 100.0% 100.0%

③（45分や60分など）一定時間利用者宅に滞在してサービスを提供するケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=104 n=128 n=247 n=104 n=128 n=247

かなりある 9 13 27 8.7% 10.2% 10.9%

多くはないがある 56 86 150 53.8% 67.2% 60.7%

ほとんどない 28 24 54 26.9% 18.8% 21.9%

全くない 11 5 16 10.6% 3.9% 6.5%

全　　体 104 128 247 100.0% 100.0% 100.0%

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=101 n=124 n=240 n=101 n=124 n=240

かなりある 1 2 5 1.0% 1.6% 2.1%

多くはないがある 21 18 41 20.8% 14.5% 17.1%

ほとんどない 46 54 108 45.5% 43.5% 45.0%

全くない 33 50 86 32.7% 40.3% 35.8%

全　　体 101 124 240 100.0% 100.0% 100.0%

⑤集合住宅に住む利用者に対してサービスを提供するケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=126 n=247 n=106 n=126 n=247

かなりある 52 42 100 49.1% 33.3% 40.5%

多くはないがある 26 24 52 24.5% 19.0% 21.1%

ほとんどない 10 14 25 9.4% 11.1% 10.1%

全くない 18 46 70 17.0% 36.5% 28.3%

全　　体 106 126 247 100.0% 100.0% 100.0%

④利用者が社会生活を送る上で必要な身体介護や生活援助以外のサービスを提供するケース（郵便物の

　整理、行政手続きの支援など）
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⑥自宅でのケアを自法人が運営する他の訪問系サービスへ移行するケース

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=126 n=247 n=106 n=126 n=247

かなりある 0 5 5 0.0% 4.0% 2.0%

多くはないがある 38 47 91 35.8% 37.3% 36.8%

ほとんどない 32 35 71 30.2% 27.8% 28.7%

全くない 36 39 80 34.0% 31.0% 32.4%

全　　体 106 126 247 100.0% 100.0% 100.0%  
問33．サービスの質の向上に向けて実施している取組み（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=106 n=127 n=250 n=106 n=127 n=250

短時間頻回訪問に関するガイドライン(指針)やマニュアルの策定 13 21 36 12.3% 16.5% 14.4%

25 34 60 23.6% 26.8% 24.0%

アセスメント項目の可視化・共通化 42 52 101 39.6% 40.9% 40.4%

32 39 75 30.2% 30.7% 30.0%

33 32 69 31.1% 25.2% 27.6%

身体介護に関する技術向上のための職員育成・研修 77 84 174 72.6% 66.1% 69.6%

生活援助に関する技術向上のための職員育成・研修 37 36 82 34.9% 28.3% 32.8%

36 40 81 34.0% 31.5% 32.4%

45 43 95 42.5% 33.9% 38.0%

オペレーターによる利用者情報の閲覧の円滑化に向けた工夫 29 47 80 27.4% 37.0% 32.0%

事業所内での情報共有の円滑化に向けた工夫 76 92 182 71.7% 72.4% 72.8%

他職種・他事業所との情報共有の円滑化に向けた工夫 53 53 111 50.0% 41.7% 44.4%

複数の訪問介護員からなるチーム制による利用者への対応 27 34 63 25.5% 26.8% 25.2%

オペレーターへのコールにかかる転送先の設定 36 53 96 34.0% 41.7% 38.4%

39 51 97 36.8% 40.2% 38.8%

24 39 67 22.6% 30.7% 26.8%

62 74 143 58.5% 58.3% 57.2%

ISOなど品質管理のための認証の取得に向けた取組み 5 13 18 4.7% 10.2% 7.2%

委員会やQCサークルなどの小集団活動を通じた業務改善活動の実施 14 11 25 13.2% 8.7% 10.0%

クレームや苦情をサービスの改善につなげる仕組みづくり 54 55 116 50.9% 43.3% 46.4%

法令や各種基準の遵守に向けた内部監査や業務管理体制の整備 30 40 75 28.3% 31.5% 30.0%

その他 0 1 1 0.0% 0.8% 0.4%

特に実施していることはない 1 0 1 0.9% 0.0% 0.4%

定期巡回･随時対応型訪問介護看護におけるｻｰﾋﾞｽ提供やﾌﾟﾗﾝ作成に関する研修の実施･外部研修への派遣

満足度調査や家族会の開催など利用者のサービス意向や満足度を事後的に把握する取組み

上記のガイドライン（指針）やマニュアルの定期・随時の見直し・改善

訪問介護など滞在型のサービスとの違いに関する研修の実施・外部研修への派遣

職員を指導する管理者・リーダー層による介護技術・関連知識の定期・随時の更新

管理者やリーダー層の介護技術や知識を事業所全体で共有・公開する工夫

サービスに対する自己評価や外部評価をサービス改善につなげる仕組みづくり

介護・医療連携推進会議での議論や指摘事項をサービス改善につなげる仕組みづくり
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５．事業所の内部業務について

問34．内部業務全般で特に作業負担が大きいと感じる業務（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い

それ

以外
全体

生産性が

高い

それ

以外
全体

n=107 n=129 n=252 n=107 n=129 n=252

利用者に関する記録の作成 51 60 119 47.7% 46.5% 47.2%

事業所内の職員間での利用者情報の共有 29 34 68 27.1% 26.4% 27.0%

外部の事業所や専門職との利用者情報の共有 21 25 50 19.6% 19.4% 19.8%

各種書類の保管・保存 31 33 66 29.0% 25.6% 26.2%

職員の訪問ルートやシフトの作成 57 73 139 53.3% 56.6% 55.2%

職員の勤怠管理・給与計算 19 21 42 17.8% 16.3% 16.7%

20 22 45 18.7% 17.1% 17.9%

利用者からの誤コールへの対応 10 22 32 9.3% 17.1% 12.7%

利用者からの軽微な問題によるコールへの対応 29 27 61 27.1% 20.9% 24.2%

利用者やその家族等からのクレームへの対応 13 19 33 12.1% 14.7% 13.1%

職員からの急な欠勤連絡への対応 39 44 88 36.4% 34.1% 34.9%

コール端末の保守・メンテナンス・故障対応 13 17 31 12.1% 13.2% 12.3%

報酬請求事務 13 25 43 12.1% 19.4% 17.1%

未収金の管理・回収 8 13 22 7.5% 10.1% 8.7%

訪看事業所や委託先との調整・交渉 8 15 23 7.5% 11.6% 9.1%

利用者獲得のための営業訪問 15 40 58 14.0% 31.0% 23.0%

事業所の収支管理 8 24 34 7.5% 18.6% 13.5%

契約時の利用者に対するサービス内容の説明 10 10 21 9.3% 7.8% 8.3%

8 9 19 7.5% 7.0% 7.5%

職員の採用活動 37 50 95 34.6% 38.8% 37.7%

会議や研修等に向けた準備・調整・実施 24 34 63 22.4% 26.4% 25.0%

自治体による実地指導・監査への対応 21 27 53 19.6% 20.9% 21.0%

その他 1 6 7 0.9% 4.7% 2.8%

特に負担となる業務はない 5 6 11 4.7% 4.7% 4.4%

急なキャンセルや介護事故など突発的事象への対応

契約時の他の専門職に対するサービス内容の説明
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問35．作業負担の軽減のために行っている取組み（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=107 n=129 n=253 n=107 n=129 n=253

記録やアセスメントなどの統一書式の作成 63 68 137 58.9% 52.7% 54.2%

利用者記録に関する記入項目の簡素化 47 53 107 43.9% 41.1% 42.3%

記録や情報共有におけるICTの活用 52 65 124 48.6% 50.4% 49.0%

TV会議やe-ラーニング等の会議・研修におけるICTの活用 9 15 25 8.4% 11.6% 9.9%

訪問ルートやシフト作成におけるソフトウェアの活用 15 18 35 14.0% 14.0% 13.8%

報酬請求や給与計算等におけるソフトウェアの使用 33 38 75 30.8% 29.5% 29.6%

法人本部への事務作業の集約化 23 15 40 21.5% 11.6% 15.8%

専門職を補助する職員の配置 11 11 22 10.3% 8.5% 8.7%

経理や労務管理等の間接業務の外部委託 3 0 3 2.8% 0.0% 1.2%

多様なケアニーズに対応できる職員の育成 22 15 39 20.6% 11.6% 15.4%

4 1 6 3.7% 0.8% 2.4%

手の空いた職員間での作業分担の実施 57 48 113 53.3% 37.2% 44.7%

業務分掌や意思決定ルールの明確化 8 7 18 7.5% 5.4% 7.1%

業務フローや業務マニュアルの整備 26 37 65 24.3% 28.7% 25.7%

事業所内の業務分析と作業課題の洗い出し 18 18 38 16.8% 14.0% 15.0%

サービス内容に関する説明ツールの作成 12 16 29 11.2% 12.4% 11.5%

その他 0 2 2 0.0% 1.6% 0.8%

特に行っているものはない 4 6 11 3.7% 4.7% 4.3%

知らない・わからない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

問36．勤務日１日あたりの所定労働時間に占める「待機時間」（アイドルタイム）の割合

【件数】 【割合】

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=107 n=128 n=252 n=107 n=128 n=252

発生していない 27 33 66 25.2% 25.8% 26.2%

１割未満 34 26 64 31.8% 20.3% 25.4%

１割以上２割未満 23 27 55 21.5% 21.1% 21.8%

２割以上３割未満 13 22 37 12.1% 17.2% 14.7%

３割以上５割未満 4 10 14 3.7% 7.8% 5.6%

５割以上 1 3 4 0.9% 2.3% 1.6%

把握していない・不明 5 7 12 4.7% 5.5% 4.8%

全　　体 107 128 252 100.0% 100.0% 100.0%

業務効率化やタイムマネジメント手法に関する教育・情報提供
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 73 

５．事業所の内部業務について

問34．内部業務全般で特に作業負担が大きいと感じる業務（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い

それ

以外
全体

生産性が

高い

それ

以外
全体

n=107 n=129 n=252 n=107 n=129 n=252

利用者に関する記録の作成 51 60 119 47.7% 46.5% 47.2%

事業所内の職員間での利用者情報の共有 29 34 68 27.1% 26.4% 27.0%

外部の事業所や専門職との利用者情報の共有 21 25 50 19.6% 19.4% 19.8%

各種書類の保管・保存 31 33 66 29.0% 25.6% 26.2%

職員の訪問ルートやシフトの作成 57 73 139 53.3% 56.6% 55.2%

職員の勤怠管理・給与計算 19 21 42 17.8% 16.3% 16.7%

20 22 45 18.7% 17.1% 17.9%

利用者からの誤コールへの対応 10 22 32 9.3% 17.1% 12.7%

利用者からの軽微な問題によるコールへの対応 29 27 61 27.1% 20.9% 24.2%

利用者やその家族等からのクレームへの対応 13 19 33 12.1% 14.7% 13.1%

職員からの急な欠勤連絡への対応 39 44 88 36.4% 34.1% 34.9%

コール端末の保守・メンテナンス・故障対応 13 17 31 12.1% 13.2% 12.3%

報酬請求事務 13 25 43 12.1% 19.4% 17.1%

未収金の管理・回収 8 13 22 7.5% 10.1% 8.7%

訪看事業所や委託先との調整・交渉 8 15 23 7.5% 11.6% 9.1%

利用者獲得のための営業訪問 15 40 58 14.0% 31.0% 23.0%

事業所の収支管理 8 24 34 7.5% 18.6% 13.5%

契約時の利用者に対するサービス内容の説明 10 10 21 9.3% 7.8% 8.3%

8 9 19 7.5% 7.0% 7.5%

職員の採用活動 37 50 95 34.6% 38.8% 37.7%

会議や研修等に向けた準備・調整・実施 24 34 63 22.4% 26.4% 25.0%

自治体による実地指導・監査への対応 21 27 53 19.6% 20.9% 21.0%

その他 1 6 7 0.9% 4.7% 2.8%

特に負担となる業務はない 5 6 11 4.7% 4.7% 4.4%

急なキャンセルや介護事故など突発的事象への対応

契約時の他の専門職に対するサービス内容の説明
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問35．作業負担の軽減のために行っている取組み（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=107 n=129 n=253 n=107 n=129 n=253

記録やアセスメントなどの統一書式の作成 63 68 137 58.9% 52.7% 54.2%

利用者記録に関する記入項目の簡素化 47 53 107 43.9% 41.1% 42.3%

記録や情報共有におけるICTの活用 52 65 124 48.6% 50.4% 49.0%

TV会議やe-ラーニング等の会議・研修におけるICTの活用 9 15 25 8.4% 11.6% 9.9%

訪問ルートやシフト作成におけるソフトウェアの活用 15 18 35 14.0% 14.0% 13.8%

報酬請求や給与計算等におけるソフトウェアの使用 33 38 75 30.8% 29.5% 29.6%

法人本部への事務作業の集約化 23 15 40 21.5% 11.6% 15.8%

専門職を補助する職員の配置 11 11 22 10.3% 8.5% 8.7%

経理や労務管理等の間接業務の外部委託 3 0 3 2.8% 0.0% 1.2%

多様なケアニーズに対応できる職員の育成 22 15 39 20.6% 11.6% 15.4%

4 1 6 3.7% 0.8% 2.4%

手の空いた職員間での作業分担の実施 57 48 113 53.3% 37.2% 44.7%

業務分掌や意思決定ルールの明確化 8 7 18 7.5% 5.4% 7.1%

業務フローや業務マニュアルの整備 26 37 65 24.3% 28.7% 25.7%

事業所内の業務分析と作業課題の洗い出し 18 18 38 16.8% 14.0% 15.0%

サービス内容に関する説明ツールの作成 12 16 29 11.2% 12.4% 11.5%

その他 0 2 2 0.0% 1.6% 0.8%

特に行っているものはない 4 6 11 3.7% 4.7% 4.3%

知らない・わからない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

問36．勤務日１日あたりの所定労働時間に占める「待機時間」（アイドルタイム）の割合

【件数】 【割合】

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=107 n=128 n=252 n=107 n=128 n=252

発生していない 27 33 66 25.2% 25.8% 26.2%

１割未満 34 26 64 31.8% 20.3% 25.4%

１割以上２割未満 23 27 55 21.5% 21.1% 21.8%

２割以上３割未満 13 22 37 12.1% 17.2% 14.7%

３割以上５割未満 4 10 14 3.7% 7.8% 5.6%

５割以上 1 3 4 0.9% 2.3% 1.6%

把握していない・不明 5 7 12 4.7% 5.5% 4.8%

全　　体 107 128 252 100.0% 100.0% 100.0%

業務効率化やタイムマネジメント手法に関する教育・情報提供

 

－ 177 －
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【問36で「発生していない」～「５割以上」と回答した事業所のみ】

問37．「待機時間」（アイドルタイム）削減のために実施している取組み（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=99 n=116 n=232 n=99 n=116 n=232

職員の他の介護サービスとの兼務 52 55 115 52.5% 47.4% 49.6%

細かな訪問ルートや勤務シフトの調整 47 45 99 47.5% 38.8% 42.7%

「隙間」の時間でできる業務の切り出し 37 50 98 37.4% 43.1% 42.2%

ICT等を活用した外出先での作業環境の整備 7 17 26 7.1% 14.7% 11.2%

連絡や情報共有を円滑化するための仕組みづくり 11 18 31 11.1% 15.5% 13.4%

待機時間に行う業務内容の明示 33 46 84 33.3% 39.7% 36.2%

2 3 5 2.0% 2.6% 2.2%

各職員の業務量の把握・見直し 29 27 63 29.3% 23.3% 27.2%

その他 0 2 2 0.0% 1.7% 0.9%

特に行っているものはない 7 13 20 7.1% 11.2% 8.6%

知らない・わからない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

職員向けのアイドルタイムや生産性に関する研修や情報提供

 
６．多職種や地域との関係について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）多職種との関係について

問38．介護職員が、看護師と協働を図る上で課題となっている点（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=107 n=126 n=249 n=107 n=126 n=249

自事業所と連携をしてもらえる看護師を見つけることが難しい 17 39 63 15.9% 31.0% 25.3%

22 32 58 20.6% 25.4% 23.3%

看護師が忙しく、個々のケアに必要な時間を確保することが難しい 17 11 29 15.9% 8.7% 11.6%

22 21 45 20.6% 16.7% 18.1%

看護師との間でのケアに関する理念や方向性の共有・統一が難しい 30 22 55 28.0% 17.5% 22.1%

在宅の利用者へのケアについて看護師の専門知識が十分でない 7 6 16 6.5% 4.8% 6.4%

介護職員と看護師との役割分担が明確でない 10 4 16 9.3% 3.2% 6.4%

看護師からの指示があいまいで対応が難しい 4 3 8 3.7% 2.4% 3.2%

15 6 23 14.0% 4.8% 9.2%

20 32 56 18.7% 25.4% 22.5%

看護師と利用者に関する日々の情報を効率的に共有することが難しい 13 11 26 12.1% 8.7% 10.4%

3 4 8 2.8% 3.2% 3.2%

介護職と看護師との間での訪問時間の調整が難しい 17 15 34 15.9% 11.9% 13.7%

その他 2 3 7 1.9% 2.4% 2.8%

特に課題となっている点はない 29 40 72 27.1% 31.7% 28.9%

ケアにおいて重要と考えられる情報、収集すべき情報に対する考え方の統一が難しい

看護師と緊急時に連絡を取ったり、適切な指示を受けたりすることが難しい

報酬面の問題から、看護師が個々のケアに必要な時間を確保することが難しい

看護師から必要な医療関連の情報が提供されず、介護職として適切な対応をとることが難しい

看護師が定期巡回・随時対応型訪問介護看護のサービス内容や利用方法を理解していない
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問39．計画作成責任者が、利用者を担当するケアマネジャーと協働を図る上で課題となっている点（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=107 n=128 n=252 n=107 n=128 n=252

54 77 142 50.5% 60.2% 56.3%

4 14 18 3.7% 10.9% 7.1%

27 21 53 25.2% 16.4% 21.0%

20 18 41 18.7% 14.1% 16.3%

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰと計画作成責任者の役割分担が明確でない 8 21 32 7.5% 16.4% 12.7%

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰからの指示があいまいで対応が難しい 18 13 35 16.8% 10.2% 13.9%

14 21 39 13.1% 16.4% 15.5%

17 14 33 15.9% 10.9% 13.1%

25 24 51 23.4% 18.8% 20.2%

9 12 23 8.4% 9.4% 9.1%

その他 1 2 5 0.9% 1.6% 2.0%

特に課題となっている点はない 26 27 55 24.3% 21.1% 21.8%

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰとの間でのｹｱに関する理念や方向性の共有・統一が難しい

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰと緊急時に連絡を取ったり、適切な指示を受けたりすることが難しい

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰと利用者に関する日々の情報を効率的に共有することが難しい

計画作成責任者にｹｱﾏﾈｼﾞｬｰに対して効果的な提案を行うｽｷﾙがない

計画作成責任者からのﾌﾟﾗﾝ変更等の提案について、ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰに柔軟に対応してもらうことが難しい

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰが忙しく、個々のケースに必要な時間を確保することが難しい

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰが定期巡回・随時対応型訪問介護看護のｻｰﾋﾞｽ内容や利用方法を理解していない

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰとの間で、ｹｱにおいて重要と考えられる情報、収集すべき情報に対する考え方の統一が難しい

問40．サービスの内容や使い方などに関する普及・啓発に向けた取組みの実施状況（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=107 n=127 n=251 n=107 n=127 n=251

ケアマネジャー等への個別訪問による説明 41 81 131 38.3% 63.8% 52.2%

事業所・法人単独での勉強会・説明会の開催 41 40 86 38.3% 31.5% 34.3%

行政と連携した勉強会・説明会の開催 29 30 60 27.1% 23.6% 23.9%

地域包括支援センターと連携した勉強会・説明会の開催 19 26 47 17.8% 20.5% 18.7%

自治会や民生委員等と連携した勉強会・説明会の開催 23 25 52 21.5% 19.7% 20.7%

事業者連絡会と連携した勉強会・説明会の開催 25 33 58 23.4% 26.0% 23.1%

サービスに関するモデルプランの提示・公開 12 24 39 11.2% 18.9% 15.5%

既存利用者の改善等好事例の提示・公開 17 11 30 15.9% 8.7% 12.0%

介護・医療連携推進会議を通じた情報提供 79 89 178 73.8% 70.1% 70.9%

サービスの啓発のための情報紙の作成・配布 17 15 36 15.9% 11.8% 14.3%

マスメディア等への寄稿・取材対応 6 5 11 5.6% 3.9% 4.4%

事業所見学会の実施 9 7 16 8.4% 5.5% 6.4%

事業所開設にあたっての住民や多職種への説明や意見聴取 11 6 20 10.3% 4.7% 8.0%

行政に対する普及啓発策の提案 8 10 19 7.5% 7.9% 7.6%

地域包括支援センターに対する普及啓発策の提案 12 12 24 11.2% 9.4% 9.6%

その他 3 2 5 2.8% 1.6% 2.0%

特に取組みは行っていない 6 9 16 5.6% 7.1% 6.4%  

－ 178 －
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【問36で「発生していない」～「５割以上」と回答した事業所のみ】

問37．「待機時間」（アイドルタイム）削減のために実施している取組み（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=99 n=116 n=232 n=99 n=116 n=232

職員の他の介護サービスとの兼務 52 55 115 52.5% 47.4% 49.6%

細かな訪問ルートや勤務シフトの調整 47 45 99 47.5% 38.8% 42.7%

「隙間」の時間でできる業務の切り出し 37 50 98 37.4% 43.1% 42.2%

ICT等を活用した外出先での作業環境の整備 7 17 26 7.1% 14.7% 11.2%

連絡や情報共有を円滑化するための仕組みづくり 11 18 31 11.1% 15.5% 13.4%

待機時間に行う業務内容の明示 33 46 84 33.3% 39.7% 36.2%

2 3 5 2.0% 2.6% 2.2%

各職員の業務量の把握・見直し 29 27 63 29.3% 23.3% 27.2%

その他 0 2 2 0.0% 1.7% 0.9%

特に行っているものはない 7 13 20 7.1% 11.2% 8.6%

知らない・わからない 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

職員向けのアイドルタイムや生産性に関する研修や情報提供

 
６．多職種や地域との関係について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）多職種との関係について

問38．介護職員が、看護師と協働を図る上で課題となっている点（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=107 n=126 n=249 n=107 n=126 n=249

自事業所と連携をしてもらえる看護師を見つけることが難しい 17 39 63 15.9% 31.0% 25.3%

22 32 58 20.6% 25.4% 23.3%

看護師が忙しく、個々のケアに必要な時間を確保することが難しい 17 11 29 15.9% 8.7% 11.6%

22 21 45 20.6% 16.7% 18.1%

看護師との間でのケアに関する理念や方向性の共有・統一が難しい 30 22 55 28.0% 17.5% 22.1%

在宅の利用者へのケアについて看護師の専門知識が十分でない 7 6 16 6.5% 4.8% 6.4%

介護職員と看護師との役割分担が明確でない 10 4 16 9.3% 3.2% 6.4%

看護師からの指示があいまいで対応が難しい 4 3 8 3.7% 2.4% 3.2%

15 6 23 14.0% 4.8% 9.2%

20 32 56 18.7% 25.4% 22.5%

看護師と利用者に関する日々の情報を効率的に共有することが難しい 13 11 26 12.1% 8.7% 10.4%

3 4 8 2.8% 3.2% 3.2%

介護職と看護師との間での訪問時間の調整が難しい 17 15 34 15.9% 11.9% 13.7%

その他 2 3 7 1.9% 2.4% 2.8%

特に課題となっている点はない 29 40 72 27.1% 31.7% 28.9%

ケアにおいて重要と考えられる情報、収集すべき情報に対する考え方の統一が難しい

看護師と緊急時に連絡を取ったり、適切な指示を受けたりすることが難しい

報酬面の問題から、看護師が個々のケアに必要な時間を確保することが難しい

看護師から必要な医療関連の情報が提供されず、介護職として適切な対応をとることが難しい

看護師が定期巡回・随時対応型訪問介護看護のサービス内容や利用方法を理解していない
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問39．計画作成責任者が、利用者を担当するケアマネジャーと協働を図る上で課題となっている点（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=107 n=128 n=252 n=107 n=128 n=252

54 77 142 50.5% 60.2% 56.3%

4 14 18 3.7% 10.9% 7.1%

27 21 53 25.2% 16.4% 21.0%

20 18 41 18.7% 14.1% 16.3%

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰと計画作成責任者の役割分担が明確でない 8 21 32 7.5% 16.4% 12.7%

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰからの指示があいまいで対応が難しい 18 13 35 16.8% 10.2% 13.9%

14 21 39 13.1% 16.4% 15.5%

17 14 33 15.9% 10.9% 13.1%

25 24 51 23.4% 18.8% 20.2%

9 12 23 8.4% 9.4% 9.1%

その他 1 2 5 0.9% 1.6% 2.0%

特に課題となっている点はない 26 27 55 24.3% 21.1% 21.8%

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰとの間でのｹｱに関する理念や方向性の共有・統一が難しい

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰと緊急時に連絡を取ったり、適切な指示を受けたりすることが難しい

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰと利用者に関する日々の情報を効率的に共有することが難しい

計画作成責任者にｹｱﾏﾈｼﾞｬｰに対して効果的な提案を行うｽｷﾙがない

計画作成責任者からのﾌﾟﾗﾝ変更等の提案について、ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰに柔軟に対応してもらうことが難しい

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰが忙しく、個々のケースに必要な時間を確保することが難しい

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰが定期巡回・随時対応型訪問介護看護のｻｰﾋﾞｽ内容や利用方法を理解していない

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰとの間で、ｹｱにおいて重要と考えられる情報、収集すべき情報に対する考え方の統一が難しい

問40．サービスの内容や使い方などに関する普及・啓発に向けた取組みの実施状況（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性

が高い

それ

以外
全体

生産性

が高い

それ

以外
全体

n=107 n=127 n=251 n=107 n=127 n=251

ケアマネジャー等への個別訪問による説明 41 81 131 38.3% 63.8% 52.2%

事業所・法人単独での勉強会・説明会の開催 41 40 86 38.3% 31.5% 34.3%

行政と連携した勉強会・説明会の開催 29 30 60 27.1% 23.6% 23.9%

地域包括支援センターと連携した勉強会・説明会の開催 19 26 47 17.8% 20.5% 18.7%

自治会や民生委員等と連携した勉強会・説明会の開催 23 25 52 21.5% 19.7% 20.7%

事業者連絡会と連携した勉強会・説明会の開催 25 33 58 23.4% 26.0% 23.1%

サービスに関するモデルプランの提示・公開 12 24 39 11.2% 18.9% 15.5%

既存利用者の改善等好事例の提示・公開 17 11 30 15.9% 8.7% 12.0%

介護・医療連携推進会議を通じた情報提供 79 89 178 73.8% 70.1% 70.9%

サービスの啓発のための情報紙の作成・配布 17 15 36 15.9% 11.8% 14.3%

マスメディア等への寄稿・取材対応 6 5 11 5.6% 3.9% 4.4%

事業所見学会の実施 9 7 16 8.4% 5.5% 6.4%

事業所開設にあたっての住民や多職種への説明や意見聴取 11 6 20 10.3% 4.7% 8.0%

行政に対する普及啓発策の提案 8 10 19 7.5% 7.9% 7.6%

地域包括支援センターに対する普及啓発策の提案 12 12 24 11.2% 9.4% 9.6%

その他 3 2 5 2.8% 1.6% 2.0%

特に取組みは行っていない 6 9 16 5.6% 7.1% 6.4%  

－ 179 －
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（２）行政や地域との関わりについて

問41．サービスの普及啓発や利用促進に向けて最も中心的な役割を果たすべきと考える主体

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=95 n=117 n=227 n=95 n=117 n=227

自法人・自事業所 14 23 40 14.7% 19.7% 17.6%

自治体（市区町村） 37 36 78 38.9% 30.8% 34.4%

自治体（都道府県） 2 3 5 2.1% 2.6% 2.2%

地域包括支援センター 8 11 20 8.4% 9.4% 8.8%

居宅介護支援事業所 33 42 81 34.7% 35.9% 35.7%

地域の事業者団体・事業者連絡会 1 2 3 1.1% 1.7% 1.3%

地域の専門職団体・職能団体 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

その他 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

全　　体 95 117 227 100.0% 100.0% 100.0%  
問42．サービスの理解促進・普及啓発に向けた自治体の取組み（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=104 n=125 n=244 n=104 n=125 n=244

ケアマネジャー向けの勉強会を開催している 27 35 63 26.0% 28.0% 25.8%

医療機関向けの勉強会を開催している 7 7 16 6.7% 5.6% 6.6%

訪問看護事業所向けの勉強会を開催している 4 6 10 3.8% 4.8% 4.1%

5 8 13 4.8% 6.4% 5.3%

ケアマネジャーへ新規開設事業所の情報を提供している 10 12 24 9.6% 9.6% 9.8%

医療機関へ新規開設事業所の情報を提供している 4 7 12 3.8% 5.6% 4.9%

12 10 24 11.5% 8.0% 9.8%

開設・運営マニュアルを作成・公開している 4 2 6 3.8% 1.6% 2.5%

24 20 46 23.1% 16.0% 18.9%

事業者連絡会等の場で情報を提供している 24 25 49 23.1% 20.0% 20.1%

事業所の開設に対する補助を支給している 14 13 27 13.5% 10.4% 11.1%

利用者や事業所を対象とする実態調査を行っている 9 7 16 8.7% 5.6% 6.6%

既存の事業者の運営に対する助言等を行っている 4 7 11 3.8% 5.6% 4.5%

事業所のICT化等に補助を支給している 8 9 17 7.7% 7.2% 7.0%

参入後の人件費に対する補助を支給している 0 1 1 0.0% 0.8% 0.4%

自治体としての整備目標を明確に定めている 7 7 14 6.7% 5.6% 5.7%

広報誌やメディア等でサービスのPRをしている 9 9 19 8.7% 7.2% 7.8%

その他 2 1 3 1.9% 0.8% 1.2%

特に取組みは行われていない 15 20 38 14.4% 16.0% 15.6%

取組みは不明・わからない 22 30 59 21.2% 24.0% 24.2%

地域包括支援センターへ新規開設事業所の情報を提供している

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の好事例情報を提供している

上記訪問看護事業所向け以外の介護事業者向けの勉強会を開催している
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問43．事業所における「介護・医療連携推進会議」の意義や役割（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=127 n=251 n=107 n=127 n=251

地域の介護事業者に情報提供を行う場である 49 59 116 45.8% 46.5% 46.2%

地域の医療機関に情報提供を行う場である 48 45 99 44.9% 35.4% 39.4%

自治体に情報提供を行う場である 52 60 123 48.6% 47.2% 49.0%

地域包括支援センターに情報提供を行う場である 61 67 139 57.0% 52.8% 55.4%

地域住民に情報提供を行う場である 72 73 155 67.3% 57.5% 61.8%

個々の利用者へのサービス内容の見直しの場である 30 23 57 28.0% 18.1% 22.7%

事業所への評価・評判について情報収集をする場である 49 57 110 45.8% 44.9% 43.8%

新たなサービスニーズの掘り起こしを行う場である 32 31 67 29.9% 24.4% 26.7%

地域の多職種と顔の見える関係をつくる場である 73 70 154 68.2% 55.1% 61.4%

その他 1 2 3 0.9% 1.6% 1.2%

特に意義や役割を感じない 3 5 8 2.8% 3.9% 3.2%

問44．地域住民や地域社会との関わり方の状況（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=127 n=251 n=107 n=127 n=251

地域の自治会や商店会に入会している 24 37 62 22.4% 29.1% 24.7%

夏祭り等の地域イベント等に参加している 38 39 83 35.5% 30.7% 33.1%

17 20 41 15.9% 15.7% 16.3%

12 10 23 11.2% 7.9% 9.2%

0 3 3 0.0% 2.4% 1.2%

事業所見学会などを地域向けに開催している 17 7 27 15.9% 5.5% 10.8%

地域向けのサロンや居場所を設けている 19 14 37 17.8% 11.0% 14.7%

3～7以外の地域向けの事業を企画・運営している 3 4 9 2.8% 3.1% 3.6%

学校等の職業体験を受け入れている 31 28 64 29.0% 22.0% 25.5%

学校等への出前授業を行っている 5 7 13 4.7% 5.5% 5.2%

地元の介護事業者の連絡会等に参加している 37 47 90 34.6% 37.0% 35.9%

事業所の施設を地域に開放している 17 10 29 15.9% 7.9% 11.6%

地域の見守りネットワークに参加している 10 13 24 9.3% 10.2% 9.6%

地域住民をボランティアとして受入れている 17 19 38 15.9% 15.0% 15.1%

利用者へのケアの中で地域活動へ参画している 4 7 12 3.7% 5.5% 4.8%

地域住民が介護・医療連携推進会議のﾒﾝﾊﾞｰになっている 65 64 135 60.7% 50.4% 53.8%

18 8 29 16.8% 6.3% 11.6%

職員が公的な会議や委員会の委員を務めている 8 12 21 7.5% 9.4% 8.4%

地域における社会資源の創出に取り組んでいる 7 9 19 6.5% 7.1% 7.6%

自治体や町内会等にまちづくりに関する提言を行っている 2 2 6 1.9% 1.6% 2.4%

地域のシニア層や障害者等を雇用している 12 8 23 11.2% 6.3% 9.2%

その他 1 4 5 0.9% 3.1% 2.0%

特に関わりはない 10 19 32 9.3% 15.0% 12.7%

民生委員等向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している

地域企業向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している

地域のインフォーマルなサービスと連携し、利用者の支援を行っている

地域住民向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している

問 42．サービスの理解促進・普及啓発に向けた自治体の取組み（複数回答）
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（２）行政や地域との関わりについて

問41．サービスの普及啓発や利用促進に向けて最も中心的な役割を果たすべきと考える主体

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=95 n=117 n=227 n=95 n=117 n=227

自法人・自事業所 14 23 40 14.7% 19.7% 17.6%

自治体（市区町村） 37 36 78 38.9% 30.8% 34.4%

自治体（都道府県） 2 3 5 2.1% 2.6% 2.2%

地域包括支援センター 8 11 20 8.4% 9.4% 8.8%

居宅介護支援事業所 33 42 81 34.7% 35.9% 35.7%

地域の事業者団体・事業者連絡会 1 2 3 1.1% 1.7% 1.3%

地域の専門職団体・職能団体 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

その他 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0%

全　　体 95 117 227 100.0% 100.0% 100.0%  
問42．サービスの理解促進・普及啓発に向けた自治体の取組み（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=104 n=125 n=244 n=104 n=125 n=244

ケアマネジャー向けの勉強会を開催している 27 35 63 26.0% 28.0% 25.8%

医療機関向けの勉強会を開催している 7 7 16 6.7% 5.6% 6.6%

訪問看護事業所向けの勉強会を開催している 4 6 10 3.8% 4.8% 4.1%

5 8 13 4.8% 6.4% 5.3%

ケアマネジャーへ新規開設事業所の情報を提供している 10 12 24 9.6% 9.6% 9.8%

医療機関へ新規開設事業所の情報を提供している 4 7 12 3.8% 5.6% 4.9%

12 10 24 11.5% 8.0% 9.8%

開設・運営マニュアルを作成・公開している 4 2 6 3.8% 1.6% 2.5%

24 20 46 23.1% 16.0% 18.9%

事業者連絡会等の場で情報を提供している 24 25 49 23.1% 20.0% 20.1%

事業所の開設に対する補助を支給している 14 13 27 13.5% 10.4% 11.1%

利用者や事業所を対象とする実態調査を行っている 9 7 16 8.7% 5.6% 6.6%

既存の事業者の運営に対する助言等を行っている 4 7 11 3.8% 5.6% 4.5%

事業所のICT化等に補助を支給している 8 9 17 7.7% 7.2% 7.0%

参入後の人件費に対する補助を支給している 0 1 1 0.0% 0.8% 0.4%

自治体としての整備目標を明確に定めている 7 7 14 6.7% 5.6% 5.7%

広報誌やメディア等でサービスのPRをしている 9 9 19 8.7% 7.2% 7.8%

その他 2 1 3 1.9% 0.8% 1.2%

特に取組みは行われていない 15 20 38 14.4% 16.0% 15.6%

取組みは不明・わからない 22 30 59 21.2% 24.0% 24.2%

地域包括支援センターへ新規開設事業所の情報を提供している

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の好事例情報を提供している

上記訪問看護事業所向け以外の介護事業者向けの勉強会を開催している
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問43．事業所における「介護・医療連携推進会議」の意義や役割（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=127 n=251 n=107 n=127 n=251

地域の介護事業者に情報提供を行う場である 49 59 116 45.8% 46.5% 46.2%

地域の医療機関に情報提供を行う場である 48 45 99 44.9% 35.4% 39.4%

自治体に情報提供を行う場である 52 60 123 48.6% 47.2% 49.0%

地域包括支援センターに情報提供を行う場である 61 67 139 57.0% 52.8% 55.4%

地域住民に情報提供を行う場である 72 73 155 67.3% 57.5% 61.8%

個々の利用者へのサービス内容の見直しの場である 30 23 57 28.0% 18.1% 22.7%

事業所への評価・評判について情報収集をする場である 49 57 110 45.8% 44.9% 43.8%

新たなサービスニーズの掘り起こしを行う場である 32 31 67 29.9% 24.4% 26.7%

地域の多職種と顔の見える関係をつくる場である 73 70 154 68.2% 55.1% 61.4%

その他 1 2 3 0.9% 1.6% 1.2%

特に意義や役割を感じない 3 5 8 2.8% 3.9% 3.2%

問44．地域住民や地域社会との関わり方の状況（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=107 n=127 n=251 n=107 n=127 n=251

地域の自治会や商店会に入会している 24 37 62 22.4% 29.1% 24.7%

夏祭り等の地域イベント等に参加している 38 39 83 35.5% 30.7% 33.1%

17 20 41 15.9% 15.7% 16.3%

12 10 23 11.2% 7.9% 9.2%

0 3 3 0.0% 2.4% 1.2%

事業所見学会などを地域向けに開催している 17 7 27 15.9% 5.5% 10.8%

地域向けのサロンや居場所を設けている 19 14 37 17.8% 11.0% 14.7%

3～7以外の地域向けの事業を企画・運営している 3 4 9 2.8% 3.1% 3.6%

学校等の職業体験を受け入れている 31 28 64 29.0% 22.0% 25.5%

学校等への出前授業を行っている 5 7 13 4.7% 5.5% 5.2%

地元の介護事業者の連絡会等に参加している 37 47 90 34.6% 37.0% 35.9%

事業所の施設を地域に開放している 17 10 29 15.9% 7.9% 11.6%

地域の見守りネットワークに参加している 10 13 24 9.3% 10.2% 9.6%

地域住民をボランティアとして受入れている 17 19 38 15.9% 15.0% 15.1%

利用者へのケアの中で地域活動へ参画している 4 7 12 3.7% 5.5% 4.8%

地域住民が介護・医療連携推進会議のﾒﾝﾊﾞｰになっている 65 64 135 60.7% 50.4% 53.8%

18 8 29 16.8% 6.3% 11.6%

職員が公的な会議や委員会の委員を務めている 8 12 21 7.5% 9.4% 8.4%

地域における社会資源の創出に取り組んでいる 7 9 19 6.5% 7.1% 7.6%

自治体や町内会等にまちづくりに関する提言を行っている 2 2 6 1.9% 1.6% 2.4%

地域のシニア層や障害者等を雇用している 12 8 23 11.2% 6.3% 9.2%

その他 1 4 5 0.9% 3.1% 2.0%

特に関わりはない 10 19 32 9.3% 15.0% 12.7%

民生委員等向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している

地域企業向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している

地域のインフォーマルなサービスと連携し、利用者の支援を行っている

地域住民向けに介護に関するセミナー・勉強会を開催している
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７．定期巡回・随時対応型訪問介護看護全般のマネジメントについて

問45．勤務日における業務時間の配分(平均値、％）

生産性が

高い
それ以外 全体

n=99 n=124 n=234

事業所業務のうち利用者に関連の深い管理的業務 23.74 21.95 22.66

事業所の人材確保・育成・定着に関する管理的業務 13.97 14.71 14.15

上記以外の管理運営業務 12.72 13.21 12.86

計画作成等の業務 13.30 11.73 12.53

利用者への直接的な介護業務 24.34 24.88 25.43

その他業務 11.92 13.52 12.38

 
問46．事業所を運営する法人における、今後の定期巡回・随時対応型訪問介護看護の方向性

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=102 n=123 n=240 n=102 n=123 n=240

拡大 68 67 142 66.7% 54.5% 59.2%

現状維持 30 37 72 29.4% 30.1% 30.0%

縮小 2 5 7 2.0% 4.1% 2.9%

撤退 0 2 3 0.0% 1.6% 1.3%

不明・未定 2 12 16 2.0% 9.8% 6.7%

全　　体 102 123 240 100.0% 100.0% 100.0%
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問47．業務の効率化や収益改善を妨げていると考える要因（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=126 n=263 n=106 n=126 n=263

ケアマネジャーのサービスに対する理解不足 55 73 144 51.9% 57.9% 54.8%

利用者のサービスに対する理解不足 36 41 84 34.0% 32.5% 31.9%

計画作成責任者のアセスメント力不足 9 12 22 8.5% 9.5% 8.4%

計画作成責任者の利用者・家族への説明力不足 6 6 15 5.7% 4.8% 5.7%

計画作成責任者のケアマネジャーに対する説明力不足 9 13 24 8.5% 10.3% 9.1%

オペレーターの資格・人員配置要件 38 40 98 35.8% 31.7% 37.3%

連携先の訪問看護事業所の見つけづらさ 10 22 38 9.4% 17.5% 14.4%

訪問介護員の移動時間の長さ 28 31 65 26.4% 24.6% 24.7%

特定の時間帯における職員確保の難しさ 60 70 150 56.6% 55.6% 57.0%

全般的な職員確保の難しさ 75 81 183 70.8% 64.3% 69.6%

訪問介護員ごとのスキルのばらつき 40 36 86 37.7% 28.6% 32.7%

必要な事務手続きや作成書類の多さ 29 31 69 27.4% 24.6% 26.2%

シフト調整などの内部業務の煩雑さ 33 40 85 31.1% 31.7% 32.3%

計画的なサービス提供が難しいサービスの特性 12 17 35 11.3% 13.5% 13.3%

豪雪や台風など自然環境の厳しさ 10 19 31 9.4% 15.1% 11.8%

事業所が立地するエリアの人口密度の低さ 8 10 23 7.5% 7.9% 8.7%

自治体におけるサービス推進の動きの弱さ 26 42 75 24.5% 33.3% 28.5%

7 12 24 6.6% 9.5% 9.1%

利用者・家族や関係機関等との折衝・調整業務の多さ 16 8 29 15.1% 6.3% 11.0%

同一建物への訪問にかかる減算 24 27 57 22.6% 21.4% 21.7%

他サービス併用時の減算 33 47 90 31.1% 37.3% 34.2%

その他 4 8 13 3.8% 6.3% 4.9%

特に課題はない 0 3 3 0.0% 2.4% 1.1%

（注）問47のみ全体には「休廃止状態の事業所」の回答も含まれている。

連携先・委託先の事業所や専門職との調整・情報共有の難しさ

 

－ 182 －
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７．定期巡回・随時対応型訪問介護看護全般のマネジメントについて

問45．勤務日における業務時間の配分(平均値、％）

生産性が

高い
それ以外 全体

n=99 n=124 n=234

事業所業務のうち利用者に関連の深い管理的業務 23.74 21.95 22.66

事業所の人材確保・育成・定着に関する管理的業務 13.97 14.71 14.15

上記以外の管理運営業務 12.72 13.21 12.86

計画作成等の業務 13.30 11.73 12.53

利用者への直接的な介護業務 24.34 24.88 25.43

その他業務 11.92 13.52 12.38

 
問46．事業所を運営する法人における、今後の定期巡回・随時対応型訪問介護看護の方向性

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=102 n=123 n=240 n=102 n=123 n=240

拡大 68 67 142 66.7% 54.5% 59.2%

現状維持 30 37 72 29.4% 30.1% 30.0%

縮小 2 5 7 2.0% 4.1% 2.9%

撤退 0 2 3 0.0% 1.6% 1.3%

不明・未定 2 12 16 2.0% 9.8% 6.7%

全　　体 102 123 240 100.0% 100.0% 100.0%
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問47．業務の効率化や収益改善を妨げていると考える要因（複数回答）

【件数】 【割合】

生産性が

高い
それ以外 全体

生産性が

高い
それ以外 全体

n=106 n=126 n=263 n=106 n=126 n=263

ケアマネジャーのサービスに対する理解不足 55 73 144 51.9% 57.9% 54.8%

利用者のサービスに対する理解不足 36 41 84 34.0% 32.5% 31.9%

計画作成責任者のアセスメント力不足 9 12 22 8.5% 9.5% 8.4%

計画作成責任者の利用者・家族への説明力不足 6 6 15 5.7% 4.8% 5.7%

計画作成責任者のケアマネジャーに対する説明力不足 9 13 24 8.5% 10.3% 9.1%

オペレーターの資格・人員配置要件 38 40 98 35.8% 31.7% 37.3%

連携先の訪問看護事業所の見つけづらさ 10 22 38 9.4% 17.5% 14.4%

訪問介護員の移動時間の長さ 28 31 65 26.4% 24.6% 24.7%

特定の時間帯における職員確保の難しさ 60 70 150 56.6% 55.6% 57.0%

全般的な職員確保の難しさ 75 81 183 70.8% 64.3% 69.6%

訪問介護員ごとのスキルのばらつき 40 36 86 37.7% 28.6% 32.7%

必要な事務手続きや作成書類の多さ 29 31 69 27.4% 24.6% 26.2%

シフト調整などの内部業務の煩雑さ 33 40 85 31.1% 31.7% 32.3%

計画的なサービス提供が難しいサービスの特性 12 17 35 11.3% 13.5% 13.3%

豪雪や台風など自然環境の厳しさ 10 19 31 9.4% 15.1% 11.8%

事業所が立地するエリアの人口密度の低さ 8 10 23 7.5% 7.9% 8.7%

自治体におけるサービス推進の動きの弱さ 26 42 75 24.5% 33.3% 28.5%

7 12 24 6.6% 9.5% 9.1%

利用者・家族や関係機関等との折衝・調整業務の多さ 16 8 29 15.1% 6.3% 11.0%

同一建物への訪問にかかる減算 24 27 57 22.6% 21.4% 21.7%

他サービス併用時の減算 33 47 90 31.1% 37.3% 34.2%

その他 4 8 13 3.8% 6.3% 4.9%

特に課題はない 0 3 3 0.0% 2.4% 1.1%

（注）問47のみ全体には「休廃止状態の事業所」の回答も含まれている。

連携先・委託先の事業所や専門職との調整・情報共有の難しさ
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厚生労働省「平成29年度老人保健健康増進等事業」民介協 成果報告会

時 間 プ ロ グ ラ ム
13:00～ 開場・受付開始
13:30～ 開会挨拶

13:35～
15:00

講演

「介護事業の生産性向上について」
（仮題）
東北福祉大学大学院総合福祉学研究科
小笠原浩一教授

15:00～
16:00

実践事例報告

「社会福祉法人協同福祉会の取組」
（仮題）
社会福祉法人協同福祉会理事長
村城正氏

16:00～
17:00

平成30年度介護保険制度改正・報酬改定
に関する情報提供・閉会

在宅介護事業者の全国団体である『民間事業者の質を高める』全国介護事業者協議会（略称：民介協）では、本年

度、厚生労働省の老健事業の補助金を活用し、定期巡回・随時対応型訪問介護看護および小規模多機能型居宅介護の

生産性向上に関する調査研究を実施しており、研究成果の報告を兼ねた講演会を３月に大阪にて開催いたします。

地域包括ケアの要となるサービスとして創設された定期巡回・随時対応型訪問介護看護、および小規模多機能型居

宅介護は、その運営の難しさなどから全国的な普及啓発が進んでいない面があります。両サービスの運営のあり方を

改めて考える機会として、本講演会をぜひご活用ください。

○日 時 平成30年3月17日(土)13時30分～17時00分

○会 場

あいおいニッセイ同和損保
フェニックスタワー16階 会議室
（大阪府大阪市北区西天満4-15-10）

○定 員 175名（先着順）

○参 加 費 無料

○対 象

・地域密着型サービスの経営をしている方
・介護事業所の現場で働く職員の方
・自治体等の福祉部局の関係者
・介護経営の研究者、介護経営を学ぶ学生
※当日ご来場いただいた方には、調査研究事業の成果物を進
呈いたします。

※上記プログラム・講師等は予告無く変更となる場合がありますので、ご了承ください。

■本件のお問い合わせ先・お申込み先

一般社団法人 『民間事業者の質を高める』全国介護事業者協議会（略称：民介協）

〒101-0047 東京都千代田区内神田2-5-3 児谷ビル3階

TEL：03-5289-4381 FAX：03-5289-4382 電子メールアドレス：info@minkaikyo.info

講演会の
ご 案 内 地域密着型サービスの
生産性をいかに高めるか？

平成30年3月17日(土） 於：あいおいニッセイ同和損保フェニックスタワー16階

東北福祉大学大学院総合福祉学研究科 教授・経済学博士
小笠原浩一（おがさわらこういち）先生

◆基調講演講師

専門分野は介護経営、サービス・イノベーション、
福祉政策など。
埼玉大学経済学部教授を経て現職。ラウレア応用
科学大学名誉研究フェロー、（一社）日本介護福
祉経営人材教育協会理事、日本介護経営学会副会
長など。
主な著書に『介護イノベーション』『介護経営』
『地域医療介護のネットワーク構想』『社会福祉
の新次元』『認知症の早期発見・初期集中支援に
向けたラーニングプログラム』など多数。

社会福祉法人協同福祉会理事長
村城正 （むらきただし）氏

◆「実践事例報告」報告者

1950年 京都府生まれ。宇都宮大学卒。
社会福祉施設（奈良県）に勤務。地域福祉の向上をめざすオピ
ニオンリーダーとして活躍。
栃木県民生協常務理事、生協連合会北関東協同センター専務理
事、株式会社ＣＷＳ代表取締役、市民生協ならコープ常任理事
などを歴任。
現在、社会福祉法人協同福祉会理事長。日本民主主義文学会会
員。
著書に『協同センターの現状と到達点』『どうする！高齢社会
日本』『海鳴りの詩（小説）』がある。

うた 

－ 186 －



FAX：03－5289－4382

「地域密着型サービスの生産性をいかに高めるか？」
参加申込書（平成30年3月9日（金）必着）

貴法人名 ご連絡先
TEL：

FAX：

ご住所

資料準備の関係上、お手数ですが参加される方全員のお名前・役職をご記入ください。

講演会参加者 お名前 講演会参加者 お名前

1 5

2 6

3 7

4 8

◆講演会会場の周辺地図
【会場へのアクセス】

○JR東西線「北新地駅」徒歩5分

○JR「大阪駅」徒歩10分

○阪神電車「梅田駅」徒歩8分

○阪急電車「梅田駅」徒歩12分

○地下鉄御堂筋線「梅田駅」徒歩8分

○地下鉄谷町線「東梅田駅」徒歩6分

○地下鉄四つ橋線「西梅田駅」徒歩8分

○地下鉄御堂筋線・京阪本線「淀屋橋駅」徒歩8分

○京阪中之島線「大江橋駅」徒歩7分

【会場 建物外観】

JR東西線

至大阪天満宮→

北新地駅

JR大阪駅

地

下

鉄

梅

田

駅
阪急
百貨店

第１ビル
第3ビル

第2ビル

第4ビル

阪神百貨店

阪神梅田駅

あいおいニッセイ同和損保
フェニックスタワー

梅田新道交差点

地

下

鉄
御

堂

筋
線

阪
急
梅
田
駅

ヨドバシカメラ

大
江
橋

堂島川

淀
屋
橋

土佐堀川

ANAホテル

堂島アバンザ

至
淀
屋
橋

↓
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